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◆巻頭論文◆

「公共的な物」の劣化に
どう対応するか？

早稲田大学政治経済学術院教授 齋藤 純一

日本の総人口は 2065 年には約 8800 万人に

減少するとともに、高齢化がさらに進み、約

2.6 人に1人が 65 歳以上、約 3.9 人に1人が

75 歳以上になると推計されている（『平成 30

年度高齢社会白書』）。東京都区部でも十数年

後には人口がピークに達すると見られている

（同白書）。人口がその後定常化の方向に転じ

ていくとしても、人口減少・高齢化にどう対

処するかがこれから半世紀にわたり住民自治

にとっても大きな課題になることは間違いな

い。

その際、社会保障をはじめとして対処しな

ければならない課題は多いが、小論では、「公

共的な物」（public things）の劣化にどう対応

していくかという問題に注目したい。という

のも、そうした「物」の劣化が招く身近な暮

らしの場の荒廃をどう防いでいくかは、自治

体とその住民にとって切実な「公共の関心

事」（res publica=public things）にならざる

をえないからである。

地域における「公共的な物」には、電気・

ガス、上下水道などの生活インフラ、学校・

図書館・公民館などの公共施設、街路・公園・

河川敷などのほか、駅や商店街、神社仏閣な

ど一般のアクセスに開かれているものも含ま

れる。公的に管理・運営されるもの、一般の

アクセスに開かれているものに加えて、ここ

では、集合住宅を含む住宅も、地域の安全や

イメージ（景観）にかかわるものとして、「公

共的な物」に含めて考えたい。

あらゆる物は、放置されればおのずと劣化

していく。「公共的な物」も、それを利用する

人々による関与――清掃・修繕・補強あるい

は更新など――がおろそかになれば、劣化を

免れない。住民の減少は人的資源の面におい

て、自治体が直面する財源の制約は物的資源

の面において、「公共的な物」の維持にとって

不利な条件となる。それに加えて、大都市で

は、住空間をはじめとする住民の生活空間の

分離（segregation）――より富裕な住民層と

そうでない住民層の分離――も、これを放置

するなら昂進していくだろう。それは、他の

住民とその生活環境への関心の低下をともな

わずにはいない。

こうした条件を考慮すれば、公共空間の荒

廃化の傾向は避けがたいようにも見える。す

でにそれは、老朽化が進む生活インフラ、

シャッター商店街、建て替えの見通しが立た

ない集合住宅、虫食い状に拡がる空き家など

に現れている。そうした傾向に歯止めをかけ
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る社会的資源をどこに見いだし、どのように

形成していくことができるだろうか。

言うまでもなく、人口の減少や高齢化が

もっぱらネガティヴに作用するとは限らな

い。人口減にともない土地への需要はしだい

に低下していくだろうし、退職した人々がそ

の時間的資源を活かして地域の公共的な活動

に携わることも期待できる。また、制度の再

編によって、既存の資産が負の資産に転じて

いくことに歯止めをかけることも可能であ

る。2017 年に施行された「改正住宅セーフ

ティネット法」は、住居を求める高齢者や低

所得者と空き家とのマッチングを図る試みで

ある。小論では、劣化が危惧されている当の

物自体がもちうるはたらき（agency）に注目

してみたい。

アメリカの政治思想家ボニー・ホニッグに

よれば、物には人々の関与を引き出し、人々

の関係を維持したり、それを再生したりする

はたらきがある（Honig 2017）。日本社会の

文脈に引きつけていえば、住民が愛着を寄せ

てきた街路、学校、公園、地域の神社（神社

林）などは、その劣化や荒廃を食いとめよう

とする自発的な活動を呼び起こしている。実

際、各種のイベントや祭りなどの地域の行

事、あるいは町並みの保全・修復、地域ブラ

ンドの開発などを通じて、住民の間に新たな

関係が形成されるケースが全国各地に見られ

るようになってきた。

地域の「公共的な物」は、そこに生きる人々

に共有される知覚や記憶と分かちがたく結び

ついている。街路樹は季節の変化を人々に知

らせ、いまは使われなくなった蔵や水路はそ

の地にどのような生業があったのかを人々に

伝える。「公共的な物」は、人々を空間的にだ

けではなく時間的にも結びつけている。廃校

や廃線を惜しむ感情がなかなか消え去らない

のも、それらがもっていたはたらきに他に代

替しがたい価値が認めらるからだろう。

何らかの物に持続的に関与する活動は、「投

資」（investment）としての面をもっている。

その投資が繰り返されることを通じて、物そ

れ自体にも、その物をめぐる人々の関係にも

資本――物的資本のみならず社会関係資本

（social capital）や文化資本（cultural capi-

tal）――が蓄積されていく。長く関与・愛着

の対象となってきた「物」は、人々の認識や

記憶の媒体ともなり、今度は人々の関心や愛

着を引き寄せ、新たな関与を促していく。こ

のように「公共的な物」は、それをめぐる人々

の間に関係を形成し、維持する媒体として作

用する。翻って、そうした関係は、住民が防

災や防犯など他の活動を展開していくことに

も資する。人口減少・高齢化が進むなかで

「公共的な物」が現に果たしている役割は

けっして小さくはない。

もちろん、すべての「公共的な物」がそう

した肯定的な作用をもちうるわけではない。

逆にある種の物は、人々のアクセスを意図的

に妨げたり、その地ならではの風景を損なう

仕方で作用することもあるし、すでに安全上

のリスクとなっているものもある。それらの

物は、むしろ、そうした物をつくってきた（あ

るいは放置してきた）従来の制度や政策に対

する真剣な反省を迫っていると言える。たと

えば、増えつづける空き家は、野放しの土地

開発や新築住宅の過剰供給を許してきた政策

の問題を如実に示しているし、歩道橋や段差
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のついた狭い歩道は人々の移動・交通におい

て何が優先されてきたのかを露わにしてい

る。

そして、日本ではまだ先鋭化していないと

はいえ、格差の拡大にともなう住空間の分離

も深刻な問題である。ロバート・パットナム

らが描くように、アメリカの社会では、同じ

都市に生活する住民でも互いにすれちがうこ

とすらないくらいに、互いの生活空間（そし

て人生の展望）を分け隔てる溝は深くなって

いる（パットナム 2017）。生活空間が分断化

していけば、住民の関心も互いから離れて、

内向きに閉じていく。一般のアクセスに開か

れている「公共的な物」は質において劣るも

のと見なされ、富裕層はそこから自らを排除

していく。そうした行動が重なれば、公共の

貧困化にはさらに拍車がかかっていく。こう

した悪循環を避けるためには、「公共的な物」

に負のイメージをまとわりつかせないような

政策の展開や住民の活動がなんとしても必要

になる。

「公共的な物」の現状から学ぶなら、人口減

少・高齢化と資源制約の条件のもとで、何を

つくらないかが重要になる。すぐに負の資産

に転化していくもの、維持するのに膨大なエ

ネルギーやコストを要するもの、人々を結び

つけるのではなく逆に切り離す仕方で作用す

るもの、こういったものの開発や建築にはか

なりの規制が必要だろう（たとえば、現在建

設中のタワーマンションも半世紀後には耐用

年数［法的耐用年数は 47 年］に達するし、少

なくともその資産価値はかなり減価してい

く）。

このように見ると、人口減少・高齢化は、

住民がその暮らしの場所をどのように維持・

再編していくかについて、次世代ないしそれ

に続く世代の視点に立って再点検・再検討す

るための機会を提供しているように思われ

る。「物」は否応なく視野に入るがゆえに、動

機づけの面でも、住民の地域社会への関与を

喚起しやすい。地震や集中豪雨など頻発する

災害も、防災あるいは避難の観点から、宅地

の地盤や河川への関心をあらためて高めてい

る。さらに、「迷惑施設」とみなされこともあ

る「公共的な物」――たとえばゴミ処分場、

保育所、障害者支援施設など――を地域のど

こにどのようにつくるかもあらためて問われ

つつある。

地域の荒廃を防いでいくために、先の世代

に何をのこし、何をのこさないかについて意

見を交換し、判断を形成することは急務であ

る。とはいえ、そのような地域全体の「公共

的な物」をめぐる意見交換の機会はおのずと

生じるわけではない。これまでは、何らかの

建設計画が具体化してから関係住民の「同

意」を調達するための場がもたれることが多

く、建設にまつわる個々の利害をいかに調整

するかに関心が集中しがちであった。「事後

的」（ex post）な利害調整や補償に終始する

のではなく、「事前に」（ex ante）に共通の判

断を形成していくためには、やはり制度的な

対応が必要になる。

いま身近なところで直面している個々の問

題についての議論ももちろん重要だが、制度

として重要なのは、自治体全域にわたるしか

も半世紀後を展望した「公共的な物」のあり

方について、持続的な議論の場を設けていく

ことである。まず、フォーマルな制度につい
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る社会的資源をどこに見いだし、どのように

形成していくことができるだろうか。

言うまでもなく、人口の減少や高齢化が

もっぱらネガティヴに作用するとは限らな

い。人口減にともない土地への需要はしだい

に低下していくだろうし、退職した人々がそ

の時間的資源を活かして地域の公共的な活動

に携わることも期待できる。また、制度の再

編によって、既存の資産が負の資産に転じて

いくことに歯止めをかけることも可能であ

る。2017 年に施行された「改正住宅セーフ

ティネット法」は、住居を求める高齢者や低

所得者と空き家とのマッチングを図る試みで

ある。小論では、劣化が危惧されている当の

物自体がもちうるはたらき（agency）に注目

してみたい。

アメリカの政治思想家ボニー・ホニッグに

よれば、物には人々の関与を引き出し、人々

の関係を維持したり、それを再生したりする

はたらきがある（Honig 2017）。日本社会の

文脈に引きつけていえば、住民が愛着を寄せ

てきた街路、学校、公園、地域の神社（神社

林）などは、その劣化や荒廃を食いとめよう

とする自発的な活動を呼び起こしている。実

際、各種のイベントや祭りなどの地域の行

事、あるいは町並みの保全・修復、地域ブラ

ンドの開発などを通じて、住民の間に新たな

関係が形成されるケースが全国各地に見られ

るようになってきた。

地域の「公共的な物」は、そこに生きる人々

に共有される知覚や記憶と分かちがたく結び

ついている。街路樹は季節の変化を人々に知

らせ、いまは使われなくなった蔵や水路はそ

の地にどのような生業があったのかを人々に

伝える。「公共的な物」は、人々を空間的にだ

けではなく時間的にも結びつけている。廃校

や廃線を惜しむ感情がなかなか消え去らない

のも、それらがもっていたはたらきに他に代

替しがたい価値が認めらるからだろう。

何らかの物に持続的に関与する活動は、「投

資」（investment）としての面をもっている。

その投資が繰り返されることを通じて、物そ

れ自体にも、その物をめぐる人々の関係にも

資本――物的資本のみならず社会関係資本

（social capital）や文化資本（cultural capi-

tal）――が蓄積されていく。長く関与・愛着

の対象となってきた「物」は、人々の認識や

記憶の媒体ともなり、今度は人々の関心や愛

着を引き寄せ、新たな関与を促していく。こ

のように「公共的な物」は、それをめぐる人々

の間に関係を形成し、維持する媒体として作

用する。翻って、そうした関係は、住民が防

災や防犯など他の活動を展開していくことに

も資する。人口減少・高齢化が進むなかで

「公共的な物」が現に果たしている役割は

けっして小さくはない。

もちろん、すべての「公共的な物」がそう

した肯定的な作用をもちうるわけではない。

逆にある種の物は、人々のアクセスを意図的

に妨げたり、その地ならではの風景を損なう

仕方で作用することもあるし、すでに安全上

のリスクとなっているものもある。それらの

物は、むしろ、そうした物をつくってきた（あ

るいは放置してきた）従来の制度や政策に対

する真剣な反省を迫っていると言える。たと

えば、増えつづける空き家は、野放しの土地

開発や新築住宅の過剰供給を許してきた政策

の問題を如実に示しているし、歩道橋や段差

都市とガバナンス Vol.32

巻頭論文

2

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-07-428　001_1-1_巻頭論文(齋藤純一先生） .mcd  Page 4 19/10/17 13:11  v5.51

て言えば、自治体（市町村）における現行の

選挙制度は、一つの選挙区から複数の議員が

選出される仕組みになっている。すでに指摘

されているように、この制度は、議員を細分

化された利益の代表者にしがちである（砂原

2018）。議員は、それぞれの支持層に響く利

害には敏感に反応するとしても、「公共的な

物」に関わるような政策指針を競い合って提

示しあうことはまれであった。政策をめぐる

持続的な競争が活性化するように、たとえば

非拘束名簿式比例代表制を導入するなど、選

挙制度の再編に向けた検討が望まれる。

また、都市計画の策定等、「公共的な物」を

めぐる政策形成については、ステークホル

ダーの審議会参加などの方策も採られるよう

になってきたが、それと並行して、多様な住

民代表からなるミニ・パブリックス（「討論型

世論調査」など）を導入することも有益であ

るように思われる。「選挙（election）による

代表」の限界を「選出（selection）による代

表」によって補完することがその目的であ

る。選挙による代表は、とくに代表者（議員）

のジェンダーや出身社会層が比較的同質であ

るという点で、住民の多様な経験やそれにも

とづく「状況的な知」（situated knowledge）

を必ずしも反映しないからである。

ランダムサンプリングをもとに住民から選

ばれる多様な背景をもつ参加者が、関連する

問題について適切な情報を得たうえで、どの

ような政策が望ましいかについて熟議すると

き、その参加者が何を望ましい／何を望まし

くないと考えるようになるかは、自治体の議

会や行政における意思形成にとって貴重な判

断材料になる。のみならず、各地域・各住民

層からの参加者が地域全体の関心事について

直接意見を交換する機会をもつことは、それ

自体、住民間の関心の分断を避けるうえで有

益であるように思われる。

「公共的な物」は、住民とその代表者たち

が、これまで何を重要なものと見なし、何を

優先してきたか、あるいは何を考えてこな

かったかを具体的なかたちで示している。既

存の資産をどのように活用するか、何を将来

にのこさないか、そして今後何をつくり何を

つくらないかについて継続的に意見を交換

し、判断を形成していく制度上の機会は、住

民どうしを、そして住民と自治体の議会・行

政をつなぐ媒体となるはずである。
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Bonnie Honig, Public Things: Democracy
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ロバート・D・パットナム（柴田康文訳）『わ

れらの子ども――米国における機会格差の

拡大』（創元社 , 2017 年）。

金井利之編『縮減社会の合意形成――人口減

少時代の空間制御と自治』（第一法規 ,
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第 27 回都市分権政策センター会議講演

「憲法の地方自治規定と都市自治体」
明治大学法学部教授 大津 浩

日本都市センターと全国市長会が共同設置する「都市分権政策センター」では、2018 年度から第6期

として、これまでの分権改革を踏まえ、実際の都市政策、都市経営により重点をおいた調査研究等を実

施することとしている。

2019 年7月には、「憲法の地方自治規定と都市自治体」を議題に第 27 回会議を開催した。会議では、

明治大学法学部教授の大津 浩氏による講演の後、市長及び学識者の間で活発な意見交換が行われた。

なお、本稿は、その講演録としてまとめたものである。

はじめに
明治大学法学部で憲法を教えております大
津と申します。本日は、都市分権政策セン
ター会議にお招きいただきありがとうござい
ます。
本日は、「憲法の地方自治規定と都市自治
体」をテーマに憲法学の観点からご説明した
いと思います。
ドイツ中世の諺に「都市は人間を自由にす
る」というものがあります。これは、「中世
ヨーロッパの都市は周囲を城壁に囲まれ、周
りの農村部と隔離されていた。農村部は封建
社会のもと、農奴には自由は認められていな
かったが、都市に移り住めば農奴から解放さ
れ、自由民となることが出来た」という事実
から生まれた言葉です。農村社会では人間が
縛りつけられているが、都市に行けば自由に
なると。都市は匿名性の社会ですから、皆が
自由に自分の可能性を伸ばしながら生活し議
論する。そのような環境にこそ自治が育つ。
このような意味から、都市自治体こそが民主

主義及び地方自治の基礎であったといえると
思います。
現代社会において、都市自治体をモデルと
するとき、農村自治体のあり方や広域自治体
と都市自治体の関係をいかに考えるのかなど
について具体的にお示しできればよいのです
が、残念ながら、私自身十分な検討が出来て
おりません。そこで、まずは、私のこれまで
の研究を踏まえ、主として「都市自治体」の
憲法論に限ったお話しをしたいと思います。
私の研究テーマは、①国民主権原理の再解
釈を通じた地方自治権保障論、②自治体政府
形態の多様化論、③二層制の憲法保障論の再
検討の3つです。
まず、①「国民主権原理の再解釈を通じた
地方自治権保障論」ですが、私は、地方自治
は、国民主権の地域的な行使の場という観点
から説明すべきであり、後ほど述べる国と自
治体との間での「立法権の分有」という主張
も、その観点から導き出されるものと考えて
います。
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選挙制度は、一つの選挙区から複数の議員が

選出される仕組みになっている。すでに指摘

されているように、この制度は、議員を細分

化された利益の代表者にしがちである（砂原

2018）。議員は、それぞれの支持層に響く利

害には敏感に反応するとしても、「公共的な

物」に関わるような政策指針を競い合って提

示しあうことはまれであった。政策をめぐる

持続的な競争が活性化するように、たとえば

非拘束名簿式比例代表制を導入するなど、選

挙制度の再編に向けた検討が望まれる。

また、都市計画の策定等、「公共的な物」を

めぐる政策形成については、ステークホル

ダーの審議会参加などの方策も採られるよう

になってきたが、それと並行して、多様な住

民代表からなるミニ・パブリックス（「討論型

世論調査」など）を導入することも有益であ

るように思われる。「選挙（election）による

代表」の限界を「選出（selection）による代

表」によって補完することがその目的であ

る。選挙による代表は、とくに代表者（議員）

のジェンダーや出身社会層が比較的同質であ

るという点で、住民の多様な経験やそれにも

とづく「状況的な知」（situated knowledge）

を必ずしも反映しないからである。

ランダムサンプリングをもとに住民から選

ばれる多様な背景をもつ参加者が、関連する

問題について適切な情報を得たうえで、どの

ような政策が望ましいかについて熟議すると

き、その参加者が何を望ましい／何を望まし

くないと考えるようになるかは、自治体の議

会や行政における意思形成にとって貴重な判

断材料になる。のみならず、各地域・各住民

層からの参加者が地域全体の関心事について

直接意見を交換する機会をもつことは、それ

自体、住民間の関心の分断を避けるうえで有

益であるように思われる。

「公共的な物」は、住民とその代表者たち

が、これまで何を重要なものと見なし、何を

優先してきたか、あるいは何を考えてこな

かったかを具体的なかたちで示している。既

存の資産をどのように活用するか、何を将来

にのこさないか、そして今後何をつくり何を

つくらないかについて継続的に意見を交換

し、判断を形成していく制度上の機会は、住

民どうしを、そして住民と自治体の議会・行

政をつなぐ媒体となるはずである。
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また、農村自治体のあり方や、都道府県と
都市自治体との関係にも関わるものとして、
②自治体政府形態を現行憲法のもとでどう多
様化できるか、③都道府県と市町村の二層制
を憲法はどの程度保障しているのかについて
も説明したいと思います。
さて、私が考える現在の日本国憲法の地方
自治の基本的な原理、第 92 条「地方自治の本
旨」は、「都市自治体においてこそ適合的なも
のである」という点について考えていきたい
と思います。
ご存知のとおり、日本の地方自治に関する
憲法解釈論では、憲法第 92 条から第 95 条ま
でで明文化されている具体的な制度の保障以
外には、地方自治制度や自治事務の制度枠の
存在しか保障しないという制度的保障論が通
説となっています。そのため、ほとんどの地
方自治の問題は、立法政策、すなわち国会が
法律で決めてしまうため、憲法学者の出番は
なく、現行の立法上の法制度をよくご存じの
行政法学者の議論が中心となっております。
しかし憲法学者である私としては、やはり憲
法の普遍的な原理に照らして地方自治をどう
考えるべきか等、現在の日本国憲法の歴史的
な流れの中での一つの可能性についてお話す
ることをご理解ください。

1「国民主権の地域的行使の場としての地方
自治」論

(1）現代民主主義の深化
現在の日本国憲法が採用し、あるいはさら
に発展させようとしている現代民主主義で
も、立法権は国民代表府に帰属することが基
本です。しかし、民主主義は次のように歴史
的な発展を遂げています。
まず、「半代表制」です。現代の民主主義で
は、国会議員が勝手に立法することは、現実

には許されず、何らかの形で民意を尊重しな
ければならない。つまり、民意による事実上
の統制が一般化しています。これを憲法学で
は「半代表制」と呼んでいます。
二つ目に「半直接制」です。20 世紀後半の
現代民主国家の憲法においては、単に民意を
尊重する（半代表制）だけでなく、一部直接
民主制（国民が直接的に政治を決定する制
度）が取り入れられています。日本では「憲
法改正」の場合にのみこの制度を取り入れて
いますが、フランスでは、立法についても国
民投票で決めるというシステムがあります。
この場合、最終的な政治的決定権は、国会で
はなく、有権者自身が有することになりま
す。このような段階を、憲法学では「半直接
制」と呼んでいます。
三つ目は「対話型民主主義」です。20 世紀
末以降のより多元化し柔軟化した民主主義の
捉え方では、多様な公的意思の形成主体がお
互いに対話しながら、よりよい立法を形成し
ていくという意味での「対話型民主主義」が
取り入れられてきます。私は、この「対話型
民主主義」の中心的な要素の一つが、地方自
治体の代表機関であると思っています。国会
は全国民を代表する機関ですが、地方自治体
の代表機関も広い意味では国民を代表する機
関であり、これらがさまざまなルートを通じ
て対話をすることで、よりよい国民全体の意
思が形成される。現代の民主主義はこうした
方向に修正され深化していると考えます。

(2）国民主権原理の具現化としての「地方自
治の本旨」
以上のように考えると、日本国憲法第 92
条の地方自治の本旨とは、「主権者である国
民が国と地方において多段階的に主権を行使
する」という意味に変容した国民主権原理を
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具体化したものであると理解できます。すな
わち、憲法第 92 条は国民主権の規定の一つ
でもあるのです。

(3）「立法権分権」国家
したがって、「地方で主権を行使する」とい
うことから、自治体にも立法権が分有される
という原理が導き出されると考えます。「自
治体への立法権分有」というと、憲法上、連
邦と州に立法権限を明確に分割し帰属させて
いる連邦国家を想定してしまいますが、日本
国憲法はそのような国家構造をとっていませ
ん。
しかしながら、日本国憲法は立法権を明確
には分割していないものの、自治体も国と並
んで統治権を分有していると理解することは
できます。憲法第 92 条は「地方公共団体の
組織及び運営に関する事項は、地方自治の本
旨に基いてこれを定める」、つまり、国会が自
治体に関する事項を法律でどのように定めて
も良いわけではなく、あくまでも地方自治の
本旨に適合的な法律しか定められないとして
います。この文言は、国のみならず自治体に
も、公的な事柄を決定する権限を与えている
のだと読めます。すなわち、明確に分野は定
められていないけれど、自治体にも何らかの
形で、国と並んで立法権が分有されている
と。このように、憲法第 92 条を立法権分有
の一般規定として読むことは、十分に可能で
あります。この意味で、日本は立法権分権国
家と呼ぶにふさわしいのではないかと思いま
す。
より詳しく述べると、自治体は、市町村で
あれ都道府県であれ、それぞれの段階で住民
の生活に必要であると考えれば、いかなる分
野についても条例を定め、介入することが許
される。この意味で「全権限性」が保障され

ているということになります。これは、国が
法律で決めたことを自治体が地域で実施に移
すという行政権だけの分権ではなくて、どの
分野にどのような方法で介入すれば良いのか
自体を決められるという意味で、第一次的立
法権を自治体が国と分有しているということ
になります。
以上のように考えますと、当然、国自身に
も国民全体のためにいかなる分野にも介入す
るという「全権限性」があり、自治体におい
てもそれぞれの分野で「全権限性」がありま
すので、国と自治体に管轄権の重複、抵触、
競合が生じることになります。この場合、従
来の通説では、日本国憲法は自治体の「全権
限性」を保障するとしつつ、国の法令に一切
逆らうことができないという条件つきの「全
権限性」だったのですが、私は、自治体も国
民の主権行使の場であると考える以上、「全
権限性」にこのような限界を設けてはならな
いと考えます。その上で、国との間で抵触・
競合してしまった場合、自治体が必要と考え
るならば、お互いに立法権をぶつけ合って調
整する、「対話型の立法権分有」という考え方
が有効であると考えます。

(4）権限重複型「立法権分権」国家における
立法権分有のあり方：「対話型立法権分有」

1）立法権の国会独占原則と自治体立法権に
対する国立法権の原則的優位
国政レベルでは、憲法第 41 条に「国会は国
の唯一の立法機関」と定められておりますの
で、国会が立法権を独占しています。これは
あくまで、国政レベルにおいては、行政権あ
るいは司法権との関係で国会が立法権を独占
するということです。
一方、前述の民主主義観では、憲法第 41 条
の原則は、国と地方の関係においては国会が

都市とガバナンス Vol.32

第 27 回都市分権政策センター会議講演「憲法の地方自治規定と都市自治体」

7

19-07-428　005_1-2_臼田公子「講演 都市分権センター（大津...  Page 2 19/10/17 13:14  v5.51

また、農村自治体のあり方や、都道府県と
都市自治体との関係にも関わるものとして、
②自治体政府形態を現行憲法のもとでどう多
様化できるか、③都道府県と市町村の二層制
を憲法はどの程度保障しているのかについて
も説明したいと思います。
さて、私が考える現在の日本国憲法の地方
自治の基本的な原理、第 92 条「地方自治の本
旨」は、「都市自治体においてこそ適合的なも
のである」という点について考えていきたい
と思います。
ご存知のとおり、日本の地方自治に関する
憲法解釈論では、憲法第 92 条から第 95 条ま
でで明文化されている具体的な制度の保障以
外には、地方自治制度や自治事務の制度枠の
存在しか保障しないという制度的保障論が通
説となっています。そのため、ほとんどの地
方自治の問題は、立法政策、すなわち国会が
法律で決めてしまうため、憲法学者の出番は
なく、現行の立法上の法制度をよくご存じの
行政法学者の議論が中心となっております。
しかし憲法学者である私としては、やはり憲
法の普遍的な原理に照らして地方自治をどう
考えるべきか等、現在の日本国憲法の歴史的
な流れの中での一つの可能性についてお話す
ることをご理解ください。

1「国民主権の地域的行使の場としての地方
自治」論

(1）現代民主主義の深化
現在の日本国憲法が採用し、あるいはさら
に発展させようとしている現代民主主義で
も、立法権は国民代表府に帰属することが基
本です。しかし、民主主義は次のように歴史
的な発展を遂げています。
まず、「半代表制」です。現代の民主主義で
は、国会議員が勝手に立法することは、現実

には許されず、何らかの形で民意を尊重しな
ければならない。つまり、民意による事実上
の統制が一般化しています。これを憲法学で
は「半代表制」と呼んでいます。
二つ目に「半直接制」です。20 世紀後半の
現代民主国家の憲法においては、単に民意を
尊重する（半代表制）だけでなく、一部直接
民主制（国民が直接的に政治を決定する制
度）が取り入れられています。日本では「憲
法改正」の場合にのみこの制度を取り入れて
いますが、フランスでは、立法についても国
民投票で決めるというシステムがあります。
この場合、最終的な政治的決定権は、国会で
はなく、有権者自身が有することになりま
す。このような段階を、憲法学では「半直接
制」と呼んでいます。
三つ目は「対話型民主主義」です。20 世紀
末以降のより多元化し柔軟化した民主主義の
捉え方では、多様な公的意思の形成主体がお
互いに対話しながら、よりよい立法を形成し
ていくという意味での「対話型民主主義」が
取り入れられてきます。私は、この「対話型
民主主義」の中心的な要素の一つが、地方自
治体の代表機関であると思っています。国会
は全国民を代表する機関ですが、地方自治体
の代表機関も広い意味では国民を代表する機
関であり、これらがさまざまなルートを通じ
て対話をすることで、よりよい国民全体の意
思が形成される。現代の民主主義はこうした
方向に修正され深化していると考えます。

(2）国民主権原理の具現化としての「地方自
治の本旨」
以上のように考えると、日本国憲法第 92
条の地方自治の本旨とは、「主権者である国
民が国と地方において多段階的に主権を行使
する」という意味に変容した国民主権原理を
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立法権を独占するのではなく、国の立法権が
自治体の立法権に優先する原則であると捉え
ることが正しいと思います。憲法第 94 条で、
法律の範囲内での条例の制定が求められるわ
けですが、私は、条例が一切法律に抵触して
はならないという意味ではなく、原則として
国の法律が優位するという一般条件を守った
うえで、自治体は国会の立法に匹敵する条例
を制定しなくてはならないと解釈すべきだと
考えます。

2）憲法適合的解釈としての「目的効果」基
準論
さて、国の法令と自治体の条例において、
この両者の抵触が疑われる場合、可能な限
り、地方自治の本旨を尊重して、両者が抵触
しないよう解釈することが憲法上の要請で
す。これを憲法学では「憲法適合的解釈」と
いいます。国の法律は合憲であるが、自治体
の条例を尊重するような形で可能な限り解釈
するということであり、徳島市公安条例事件
最高裁判決が示した「目的効果」基準論は、
この立場をとっています。

3）「憲法適合的解釈」が不可能なほどに明ら
かに国の法令に抵触する条例
しかしながら、私は先ほどから、「自治体が
どうしても必要な場合には、国の法律がどう
であれ、自治体の条例で勝手に定めても良
い」という議論を展開しています。これは
言ってみれば、憲法適合的な解釈が不可能な
ほどに、明らかに国の法令に抵触する条例が
つくられる場合があるということになりま
す。この場合はどのように考えたら良いの
か。
私の独自見解ではありますが、原則として
国の法律が優位するにせよ、自治体の立法、

すなわち条例が、その内容や立法の経緯に十
分な必要性と合理性が認められる場合、部分
的あるいは暫定的であることを条件に、例外
的に、自治体の条例が国の法律に優位すると
いうことを、憲法第 92 条が認めているもの
と理解しています。「部分的な抵触」を「国の
法律の重要な部分を阻害するに至らない限
り」と読み替えれば、実際、どのように処理
すべきかがかなり明確になると私は考えま
す。
このように、地域的な必要性と合理性が十
分に認められる場合には、条例が法律に優位
するということは、特定の自治体、特定の分
野に限り、憲法ではその条例が法律に抵触し
た場合でも憲法的適法性を与えるということ
です。つまり、当該自治体の当該分野に関し
て国の法律を優先的に適用してしまうと、か
えって部分的に「適用違憲」が生じてしまう
ことになるので、当該分野に関する適用を排
除するということです。
以上のように考えると、国の法令に逆らわ
ない限りでの「全権限性」という通説は、国
の法律に部分的・暫定的に抵触する限りは、
あらゆる分野について自治体の立法で定めて
良いという「全権限性」論に変化しつつある
と言えるのです。なお、「暫定的」というの
は、一般的に言って公的事柄では国の法令が
やはり優位する場合が多いですし、一定時期
が過ぎれば条例の適法性が減じてしまうとい
うことがあるからです。

4）「部分的・暫定的な抵触」の最終解決
このような国と自治体の対立は決して国の
統一性の破壊と考えてはいけません。むし
ろ、自治体がある程度抵抗することを通じ、
国と自治体が時間をかけて妥協し合い、共存
できるような状態が生まれることを憲法も望
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んでいると考えるべきです。つまり、国が真
の意味で国民のために十分に活動していない
場合に、何らかの形で自治体が補完すること
（「逆補完性の原理」）を通じてこそ、よりよい
国法が形成されるのだと考えます。

5）基礎自治体と広域自治体の「全権限性」
立法権どうしの抵触
さて、地方自治体は、地域の必要性に応じ
てあらゆる分野に自らの立法権で介入できる
と考えた場合、一つの問題が生じます。現在
の日本では、自治体は基礎自治体（市町村）
と広域自治体（都道府県）の二層制を採用し
ております。この基礎自治体と広域自治体の
両者が「全権限性」を振りかざしてぶつかっ
てしまう場合、どうすればよいのでしょう
か。この論点には次のように答えることがで
きます。
つまり、地方自治法その他の国の法令にお
いては、基礎自治体と広域自治体との関係が
ある程度仕分けされているはずです。そし
て、両者が抵触した場合に、国の法律優先の
原則に従って処理されるということを踏まえ
ますと、広域自治体が優位することが多くな
ろうかと思います。ただし、私が先ほど述べ
た、自治体側に十分な必要性と合理性が認め
られる限りにおいて、国の法律に対して部分
的な抵触が許されるという原則を適用する
と、たとえ地方自治法その他の国の法令で都
道府県優越という関係が定められていたとし
ても、必要性と合理性が十分にある場合に
は、この原則を逸脱して、基礎自治体が優先
されるものと考えます。

2「対話型立法権分有」制の成立条件と都市
自治体
以上のように考えた上で、「対話型立法権

分有」制の成立条件と都市自治体の関係につ
いて考えてみたいと思います。

(1）（人権規制を含む）国法令に抵触する可
能性を持つ自治体立法権の憲法論的条件

1）自治体（立法権）内部での民主的討議確
保の必要性
私は、自治体には、国の法律を逸脱してで
も、必要な場合には住民の人権規制を含む条
例の制定権を認めるべきとの立場をとってい
ます。昔から、自治体でこそ多数者の圧政が
生じる、だからこそ、国が法律で自治体を統
制することによって地域の少数者の人権が保
障される、という議論がなされてきたことか
らすると、これはある意味で恐ろしいことか
もしれません。
しかし、地方自治とは、国民が主権者とし
て国や地域の統治をコントロールするという
ことです。ある程度少数派の人権にとってリ
スクが生じることを認めなければ、民主主義
は成り立ちません。この意味では、自治体内
部で十分に民主的討議ができることが必要に
なると思います。冒頭の「都市は人間を自由
にする」という話にもつながりますが、やは
り民主的討議を行うためには、ある程度の人
口、有権者の数が必要であり、地方議会に多
様な党派を送り出すことが必要であろうと考
えます。この議会においてそれぞれの議員が
正義を目指して討議を続けることを通じて、
よりリスクの少ない自治体立法が生まれるも
のと思います。
現状の立法過程をみると、自治体執行府の
提案を議会がほぼ受け入れる議決をすること
がほとんどであるため、自治体立法提案権は
ほぼ自治体執行府、市長にあるといえます。
しかし、これに対して議会が執行府からの提
出議案に十分な批判を加えられるならば、自
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立法権を独占するのではなく、国の立法権が
自治体の立法権に優先する原則であると捉え
ることが正しいと思います。憲法第 94 条で、
法律の範囲内での条例の制定が求められるわ
けですが、私は、条例が一切法律に抵触して
はならないという意味ではなく、原則として
国の法律が優位するという一般条件を守った
うえで、自治体は国会の立法に匹敵する条例
を制定しなくてはならないと解釈すべきだと
考えます。

2）憲法適合的解釈としての「目的効果」基
準論
さて、国の法令と自治体の条例において、
この両者の抵触が疑われる場合、可能な限
り、地方自治の本旨を尊重して、両者が抵触
しないよう解釈することが憲法上の要請で
す。これを憲法学では「憲法適合的解釈」と
いいます。国の法律は合憲であるが、自治体
の条例を尊重するような形で可能な限り解釈
するということであり、徳島市公安条例事件
最高裁判決が示した「目的効果」基準論は、
この立場をとっています。

3）「憲法適合的解釈」が不可能なほどに明ら
かに国の法令に抵触する条例
しかしながら、私は先ほどから、「自治体が
どうしても必要な場合には、国の法律がどう
であれ、自治体の条例で勝手に定めても良
い」という議論を展開しています。これは
言ってみれば、憲法適合的な解釈が不可能な
ほどに、明らかに国の法令に抵触する条例が
つくられる場合があるということになりま
す。この場合はどのように考えたら良いの
か。
私の独自見解ではありますが、原則として
国の法律が優位するにせよ、自治体の立法、

すなわち条例が、その内容や立法の経緯に十
分な必要性と合理性が認められる場合、部分
的あるいは暫定的であることを条件に、例外
的に、自治体の条例が国の法律に優位すると
いうことを、憲法第 92 条が認めているもの
と理解しています。「部分的な抵触」を「国の
法律の重要な部分を阻害するに至らない限
り」と読み替えれば、実際、どのように処理
すべきかがかなり明確になると私は考えま
す。
このように、地域的な必要性と合理性が十
分に認められる場合には、条例が法律に優位
するということは、特定の自治体、特定の分
野に限り、憲法ではその条例が法律に抵触し
た場合でも憲法的適法性を与えるということ
です。つまり、当該自治体の当該分野に関し
て国の法律を優先的に適用してしまうと、か
えって部分的に「適用違憲」が生じてしまう
ことになるので、当該分野に関する適用を排
除するということです。
以上のように考えると、国の法令に逆らわ
ない限りでの「全権限性」という通説は、国
の法律に部分的・暫定的に抵触する限りは、
あらゆる分野について自治体の立法で定めて
良いという「全権限性」論に変化しつつある
と言えるのです。なお、「暫定的」というの
は、一般的に言って公的事柄では国の法令が
やはり優位する場合が多いですし、一定時期
が過ぎれば条例の適法性が減じてしまうとい
うことがあるからです。

4）「部分的・暫定的な抵触」の最終解決
このような国と自治体の対立は決して国の
統一性の破壊と考えてはいけません。むし
ろ、自治体がある程度抵抗することを通じ、
国と自治体が時間をかけて妥協し合い、共存
できるような状態が生まれることを憲法も望
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治体執行府と自治体立法府との間での権力分
立が十分に成り立ち、よりましな自治体立法
に変えていけるものと考えます。自治体執行
府と自治体立法府との実質的な権力分立制が
成り立つことが必要なわけですが、この意味
で、日本の二元代表制―首長も地方議会議員
も自治体住民が別々に選び、それぞれが民主
的正当性をぶつけ合い、よりよい立法をつく
ること―は、「対話型立法権分有」制により適
合的であると思います。
一方、ヨーロッパ等で採用されている「議
員内閣制」、つまり、住民が選ぶのは地方議会
議員だけで、地方議会議員の中から自治体執
行府（首長も含む）が選ばれるという制度（い
わゆる日本の通常の議院内閣制の自治体版）
における権力分立制の確保の如何について
は、大変悩ましいところですが、現時点では、
制度設計次第ではないかとしか言えません。
私は、「対話型立法権分有」制の成立条件によ
り適している制度は、二元代表制であると考
えています。

(2）自治体による「実験」・「国立法権への挑
戦」に耐え得る行財政能力の必要性―人口
規模と行財政規模の観点からは広域自治体
と都市自治体こそ憲法の想定する自治体―
続いて、なぜ都市自治体が対話型の立法権
分有に適合的であるかについてですが、「対
話型立法権分有」制では、自治体が法令につ
いて実験をする、いわば、国の立法権に部分
的に挑戦することになりますので、これに耐
え得る行財政能力が必要であると考えるから
です。一般的に言えば、比較的規模の大きい
都市自治体のほうが農村自治体よりも自治体
政策法務能力のある自治体職員がいる可能性
がありますし、国との折衝・調整を行う場合
でも、ある程度抵抗でき、訴訟にも耐え得る

行財政力があるのも、都市自治体であろうと
思われます。もちろん、行財政力や職員の能
力については、都市自治体以上に都道府県と
いう広域自治体のほうが高い場合も少なくな
いかもしれません。ただ、農村自治体は、現
代の自治体としてはやはり弱いという感じを
覚えます。もともと、農村自治体は、人口が
少なく、みんなで仲よく暮らすという伝統
的・牧歌的な地方自治のモデルのような自治
体であり、このような自治体では行政権分権
こそが適切であったのだろうと思います。多
数の人間が集住し、互いに利害が対立するよ
うな「都市化社会」では、農村社会をモデル
とした自治体はなじまないと思います。
もちろん、農村には農村としての需要があ
るわけで、市町村合併をしないという住民の
選択は尊重すべきですが、その場合、農村自
治体は広域自治体の援助を受けて、完全自治
体と同等の自治体立法権を行使するしかない
のではないかと思います。あるいは、国の法
令抵触条例を極力避ける自治体になる傾向が
強まると思いますが、それはそれで一つの自
治体の生き方ではないかと思います。

(3）今後の課題
以上を踏まえた上で、「対話型立法権分有」
制の成立条件と都市自治体における今後の課
題としては、広域自治体と都市自治体との関
係があります。私は、広域自治体も都市自治
体も国に対抗するような自治体立法権を保有
できると考えていますが、両者の法的関係に
ついては、国の法令に全面的に依存させるの
ではなく、基礎自治体を優先した広域自治体
と都市自治体の関係についての憲法論を構築
することが必要であると考えます。その際、
住民により近いところにより多くの権限があ
り、そして住民がよりコントロールしやすく
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なるという「住民近接性の原理」が、都市自
治体を優先する根拠となると考えます。特
に、自治体立法の合理性と必要性を根拠づけ
る面からも、住民近接性の原理は極めて重要
な手がかりになるものと考えています。

3 自治体政府形態選択権
(1）西欧諸国からの示唆：自治体政府の多様
性

1）大陸法諸国の（「地方自治＝自治行政」観
に親和的な）「議員内閣制」
次に、自治体政府形態選択権論について若
干ご説明したいと思います。
ヨーロッパで伝統的な自治体の政府システ
ムは、「議員内閣制」であります。「議員内閣
制」とは、有権者は議会の議員のみを、そし
て、議員は互選で執行部を選び、そこで選出
された執行部のトップが首長になるというシ
ステムです。以前、日本でも、日本の地方自
治システムの「二元型代表制（首長、議員を
別々に直接選挙することを含む）」があまり
にも固過ぎるため、ヨーロッパ型の「議員内
閣制」など異なった組織形態を取り入れる余
地が残っているのではないかとの議論があり
ました。
「議員内閣制」は、議会多数派が自治体の執
行部を形成することから、政策の立案と執行
が一体的に行われやすいというメリットがあ
る一方、議会多数派と執行部（首長）が一体
となっているため、対立が見えにくく、地方
政治が選挙結果で一面化しやすいというデメ
リットもあります。
地 方 自 治 の こ と を、ド イ ツ で

「Selbstverwaltung」＝自治行政、フランス
で「libre administration」＝自由行政と呼ぶ
ように、大陸法諸国において、地方自治は、
主権行使の場としての国政とは切り離された

「地方政治＝地方行政」として捉えられてい
ます。そして、自治体は、主権の行使とは無
関係な地方行政の運営を担当するものと看做
されているわけです。
また、条例制定権についても、自治体の「立
法権」とは捉えず、「命令制定権」の一種と観
念されています。例えば、フランスでは、日
本で言う「条例」は地方的な命令（regle-

ment local）と理解されており、他方で「政
令」は全国的な命令とされ、いずれも国の法
律に従属する行政作用であると捉えられてい
ます。ドイツでは、もう少し準法律的な言葉
（Satzung）を当てていますが、やはり国の法
律とは異質なものであるとの見解が強いよう
です。
このように、「議員内閣制」は、自治体が国
の法律の隙間を自由に定めたり、国の法律を
地域的に適用し実施したりする、という「地
方自治＝自治行政（自由行政）」観により適合
的、親和的なものということができます。こ
の「議員内閣制」においては、選挙のたびに
多数派が地方政策の決定権と執行権の全てを
独占するので、ある意味、効率的に行政運営
ができるのかもしれません。しかし、選挙の
時以外に、地域の多様な意見を反映させるこ
とが難しいという課題もあると思われます。

2）（英）米の「地方の自己統治」
これに対し、英米法系、とりわけ日本の法
体系のモデルとなってきたアメリカの「地方
自治」は、「local self-government」、「地方の
自己統治」と呼び、自治体は自らの憲法に当
たる「自治憲章」を定める権利や、地域に関
するものは自ら全て決定できる「ホーム・
ルール制」（アメリカ版の「全権限性」）の考
え方を認めています。このホーム・ルール制
には、自らの政府形態も自ら決められる「自
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治体執行府と自治体立法府との間での権力分
立が十分に成り立ち、よりましな自治体立法
に変えていけるものと考えます。自治体執行
府と自治体立法府との実質的な権力分立制が
成り立つことが必要なわけですが、この意味
で、日本の二元代表制―首長も地方議会議員
も自治体住民が別々に選び、それぞれが民主
的正当性をぶつけ合い、よりよい立法をつく
ること―は、「対話型立法権分有」制により適
合的であると思います。
一方、ヨーロッパ等で採用されている「議
員内閣制」、つまり、住民が選ぶのは地方議会
議員だけで、地方議会議員の中から自治体執
行府（首長も含む）が選ばれるという制度（い
わゆる日本の通常の議院内閣制の自治体版）
における権力分立制の確保の如何について
は、大変悩ましいところですが、現時点では、
制度設計次第ではないかとしか言えません。
私は、「対話型立法権分有」制の成立条件によ
り適している制度は、二元代表制であると考
えています。

(2）自治体による「実験」・「国立法権への挑
戦」に耐え得る行財政能力の必要性―人口
規模と行財政規模の観点からは広域自治体
と都市自治体こそ憲法の想定する自治体―
続いて、なぜ都市自治体が対話型の立法権
分有に適合的であるかについてですが、「対
話型立法権分有」制では、自治体が法令につ
いて実験をする、いわば、国の立法権に部分
的に挑戦することになりますので、これに耐
え得る行財政能力が必要であると考えるから
です。一般的に言えば、比較的規模の大きい
都市自治体のほうが農村自治体よりも自治体
政策法務能力のある自治体職員がいる可能性
がありますし、国との折衝・調整を行う場合
でも、ある程度抵抗でき、訴訟にも耐え得る

行財政力があるのも、都市自治体であろうと
思われます。もちろん、行財政力や職員の能
力については、都市自治体以上に都道府県と
いう広域自治体のほうが高い場合も少なくな
いかもしれません。ただ、農村自治体は、現
代の自治体としてはやはり弱いという感じを
覚えます。もともと、農村自治体は、人口が
少なく、みんなで仲よく暮らすという伝統
的・牧歌的な地方自治のモデルのような自治
体であり、このような自治体では行政権分権
こそが適切であったのだろうと思います。多
数の人間が集住し、互いに利害が対立するよ
うな「都市化社会」では、農村社会をモデル
とした自治体はなじまないと思います。
もちろん、農村には農村としての需要があ
るわけで、市町村合併をしないという住民の
選択は尊重すべきですが、その場合、農村自
治体は広域自治体の援助を受けて、完全自治
体と同等の自治体立法権を行使するしかない
のではないかと思います。あるいは、国の法
令抵触条例を極力避ける自治体になる傾向が
強まると思いますが、それはそれで一つの自
治体の生き方ではないかと思います。

(3）今後の課題
以上を踏まえた上で、「対話型立法権分有」
制の成立条件と都市自治体における今後の課
題としては、広域自治体と都市自治体との関
係があります。私は、広域自治体も都市自治
体も国に対抗するような自治体立法権を保有
できると考えていますが、両者の法的関係に
ついては、国の法令に全面的に依存させるの
ではなく、基礎自治体を優先した広域自治体
と都市自治体の関係についての憲法論を構築
することが必要であると考えます。その際、
住民により近いところにより多くの権限があ
り、そして住民がよりコントロールしやすく
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治体政府形態選択権」も含まれており、アメ
リカの考え方は、より立法権分有制に近いも
のであると私は感じています。
ただし、アメリカのホーム・ルーム制の基
礎をなす民主主義論は、素朴な国民主権論に
留まっており、国政（及び州政治）で発揮さ
れる立法権と自治体の条例制定権との関係を
多元的な国民主権原理で明確に理論化するに
は至っていないため、国土の中に自治体の存
在しない地域があることも、つまり、地方自
治のルートで主権を行使できない市民がいる
ことも認めています。私は、この点で、アメ
リカの考え方に納得することはできません。
また、理論的な説明が不十分なままで、州
法と市条例の抵触に関して、徳島市公安条例
事件と同じように「目的効果」基準論を用い
て条例に適法性を認める判例や、州法のみな
らず市条例にも連邦の外交権と部分的・暫定
的に抵触することを容認する判例が存在して
います。これらについては、私の立法権分有
論に近いものではあります。国民主権論の観
点からすれば法理論的な説明が不十分なので
すが、プラグマチック（実利主義的）に解決
しているのだろうと思います。
いずれにしても、アメリカの議論は、日本
の多元主義的国民主権理解に基づく「対話型
立法権分有」制の源流になり得ると思います
が、「半直接制」の視点からの多元民主的国民
主権理解の精緻化が必要です。私は、国民が
国と地方とで多元的に主権を行使するとき、
特に直接民主主義的に決定をすることこそ
が、国以外の代表機関が国の権限を乗り越え
る一つの可能性を持つのだと考えています。

(2）日本国憲法における自治体政府形態多
様化の試み
日本国憲法が二元型代表制を採用している

ことはご承知のとおりですが、憲法制定時に
翻訳・修正作業を担った当時の法務官僚・佐
藤達夫氏は、「アメリカが二元型の非常に固
い制度を押しつけてきた」と言って批判して
いました。また、従来の通説的立場の学者で
ある成田頼明氏も、「日本国憲法のこの規定
では柔軟化はできない」と言っていました。
これに対し、近年より緻密な憲法解釈論を
展開しつつある立教大学の渋谷秀樹氏は、憲
法の文言を極力柔軟に解釈することで、先ほ
ど述べたような「議員内閣制」や「シティ・
マネージャー制」のような制度も採用できる
と主張されています。
渋谷氏は、文言は幾らでも白を黒と言うぐ
らい解釈でひっくり返すことが可能であり、
明確に禁止していない限り、どんな解釈も可
能であると言っていますが、私は、日本国憲
法の基本原理がそれを許す、あるいはそれを
促進するという説明が成り立つのかが大事な
ことであり、この点で渋谷氏の議論は不十分
ではないかと思います。
私は、日本国憲法の国民主権原理を「半直
接制」と理解することで、自治体政府形態の
多様化が図れるのではないかと考えていま
す。例えば、日本で「議員内閣制」を採用す
る場合、イタリア型の制度を採用することは
可能であろうと考えます。すなわち、イタリ
アでは、首長と自治体の議員はそれぞれ直接
選挙で選ぶという建前のもとで、地方選挙に
名簿式比例代表制を導入し、比例代表名簿の
筆頭に首長候補を置き、有権者が首長候補と
地方議会議員候補とが一体となった名簿に投
票することにより、二つの代表機関の直接選
挙を行ったものと観念し実施しています。名
簿式の比例代表制を採る場合、首長の党派が
過半数を獲得できない可能性があります。そ
こで、イタリアでは、比例第一位の名簿が過
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半数を占めるようにプレミアムをつけていま
す。このようにすれば、第一党が必ず過半数
をとり、その名簿のトップに立っている人が
首長になれます。また、地方議員と自治体執
行部（副市長など）との兼職禁止を解く法改
正を行えば、「議員内閣制」のような仕組みを
導入することは可能だと思います。
ただ、この「議員内閣制」を採用すること
は、現在の日本国憲法の二元代表制をかなり
ゆがめることにもなりますので、住民投票に
よる賛成という条件つきでないと難しいと考
えています。

4 自治体の多段階制の保障とその柔軟化
現在の日本の自治制度は、ご承知のとおり
あまねく二層制を採用していますが、戦後の
一時期、地方自治法が改正（1952 年）された
結果、東京都の特別区に限って、区長の区議
会選任制が採用されました。憲法第 93 条で
は、首長と議員は両方とも住民が直接選挙す
ると定められているので、東京都の区部は、
憲法上の基礎自治体が存在しない状態になっ
てしまいました。1957 年の渋谷区長選贈収
賄事件では、このことが問題となりました。
原審（東京地判 1963.2.26）では、憲法は同
時に制定された地方自治法が採用していた完
全二層制を予定していたと解すべきであり
（制憲時基準説）、完全二層制の改変は憲法改
正を要するため（二層制厳格要請説）、1952
年の改正地方自治法は憲法違反であるとしま
した。
この判決に納得のいかない国側は、高裁を
飛ばして最高裁に跳躍上告しました。最高裁
は、まず、地方公共団体と言い得るためには、
単に法律で地方公共団体として扱われている
ということでは足りず、事実上、住民が経済
的・文化的に密接な共同体生活を営み、共同

体意識を持っているという社会的な基盤が存
在しなくてはならない。
また、沿革的に見ても、また現実の行政の
上においても、相当程度の自主立法権、自主
行政権、自主財政権など、地方自治の基本的
権能を付与された地域団体であることを必要
とするものであると述べました。すなわち、
現行法上、十分な権限が与えられているもの
でなければ、憲法上の地方自治体ではないと
解することで、完全自治体としての歴史も浅
く、また、市町村に比べて法定の権限が格段
に弱かった特別区は憲法上の地方自治体では
ないと判断し、改正地方自治法は合憲である
としました（社会的基盤・権能実態説）。
この議論では、法律で権限を奪ってしまえ
ば、その自治体は憲法上の地方自治体ではな
くなってしまうということですから、憲法第
93 条の保障が無意味になります。そして、特
定の憲法上の自治体のみに適用される特別法
に住民投票による同意を義務付ける憲法第
95 条の地方特別法の手続の保障もありませ
ん。これは言ってみれば、国の法律から守ら
れるべき憲法上の地方自治体の地位を、国の
法律次第で簡単に奪うことができるという、
まさに転倒した議論をしているわけであり、
これが最高裁の判例として位置づけられ続け
ることは、日本の不幸であると思います。
私は、原審のように、制憲時基準説をとる
立場ですが、だからといって二層制は憲法改
正しない限り絶対に崩せないというほど、厳
格に見る立場はとりません。なぜならば、時
代や社会の変化に応じた自治体の階層の修正
はやはり必要だろうと思うからです。憲法は
―例えばエコロジカルな社会を常に義務づけ
ることなど―特定の社会像を義務づけていな
いと思います。
次に、制憲時、マッカーサー草案第 86 条に
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治体政府形態選択権」も含まれており、アメ
リカの考え方は、より立法権分有制に近いも
のであると私は感じています。
ただし、アメリカのホーム・ルーム制の基
礎をなす民主主義論は、素朴な国民主権論に
留まっており、国政（及び州政治）で発揮さ
れる立法権と自治体の条例制定権との関係を
多元的な国民主権原理で明確に理論化するに
は至っていないため、国土の中に自治体の存
在しない地域があることも、つまり、地方自
治のルートで主権を行使できない市民がいる
ことも認めています。私は、この点で、アメ
リカの考え方に納得することはできません。
また、理論的な説明が不十分なままで、州
法と市条例の抵触に関して、徳島市公安条例
事件と同じように「目的効果」基準論を用い
て条例に適法性を認める判例や、州法のみな
らず市条例にも連邦の外交権と部分的・暫定
的に抵触することを容認する判例が存在して
います。これらについては、私の立法権分有
論に近いものではあります。国民主権論の観
点からすれば法理論的な説明が不十分なので
すが、プラグマチック（実利主義的）に解決
しているのだろうと思います。
いずれにしても、アメリカの議論は、日本
の多元主義的国民主権理解に基づく「対話型
立法権分有」制の源流になり得ると思います
が、「半直接制」の視点からの多元民主的国民
主権理解の精緻化が必要です。私は、国民が
国と地方とで多元的に主権を行使するとき、
特に直接民主主義的に決定をすることこそ
が、国以外の代表機関が国の権限を乗り越え
る一つの可能性を持つのだと考えています。

(2）日本国憲法における自治体政府形態多
様化の試み
日本国憲法が二元型代表制を採用している

ことはご承知のとおりですが、憲法制定時に
翻訳・修正作業を担った当時の法務官僚・佐
藤達夫氏は、「アメリカが二元型の非常に固
い制度を押しつけてきた」と言って批判して
いました。また、従来の通説的立場の学者で
ある成田頼明氏も、「日本国憲法のこの規定
では柔軟化はできない」と言っていました。
これに対し、近年より緻密な憲法解釈論を
展開しつつある立教大学の渋谷秀樹氏は、憲
法の文言を極力柔軟に解釈することで、先ほ
ど述べたような「議員内閣制」や「シティ・
マネージャー制」のような制度も採用できる
と主張されています。
渋谷氏は、文言は幾らでも白を黒と言うぐ
らい解釈でひっくり返すことが可能であり、
明確に禁止していない限り、どんな解釈も可
能であると言っていますが、私は、日本国憲
法の基本原理がそれを許す、あるいはそれを
促進するという説明が成り立つのかが大事な
ことであり、この点で渋谷氏の議論は不十分
ではないかと思います。
私は、日本国憲法の国民主権原理を「半直
接制」と理解することで、自治体政府形態の
多様化が図れるのではないかと考えていま
す。例えば、日本で「議員内閣制」を採用す
る場合、イタリア型の制度を採用することは
可能であろうと考えます。すなわち、イタリ
アでは、首長と自治体の議員はそれぞれ直接
選挙で選ぶという建前のもとで、地方選挙に
名簿式比例代表制を導入し、比例代表名簿の
筆頭に首長候補を置き、有権者が首長候補と
地方議会議員候補とが一体となった名簿に投
票することにより、二つの代表機関の直接選
挙を行ったものと観念し実施しています。名
簿式の比例代表制を採る場合、首長の党派が
過半数を獲得できない可能性があります。そ
こで、イタリアでは、比例第一位の名簿が過
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あった具体的な自治体の階層名が、日本語訳
する際に消滅して、一般的な「地方公共団体」
に書き直された経緯も想起せざるを得ませ
ん。つまり、当時の制憲者は社会や時代の変
化に応じて柔軟な自治体の階層制を考えてい
たと考えざるを得ないのです。しかも、憲法
制定時の地方自治法には、完全一層制となる
県から独立した特別市制度（5大都市を想
定）の条文が存在しましたので、この点から
しても、二層制を憲法が絶対に要請していた
とは言えないと考えます。
以上を踏まえますと、渋谷説が指摘するよ
うに、日本国憲法は、地方自治の本旨に反し
ない限り、一層制や三層制以上も許容してい
るという解釈が合理的です。
問題は、どのようにして一層制や三層制を
選ぶのが日本国憲法上で正当なのかという点
です。私は、やはり日本国憲法が制定された
ときに、まず原則、二層制をとっていたわけ
ですから、原則、二層制を保障すべきだろう
と思います。これを単なる国の法律で崩すと
いうのは、憲法違反になると思っています。
他方で、地方自治は、主権者国民の地域に
おける主権行使の場ですから、その場のあり
方の修正も、主権者自身の自己決定で行わな
ければならないと考えます。すなわち、国の
法改正だけでなく、自治体の住民投票による
賛成が必要だろうと思います。この点で、憲
法第 95 条の地方特別法の活用を考えるべき
だと思います。例えば、横浜市などが特別自
治市の主張をしていますが、都道府県から独
立した自治市として一層制にすることは、住
民投票による同意があれば、これは認めるほ
うが良いのではないかと思います。一方で、
一部地域で三層制にすることも、住民投票に
よる賛成を条件にすれば可能かと思います。
基本的には、日本国憲法は自治体があまね

く日本全土に存在することは認めていると読
めますので、一層は必ずあまねく存在しなけ
ればいけません。これはまさに基礎自治体で
あるべきだと思いますが、それ以上の部分に
ついては、二層制を基本に、住民投票によっ
て変更することは可能だと思いますし、逆
に、一層制や三層制にしていたけれども、や
はり二層制が良いと考えれば、また住民投票
によって戻すこともあって良いと思います。
以上の点から、1952 年の地方自治法改正で
採用された東京都の区部だけが一層制、多摩
地区は二層制という、非常に歪な「一部一層
制」は、基礎自治体を区部の住民から奪うと
いう点で、やはり許されないのではないかと
考える次第です。もちろん当時は憲法第 95
条の地方特別法の手続が取られなかったこと
は前述しました。

5 まとめ
結局、「対話型立法権分有」を目指すべきで
あると私が考えるところの日本を含む「立法
権分権型」の国家にとっては、まさに国の立
法権に対抗するという意味でも、また、その
内部における権力分立を認め、討議民主主義
を促進するという点でも、「都市自治体」こそ
が地方自治の中核的な発展を担う存在である
と言えるかと思います。
その上で、多様な自治体政府形態や多様な
自治体の階層形態を選ぶに当たり、地方自治
が国民主権の地域的行使であるという観点か
ら、主権者である住民自身の選択、すなわち、
住民投票を絡めるということを絶対条件にす
べきだろうと主張したいと思います。
ご清聴ありがとうございました。
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【質疑応答】
○亀井委員（名張市長）
・農村自治体より都市自治体の方が「地方自
治の本旨」の実現が可能とのご見解ですが、
我々が目指している共生社会の構築に当たっ
ては、農村自治体の方が優位する場合もある
のではないでしょうか。
・今回の参議院選挙における争点の一つであ
る「憲法改正」についての所見をお伺いした
い。
○牛越委員（大町市長）
・市町村合併に伴い、大都市でも農村地帯を
包含している場合もあります。最近は、農村
部の住民の方が自立心が強く明確なポリシー
を持っているようにも感じます。従来の都市
部と農村部の住民の意識とはかなり異なって
きているのではないでしょうか。
○大津講師（明治大学教授）
・都市自治体と農村自治体については、一般
論としての考えを述べたものです。これから
の高齢社会、福祉社会の構築に向けて、農村
自治体を見捨てる議論はもちろん出来ません
し、農村自治体でこそ助け合いの精神、共生
社会の精神が育まれるのではないかという意
見はごもっともだと思います。都市自治体と
農村自治体が連携・協力を進めながら共生社
会を構築することが必要であり、特に、都市
部・農村部に限らず、これから地域がどのよ
うに生きていくのか、生き残っていくかを主
体的に議論する住民をどれだけ確保するかが
重要であると考えています。
・「憲法改正」については、社会が変化し、よ
りよい社会や国をつくるための憲法改正は必
要だと考えています。とりわけ、諸外国の地
方自治の制度や理論を取り入れ、よりよい地
方自治保障の憲法制度を提案したいと願って
います。しかし、「立法権分有制」について

は、全国知事会の一部がこれを求める立場か
ら、安倍内閣の改憲の動きを利用したいとの
主張をしているのですが、このような「便乗
改憲」は、ともすれば本来の地方自治を中心
とした改憲論とは乖離した議論にもなりかね
ません。ゆえに、まずは現行憲法のもとで
様々な試みを段階的・実験的に進めていき、
その結果、現行憲法では限界があることが明
確になった時に、新しい時代の憲法改正の
テーマとして改憲による「立法権分有制」を
検討すれば良いのではないかと考えていま
す。
○松本委員（和光市長）
・IT（情報技術）の進展等により、都道府県
の存在意義・必要性が低下してきているので
はないでしょうか。
・地方分権一括法の施行に伴い、都道府県か
ら都市自治体への権限移譲は進んでいます
が、権限に併せ、それに見合う財源が移譲さ
れていません。我々は、権限と財源のもと、
地域のことは地域で責任を持った取組みを進
めていきたいと切望しています。財源移譲実
現のためには、何をなすべきとお考えでしょ
うか。
○大津講師（明治大学教授）
・権限移譲に伴う財源移譲については、フラ
ンスは憲法に、ドイツでは州憲法に、権限移
譲に応じた財源の保障を義務付ける規定が置
かれています。私は、現時点での憲法改正に
は消極的ですが、憲法改正を行う場合、権限
と併せ財源を移譲する旨の規定を盛り込む余
地はあると考えています。
・都道府県の存在の希薄化については、ご指
摘のとおりではありましょうが、小規模自治
体にとっては、都道府県の支援・援助は引き
続き必要であると考えています。
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あった具体的な自治体の階層名が、日本語訳
する際に消滅して、一般的な「地方公共団体」
に書き直された経緯も想起せざるを得ませ
ん。つまり、当時の制憲者は社会や時代の変
化に応じて柔軟な自治体の階層制を考えてい
たと考えざるを得ないのです。しかも、憲法
制定時の地方自治法には、完全一層制となる
県から独立した特別市制度（5大都市を想
定）の条文が存在しましたので、この点から
しても、二層制を憲法が絶対に要請していた
とは言えないと考えます。
以上を踏まえますと、渋谷説が指摘するよ
うに、日本国憲法は、地方自治の本旨に反し
ない限り、一層制や三層制以上も許容してい
るという解釈が合理的です。
問題は、どのようにして一層制や三層制を
選ぶのが日本国憲法上で正当なのかという点
です。私は、やはり日本国憲法が制定された
ときに、まず原則、二層制をとっていたわけ
ですから、原則、二層制を保障すべきだろう
と思います。これを単なる国の法律で崩すと
いうのは、憲法違反になると思っています。
他方で、地方自治は、主権者国民の地域に
おける主権行使の場ですから、その場のあり
方の修正も、主権者自身の自己決定で行わな
ければならないと考えます。すなわち、国の
法改正だけでなく、自治体の住民投票による
賛成が必要だろうと思います。この点で、憲
法第 95 条の地方特別法の活用を考えるべき
だと思います。例えば、横浜市などが特別自
治市の主張をしていますが、都道府県から独
立した自治市として一層制にすることは、住
民投票による同意があれば、これは認めるほ
うが良いのではないかと思います。一方で、
一部地域で三層制にすることも、住民投票に
よる賛成を条件にすれば可能かと思います。
基本的には、日本国憲法は自治体があまね

く日本全土に存在することは認めていると読
めますので、一層は必ずあまねく存在しなけ
ればいけません。これはまさに基礎自治体で
あるべきだと思いますが、それ以上の部分に
ついては、二層制を基本に、住民投票によっ
て変更することは可能だと思いますし、逆
に、一層制や三層制にしていたけれども、や
はり二層制が良いと考えれば、また住民投票
によって戻すこともあって良いと思います。
以上の点から、1952 年の地方自治法改正で
採用された東京都の区部だけが一層制、多摩
地区は二層制という、非常に歪な「一部一層
制」は、基礎自治体を区部の住民から奪うと
いう点で、やはり許されないのではないかと
考える次第です。もちろん当時は憲法第 95
条の地方特別法の手続が取られなかったこと
は前述しました。

5 まとめ
結局、「対話型立法権分有」を目指すべきで
あると私が考えるところの日本を含む「立法
権分権型」の国家にとっては、まさに国の立
法権に対抗するという意味でも、また、その
内部における権力分立を認め、討議民主主義
を促進するという点でも、「都市自治体」こそ
が地方自治の中核的な発展を担う存在である
と言えるかと思います。
その上で、多様な自治体政府形態や多様な
自治体の階層形態を選ぶに当たり、地方自治
が国民主権の地域的行使であるという観点か
ら、主権者である住民自身の選択、すなわち、
住民投票を絡めるということを絶対条件にす
べきだろうと主張したいと思います。
ご清聴ありがとうございました。
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○太田委員（豊田市長）
・基礎自治体である政令市、中核市、一般市
がそれぞれの機能を十分に活かすためには、
どのような方向を模索すれば良いのだろうか
と大変苦慮しています。「東京一極集中反対」
では全員賛成、「中枢中核都市構想」では不協
和音が生じるなど、旧来のような「基礎自治
体」としての同一歩調は取れませんし、「基礎
自治体」と一括りで論ずること自体、限界に
きているのではないかと強く感じています。
人口減少社会における「基礎自治体」のあり
方や仕組みを抜本的に見直す場合、憲法、地
方自治法、あるいはその運用など、どのレベ
ルで議論を進めていくことがより相応しいの
かご示唆をいただきたい。
○横尾委員（多久市長）
・憲法の「地方自治規定」については、必要
に応じ、正当な議論を行った上で見直しを進
める必要があると私は考えています。
・「地方自治の本旨」について、を住民にわか
りやすく説明するにはどうすれば良いので
しょうか。
○大津講師（明治大学教授）
・人口減少社会の基礎自治体のあり方につい
て、私が答えられることは限られています。
ただ、成熟社会が縮減（人口減少）していく
ことへの対応として考えられることは、「移
民政策」ではないでしょうか。日本において
も、入管法の改正に伴い、今後、外国人労働
者の増加や定住がさらに進むものと想定され
ます。その際、現場となる都市自治体は、国
の法制度の整備を待つことなく、独自に外国
人に関する施策を率先して実施せざるを得な
いことになると思います。つまり、「立法権
分有論」を主張せざるを得ないことになると
考えています。
・「地方自治の本旨」について、明言すること

は難しいです。フランスでは、2003 年の憲法
改正で「補完性原理」に近い内容を書き込ん
だとされていますが、実態は、権限の配分を
明確に命じているとはとても言えないような
曖昧な表現となっています。このように「地
方自治の本旨」などの地方自治の基本原理
は、たとえ憲法に書き込んだとしても、西欧
諸国をはじめ日本においても曖昧な表現にな
らざるを得ない面がありますので、現行憲法
第 92 条の「地方自治の本旨」という規定を大
事にして、自治体の日々の実践によってこれ
に肉付けをしていくしかないと考えます。
なお、日本では、「日本国憲法の地方自治の
本旨は曖昧なので変えるべき」という主張が
なされ、自民党では憲法改正案（2012 年）を
作成し、その中で、「地方自治の本旨」を「住
民自治」「団体自治」「適切な役割分担」の3
つに分解して示しましたが、これでは、従来
の「地方自治の本旨」が含んでいた「国民主
権の地域的行使の場としての地方自治」や
「立法権分有」の意味が失われてしまい、私
が考える立法権分権国家には到達しない案で
あったと考えています。
○横道共同代表（政策研究大学院大学理事・
副学長）
・基礎自治体は総合行政主体であるとされて
いますが、実態として、既に多様な基礎自治
体が存在し、権能も一律ではありません。こ
のことから考えますと、合併を前提とせず、
そして現状の多様な自治体を前提としたなら
ば、中心市と周辺自治体との連携や都道府県
による垂直補完など自治体間のネットワーク
を張り巡らせることによって、必要な住民
サービスがきちんと提供できれば、すべての
基礎自治体が総合行政主体でなくても良いと
は考えられないでしょうか。
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○西村委員（成蹊大学教授）
・一層制も住民投票で同意を得られれば合憲
との見解ですが、住民投票以外に、憲法の解
釈上、人口規模や行財政能力など他の条件が
必要なのでしょうか。
・「対話型立法権分有」については、国の法令
に抵触する条例の場合であっても、内容や立
法経緯に十分な必要性と合理性が認められる
場合には、違法ではないとの見解を示されま
したが、この必要性や合理性の判断基準はど
こにあるのでしょうか。
○斎藤委員（東京大学教授）
・地方自治を憲法レベルで強化するため、例
えば「国と地方の協議の場」を憲法に位置づ
けるような、自治体の意見を国政に反映させ
る手続的保障について、どのような見解をお
持ちでしょうか。
・イタリアのような「プレミアム付き比例代
表制による選挙」を導入した場合、首長と議
会多数派の一体化が進み、むしろ社会との分
断や対立が深まるという懸念はないのでしょ
うか。
・現行憲法（二元代表）のもとで「議員内閣
制」を導入した場合、「議員」が執行部に入る
ことによって、利益相反などの問題が生じる
のではないでしょうか。
○北村委員（上智大学教授）
・法律に基づく市町村の事務は、市町村に断
りもなく増えていますが、逆に市町村の事務
を都道府県に「移譲」するということは憲法
上可能とお考えでしょうか。
・豊田市の「ごみ屋敷条例」（不良な生活環境
を解消するための条例）のように、実務的に
は違法といわれる「略式代執行」を「福祉の
実現のために必要」である旨規定し、「国への
対抗的対話」を行う自治体の事例もでてきて
います。

○大津講師（明治大学教授）
・「すべての基礎自治体が、必ずしも総合行政
主体である必要はないのではないか」につい
ては、憲法上、すべての自治体が立法権を有
していると考える私の見解とは矛盾します。
一方で、現実的にはすべての基礎自治体が十
分な能力を一律的に有しているとは言い難い
ところもありますので、今後の検討課題にし
たいと考えます。
・「独立自治市の条件」について、私は、政策
論的にはともかく、憲法論的には住民投票以
外に一定の条件を課すことは考えていませ
ん。私は、大阪都構想には否定的ではありま
すが、住民投票を実施し賛成が上回り、かつ、
元の基礎自治体に戻ることを担保する仕組み
が整えられるのであれば、主権者の自己決定
に従わざるを得ないと考えています。
・「立法権分有に関して、国の法令と抵触した
ときの必要性と合理性の基準」については、
基本的には国の法令が優越するという原則の
もと、「必要性と合理性」があれば例外的に許
されるものと考えています。なお、違憲審査
の基準については、人権制限立法に関するド
イツなどの違憲審査の考え方（三段階審査と
比例原則）の応用が可能であると考えていま
す。
・自治体の意思を国政に反映させることは非
常に大事なことではありますが、その制度化
についての具体的なアイディアはまだ持って
いません。むしろ、政治の流れの中で実現し
ていくべきものではないかと考えています。
・イタリアの「プレミアム付き比例代表制に
よる選挙」導入については、もともと小政党
が乱立し、政権を握れる政党が存在しなかっ
たことから設計された制度でありますので、
ご指摘のとおり、社会との分断や対立が深ま
る恐れが生じるものであると認識していま
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○太田委員（豊田市長）
・基礎自治体である政令市、中核市、一般市
がそれぞれの機能を十分に活かすためには、
どのような方向を模索すれば良いのだろうか
と大変苦慮しています。「東京一極集中反対」
では全員賛成、「中枢中核都市構想」では不協
和音が生じるなど、旧来のような「基礎自治
体」としての同一歩調は取れませんし、「基礎
自治体」と一括りで論ずること自体、限界に
きているのではないかと強く感じています。
人口減少社会における「基礎自治体」のあり
方や仕組みを抜本的に見直す場合、憲法、地
方自治法、あるいはその運用など、どのレベ
ルで議論を進めていくことがより相応しいの
かご示唆をいただきたい。
○横尾委員（多久市長）
・憲法の「地方自治規定」については、必要
に応じ、正当な議論を行った上で見直しを進
める必要があると私は考えています。
・「地方自治の本旨」について、を住民にわか
りやすく説明するにはどうすれば良いので
しょうか。
○大津講師（明治大学教授）
・人口減少社会の基礎自治体のあり方につい
て、私が答えられることは限られています。
ただ、成熟社会が縮減（人口減少）していく
ことへの対応として考えられることは、「移
民政策」ではないでしょうか。日本において
も、入管法の改正に伴い、今後、外国人労働
者の増加や定住がさらに進むものと想定され
ます。その際、現場となる都市自治体は、国
の法制度の整備を待つことなく、独自に外国
人に関する施策を率先して実施せざるを得な
いことになると思います。つまり、「立法権
分有論」を主張せざるを得ないことになると
考えています。
・「地方自治の本旨」について、明言すること

は難しいです。フランスでは、2003 年の憲法
改正で「補完性原理」に近い内容を書き込ん
だとされていますが、実態は、権限の配分を
明確に命じているとはとても言えないような
曖昧な表現となっています。このように「地
方自治の本旨」などの地方自治の基本原理
は、たとえ憲法に書き込んだとしても、西欧
諸国をはじめ日本においても曖昧な表現にな
らざるを得ない面がありますので、現行憲法
第 92 条の「地方自治の本旨」という規定を大
事にして、自治体の日々の実践によってこれ
に肉付けをしていくしかないと考えます。
なお、日本では、「日本国憲法の地方自治の
本旨は曖昧なので変えるべき」という主張が
なされ、自民党では憲法改正案（2012 年）を
作成し、その中で、「地方自治の本旨」を「住
民自治」「団体自治」「適切な役割分担」の3
つに分解して示しましたが、これでは、従来
の「地方自治の本旨」が含んでいた「国民主
権の地域的行使の場としての地方自治」や
「立法権分有」の意味が失われてしまい、私
が考える立法権分権国家には到達しない案で
あったと考えています。
○横道共同代表（政策研究大学院大学理事・
副学長）
・基礎自治体は総合行政主体であるとされて
いますが、実態として、既に多様な基礎自治
体が存在し、権能も一律ではありません。こ
のことから考えますと、合併を前提とせず、
そして現状の多様な自治体を前提としたなら
ば、中心市と周辺自治体との連携や都道府県
による垂直補完など自治体間のネットワーク
を張り巡らせることによって、必要な住民
サービスがきちんと提供できれば、すべての
基礎自治体が総合行政主体でなくても良いと
は考えられないでしょうか。
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す。ただ、世界の流れは二元代表制へと向
かっていますので、日本が後退するような選
択（プレミアム付き比例代表制による議員内
閣制の導入）をすることはないと考えていま
す。
・豊田市の「ごみ屋敷条例」をはじめ、法律
に抵触するような条例が日本各地で制定され
ていることを政府は黙認していますが、この
ような取組みを進めていけば、「立法権分有
論」が確立され、地方自治が進展することが
あり得るのではないでしょうか。
○鎌田委員（元地方財政審議会委員）
・フランスは「地方分権国家」を宣言する憲
法改正を行い、権限と財源移譲を併せた規定
を盛り込みましたが、実態は、国が巧妙に抜
け道をつくるなど不十分な状態であり、地方
側から改めて財源移譲を保障した憲法改正の
必要性が強く求められています。
・海外の研究者から「立法権分有論」はどの
ように評価されていますか。
○金井委員（東京大学教授）
・これまでの地方自治規定は、「垂直的権力分
立」の観点から論じられてきましたが、ここ
では、「国民主権」の観点から論じられ、大変
興味深く感じました。
・国・地方係争処理委員会や国と地方の協議
の場など「対話となりうる場」はありますが、
十分に機能はしていません。先生の主張する
「対話型立法権分有」では、国との合意形成
が難しい場合、裁判所による解決は、裁断を
想定しているのですか、または、裁判所に
よって協議を継続させることを想定している
のですか。また、国と自治体との対話は、国
民主権やデモクラシーというより、やはり垂

直的権力分有から説明されるのではないで
しょうか。
○大杉委員（首都大学東京教授）
・自治体の憲法上の位置づけに当たっては、
基礎的自治体、広域自治体といった現行地方
自治法上の正確に応じた区分のほか、大都市
自治体、都市自治体など自治体の規模や政府
形態のあり方に着目した分類を規定すること
も考えられるのではないでしょうか。
○大津講師（明治大学教授）
・フランスでは「立法権分有論」の議論が紹
介されてはいますが、受け入れられてはおり
ません。
・私が主張する「対話型立法権分有」の「対
話」とは、言葉の本来の意味の「対話」では
なく、「対抗（喧嘩）」を含んだ「対話」を意味
しています。ゆえに、国の法律に抵触して
も、地方側が、必要性と合理性とが相当程度
あるとして抵抗した結果、国の立法権に事実
上の影響を与え、その改善を促す結果を生み
出せることが「対話型立法権分有」の意義で
あると考えています。
・「自治体の規模に応じた政府形態の選択を、
憲法が許容あるいは求めているのか」につい
ては、日本国憲法は一般的な制度を定めてお
り、自治体の規模を分類するという考え方は
定めていません。一方で、現代民主主義の発
展を踏まえますと、自治体は立法権を自ら行
使できる主体であるべきでありますが、実際
には「完全自治体」と「不完全自治体」に分
かれてしまうと思われますので、「完全自治
体」が、連携や補完等により「不完全自治体」
を支援していくことになるものと考えていま
す。

都市とガバナンス Vol.3218

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-07-428　019_2-0中扉.mcd  Page 1 19/10/18 14:54  v5.51

テーマ

地方分権の理念とこれから

超高齢・人口減少社会の到来は、地域の人口構造の変化のみならず、都市自治体の行財政運

営にも大きな変革を迫りつつある。今後の地方分権の推進にあっては、これまでの理念を今一

度見つめ直すとともに、時代の変化に対応した手法や方策を探っていくことが必要となろう。

そこで今回のテーマでは、「地方分権の理念とこれから」と題し、行政法、地域政治論、行政学、

地方財政論、都市社会学といった分野の学識者にそれぞれの観点からご寄稿いただいた論文を

とおして、地方分権推進の背景にさかのぼりつつ、地域社会における諸アクターの構成や活動

の変化、さらにこれらを踏まえた地方分権のあり方を考えていきたい。
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す。ただ、世界の流れは二元代表制へと向
かっていますので、日本が後退するような選
択（プレミアム付き比例代表制による議員内
閣制の導入）をすることはないと考えていま
す。
・豊田市の「ごみ屋敷条例」をはじめ、法律
に抵触するような条例が日本各地で制定され
ていることを政府は黙認していますが、この
ような取組みを進めていけば、「立法権分有
論」が確立され、地方自治が進展することが
あり得るのではないでしょうか。
○鎌田委員（元地方財政審議会委員）
・フランスは「地方分権国家」を宣言する憲
法改正を行い、権限と財源移譲を併せた規定
を盛り込みましたが、実態は、国が巧妙に抜
け道をつくるなど不十分な状態であり、地方
側から改めて財源移譲を保障した憲法改正の
必要性が強く求められています。
・海外の研究者から「立法権分有論」はどの
ように評価されていますか。
○金井委員（東京大学教授）
・これまでの地方自治規定は、「垂直的権力分
立」の観点から論じられてきましたが、ここ
では、「国民主権」の観点から論じられ、大変
興味深く感じました。
・国・地方係争処理委員会や国と地方の協議
の場など「対話となりうる場」はありますが、
十分に機能はしていません。先生の主張する
「対話型立法権分有」では、国との合意形成
が難しい場合、裁判所による解決は、裁断を
想定しているのですか、または、裁判所に
よって協議を継続させることを想定している
のですか。また、国と自治体との対話は、国
民主権やデモクラシーというより、やはり垂

直的権力分有から説明されるのではないで
しょうか。
○大杉委員（首都大学東京教授）
・自治体の憲法上の位置づけに当たっては、
基礎的自治体、広域自治体といった現行地方
自治法上の正確に応じた区分のほか、大都市
自治体、都市自治体など自治体の規模や政府
形態のあり方に着目した分類を規定すること
も考えられるのではないでしょうか。
○大津講師（明治大学教授）
・フランスでは「立法権分有論」の議論が紹
介されてはいますが、受け入れられてはおり
ません。
・私が主張する「対話型立法権分有」の「対
話」とは、言葉の本来の意味の「対話」では
なく、「対抗（喧嘩）」を含んだ「対話」を意味
しています。ゆえに、国の法律に抵触して
も、地方側が、必要性と合理性とが相当程度
あるとして抵抗した結果、国の立法権に事実
上の影響を与え、その改善を促す結果を生み
出せることが「対話型立法権分有」の意義で
あると考えています。
・「自治体の規模に応じた政府形態の選択を、
憲法が許容あるいは求めているのか」につい
ては、日本国憲法は一般的な制度を定めてお
り、自治体の規模を分類するという考え方は
定めていません。一方で、現代民主主義の発
展を踏まえますと、自治体は立法権を自ら行
使できる主体であるべきでありますが、実際
には「完全自治体」と「不完全自治体」に分
かれてしまうと思われますので、「完全自治
体」が、連携や補完等により「不完全自治体」
を支援していくことになるものと考えていま
す。
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地方分権の理念とこれから

これまでの地方分権改革の動向と
今後の展望

早稲田大学法学学術院教授 田村 達久

地方分権改革を図るための提案募集方式が、着実に成果を上げ、かつ、2019 年で6回（6年）目の実

施となり、制度として定着している。その一方で、例えば、調整対象外となった案件など依然として高

い割合を占めている等の指摘もなされており、その制度としての課題等もまた明らかとなり始めてい

る。そこで、手挙げ方式を含め、新しいステージにおけるこれら2つの地方分権改革推進方式が採用さ

れるに至るまでの第1次地方分権改革以来の地方分権改革の内容を含むその流れを整理、概観した後、

提案募集方式・手挙げ方式の意義・特徴・課題等についての考察等を行う。提案募集方式には、募集に

対する対応の柔軟性、迅速性が認められるとともに、住民自治の拡充や地方公共団体の政策立案・形成

能力の向上の各可能性が潜在していると考えられることから、提案募集方式・手挙げ方式による地方分

権改革の進展に今後も注視していくことが必要である。

はじめに

地方分権改革推進本部が 2014 年4月 30 日

に決定した「地方分権改革に関する提案募集

の実施方針」に基づき始められた「提案募集

方式」は、2019 年の実施で6年（6回）目を

迎えた。当該方式は、地方の発意に根ざし、

かつ、地方の多様性を重んじた取組み等が必

要であるとの認識のもと、新しいステージに

おける地方分権改革推進方式として、「手挙

げ方式」1とともに、これら2つの導入を提

言した地方分権有識者会議の「個性を活かし

自立した地方をつくる～地方分権改革の総括

と展望（中間取りまとめ）～」（2013 年 12 月

10 日）の当該提言を端緒として新たに導入さ

れた。提案募集方式に基づく5年目の対応を

迎えた段階で、同会議提案募集検討専門部会
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1 「提案募集方式」とは、委員会勧告方式に替えて、個々の地方公共団体等から地方分権改革に関する提案（全国的な制度
改正の提案）を広く募集し、それらの提案の実現に向けて検討を行う、地方の発意に根ざした地方分権改革推進方式のこ
とである。また、「手挙げ方式」は、権限移譲に関して、その全国一律の実施が難しい場合において希望する地方公共団体
に選択的にそれを行う地方分権改革推進方式のことである。なお、内閣府の関係 Web サイト https:

//www.cao.go.jp/bunken-suishin/soukatsutotenbou/soukatsutotenbou-index.html上では、「手挙げ方式」の名称・
項目が掲げられているにとどまる。
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長は、2017 年の4年目の時点では提案の約9

割について各府省が対応し、実現していると

のその対応率の高さを強調していた2。ただ

し、2019（令和元）年6月 28 日に開催された

第 37 回地方分権改革有識者会議・第 91 回提

案募集検討専門部会合同会議に提出された同

会議議員（平井伸治・鳥取県知事）の意見書

では、提案募集方式が着実に成果を上げてき

たこと、及び、同方式が地方分権改革を推進

する制度として定着しているとの評価がなさ

れる一方で、具体的な支障事例がないため事

前相談をしたものの提案に至らなかった案件

や、調整対象外となった案件など依然として

高い割合を占めていることに鑑みて、提案団

体に対して支障事例や制度改正の効果等の立

証責任を過度に負わせることないように、同

会議において改めて検証するとともに、内閣

府においても改善を検討してもらいたい旨が

述べられている3。また、提案主体となる地

方公共団体のうち、市区町村（以下、「自治体」

という）4でこれまでに提案を行ったのは、そ

の約2割にとどまっているとされる5。それ

故、提案募集方式は、これからも地方分権改

革を推進していくための重要なツールであり

続けるものと考えられると同時に、改善の課

題も抱えているように思われる。

このような最近の動向を念頭に置きつつ、

本稿は、これまでの地方分権改革の流れを整

理し（1～3）6、その後、この地方分権改革

の沿革との関係性等を意識しつつ、提案募集

方式等の新しいステージにおける地方分権改

革推進方式の意義・特徴・課題等についての

若干の考察等を行う（4）。

1 第1次地方分権改革

国会衆参両議院それぞれにおいて 1993 年

6月に行われた「地方分権の推進に関する決

議」に始まり、地方分権推進法（平成7年法

律第 96 号）に基づき設置された地方分権推

進委員会（委員長：諸井虔）の「分権型社会

の創造」と題する5次に及ぶ勧告と、これに

基づき作成され、閣議決定された地方分権推

進計画（第1次：1998 年5月 29 日、第2次：

1999 年3月 26 日）、そして、とりわけ、地方

分権推進委員会の第1次から第4次までの勧

告を最大限尊重して地方分権の推進に関する

施策の総合的かつ計画的な推進を図るために

策定された第1次地方分権計画の内容を実現

するための法制上又は財政上の措置等を講じ

る「地方分権の推進に関する関係法律の整備
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2 高橋滋（法政大学教授）「地方分権の現状と課題～5年目を迎えた提案募集方式～」アカデミア 127 号（2018 年）、8頁。
同じことは、政府インターネットテレビにおける「私たちの声で仕組みが変わる！～地方分権改革～」をテーマとする放
送（https://nettv.gov-online.go.jp/prg/prg18088.html 公開日：2018 年 12 月 10 日）での山野謙（内閣府地方分権改革
推進室次長（当時））の説明にも出てくる。2018 年の対応・実現率も約9割（89.4％）になっている（内閣府『地方分権改
革・提案募集方式ハンドブック（平成 31 年版）』2019 年、12 頁）。

3 https://www.cao.go.jp/bunken-suishin/doc/kaigi37sanko-shiryou05.pdf
4 本誌では、市区町村を表す場合に「自治体」の語を用いることが慣例であるため、本稿においても基本的にこれに倣い、
本文を含めて、都道府県を含める場合には、「地方公共団体」の語を用いる。ただし、必要に応じて、「市町村」の語も用い
る。

5 高橋・前掲註2）8頁、山野・前掲註2）の各説明。
6 本文における第1次地方分権改革、三位一体の改革、第2次地方分権改革の相互の時期区分は、内閣府・地方分権アーカ
イブのそれに依拠している。なお、本文で以下に概説する地方分権改革の 2017 年末までの流れを詳しく説明するものに、
松本英昭『要説地方自治法〔第 10 次改訂版〕』ぎょうせい、2018 年、48～102 頁がある。
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地方分権の理念とこれから

これまでの地方分権改革の動向と
今後の展望

早稲田大学法学学術院教授 田村 達久

地方分権改革を図るための提案募集方式が、着実に成果を上げ、かつ、2019 年で6回（6年）目の実

施となり、制度として定着している。その一方で、例えば、調整対象外となった案件など依然として高

い割合を占めている等の指摘もなされており、その制度としての課題等もまた明らかとなり始めてい

る。そこで、手挙げ方式を含め、新しいステージにおけるこれら2つの地方分権改革推進方式が採用さ

れるに至るまでの第1次地方分権改革以来の地方分権改革の内容を含むその流れを整理、概観した後、

提案募集方式・手挙げ方式の意義・特徴・課題等についての考察等を行う。提案募集方式には、募集に

対する対応の柔軟性、迅速性が認められるとともに、住民自治の拡充や地方公共団体の政策立案・形成

能力の向上の各可能性が潜在していると考えられることから、提案募集方式・手挙げ方式による地方分

権改革の進展に今後も注視していくことが必要である。

はじめに

地方分権改革推進本部が 2014 年4月 30 日

に決定した「地方分権改革に関する提案募集

の実施方針」に基づき始められた「提案募集

方式」は、2019 年の実施で6年（6回）目を

迎えた。当該方式は、地方の発意に根ざし、

かつ、地方の多様性を重んじた取組み等が必

要であるとの認識のもと、新しいステージに

おける地方分権改革推進方式として、「手挙

げ方式」1とともに、これら2つの導入を提

言した地方分権有識者会議の「個性を活かし

自立した地方をつくる～地方分権改革の総括

と展望（中間取りまとめ）～」（2013 年 12 月

10 日）の当該提言を端緒として新たに導入さ

れた。提案募集方式に基づく5年目の対応を

迎えた段階で、同会議提案募集検討専門部会
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1 「提案募集方式」とは、委員会勧告方式に替えて、個々の地方公共団体等から地方分権改革に関する提案（全国的な制度
改正の提案）を広く募集し、それらの提案の実現に向けて検討を行う、地方の発意に根ざした地方分権改革推進方式のこ
とである。また、「手挙げ方式」は、権限移譲に関して、その全国一律の実施が難しい場合において希望する地方公共団体
に選択的にそれを行う地方分権改革推進方式のことである。なお、内閣府の関係 Web サイト https:

//www.cao.go.jp/bunken-suishin/soukatsutotenbou/soukatsutotenbou-index.html上では、「手挙げ方式」の名称・
項目が掲げられているにとどまる。

テーマ

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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等に関する法律」（平成 11 年法律第 87 号。

いわゆる地方分権一括法）の成立（施行は原

則として 2000 年4月1日）、その後の、地方

分権推進委員会の最終報告「分権型社会の創

造：その道筋」が内閣総理大臣に提出される

までの時期が、現在一般的に、第1次地方分

権改革の時期と捉えられている。

地方分権一括法に結実している第1次地方

分権改革の成果は、これを箇条書きすれば、

①国と地方公共団体との間の役割分担原則の

法定による明確化、②機関委任事務制度の廃

止と地方公共団体の処理する事務の区分の再

構成（自治事務・法定受託事務）、③地方公共

団体の事務処理に対する国等の関与の抜本的

な見直しと、国等の関与に関する（a）当該関

与及びこれに係る新たな諸ルールの法定化並

びに（b）係争処理制度（国地方係争処理委員

会等）の創設、④国等から地方公共団体への

権限委譲と、都道府県ごとの条例に基づく都

道府県から自治体への都道府県の処理する事

務に係る当該処理権限の新たな委譲制度であ

る条例による事務処理の特例制度の創設、⑤

地方公共団体の自治組織権に対する国の法令

等による規制である必置規制の見直し・緩

和、等ということなる。そして、これらのう

ち、機関委任事務制度の廃止が最大の成果と

される7。これが第1次地方分権改革の中核

に位置するものである。

一般的に、地方分権改革推進のための方針

としては、大きくは次の2つのもの、すなわ

ち、①地方公共団体に権限を委譲・移譲する

ことに重点を置いた、地方公共団体の「事務

事業拡張路線」と、②地方公共団体の事務処

理に対する国等の関与を縮小、廃止すること

などに重点を置いた、地方公共団体の「自由

度拡充路線」とがあるといわれる8。この区

分を用いれば、第1次地方分権改革の主要な

成果は、②の路線に属するものということに

なる9。

また、当該成果の意義は、主として次の2

つにまとめることができ、かつ、そこに見出

すことができる。すなわち、ひとつは、国・

地方公共団体間の「上下・主従」関係の元と

なっていた機関委任事務制度の廃止にあわせ

て行われた国と地方公共団体との間の役割分

担原則の法定による明確化、これによる、機

関委任事務制度においてみられた事務の「企

画・立案」の権限・“機能”と「管理執行」の

権限・“機能”との分離・分属に端的に表され

ている「機能分担」論からのいわば決別、及

び、国等の関与に係る係争処理制度の創設に

よって、国・地方公共団体間の役割分担によ

る両者の新しい「対等・協力」関係の構築・

強化を図ろうしたことに見出すことができ

る。もうひとつは、国等の関与及びこれに係

る新たな諸ルールの法定化並びに国等の関与

に関する係争処理制度の創設に表れているよ

うに、事前の国会による立法的統制（法定化）

と事後的な裁判所による司法的統制、その意

味での法治主義の重視・拡充を国・地方公共
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7 西尾勝「地方分権改革を目指す二つの路線」総務省編『自治論文集 地方自治法施行七十周年記念』総務省、2018 年、
3頁。

8 西尾・前掲註7）2頁。
9 西尾・前掲註7）2頁、5頁。

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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団体間関係において図ろうとしたことに見出

すことができる。ただし、この2つ目のもの

うち、立法的統制（法定化）については、な

るほど、その強化が国・地方公共団体間関係

における法治主義の貫徹あるいは拡充となる

という意味においては、基本的に肯定的、積

極的に評価されるべきものである。しかし、

それが広範あるいは高密度といった意味での

過度のものとなることは、地方公共団体の自

主性・自立性10の尊重、ひいては、団体自治・

住民自治を内実とする地方自治の本旨の保障

（日本国憲法 92 条）の観点及び国・地方公共

団体間の「対等・協力」関係の構築の観点か

らすると、適切であるとは評価されえないこ

とになる。

そして、第1次地方分権改革で成し遂げら

れなかった残された課題は、大きくは、①地

方財政秩序の再構築、②地方公共団体の事務

に対する法令による義務付け・枠付け等の緩

和、③地方分権や市町村の合併の推進を踏ま

えた新たな地方自治の仕組みに関する検討、

④事務事業の移譲、⑤制度規制の緩和と住民

自治の拡充方策、⑥「地方自治の本旨」の具

体化、の6項目に整理される11。このうち、

①の課題については、次の三位一体の改革に

おいてそれへの対応がとられることになる。

また、②の課題は、地方自治の本旨の保障に

対する立法的統制（法定化）又はその強化に

伴うものであり、それへの対応は第2次地方

分権改革においてとられることになる。

2 三位一体の改革

地方分権推進委員会の最終報告が提出さ

れ、同委員会がその任期を満了して解散した

（2001 年7月2日）後から第2次地方分権改

革が始まるまでの間の期間が、「地方にでき

ることは地方に」という理念の下、国の関与

を縮小し、地方公共団体の権限・責任を拡大

して、地方分権を一層推進することを目指し

て行われた、国庫補助負担金改革、税源移譲、

地方交付税の見直しの3つを一体として行う

「三位一体の改革」の時期とされる12。この期

間、なかんずくその始期は、地方分権改革の

推進機関に着目してみれば、地方分権推進委

員会の後継機関たる地方分権改革推進会議

（議長：西室泰三）が、当該委員会の設置期限

満了直後の 2001 年7月3日に、内閣府本府

組織令（平成 12 年政令第 245 号）及び地方分

権改革推進会議令（平成 13 年政令第 232 号）

に基づき、内閣総理大臣の諮問機関13として

設置された時点と捉えられている。

そこで、地方分権改革推進会議の活動に則
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10 自主性とは、「地方公共団体が自らの意思と判断において行政事務を執行すること」を、自立性とは、地方公共団体が「自
らの力で運営するだけの基盤・体制が確立されていること」を、ぞれぞれ意味すると説明される。例えば、地方自治制度研
究会編『Q&A改正地方自治法のポイント』ぎょうせい、1999 年、9頁。
11 地方分権推進委員会『最終報告－分権型社会の創造：その道筋－』（2001 年6月 14 日）の「第4章 分権改革の更なる
飛躍を展望して」を参照のこと。そこでは、この第1次地方分権改革を自ら「未完の分権改革」と呼んだ。

12 三位一体の改革に係る一連の経緯等の詳細については、例えば、西尾勝『地方分権改革』東京大学出版会、2007 年、
174～203 頁を参照のこと。

13 地方分権改革推進会議は、地方分権推進計画に基づく施策等の実施状況の監視を含めて、地方分権方策のあり方を審議
する機関として、地方分権の一層の推進を図る観点から、内閣総理大臣の諮問に応じ、国と地方公共団体との役割分担に
応じた事務及び事業のあり方並びに税財源の配分のあり方、地方公共団体の行財政改革の推進等行政体制の整備その他の
地方制度に関する重要事項で緊急に検討すべきものを調査審議すること、及び、当該重要事項に関して内閣総理大臣に意
見を述べることを、その所掌事務としていた。また、同会議の設置期限は 2004 年7月2日の3年間とされていた。
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等に関する法律」（平成 11 年法律第 87 号。

いわゆる地方分権一括法）の成立（施行は原

則として 2000 年4月1日）、その後の、地方

分権推進委員会の最終報告「分権型社会の創

造：その道筋」が内閣総理大臣に提出される

までの時期が、現在一般的に、第1次地方分

権改革の時期と捉えられている。

地方分権一括法に結実している第1次地方

分権改革の成果は、これを箇条書きすれば、

①国と地方公共団体との間の役割分担原則の

法定による明確化、②機関委任事務制度の廃

止と地方公共団体の処理する事務の区分の再

構成（自治事務・法定受託事務）、③地方公共

団体の事務処理に対する国等の関与の抜本的

な見直しと、国等の関与に関する（a）当該関

与及びこれに係る新たな諸ルールの法定化並

びに（b）係争処理制度（国地方係争処理委員

会等）の創設、④国等から地方公共団体への

権限委譲と、都道府県ごとの条例に基づく都

道府県から自治体への都道府県の処理する事

務に係る当該処理権限の新たな委譲制度であ

る条例による事務処理の特例制度の創設、⑤

地方公共団体の自治組織権に対する国の法令

等による規制である必置規制の見直し・緩

和、等ということなる。そして、これらのう

ち、機関委任事務制度の廃止が最大の成果と

される7。これが第1次地方分権改革の中核

に位置するものである。

一般的に、地方分権改革推進のための方針

としては、大きくは次の2つのもの、すなわ

ち、①地方公共団体に権限を委譲・移譲する

ことに重点を置いた、地方公共団体の「事務

事業拡張路線」と、②地方公共団体の事務処

理に対する国等の関与を縮小、廃止すること

などに重点を置いた、地方公共団体の「自由

度拡充路線」とがあるといわれる8。この区

分を用いれば、第1次地方分権改革の主要な

成果は、②の路線に属するものということに

なる9。

また、当該成果の意義は、主として次の2

つにまとめることができ、かつ、そこに見出

すことができる。すなわち、ひとつは、国・

地方公共団体間の「上下・主従」関係の元と

なっていた機関委任事務制度の廃止にあわせ

て行われた国と地方公共団体との間の役割分

担原則の法定による明確化、これによる、機

関委任事務制度においてみられた事務の「企

画・立案」の権限・“機能”と「管理執行」の

権限・“機能”との分離・分属に端的に表され

ている「機能分担」論からのいわば決別、及

び、国等の関与に係る係争処理制度の創設に

よって、国・地方公共団体間の役割分担によ

る両者の新しい「対等・協力」関係の構築・

強化を図ろうしたことに見出すことができ

る。もうひとつは、国等の関与及びこれに係

る新たな諸ルールの法定化並びに国等の関与

に関する係争処理制度の創設に表れているよ

うに、事前の国会による立法的統制（法定化）

と事後的な裁判所による司法的統制、その意

味での法治主義の重視・拡充を国・地方公共

都市とガバナンス Vol.32

地方分権の理念とこれから

22

7 西尾勝「地方分権改革を目指す二つの路線」総務省編『自治論文集 地方自治法施行七十周年記念』総務省、2018 年、
3頁。

8 西尾・前掲註7）2頁。
9 西尾・前掲註7）2頁、5頁。
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して地方分権改革の動向を概観すると、設置

期間中に3回の意見提出が行われた。2002

年 10 月 30 日に「事務・事業の在り方に関す

る意見」、2003 年6月6日に「三位一体の改

革についての意見」、そして、2004 年5月 12

日に「地方公共団体の行財政改革の推進等行

政体制の整備についての意見」がそれであ

る14。しかしながら、第1次地方分権改革の

場合とは異なり、それら意見に基づく包括的

な法制上の措置が講じられるまでには至らな

かった15。

ところで、2004 年度予算から 2006 年度予

算にかけて取り組まれた三位一体の改革それ

自体は、2002 年6月 25 日閣議決定の「経済

財政運営と構造改革に関する基本方針 2002」

（骨太の方針 2002）等によって本格的に始ま

ることになる16。たしかに、内閣総理大臣か

ら同日、地方分権改革推進会議に対し、骨太

の方針 2002 を踏まえて、三位一体の改革に

つながる国と地方の事務事業のあり方、及

び、国庫補助負担金の廃止等に関する原案を

同年 10 月を目途に作成し、提出することの

指示がなされた。しかし、当該改革の具体的

方針は、経済財政諮問会議の意見の聴取と関

係閣僚による検討によって取りまとめるもの

とされた17。したがって、経済財政諮問会議

がその主要な推進の場とされたことにはなろ

う。ただし、当該改革の過程において、国庫

補助負担金改革に関しては、地方公共団体側

（地方六団体）による具体案の作成・提示が

なされたこと、また、当該地方案の 2004 年8

月提出を契機として国と地方の協議の場が内

閣官房長官を中心に設けられ、当該場におい

て 14 回に及ぶ協議が積み重ねられたことは

注目されるべきである18。

そして、三位一体の改革の成果とされるの

が、約 4.7 兆円の国庫補助負担金の削減、所

得税から個人住民税への約3兆円の税源移

譲、そして、臨時財政対策債の減額を含む地

方交付税の約 5.1 兆円の抑制である19。もっ

とも、例えば、その国庫補助負担金改革に

あっては補助負担率の引下げや交付金化が行

われるなど、歳出における地方公共団体の自

由度を高める改革は少なかったとの指摘20も

あるように、三位一体の改革は失敗に終わっ

た改革であるとの評価もなされている21。か

りに、地方分権推進委員会最終報告にある提

言を受けた片山虎之助・総務大臣（当時）の

いわゆる片山プランが現実のものとなってい

れば、当該改革もまた、第1次地方分権改革

と同様、地方公共団体の「自由度拡充路線」

に属するものとなったと判断される22。
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24

14 これらのうち、「三位一体の改革についての意見」に関しては、1人の委員が記名を拒否し、さらに4人の委員が当該意
見に反対の意思を表明し、これらのことが当該意見書に明記される事態が生じたことは周知のことである。

15 地方自治制度研究会編『逐条解説 地方分権改革推進法』ぎょうせい、2007 年、19 頁。
16 地方自治制度研究会・前掲註 15）21 頁。
17 国と地方の事務事業のあり方、国庫補助負担金の廃止等に関する原案作成に係る総理指示（2002 年6月 25 日）https:

//www.cao.go.jp/bunken-suishin/archive/category04/archive-20020625.html

18 地方自治制度研究会・前掲註 15）22 頁。
19 例えば、内閣府資料 https://www.cao.go.jp/bunken-suishin/doc/st_06_sanmiittai.pdfを参照のこと。
20 川村毅『自治体職員研修講座〔第2次改訂版〕』学陽書房、2015 年、316 頁。
21 西尾・前掲註7）6頁。
22 西尾・前掲註7）7頁。
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3 第2次地方分権改革

第2次地方分権改革の始期は、地方分権を

さらに進めるための制度・運用の改革の必要

性を述べる第 28 次地方制度調査会の「地方

の自主性・自律性の拡大及び地方議会のあり

方に関する答申」（2005 年 12 月9日）、そし

て、新たな地方分権改革を強力に推進するた

めの法的根拠となる新地方分権推進法の制定

等を地方公共団体側が明示的かつ積極的に求

める内容となっていた地方六団体の「地方分

権の推進に関する意見書」（2006 年6月7日）

の各提出に始まり、この地方六団体意見書が

端緒となっている 2006 年 12 月の地方分権改

革推進法（平成 18 年法律第 111 号）の成立・

公布及び同法に基づく地方分権改革推進委員

会（委員長：丹羽宇一郎。以下、「分権改革委」

という）の内閣府への設置の時点（2007 年4

月1日）と捉えられている。そして、その後

の現在に至るまでの期間は、推進主体・機関

等に着目して、まずは次の3つの時期に区分

しうる。すなわち、①分権改革委の設置時点

（その翌月の 2007 年5月 29 日、地方分権改

革の推進に関する施策の総合的な策定及び実

施を進めるため、内閣総理大臣を本部長と

し、全閣僚が参加する地方分権改革推進本部

が閣議決定に基づき内閣に設置された）から

民主党政権下での地域主権戦略会議を中心的

主体23とする地域主権改革24期の前までの時

期、次に、②地域主権改革期、最後に、その

後の③自公政権下での地方分権改革推進本部

（内閣）・地方分権改革有識者会議（内閣府）25

を主体とする時期である。そして、③の時期

については、前述（はじめに）の「提案募集

方式」の採用前後で、その段階を2つに分け

うるものである。

分権改革委の活動は、地域主権改革期にま

都市とガバナンス Vol.32

これまでの地方分権改革の動向と今後の展望

25

23 地域主権戦略会議のほか、地域主権の確立を目指した地方自治法の抜本的な見直しの案を取りまとめるため、総務大臣
を議長、総務大臣が指名する総務副大臣及び総務大臣政務官並びに内閣総理大臣補佐官、そして、総務大臣が指名する有
識者を構成員とする地方行財政検討会議が、総務大臣決定（2010 年1月1日。http://www.soumu.go.jp/main_con-

tent/000049993.pdf）に基づき総務省に設置された。
24 地域主権戦略大綱（2010 年6月 22 日閣議決定）において、地域主権改革、地域主権の各意義が正式に示されている。す
なわち、地域主権改革とは、「『日本国憲法の理念の下に、住民に身近な行政は、地方公共団体が自主的かつ総合的に広く担
うようにするとともに、地域住民が自らの判断と責任において地域の諸課題に取り組むことができるようにするための改
革』である」と定義される。また、地域主権とは、「この改革の根底をなす理念として掲げているものであり、日本国憲法
が定める『地方自治の本旨』や、国と地方の役割分担に係る『補完性の原則』の考え方と相まって、『国民主権』の内容を
豊かにする方向性を示すものである」と定義される。もっとも、地域主権改革の定義は、当初、内閣が第 174 回国会（常
会）に 2010 年3月 29 日に提出し（参議院先議）、参議院で可決された後に、衆議院（本会議同年6月 16 日）で継続審査と
された「地域主権改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律案」3条（内閣府設置法の一部改正）に定められて
おり、法律上明定される予定ではあった。すなわち、同法案では、閣議決定（2009 年 11 月 17 日）に基づき内閣府に設置
されていた内閣総理大臣を議長とする地域主権戦略会議を法律上の根拠を有する機関とすることが企図され、かつ、この
関係で内閣府の所掌事務を定める条文（4条）中に、地域主権改革に関する規定がその意義とともに定められる予定であっ
た。しかし、その後、第 177 回国会（常会）の衆議院総務委員会において、同法案題名中「地域主権改革」を「地域の自主
性及び自立性を高めるための改革」に改めるとともに、同法案3条中にあった「地域主権改革」の語、地域戦略会議に係る
関係規定等を削ること等を内容とする修正案が可決された（2011 年4月 22 日）。その結果、地域主権改革の定義は、その
後成立した「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（平成 23 年
法律第 37 号。いわゆる第1次一括法。以下、本文を含めて同名の法律を、「一括法」という）には盛り込まれないことと
なった。

25 地方分権改革推進本部は、内閣総理大臣以下全国務大臣によって組織されるもので、地域主権戦略会議を廃止した上で
新たな閣議決定（2013 年3月8日）に基づき内閣に設置された。地方分権改革有識者会議は、地方分権改革に関する学識
者及び実務経験者により構成され、内閣府特命担当大臣（地方分権改革）の主催の下、地方分権改革の推進を目的として、
地方分権改革の推進に関する施策についての調査及び審議を行う機関として、内閣府特命担当大臣（地方分権改革）決定
（2013 年4月5日）に基づき内閣府に設置された。
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して地方分権改革の動向を概観すると、設置

期間中に3回の意見提出が行われた。2002

年 10 月 30 日に「事務・事業の在り方に関す

る意見」、2003 年6月6日に「三位一体の改

革についての意見」、そして、2004 年5月 12

日に「地方公共団体の行財政改革の推進等行

政体制の整備についての意見」がそれであ

る14。しかしながら、第1次地方分権改革の

場合とは異なり、それら意見に基づく包括的

な法制上の措置が講じられるまでには至らな

かった15。

ところで、2004 年度予算から 2006 年度予

算にかけて取り組まれた三位一体の改革それ

自体は、2002 年6月 25 日閣議決定の「経済

財政運営と構造改革に関する基本方針 2002」

（骨太の方針 2002）等によって本格的に始ま

ることになる16。たしかに、内閣総理大臣か

ら同日、地方分権改革推進会議に対し、骨太

の方針 2002 を踏まえて、三位一体の改革に

つながる国と地方の事務事業のあり方、及

び、国庫補助負担金の廃止等に関する原案を

同年 10 月を目途に作成し、提出することの

指示がなされた。しかし、当該改革の具体的

方針は、経済財政諮問会議の意見の聴取と関

係閣僚による検討によって取りまとめるもの

とされた17。したがって、経済財政諮問会議

がその主要な推進の場とされたことにはなろ

う。ただし、当該改革の過程において、国庫

補助負担金改革に関しては、地方公共団体側

（地方六団体）による具体案の作成・提示が

なされたこと、また、当該地方案の 2004 年8

月提出を契機として国と地方の協議の場が内

閣官房長官を中心に設けられ、当該場におい

て 14 回に及ぶ協議が積み重ねられたことは

注目されるべきである18。

そして、三位一体の改革の成果とされるの

が、約 4.7 兆円の国庫補助負担金の削減、所

得税から個人住民税への約3兆円の税源移

譲、そして、臨時財政対策債の減額を含む地

方交付税の約 5.1 兆円の抑制である19。もっ

とも、例えば、その国庫補助負担金改革に

あっては補助負担率の引下げや交付金化が行

われるなど、歳出における地方公共団体の自

由度を高める改革は少なかったとの指摘20も

あるように、三位一体の改革は失敗に終わっ

た改革であるとの評価もなされている21。か

りに、地方分権推進委員会最終報告にある提

言を受けた片山虎之助・総務大臣（当時）の

いわゆる片山プランが現実のものとなってい

れば、当該改革もまた、第1次地方分権改革

と同様、地方公共団体の「自由度拡充路線」

に属するものとなったと判断される22。
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24

14 これらのうち、「三位一体の改革についての意見」に関しては、1人の委員が記名を拒否し、さらに4人の委員が当該意
見に反対の意思を表明し、これらのことが当該意見書に明記される事態が生じたことは周知のことである。

15 地方自治制度研究会編『逐条解説 地方分権改革推進法』ぎょうせい、2007 年、19 頁。
16 地方自治制度研究会・前掲註 15）21 頁。
17 国と地方の事務事業のあり方、国庫補助負担金の廃止等に関する原案作成に係る総理指示（2002 年6月 25 日）https:

//www.cao.go.jp/bunken-suishin/archive/category04/archive-20020625.html

18 地方自治制度研究会・前掲註 15）22 頁。
19 例えば、内閣府資料 https://www.cao.go.jp/bunken-suishin/doc/st_06_sanmiittai.pdfを参照のこと。
20 川村毅『自治体職員研修講座〔第2次改訂版〕』学陽書房、2015 年、316 頁。
21 西尾・前掲註7）6頁。
22 西尾・前掲註7）7頁。
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で及ぶものである。その任期中に26、「地方政

府」の確立又は実現をそれぞれ謳う第1次か

ら第4次の4つの勧告（「第1次勧告～生活

者の視点に立つ「地方政府」の確立～」（2008

年5月 28 日）、「第2次勧告～「地方政府」の

確立に向けた地方の役割と自主性の拡大～」

（2008 年 12 月8日）、「第3次勧告～自治立法

権の拡大による「地方政府」の実現へ～」（2009

年 10 月7日）、「第4次勧告～自治財政権の

強化による「地方政府」の実現へ～」（2009 年

11 月9日））と2つの意見（「道路・河川の移

管に伴う財源等の取扱いに関する意見」（2008

年9月 16 日）、「国直轄事業負担金に関する

意見」（2009 年4月 24 日））が提出された。

これらのうち、第3次と第4次の各勧告は、

地域主権改革期に行われた。4次にわたる勧

告事項は、①補助財産の財産運用の弾力化、

②法令等による事務の義務付け・枠付けの見

直し、③都道府県から自治体への事務権限の

移譲、④国の各府省の出先機関の原則廃止、

⑤「国と地方の協議の場」の法制化、⑥自治

財政権の強化、の6点に整理しうる27。そし

て、これらのうち、②と③に関する勧告内容

が、地域主権改革期に入って以降に累次の一

括法の制定によって着実に実現されるととも

に、その次の時期においても②と③に関する

課題が主要な改革内容となっていることは、

後述するとおりである。それ故、これら2課

題の改革（②は地方公共団体の「事務事業拡

張路線」に係るもの、③は地方公共団体の「自

由度拡充路線」に係るもの）28が第2次地方分

権改革の骨格を形成したと評される29ことに

なる。そこで、以下では、紙幅の制約からそ

れら改革に焦点を絞った概観を行う。

地域主権改革期においては、分権改革委第

3次勧告中の義務付け・枠付けの見直しと条

例制定権の拡大に係る地方要望分に関して講

ずべき必要な法制上の措置等を定める地方分

権改革推進計画（地方分権改革推進法8条）

の閣議決定（2009 年 12 月 15 日）が行われ、

これに基づき、当該改革案を含む「地域主権

改革の推進を図るための関係法律の整備に関

する法律案」（当時。成立時の第1次一括法

（平成 23 年法律第 37 号））と「国と地方の協

議の場に関する法律案」（これら2法案は当

時、地域主権（改革）関連2法案と呼ばれる）、

くわえて、当該計画に基づいて義務付けの廃

止措置をはじめ地方公共団体の自由度の拡大

を図るための措置を講じる等のための「地方

自治法の一部を改正する法律案」（これを合

わせて地域主権（改革）関連3法案）が 2010

年3月 29 日に国会に提出された（これら3

法案は 2011 年4月 28 日可決成立、同年5月

2日公布）。さらに、例えば第1次一括法に

は盛り込まれなかった自治体への権限移譲に

関する具体的な措置等に関するものを含めた

地域主権改革の主要課題全体にわたる内閣の

対応方針を示す地域主権戦略大綱の閣議決定

（2010 年6月 22 日）が行われ、同大綱を踏ま

えた、都道府県から自治体への権限移譲（分

都市とガバナンス Vol.32

地方分権の理念とこれから

26

26 地方分権改革推進法は有効期間3年の限時法であり（同法附則4条）、それ故、地方分権改革推進委員会の設置期間も3
年間（2010 年3月 31 日まで）であった。

27 西尾・前掲註7）8頁。
28 西尾・前掲註7）14 頁。
29 西尾・前掲註7）13 頁。
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権改革委第1次勧告関係）、及び、義務付け・

枠付けの見直しと条例制定権の拡大（分権改

革委第3次勧告）を内容とする第2次一括法

（平成 23 年法律第 105 号）が制定された。こ

の後、「地方からの提言等に係る事項」、「通

知・届出・報告」、「公示・公告等、職員等の資

格・定数等」の3分野における義務付け・枠

付けの見直し（第3次見直し）の閣議決定

（2011 年 11 月 29 日）に基づく旧第3次一括

法案が国会に提出された（2012 年3月9日）

が、同法案は 2012 年 11 月の衆議院解散によ

り廃案となり、また、前述の地域主権戦略大

綱に基づく取組成果を踏まえた上で、今後お

おむね2～3年を見据えた改革の諸課題に関

する取組方針を明らかするために閣議決定

（2012 年 11 月 30 日）された地域主権推進大

綱も翌月の衆議院議員総選挙の結果、実施さ

れるに至らなかった。

政権交代後の地方分権改革推進本部・地方

分権改革有識者会議を主体とする時期のう

ち、提案募集方式が実施される前の時期にお

いては、国から地方公共団体への事務・権限

の移譲等に関する当面の方針等を明記した

「国から地方公共団体への事務・権限の移譲

等に関する当面の方針について」の地方分権

改革推進本部決定（2013 年9月 13 日）が行

われた後、当該決定等を踏まえての「事務・

権限の移譲等に関する見直し方針について」

の閣議決定（同年 12 月 20 日）が行われた。

そして、一括法関係については、「義務付け・

枠付けの更なる見直しについて」（平成 23 年

11 月 29 日閣議決定。第3次見直し）に基づ

き旧第3次一括法案に具体化されていた事項

に加えて、地方公共団体からの提案を受けた

「義務付け・枠付けの第4次見直しについて」

（平成 25 年3月 12 日閣議決定）に係る事項

をあわせて、義務付け・枠付けの見直し、都

道府県から指定都市等への事務・権限の移譲

を行う第3次一括法（平成 25 年法律第 44 号）

が、「事務・権限の移譲等に関する見直し方針

について」（平成 25 年 12 月 20 日閣議決定）

を踏まえ、分権改革委勧告のうち、残された

課題であった国から地方公共団体への事務・

権限の移譲等、第 30 次地方制度調査会答申

「大都市制度の改革及び基礎自治体の行政

サービス提供体制に関する答申」（2013 年6

月 25 日）で示された都道府県から指定都市

への事務・権限の移譲等を行う第4次一括法

（平成 26 年法律第 51 号）が、それぞれ制定、

公布された。

提案募集方式が安定的に実施されるように

なった後の時期においては、毎年、当該方式

により提示された地方公共団体等からの提案

等に関する対応方針に係る閣議決定及び地方

分権改革推進本部決定が行われた後、法律の

改正により措置すべき事項については、当該

措置を講じるための一括法が制定されるとい

う流れとなっている。具体的には、当該方式

の実施初年（2014 年）に関するものは、第5

次一括法（平成 27 年法律第 50 号）によって、

国から地方公共団体又は都道府県から指定都

市等への事務・権限の移譲と、義務付け・枠

付けの見直し等が行われた。以後、第6次一

括法（平成 28 年法律第 47 号）による国から

地方公共団体又は都道府県から自治体への事

務・権限の移譲と、義務付け・枠付けの見直

し等が、第7次一括法（平成 29 年法律第 25

号）による都道府県から指定都市等への事

都市とガバナンス Vol.32
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で及ぶものである。その任期中に26、「地方政

府」の確立又は実現をそれぞれ謳う第1次か

ら第4次の4つの勧告（「第1次勧告～生活

者の視点に立つ「地方政府」の確立～」（2008

年5月 28 日）、「第2次勧告～「地方政府」の

確立に向けた地方の役割と自主性の拡大～」

（2008 年 12 月8日）、「第3次勧告～自治立法

権の拡大による「地方政府」の実現へ～」（2009

年 10 月7日）、「第4次勧告～自治財政権の

強化による「地方政府」の実現へ～」（2009 年

11 月9日））と2つの意見（「道路・河川の移

管に伴う財源等の取扱いに関する意見」（2008

年9月 16 日）、「国直轄事業負担金に関する

意見」（2009 年4月 24 日））が提出された。

これらのうち、第3次と第4次の各勧告は、

地域主権改革期に行われた。4次にわたる勧

告事項は、①補助財産の財産運用の弾力化、

②法令等による事務の義務付け・枠付けの見

直し、③都道府県から自治体への事務権限の

移譲、④国の各府省の出先機関の原則廃止、

⑤「国と地方の協議の場」の法制化、⑥自治

財政権の強化、の6点に整理しうる27。そし

て、これらのうち、②と③に関する勧告内容

が、地域主権改革期に入って以降に累次の一

括法の制定によって着実に実現されるととも

に、その次の時期においても②と③に関する

課題が主要な改革内容となっていることは、

後述するとおりである。それ故、これら2課

題の改革（②は地方公共団体の「事務事業拡

張路線」に係るもの、③は地方公共団体の「自

由度拡充路線」に係るもの）28が第2次地方分

権改革の骨格を形成したと評される29ことに

なる。そこで、以下では、紙幅の制約からそ

れら改革に焦点を絞った概観を行う。

地域主権改革期においては、分権改革委第

3次勧告中の義務付け・枠付けの見直しと条

例制定権の拡大に係る地方要望分に関して講

ずべき必要な法制上の措置等を定める地方分

権改革推進計画（地方分権改革推進法8条）

の閣議決定（2009 年 12 月 15 日）が行われ、

これに基づき、当該改革案を含む「地域主権

改革の推進を図るための関係法律の整備に関

する法律案」（当時。成立時の第1次一括法

（平成 23 年法律第 37 号））と「国と地方の協

議の場に関する法律案」（これら2法案は当

時、地域主権（改革）関連2法案と呼ばれる）、

くわえて、当該計画に基づいて義務付けの廃

止措置をはじめ地方公共団体の自由度の拡大

を図るための措置を講じる等のための「地方

自治法の一部を改正する法律案」（これを合

わせて地域主権（改革）関連3法案）が 2010

年3月 29 日に国会に提出された（これら3

法案は 2011 年4月 28 日可決成立、同年5月

2日公布）。さらに、例えば第1次一括法に

は盛り込まれなかった自治体への権限移譲に

関する具体的な措置等に関するものを含めた

地域主権改革の主要課題全体にわたる内閣の

対応方針を示す地域主権戦略大綱の閣議決定

（2010 年6月 22 日）が行われ、同大綱を踏ま

えた、都道府県から自治体への権限移譲（分

都市とガバナンス Vol.32

地方分権の理念とこれから

26

26 地方分権改革推進法は有効期間3年の限時法であり（同法附則4条）、それ故、地方分権改革推進委員会の設置期間も3
年間（2010 年3月 31 日まで）であった。

27 西尾・前掲註7）8頁。
28 西尾・前掲註7）14 頁。
29 西尾・前掲註7）13 頁。
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務・権限の移譲と、義務付け・枠付けの見直

し等が、第8次一括法（平成 30 年法律第 66

号）による国から都道府県又は都道府県から

中核市への事務・権限の移譲と、義務付け・

枠付けの見直し等が、第9次一括法（令和元

年法律第 26 号）による都道府県から中核市

への事務・権限の移譲と、義務付け・枠付け

の見直し等が、それぞれ行われた。

4 提案募集方式・手上げ方式に関する考察

提案募集方式が採用される以前において

も、例えば、三位一体の改革においても、地

方公共団体側から具体案が提示され、地方公

共団体側の主導性が発揮されることで、地方

分権改革が実効的に推進されていったことは

確認されるところである。もっとも、その時

期においては、地方六団体による集団的提案

方式ではあったが、その前提には各個の地方

公共団体からの支障事例、すなわち、改革対

象事項の提示、提案が当然ながら行われてい

た。

現在行われている提案募集方式は、一部事

務組合・広域連合を含む地方公共団体、地方

六団体その他地方公共団体を構成員とする組

織を提案主体としており、そこからの地方公

共団体への事務・権限の移譲及び地方公共団

体に対する規制緩和（具体的には、義務付け・

枠付けの見直し及び必置規制の見直しのこ

と）に係る事項（関連事項を含む）を中心に、

分権改革委勧告では対象としていない事項

（例えば、義務付け・枠付けの見直しに関し

てであれば、法定受託事務に関するものや政

省令、補助要綱等に基づくもの）や、制度改

廃を含む抜本的な見直しの提案を募るもので

ある30。

当該方式の新規性、特徴はいくつかある

が、各地方公共団体等からの提案ごとに柔軟

かつ迅速に対応することのできる仕組みと

なっていることを特に指摘しておく31。ただ

し、柔軟性については長短両面があり、法制

の改革にとどまらない対応や合法性を超えた

要請への対応が可能であるとの長所を認めう

る32一方で、どのような形で実現するかにつ

いての不確実性がそこには同時に内包されて

おり33、それ故、現行法制を前提としての通

知等の改正・新規発出による対応にとどまっ

て法制的改革までには至らないとの課題も指

摘されている34。

他方、事務・権限の移譲に係る手挙げ方式

は、全国一律の移譲が難しいなどの場合に、

各地方公共団体の発意に応じた選択的な移譲

を行う方式である。したがって、その対応、

成果も常に生じるわけではない35。しかしな

がら、一律的な移譲を可能とするための条件

都市とガバナンス Vol.32

地方分権の理念とこれから

28

30 「地方分権改革に関する提案募集の実施方針」（平成 26 年4月 30 日地方分権改革推進本部決定）。また、例えば、内閣府
『提案募集方式リーフレット』4頁には当該方式のプロセスが説明されている。
31 この点を含めた新規性、特徴についての指摘は、大橋洋一「分権改革としての提案募集制度の発展可能性」総務省・前掲
註7）170～171 頁、伊藤正次「提案募集型地方分権改革の構造と課題」総務省・前掲註7）423～427 頁で行われている。

32 大橋・前掲註 31）170 頁。
33 伊藤・前掲註 31）425 頁。
34 伊藤・前掲註 31）432 頁。上林陽治「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備
に関する法律～第8次一括法～（平成 30 年6月 27 日法律第 66 号）」自治総研 481 号（2018 年）、49 頁は、「通知又は周知」
という対応の中には決着済みのものを改めて通知するといったものも多く含まれているため、提案募集方式が地方分権改
革の落ち穂拾いと化していると、その運用に係る問題を指摘する。
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等を探るなどのいわばパイロット的、実証試

験的な意義が当該方式には認められることに

鑑みれば、地方分権改革を推進していく上で

重要と考えられる地方公共団体側の積極性、

進取性を基礎とする仕組みとなっているとい

える。

おわりに

地方公共団体が提案募集方式を利用して提

案を行うことについては、少なくとも次の2

つの効用あるいは可能性が認められよう。ひ

とつは、住民自治の拡充である。もっとも、

その前提として住民等との意見交換や議論の

場の設定等を行い、住民等からの支障事例の

聴取を行うこと36が必要とはなる。しかしな

がら、このことを通じて住民等が当該地方公

共団体の行政過程に参画することができるこ

とになれば、提案募集方式は、地方分権改革

をさらに一層推進するに当たり重要となる住

民自治の拡充にも役立つことになろう37。も

うひとつは、地方公共団体の政策立案・形成

能力の向上の可能性である。その向上もま

た、地方分権改革のさらなる推進、そして、

その成果の地域における具体化・実現にとっ

て重要であり、必要不可欠なものである38。

政策立案・形成能力は、具体の支障事例に則

して提案をまとめる過程を経ることで、より

よく鍛えられるものであるからだ。

課題・限界はあるものの、提案募集方式・

手挙げ方式による地方分権改革の進展に今後

も注視していくことが必要である。
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35 手挙げ方式によるこれまでの実現例には、第4次一括法による自家用有償旅客運送（過疎地等における地域住民の生活
維持に必要な輸送がバス・タクシー事業によっては提供されない場合に、市町村・NPO等が自家用車を使用して有償で運
送できる制度）に関する道路運送法（昭和 26 年法律第 183 号）上の事務・権限（登録・監査等）の地方公共団体への移譲
（2018 年4月現在で8県 11 市町村。http://www.nga.gr.jp/ikkrwebBrowse/material/files/group/2/20180704-13san-
kou_shiryou1-1.pdf）、第5次一括法による農地法（昭和 27 年法律第 229 号）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭
和 44 年法律第 58 号。以下、「農振法」という）の一部改正に基づく、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）への
都道府県からの農地転用許可及び農振法に基づく開発許可の各権限の移譲（3019 年3月 27 日現在で、59 市町。https:

//www.cao.go.jp/bunken-suishin/doc/nouchi-chizu10.pdf）がある。
36 内閣府は、地方公共団体におけるそのような仕組みづくりを推奨している。参照、内閣府地方分権改革推進室「地方分
権の提案募集について」2016 年、10 頁（https://www.cao.go.jp/bunken-suishin/doc/28teianbosyu1-3.pdf中の「提案
募集を行っていただくために③」）。

37 大橋・前掲註 31）171 頁は、それ故、住民自治の仕組みとしての発展可能性を指摘する。
38 大橋・前掲註 31）173～174 頁にも同趣旨の指摘がなされている。
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務・権限の移譲と、義務付け・枠付けの見直

し等が、第8次一括法（平成 30 年法律第 66

号）による国から都道府県又は都道府県から

中核市への事務・権限の移譲と、義務付け・

枠付けの見直し等が、第9次一括法（令和元

年法律第 26 号）による都道府県から中核市

への事務・権限の移譲と、義務付け・枠付け

の見直し等が、それぞれ行われた。

4 提案募集方式・手上げ方式に関する考察

提案募集方式が採用される以前において

も、例えば、三位一体の改革においても、地

方公共団体側から具体案が提示され、地方公

共団体側の主導性が発揮されることで、地方

分権改革が実効的に推進されていったことは

確認されるところである。もっとも、その時

期においては、地方六団体による集団的提案

方式ではあったが、その前提には各個の地方

公共団体からの支障事例、すなわち、改革対

象事項の提示、提案が当然ながら行われてい

た。

現在行われている提案募集方式は、一部事

務組合・広域連合を含む地方公共団体、地方

六団体その他地方公共団体を構成員とする組

織を提案主体としており、そこからの地方公

共団体への事務・権限の移譲及び地方公共団

体に対する規制緩和（具体的には、義務付け・

枠付けの見直し及び必置規制の見直しのこ

と）に係る事項（関連事項を含む）を中心に、

分権改革委勧告では対象としていない事項

（例えば、義務付け・枠付けの見直しに関し

てであれば、法定受託事務に関するものや政

省令、補助要綱等に基づくもの）や、制度改

廃を含む抜本的な見直しの提案を募るもので

ある30。

当該方式の新規性、特徴はいくつかある

が、各地方公共団体等からの提案ごとに柔軟

かつ迅速に対応することのできる仕組みと

なっていることを特に指摘しておく31。ただ

し、柔軟性については長短両面があり、法制

の改革にとどまらない対応や合法性を超えた

要請への対応が可能であるとの長所を認めう

る32一方で、どのような形で実現するかにつ

いての不確実性がそこには同時に内包されて

おり33、それ故、現行法制を前提としての通

知等の改正・新規発出による対応にとどまっ

て法制的改革までには至らないとの課題も指

摘されている34。

他方、事務・権限の移譲に係る手挙げ方式

は、全国一律の移譲が難しいなどの場合に、

各地方公共団体の発意に応じた選択的な移譲

を行う方式である。したがって、その対応、

成果も常に生じるわけではない35。しかしな

がら、一律的な移譲を可能とするための条件
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30 「地方分権改革に関する提案募集の実施方針」（平成 26 年4月 30 日地方分権改革推進本部決定）。また、例えば、内閣府
『提案募集方式リーフレット』4頁には当該方式のプロセスが説明されている。
31 この点を含めた新規性、特徴についての指摘は、大橋洋一「分権改革としての提案募集制度の発展可能性」総務省・前掲
註7）170～171 頁、伊藤正次「提案募集型地方分権改革の構造と課題」総務省・前掲註7）423～427 頁で行われている。

32 大橋・前掲註 31）170 頁。
33 伊藤・前掲註 31）425 頁。
34 伊藤・前掲註 31）432 頁。上林陽治「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備
に関する法律～第8次一括法～（平成 30 年6月 27 日法律第 66 号）」自治総研 481 号（2018 年）、49 頁は、「通知又は周知」
という対応の中には決着済みのものを改めて通知するといったものも多く含まれているため、提案募集方式が地方分権改
革の落ち穂拾いと化していると、その運用に係る問題を指摘する。
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地域における市民社会アクターの変化と
踊り場にある都市ガバナンス

―JIGS調査（1997-2017）に基づく推移と現状―
東海大学副学長・筑波大学名誉教授 辻中 豊
筑波大学大学院・東海大学研究員 和嶋 克洋

東海大学研究員 戸川 和成

JIGS2 調査に基づき 2007 年当時の都市ガバナンスの制度化の状況、各アクターの参加状況、地方政

府の政策形成での各アクターの影響力、自治会町内会と社会団体の自治体政策への満足度を概観し、こ

の時点で市民社会アクターが参加し協働を促進する制度化と参加が一定程度展開していたことを確認

する。さらに、市民社会の各非営利アクターをめぐる各種統計を要約し、この 20 年間に脱主務官庁的

な制度化が進み、10 万ほどの新しいアクターが登場したこと、他方で財政的には減退を余儀なくされ、

また市民の参加意識も減退していることを確認する。

これらをうけて、2017 年に実施した JIGS4 調査 10 市区での制度化、参加の 10 年間における進展を

振り返り、この間に一定の前進はみられるものの、市区と市民社会の諸アクターの関係はやや疎遠に

なっており、どちらかといえば、市区の側から市民社会に依存する傾向の増大を見出す。このようにみ

れば、現在の日本の都市ガバナンスの進展は「まだら」であり、制度化と実態の間にギャップがある。

この踊り場的な停滞状況の中で、目指すべきガバナンスモデルも一定の方向に定まっていないことを議

論する。

Ⅰ はじめに

地域政治はこの 20 年大きな地殻変動を経

験してきた。振り返ると、マクロ政治的には

1990 年代の連立政権の競合の中で中央行政

組織改革（2001）が生まれ、小泉政権下の構

造改革政治、その後の混乱から民主党連立政

権の誕生と混迷、東日本大震災、そして安倍

長期政権へと目まぐるしい変化が続いた。

そうしたマクロ政治の変化と並行して、地

方分権改革の旗印のもと、地方分権一括法が

1999 年に成立し、平成の大合併が進められ、

1999 年3月末に 3,232 あった自治体は 2010

年3月末には 1,727 まで半減した。地方公務

員数は、1994 年の 328 万人がピークであり、

2018 年には 274 万人と 50 万人の減少であ

る。地方公務員の3分の2は警察、消防、福

都市とガバナンス Vol.32
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祉部門など国が定員基準を規定する部門であ

り、国の財政削減の影響を受け減少傾向に入

り、2010 年代からは停滞している。こうした

変動以前から、日本の公共セクターは、広義

の公務員数でも先進国最小であり、欧米の半

分から3分の2の水準であるから、構造的

に、他のセクター、市民社会と市場の民間セ

クターの手を借りずして、十全な業績をあげ

ることはできない。

地域政治は、社会環境からみても大きな変

化の過程にある。この 20 年を振り返ると人

口については、2015 年の国勢調査で日本全体

が縮小傾向に転じ、47 都道府県中、8つの都

県を除いてすべての地域で減少した。他方で

1世帯当たり人員は平成 22 年の 2.46 人から

2.38 人に縮小し、単身世帯がふえ世帯数は増

加した。3大都市圏に人口の過半数が居住

し、高齢化率は世界の最先端をいく 26.7％を

示した。産業構造は第四次産業革命、ソサエ

ティ 5.0 が標榜されるなか、三次産業比率は

7割を超えている。他方 2018 年には在留外

国人は 263 万人と過去最高を数えた。こうし

た日本社会の構造変化をこの小論では十分論

じきれない。本論では筆者たちが 1997 年以

降 15 か国、特に日本では4次にわたり実施

してきた JIGS調査（Japan Interest Group

Study, 団体基礎構造調査）に基づき、地域

における諸アクターの変化と地域政治の変化

を素描し、日本の現状に関して、仮説を提起

したい。

日本の JIGS調査はその名の通り、利益集

団という視角から社会と政治の関係を把握し

ようと始められたが、国際比較の視野を取り

入れ（15 か国へ）、多次元的かつ包括的に市

民社会と政治の関係を把握するサーベイとし

て展開してきた。特に日本では当初の基礎団

体調査（JIGS1、東京と茨城）から、全国を対

象とした組合・団体（以下、団体と表記）、

NPO、町内会自治会（以下、自治会）、市区町

村調査（JIGS2）さらには政権交代と震災の

インパクト調査（JIGS3）、市民意識調査、団

体、自治会、市区調査（JIGS4）と多面多次元

的に展開しており、市民社会とローカル・ガ

バナンス（以下、都市ガバナンス）、ソーシャ

ル・キャピタルに焦点を合わせて分析が進ん

でいる（辻中・森編 2010、辻中・伊藤編 2010、

辻中・山内編 2019。調査詳細は、web

1）。本

稿では、自治会（全国の1割約3万余対象）

を除いて全国の全数を対象として調査を行っ

た JIGS2 と最近のフォローアップ調査であ

る JIGS4 を主として用いて分析を示したい。

都市ガバナンスは私たち研究チームの当初

からの視点（仮説）というだけでなく、『日本

の地方政府』の著者の曽我も「現在の地方政

府の姿はガバメント（政府）よりも、ガバナ

ンス（統治）という言葉で捉えられるべきも

のである」（2019：233）と述べるように、政府

と市民社会との関係性の視点を強調するのは

通説化している。本稿で諸アクターという場

合、地方政府（市区町村）およびそれ以外の

アクターをさし、それは市民社会と市場の諸

アクターを意味する。そしてガバナンスは諸
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1 Webサイト参照：http://www.cajs.tsukuba.ac.jp/ならびに https://tsukuba.repo.nii.ac.jp/。後者の筑波大学図書
館レポジトリ（人文社会系辻中豊の項目）には JIGS調査に関連するほぼすべてのコードブック、報告書、論文、書籍が収
容されている。
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府の政策形成での各アクターの影響力、自治会町内会と社会団体の自治体政策への満足度を概観し、こ

の時点で市民社会アクターが参加し協働を促進する制度化と参加が一定程度展開していたことを確認

する。さらに、市民社会の各非営利アクターをめぐる各種統計を要約し、この 20 年間に脱主務官庁的

な制度化が進み、10 万ほどの新しいアクターが登場したこと、他方で財政的には減退を余儀なくされ、

また市民の参加意識も減退していることを確認する。

これらをうけて、2017 年に実施した JIGS4 調査 10 市区での制度化、参加の 10 年間における進展を

振り返り、この間に一定の前進はみられるものの、市区と市民社会の諸アクターの関係はやや疎遠に

なっており、どちらかといえば、市区の側から市民社会に依存する傾向の増大を見出す。このようにみ

れば、現在の日本の都市ガバナンスの進展は「まだら」であり、制度化と実態の間にギャップがある。

この踊り場的な停滞状況の中で、目指すべきガバナンスモデルも一定の方向に定まっていないことを議

論する。

Ⅰ はじめに

地域政治はこの 20 年大きな地殻変動を経

験してきた。振り返ると、マクロ政治的には

1990 年代の連立政権の競合の中で中央行政

組織改革（2001）が生まれ、小泉政権下の構

造改革政治、その後の混乱から民主党連立政

権の誕生と混迷、東日本大震災、そして安倍

長期政権へと目まぐるしい変化が続いた。

そうしたマクロ政治の変化と並行して、地

方分権改革の旗印のもと、地方分権一括法が

1999 年に成立し、平成の大合併が進められ、

1999 年3月末に 3,232 あった自治体は 2010

年3月末には 1,727 まで半減した。地方公務

員数は、1994 年の 328 万人がピークであり、

2018 年には 274 万人と 50 万人の減少であ

る。地方公務員の3分の2は警察、消防、福
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アクターと政府との相互関係、参加・協働が

鍵となる。以下、最も網羅的なデータが利用

可能な 2007 年段階（JIGS2）での都市ガバナ

ンス状況を把握し、次いで、この 20 年のアク

ター変化を、市民社会アクターを中心に観察

し、最後に 2017 年（JIGS4）段階のデータを

部分的に利用して、現状への推論を行いた

い。

Ⅱ 2007 年段階での都市ガバナンス：諸アク

ターの参加・協働・影響力と意識

2007 年に全自治体（1827）を対象としてそ

の6割を超える市区町村から回答を得た

JIGS2-LG調査から、当時の参加と協働の実

態を確認する。まず制度的に、市区に注目す

ると、情報開示型は 100％近く、意見表明型

は、審議会・懇談会の公募制度、パブリック・

コメントなどの3つは過半数の市区で、協働

型は、市民会議型は4割、自治基本条例・ま

ちづくり条例で1、2割といういくつかのレ

ベルがあることがわかる（柳 2010）。

導入年をみれば、90 年代後半から始まり、

2000 年台に急増したことがわかる。ではこ

うした制度にどの程度、市民社会アクターが

関与していたのだろうか。同様に、民間の主

体（自治会、NPO・市民団体、関連団体、外

郭団体・第三セクター、企業）の政策過程の

形成、実施、評価まで7段階での関与を尋ね

たのが表2である。調査は、各市区町村の4

部署（市民活動、環境、福祉、産業振興）で

聞いている。表によれば、2007 年時点で、す

でに、部署によれば審議会・懇談会、行政支

援では9割以上、計画策定、業務委託では7

割以上で外部アクターの参加が見られた。他

方、政策執行では3割、行政評価では1割強、

モニタリングでは1割前後にすぎない。審議

会、計画策定、業務委託、行政支援では、自

治会と NPO・市民団体、関連団体を中心に

相当な参加がみられる。また、各市区におけ

る諸アクターの参加の度合いは共に相関の関

係にある（山本 2010：46）。

加えて、こうした政策過程への参画に対応

して、諸アクターの影響力評価（高い評価の

団体割合）もかなり高い場合がある。ここで
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表1 参加制度を導入している市区町村 2007
市区

5.16.2住民投票条例
17.37.827.8モニター制度

単位：％

13.542.2市民会議・ワークショップ
協働型

42.4

5.6

57.5
64.7
60.5
97.3

14.510.419.1まちづくり条例

情報開示型

27.2

606

14.5
19.8
18
25.6

550N

95.7
町村

7.24.89.8自治基本条例

市民意識調査
パブリック・コメント
審議会・懇談会の公募制度
情報公開条例(公文書公開条例)

項目

1156

42.2
96.5

市区町村

意見表明型
市民からの意見と回答の公開 27.8

37.7
40.2

柳 2010：97．JIGS2-LG Q9

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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表2 各アクターの政策過程への参加状況 （2007）（太字は 30％以上のセル）

2.61.71.10.9外郭団体・第 3セクター
16.25.3関連団体

3.3

市民活動

34.151.1自治会計画策定

17.6

54.777.785.094.3全体

N

14.821.915.512.0全体
2.01.53.81.9企業

28.4

産業振興

33.5NPO・市民団体

22.7

25.952.3

13.4

45.1
74.1

（山本 2010：42）データ：JIGS2-LG単位:%

1098109210711083

62.186.728.6関連団体

35.0審議会・懇談会

21.7

25.9

47.6

17.7

24.8
5.3
36.8
40.0

13.2企業

57.9
環境

16.26.14.010.5外郭団体・第 3セクター

外郭団体・第 3セクター

業務委託
74.1

関連団体

91.1

NPO・市民団体
自治会

58.777.4全体
14.35.7

39.1
72.7

49.0
福祉

13.4

26.5

10.810.834.3自治会

42.687.79.2関連団体

企業

19.732.1

5.1

16.729.6NPO・市民団体

4.9
72.3

14.97.421.714.1企業
29.39.28.622.7外郭団体・第 3セクター

53.6NPO・市民団体
40.249.574.982.0自治会行政の支援
69.491.050.370.0全体

12.28.828.4外郭団体・第 3セクター
85.489.146.0関連団体
36.946.450.2

94.591.392.394.0全体
35.75.314.516.9企業
33.7

関連団体
16.517.921.812.5NPO・市民団体
16.318.332.918.9自治会政策執行

11.85.7企業
18.55.04.69.2外郭団体・第 3セクター
44.142.719.7

4.84.96.72.6自治会モニタリング
54.646.143.730.5全体
9.73.1

9.514.15.9関連団体
2.94.75.02.0NPO・市民団体

7.0全体
3.21.13.80.5企業
3.41.80.41.8外郭団体・第 3セクター

9.66.44.6NPO・市民団体
4.111.28.06.1自治会行政評価
14.416.513.8
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アクターと政府との相互関係、参加・協働が

鍵となる。以下、最も網羅的なデータが利用

可能な 2007 年段階（JIGS2）での都市ガバナ

ンス状況を把握し、次いで、この 20 年のアク

ター変化を、市民社会アクターを中心に観察

し、最後に 2017 年（JIGS4）段階のデータを

部分的に利用して、現状への推論を行いた

い。

Ⅱ 2007 年段階での都市ガバナンス：諸アク

ターの参加・協働・影響力と意識

2007 年に全自治体（1827）を対象としてそ

の6割を超える市区町村から回答を得た

JIGS2-LG調査から、当時の参加と協働の実

態を確認する。まず制度的に、市区に注目す

ると、情報開示型は 100％近く、意見表明型

は、審議会・懇談会の公募制度、パブリック・

コメントなどの3つは過半数の市区で、協働

型は、市民会議型は4割、自治基本条例・ま

ちづくり条例で1、2割といういくつかのレ

ベルがあることがわかる（柳 2010）。

導入年をみれば、90 年代後半から始まり、

2000 年台に急増したことがわかる。ではこ

うした制度にどの程度、市民社会アクターが

関与していたのだろうか。同様に、民間の主

体（自治会、NPO・市民団体、関連団体、外

郭団体・第三セクター、企業）の政策過程の

形成、実施、評価まで7段階での関与を尋ね

たのが表2である。調査は、各市区町村の4

部署（市民活動、環境、福祉、産業振興）で

聞いている。表によれば、2007 年時点で、す

でに、部署によれば審議会・懇談会、行政支

援では9割以上、計画策定、業務委託では7

割以上で外部アクターの参加が見られた。他

方、政策執行では3割、行政評価では1割強、

モニタリングでは1割前後にすぎない。審議

会、計画策定、業務委託、行政支援では、自

治会と NPO・市民団体、関連団体を中心に

相当な参加がみられる。また、各市区におけ

る諸アクターの参加の度合いは共に相関の関

係にある（山本 2010：46）。

加えて、こうした政策過程への参画に対応

して、諸アクターの影響力評価（高い評価の

団体割合）もかなり高い場合がある。ここで
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表1 参加制度を導入している市区町村 2007
市区

5.16.2住民投票条例
17.37.827.8モニター制度

単位：％

13.542.2市民会議・ワークショップ
協働型

42.4

5.6

57.5
64.7
60.5
97.3

14.510.419.1まちづくり条例

情報開示型

27.2

606

14.5
19.8
18
25.6

550N

95.7
町村

7.24.89.8自治基本条例

市民意識調査
パブリック・コメント
審議会・懇談会の公募制度
情報公開条例(公文書公開条例)

項目

1156

42.2
96.5

市区町村

意見表明型
市民からの意見と回答の公開 27.8

37.7
40.2

柳 2010：97．JIGS2-LG Q9

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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は参照枠として政治家を置いているが、それ

らと比べて、市区町村の当事者の評価として

は、自治会、NPO・市民団体、そして分野に

よっては福祉、環境、経済商工団体は高い割

合を示している。

では、最後に、2006 － 07 に実施された

JIGS2 調査に基づいて、自治会と社会団体

（職業別電話帳「組合・団体」に所収された団

体）・NPOのリーダーたちの政策満足度の意

識から問題を探ってみよう。

この図1に示したのは、5段階で聞いたそ

れぞれの団体の指導者が感じる、市区の政策

都市とガバナンス Vol.32
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表3 自治体の各政策段階における各アクター（自治体外）の影響力

8.5
31.09.010.1決定

8.5

8.8

執行

20.018.636.78.59.4

決定

立案

4.320.226.110.612.6

執行

立案
20.5

11.2

21.5
14.813.5

12.3
12.4

都道府県
議会議員

43.8

12.913.9立案
4.020.027.78.210.8執行
3.615.222.39.912.6

11.1

決定

12.0

43.3
38.3
43.6

自治会・
町内会

13.7執行
5.511.522.513.715.4決定
6.013.725.4

13.1

福祉

13.0

地元選出
国会議員

環境

市民

7.014.126.6

NPO・
市民団体

3.2

10.9立案

10.9
6.5
8.9
5.9
4.7
5.4

環境団体 企業

産業

6.8
5.2
6.2
8.4
6.5
7.4

外郭団体
・3セク

11.6

18.3
13.0

23.7

16.7
3.7
2.9

17.4
23.4

3.6
2.9
3.1
8.6
6.9
7.9
15.6
13.3
15.9

農林水産
業団体

18.7
14.9
17.4
5.1
4.3
5.5

41.5
35.7
44.3
3.4
2.9
3.8
10.5
7.5
8.9
14.8
13.2
15.4

経済・
商工団体

38.7
33.7
41.6

6.0
5.4
6.0
41.9
34.1
42.6
6.0
4.8
5.3
15.0
12.7
14.8

福祉団体

註：値は7件尺度で5点以上（中間は4点）の割合。最大のカテゴリを太字で示している。福祉部署における「福祉団体」の
影響力は、社会福祉法人、福祉当事者団体、福祉ボランティア団体のうち最大値をとって計算した。

出所：久保（2010：63）
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図1 市民社会アクターの自治体政策満足度（JIGS2 調査 , NPOQ25, 社会団体Q23, 自治会Q38）
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への満足度（上位2段階で回答した比率の平

均値）である。先にみたように、自治会、社

会団体、NPOは、政策分野によっては、また

政策過程のレベルによっては、相当数が参加

し関与している。そしてその影響力への市区

からの評価もかなり高い。そうした両団体の

指導者に各自治体政策への満足度を聞いたも

のである。この市区別の散布図を見て感じる

のは、それぞれの市区別の満足度（の高い割

合の団体比率）の大きな違いである。しかも

隣り合うよく似ているように思われる市区で

もそれが大きく異なることがある。ここに

は、参考まで、伊那市と飯田市、葛飾区と足

立区、厚木市と熊谷市を〇で囲んでみた。私

たちは、政策満足度が何によって説明される

か、それを（良い）ガバナンスの主観的な代

理変数と考えて、分析を加えている。

以上の、JIGS2（2006 － 07 年）時期での分

析を与件として、現在（2019 年）の都市ガバ

ナンスの状況を推察するために、次節では、

市民社会の諸アクター状況を、そして最後の

節では、JIGS4 地方自治体調査の中から、10

都市に注目して観察する。

Ⅲ 市民社会組織の 21 世紀 20 年―経済的拡

大と政治的停滞

この 20 年には日本の市民社会にとっても、

相当な地殻変動が生じている。1998 年の特

定非営利活動推進法（NPO法）の制定に伴っ

ていわゆる NPO法人が5万余り、2008 年の

公益法人改革を経て、一般社団法人、一般財

団法人も5万余り誕生した。近年 NPO法人

は停滞から減少に転じているが、一般社団・

財団法人はなお増大中である。いわゆる人格

なき社団と称される市民社会の任意団体が公

式化したのである。また日本社会の特徴をな

す、官庁ごとの縦割りの管理と保護のシステ

ム＝主務官庁制度から自由になった団体が相

当数登場したのである（後・坂本編 2019）。

先にみた JIGS2 段階とはやや異なる市民社

会側の事情を探ってみよう。

この 20 年で市民社会組織による非営利活

動（広義であり、また統計的に捕捉可能な活

動）の社会における比重は高まっている。政

府の国民経済計算における対家計民間非営利

団体2の生産額は 1996 年の約 9.2 兆円から

2016 年には約 11.9 兆円に増加し、その対

GDP比は 1.86％から 2.22％へ拡大したこと

になる。対家計民間非営利団体の就業者数は

1996 年の 144.2 万人から 2016 年に 208.7 万

人となり、就業者全体に占める割合は 2.14％

から 3.12％へと増加した。

民間非営利団体をその法人数から眺めた

時、社会の高齢化の進展に伴って、社会福祉

法人の数は 1996 年の 15,454 法人から 2016

年には 20,625 法人へと 1.3 倍に増えている。

だがそれ以上に増えているのが、NPO法人

と一般社団法人（非営利型）の2種類である。

これらはいずれもこの 20 年内の改革によっ

て確立された非営利活動のための法人格であ

る。

NPO法人は 1998 年に成立、施行された特
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2 「日本標準産業分類上、学校教育、宗教、労働団体等に属し、かつ経営組織形態が会社以外の法人または法人でない団体」
（内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部、2016「2008SNAに対応した我が国国民経済計算について（平成 23 年基準
版）」: 27）。

19-07-428　030_2-2_テーマ_辻中豊ほか.mcd  Page 6 19/10/18 15:02  v5.51

は参照枠として政治家を置いているが、それ

らと比べて、市区町村の当事者の評価として

は、自治会、NPO・市民団体、そして分野に

よっては福祉、環境、経済商工団体は高い割

合を示している。

では、最後に、2006 － 07 に実施された

JIGS2 調査に基づいて、自治会と社会団体

（職業別電話帳「組合・団体」に所収された団

体）・NPOのリーダーたちの政策満足度の意

識から問題を探ってみよう。

この図1に示したのは、5段階で聞いたそ

れぞれの団体の指導者が感じる、市区の政策
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表3 自治体の各政策段階における各アクター（自治体外）の影響力
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31.09.010.1決定

8.5

8.8

執行

20.018.636.78.59.4

決定

立案

4.320.226.110.612.6

執行
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11.2
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都道府県
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12.913.9立案
4.020.027.78.210.8執行
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11.1

決定

12.0

43.3
38.3
43.6

自治会・
町内会

13.7執行
5.511.522.513.715.4決定
6.013.725.4

13.1

福祉

13.0

地元選出
国会議員

環境
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7.014.126.6

NPO・
市民団体

3.2

10.9立案

10.9
6.5
8.9
5.9
4.7
5.4

環境団体 企業

産業

6.8
5.2
6.2
8.4
6.5
7.4

外郭団体
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11.6

18.3
13.0
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3.7
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17.4
23.4

3.6
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3.1
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6.9
7.9
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13.3
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14.9
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44.3
3.4
2.9
3.8
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7.5
8.9
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経済・
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33.7
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5.4
6.0
41.9
34.1
42.6
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福祉団体

註：値は7件尺度で5点以上（中間は4点）の割合。最大のカテゴリを太字で示している。福祉部署における「福祉団体」の
影響力は、社会福祉法人、福祉当事者団体、福祉ボランティア団体のうち最大値をとって計算した。

出所：久保（2010：63）
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図1 市民社会アクターの自治体政策満足度（JIGS2 調査 , NPOQ25, 社会団体Q23, 自治会Q38）
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定非営利活動促進法に基づき、同法で定める

分野の「不特定かつ多数のものの利益の増進

に寄与することを目的とする」3活動（＝特

定非営利活動）を行うものである。同法は同

活動団体に法人格を付与することで「ボラン

ティア活動をはじめとする市民が行う自由な

社会貢献活動としての特定非営利活動の健全

な発展を促進し、もって公益の増進に寄与す

ることを目的」4として制定された。近年停

滞を迎えるまで法律施行以来、NPO法人数

は増加の一途をたどり、2016 年には認証

51,515 法人を数え、また一定の資格審査の

下、寄付などの税優遇を得られる認定 NPO

法人の数も 1,021 法人まで増加した。

一方の一般社団法人は 2006 年の公益法人

制度改革により、従来の民法上の社団法人に

代えて設立された分類である。1996 年時点

で民法上の旧社団法人の数は 12,618 法人で

あり、公益法人制度改革直前の 2007 年でも

12,530 法人であったものが、設立許可を不要

とした 2008 年以降、その数は急速に増加し

て 2016 年時点で 40,122 法人と推計され

る5。

このように制度の充実により、法人数やそ

の全体的な事業規模は確かに拡大しているよ

うにみえる。だがこれらは市民社会活動のう

ち、（非営利の）事業主体としての面のみが強

調されたいびつな拡大であり、諸アクターと

政府間の参加・協働のための政治的機能・社

会的機能の充実を伴っていない可能性があ

る。

事業所・企業統計調査（2009 年より経済セ

ンサス6）に用いられる日本標準産業分類中

の中分類「政治・経済・文化団体」はその下

部階層として「経済団体」、「労働団体」、「学

術・文化団体」、「政治団体」、「他に分類され

ない非営利団体」の5分類をもち、その定

義7から非営利活動の中でも事業者や労働者

などの親睦や地位向上、政治活動や市民運動

など政治的機能・社会的機能を担うものとみ

ることができる。

事業所統計・経済センサスより「政治・経

済・文化団体」のこの 20 年の事業所数・従業

者数の推移をみると（両統計は完全な連続で

はないが）、事業所は 1996 年から 2006 年に

かけては、37,982 か所から 40,681 か所に微

増し、2009 年から 2016 年にかけては 50,736

か所から 48,753 か所と減少に転じた。従業

者数では 1996 年以来減少傾向で 2012 年以降

は約 28 万人が4年間に約2万人も減少した。

またその従業者の内実も「正社員・正職員」

とされるものは減少傾向でそれ以外の非正規

雇用に属するものの割合8が 1996 年の

19.2％から 2006 年 25.0％、2009 年 27.5％か

都市とガバナンス Vol.32
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3 特定非営利活動促進法 2条
4 同上 1条
5 2007 年 10 月1日時点の数字 12530 法人（平成 20 年度版公益法人に関する年次報告）を基礎とし、以後各年の登記統計
（http://www.moj.go.jp/housei/toukei/toukei_ichiran_touki.html）商業・法人年報、「種類別一般社団法人の登記の件
数」における設立登記数を加算し、解散登記数を減算した数字。

6 調査方法の変更により、2006 年以前の事業所・企業統計とは不連続である。基本的対象は同じであるがより包括性を増
すことを意図した調査手法を採用している。

7 総務省、「日本標準産業分類（平成 25 年 10 月改定）（平成 26 年4月1日施行）」（http://www.soumu.go.jp/toukei_
toukatsu/index/seido/sangyo/H25index.htm）。

8 「常用雇用者」の「正社員・正職員以外」と「臨時雇用者」の合計の従業者総数に占める割合

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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ら 2016 年 31.5％と顕著に増加している。

次に内閣府の非営利団体実態調査（サーベ

イ調査、図2）からその財政指標として収入

合計を見ると、1996 年の約5兆円をピークと

して、2001 年までに 2.9 兆円と4割減とな

り、以後、東日本大震災後の 2012 年からの3

年間の高まり（被災者寄付の収集などのため

と推定される）を除いては 2017 年でも 3.6

兆円と 1990 年代前半の水準には遠く及んで

いない。

このような事業規模の高まりとは裏腹に、

それらを政治的・社会的に統合するための市

民社会側の組織はむしろ縮小しつつあるのが

この 20 年の変化である。さらに市民社会活

動と個々の市民との間の距離が離れつつある

という危惧もある。明るい選挙推進協会(明

推協）が選挙時に行う有権者調査によれば、

市民社会組織への加入率（加入意識）はこの

20 年でますます低下しつつある。図3に示

したように、90 年代後半から急速に加入意識

は低下し、世紀転換期と 2010 年前後に急減

する。世界的には高参加率を示す自治会参加

も、1996 年以前の7割近くから、4割台、さ

らに2割台と急降下した。住民運動・消費者

運動・市民運動の団体と NPO・地域づくり

団体の参加率の合計は 2017 年に 2.2％で

2003 年の 1.2％に比すれば倍増ではあるが依

然ごく少数にとどまる。

このように各種調査を総合的にみれば、

NPO法や公益法人改革で、市民社会は法制

的な自律的立場を固め、その事業規模の拡大

で社会的な存在感も拡大しつつある。他方、
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出所：内閣府非営利団体実態調査 https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/sonota/hieiri/hieiri_top.html
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定非営利活動促進法に基づき、同法で定める

分野の「不特定かつ多数のものの利益の増進

に寄与することを目的とする」3活動（＝特

定非営利活動）を行うものである。同法は同

活動団体に法人格を付与することで「ボラン

ティア活動をはじめとする市民が行う自由な

社会貢献活動としての特定非営利活動の健全

な発展を促進し、もって公益の増進に寄与す

ることを目的」4として制定された。近年停

滞を迎えるまで法律施行以来、NPO法人数

は増加の一途をたどり、2016 年には認証

51,515 法人を数え、また一定の資格審査の

下、寄付などの税優遇を得られる認定 NPO

法人の数も 1,021 法人まで増加した。

一方の一般社団法人は 2006 年の公益法人

制度改革により、従来の民法上の社団法人に

代えて設立された分類である。1996 年時点

で民法上の旧社団法人の数は 12,618 法人で

あり、公益法人制度改革直前の 2007 年でも

12,530 法人であったものが、設立許可を不要

とした 2008 年以降、その数は急速に増加し

て 2016 年時点で 40,122 法人と推計され

る5。

このように制度の充実により、法人数やそ

の全体的な事業規模は確かに拡大しているよ

うにみえる。だがこれらは市民社会活動のう

ち、（非営利の）事業主体としての面のみが強

調されたいびつな拡大であり、諸アクターと

政府間の参加・協働のための政治的機能・社

会的機能の充実を伴っていない可能性があ

る。

事業所・企業統計調査（2009 年より経済セ

ンサス6）に用いられる日本標準産業分類中

の中分類「政治・経済・文化団体」はその下

部階層として「経済団体」、「労働団体」、「学

術・文化団体」、「政治団体」、「他に分類され

ない非営利団体」の5分類をもち、その定

義7から非営利活動の中でも事業者や労働者

などの親睦や地位向上、政治活動や市民運動

など政治的機能・社会的機能を担うものとみ

ることができる。

事業所統計・経済センサスより「政治・経

済・文化団体」のこの 20 年の事業所数・従業

者数の推移をみると（両統計は完全な連続で

はないが）、事業所は 1996 年から 2006 年に

かけては、37,982 か所から 40,681 か所に微

増し、2009 年から 2016 年にかけては 50,736

か所から 48,753 か所と減少に転じた。従業

者数では 1996 年以来減少傾向で 2012 年以降

は約 28 万人が4年間に約2万人も減少した。

またその従業者の内実も「正社員・正職員」

とされるものは減少傾向でそれ以外の非正規

雇用に属するものの割合8が 1996 年の

19.2％から 2006 年 25.0％、2009 年 27.5％か
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3 特定非営利活動促進法 2条
4 同上 1条
5 2007 年 10 月1日時点の数字 12530 法人（平成 20 年度版公益法人に関する年次報告）を基礎とし、以後各年の登記統計
（http://www.moj.go.jp/housei/toukei/toukei_ichiran_touki.html）商業・法人年報、「種類別一般社団法人の登記の件
数」における設立登記数を加算し、解散登記数を減算した数字。
6 調査方法の変更により、2006 年以前の事業所・企業統計とは不連続である。基本的対象は同じであるがより包括性を増
すことを意図した調査手法を採用している。

7 総務省、「日本標準産業分類（平成 25 年 10 月改定）（平成 26 年4月1日施行）」（http://www.soumu.go.jp/toukei_
toukatsu/index/seido/sangyo/H25index.htm）。

8 「常用雇用者」の「正社員・正職員以外」と「臨時雇用者」の合計の従業者総数に占める割合

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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ガバナンスに参画するための組織としては、

事業所数、人員、財政といったリソースが拡

充するはずが、停滞していることにより、活

動力や組織力が不足気味で、市民の参加拡充

も伸び悩んでいる。この両面性が 2010 年代

後半における市民社会の現状であると総括で

きる。

Ⅳ 都市ガバナンスをめぐる諸アクターのこ

の 10 年の変化

私たちは JIGS2（2006=07）調査で日本全

体の全数対象調査を試みて、日本の市民社会

とガバナンスの全体像に迫ろうとした。それ

から 10 年後、2017 年を中心に行われた

JIGS4 調査ではそのフォローアップを行っ

た。JIGS2 と比べると JIGS4 は範囲が限定

的であるが、ある程度この 10 年の傾向を推

論し仮説化するヒントをうることができる。

JIGS4 では社会団体調査は東京都と茨城県

のみ9、地方政府調査10は 88 市区に依頼し 57

市区から回答をえた。またそのうち、13 市区

に対して市民意識調査11と自治会調査12も実

施した。JIGS4 調査の集計分析は現在進行

中であるが、ここでは先駆けて集計を行った

10 市区のデータ（2007 年と 17 年の比較）を

用いて現状を推論してみたい。
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9 社会団体：東京都）N＝ 8,203 団体、茨城県）N=1,516 団体。ここから、東京都 3,400 団体、茨城県 1,000 団体を無作
為抽出。有効回答数 N=1,303 団体（東京都 N＝ 942 団体、茨城県 N＝ 343 団体、所在地不詳 N＝ 18 団体）。回収率 29.6％
（東京都 27.7％、茨城県 34.3％）
10 JIGS2-LG調査における観察数（N＝ 20 以上）の回答結果を得られた 64 都市および東京 23 区、そして茨城県の複数都
市を含めた計 88 地点の①市民活動課、②福祉課、③産業振興課、④環境課に該当する関係各所の課長級以上の職員を対象
（4部署同時調査を実施）N＝ 57 地点=市区（回収率 64.7％）回収 264 枚（4部署合計）。
11 13 市区：つくば市、盛岡市、厚木市、新発田市、水戸市、伊那市、高松市、宮古市、笠間市、高山市、延岡市、練馬区、
杉並区に在住する市民（Web調査のモニター）N=3,174 を対象。有効回答数 N=3,174

12 13 市区：つくば市、盛岡市、厚木市、新発田市、水戸市、伊那市、高松市、宮古市、笠間市、高山市、延岡市、練馬区、
杉並区における自治会長ないし町内会長を対象（N＝ 2,701、抽出率 37.8％） N＝ 1,638（回収率 60.6％）

図3 団体参加率の推移 1972-2017

データ出所：明るい選挙推進協会

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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Ⅳ－1 参加制度の導入からみる市区の対応

と変化

まず、地方政府が、21 世紀に入り、積極的

に参加制度を導入して、外部環境の変化に対

応しようとしていることは、すでに確認した

とおりである。それについて、2017 年現在の

状況は、10 市区の調査結果から次の様に変化

している（表4を参照）。

表4は、表1で示した参加に関する制度的

取り組みの状況を都市別に示したものであ

る。それによると、参加・協働を支える制度

整備に微妙な変化がみられる。いくつかは依

然として制度化が進んでいるが、他方で微減

したものもみられる。まず、情報公開条例の

整備は、変わらず、ほとんどで継続的に取り

組まれている。加えて、意見表明型の制度

は、「パブリック・コメント」、「市民からの意

見と回答の公開」を定めた制度の採用が広

がっている。市区が、市民の意見を聴取して

地域運営を行おうとしているからだと考えら

れる。

他方で、「市民意識調査」、「審議会・懇談会

制度の公募制度」、「モニター制度」は、依然

として半数の都市で市民参加が取り組まれて

いるが、減退気味である。1、2の自治体で

の減少した項目に関しては、今後詳細に検討

する必要がある。

市区の地域運営では「行政から市民へ」と

いう流れが浸透し、協働型制度の「市民会議・

ワークショップ」の取り組みは他の制度に比

べて大きいようだ。他方、自治基本条例の整

備の動きは、停滞気味である。NPO法人公

共政策研究所が整理する「全国の自治基本条

例一覧」を参照し、時系列に自治基本条例の

取り組み自治体数を並べてみれば、2010 年以

降、制定する自治体の数はやや減少している

（神谷 2017：51）。自治体経営の基本原則と

して自治基本条例は注目されたが、その取り

組みは頭打ちである可能性がある。

Ⅳ－2 各アクターの政策参加の状況と変化

では、制度的取り組みが促進されたことに

伴い、アクター参加は促進されたのであろう

か。ここでは、2017 年調査結果において、半

数以上の市・区が、参加していると答えてい

る項目に注目してみていく。表5によれば、
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表4 10 市区の参加制度採用の変化（該当の自治体実数）（データ：JIGS4-LG,JIGS2-LG）

7
-257モニター制度

6パブリック・コメント

-257

情報公開条例

審議会・懇談会の公募制度

253

市民意識調査

市民からの意見と回答の公開

6
9

B自治体数
（2017）

1

32まちづくり条例
374市民会議・ワークショップ
121住民投票条例

10

-1
0

変化
(B-A増減)

10
-134自治基本条例
1

9

協働型

A自治体数
（2007）

意見表明型
情報開示型

全体 N

7
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ガバナンスに参画するための組織としては、

事業所数、人員、財政といったリソースが拡

充するはずが、停滞していることにより、活

動力や組織力が不足気味で、市民の参加拡充

も伸び悩んでいる。この両面性が 2010 年代

後半における市民社会の現状であると総括で

きる。

Ⅳ 都市ガバナンスをめぐる諸アクターのこ

の 10 年の変化

私たちは JIGS2（2006=07）調査で日本全

体の全数対象調査を試みて、日本の市民社会

とガバナンスの全体像に迫ろうとした。それ

から 10 年後、2017 年を中心に行われた

JIGS4 調査ではそのフォローアップを行っ

た。JIGS2 と比べると JIGS4 は範囲が限定

的であるが、ある程度この 10 年の傾向を推

論し仮説化するヒントをうることができる。

JIGS4 では社会団体調査は東京都と茨城県

のみ9、地方政府調査10は 88 市区に依頼し 57

市区から回答をえた。またそのうち、13 市区

に対して市民意識調査11と自治会調査12も実

施した。JIGS4 調査の集計分析は現在進行

中であるが、ここでは先駆けて集計を行った

10 市区のデータ（2007 年と 17 年の比較）を

用いて現状を推論してみたい。
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9 社会団体：東京都）N＝ 8,203 団体、茨城県）N=1,516 団体。ここから、東京都 3,400 団体、茨城県 1,000 団体を無作
為抽出。有効回答数 N=1,303 団体（東京都 N＝ 942 団体、茨城県 N＝ 343 団体、所在地不詳 N＝ 18 団体）。回収率 29.6％
（東京都 27.7％、茨城県 34.3％）
10 JIGS2-LG調査における観察数（N＝ 20 以上）の回答結果を得られた 64 都市および東京 23 区、そして茨城県の複数都
市を含めた計 88 地点の①市民活動課、②福祉課、③産業振興課、④環境課に該当する関係各所の課長級以上の職員を対象
（4部署同時調査を実施）N＝ 57 地点=市区（回収率 64.7％）回収 264 枚（4部署合計）。
11 13 市区：つくば市、盛岡市、厚木市、新発田市、水戸市、伊那市、高松市、宮古市、笠間市、高山市、延岡市、練馬区、
杉並区に在住する市民（Web調査のモニター）N=3,174 を対象。有効回答数 N=3,174

12 13 市区：つくば市、盛岡市、厚木市、新発田市、水戸市、伊那市、高松市、宮古市、笠間市、高山市、延岡市、練馬区、
杉並区における自治会長ないし町内会長を対象（N＝ 2,701、抽出率 37.8％） N＝ 1,638（回収率 60.6％）

図3 団体参加率の推移 1972-2017

データ出所：明るい選挙推進協会

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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次の様に各アクターの参加は変化している。

傾向としては、市区レベルの政策運営におい

て、自治会、NPO/市民団体、市民の参加は

ほぼすべての都市に広がっている。審議会・

懇談会への市民、自治会の参加は8都市、9

都市でみられる。また、NPO/市民団体の参

加も8都市でみられる。さらに、計画・策定

の局面に、市民および自治会が参加している

都市は多い。

これらの傾向は、自治会の役割が市区の政

策運営には重要であることを示唆している。

例えば、市区町村調査のうち、別の設問項目

を参照すると、行政が定期的な会合の場を開

き、意見交換を行う都市が増えている13。加

えて、自治会に対する市区の評価は高く、福

祉、治安、まちづくり、または災害時におけ

る自治会の存在意義が大きい14。市区にとっ

て、自治会は、政策を形成する上で重要な利
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13 「Q5：貴自治体では、自治会等の振興につながるような支援や施策を行っていますか。あてはまるものすべての番号に
〇をつけてください」という設問のうち、「8．行政との定期的な会合の主催」は 2007 年（JIGS2-LG）から 2017 年
（JIGS4-LG）にかけて4都市から7都市と大きく増えている。

表5 各アクターの政策過程への参加状況の変化（データ：JIGS4-LG,JIGS2-LG）

6
9838

45
275-2

市民

-
3

市民

5
48

B自治体数（2017）

6

-1-
134211
3109-3

関連団体

-

自治会

122411
100

政策執行
行政の支援
業務委託
計画・策定
審議会・懇談会

値：該当 N（参加しているという回答市区数）
A自治体数（2007）

行政評価
モニタリング

-1
1

関連団体関連団体 NPO/
市民団体

1
1
2
0
1

NPO/
市民団体

0
0
0
0
0

1
0
2
-1
1
2
2

自治会

1
0

3
-
1
-
-
1
0

市民

経年変化（B-A）

7

NPO/
市民団体

1
0
2
10
4
4
7

自治会

1
0
2
9
5
5

表6 市区と市民社会アクターの相互関係の変化（データ：JIGS4-LG,JIGS2-LG）
B自治体数（2017）

350654304(c)半年に 1回未満
3

経年変化（B-A）

113(a)行政方針

31(a)月 1 回以上

自治会関連団体NPO/
市民団体自治会関連団体

0
の説明・説得

-1-100

00231(b)半年に 1回以上
000

-4-21014433(b)

相互の
11-1663554(c)

要望働きかけ
団体から

6(b)意見交換
-1-22015133(a)

-3-102545
5

-1
-1

関連団体

11(c)
-4

(a)団体から

-4
-3

NPO/
市民団体

14-1650
000000

3
3

自治会

A自治体数（2007）

000
1021010(b)新規事業の提案

6
3
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市民団体
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害関係者として役割を果たしていると考えら

れる。

さらに、NPO/市民団体の審議会・懇談会、

計画・策定への参加も多い。上記の傾向を踏

まえると、自治会と共に NPO/市民団体を巻

き込みながら政策運営を行おうとしている状

況は確認された。とりわけ、10 年の時が過

ぎ、変化が比較的大きい点は、NPO/市民団

体の業務委託が進んでいることである。業務

の効率化という観点から望ましいという考え

は依然として、過半数の都市に共有されてい

るが、民間委託の導入への躊躇も出てきてい

る15。そして、モニタリングへの参加は依然

として低調であるのに対し、市民による行政

評価は近年大きく前進している。

Ⅳ－3 市区と市民社会アクターの相互関係

の変化

では、市区と各アクターの相互関係はどの

ように変化したのであろうか。具体的な接触

内容、方向の違いからみていこう（表6を参

照16）。
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14 自治体調査のうち「Q8：貴自治体における、自治会等の現状や今後についておうかがいします。あてはまる番号に〇
をつけてください」という設問のうち、「E. 福祉、治安、まちづくりなどの分野で、行政に代わって住民ニーズに応えてい
る」という回答（1．そう思う＋2．ある程度そう思う）は、10 年前に比べて、6都市から7都市に増えている。また、
「災害時の対応など緊急時に不可欠な役割を果たす」という回答（同上）は、10 都市が答えており、多くの都市に共通した
見解である可能性がある。

15 「Q27：次の意見に対する、貴部署の課長相当職の方のお考えをお答えください」という設問のうち、「J. 行政サービスの
うち民間でできる業務はなるべく移譲した方がよい」という回答（1．そう思う＋ある程度そう思う）は、10 年前に比べ、
10 都市から6都市に減少している。

図4 自治体から社会団体への働きかけ増大（社会団体からの働きかけは減少）％

「相談接触」に用いた設問：Q20. あなたの団体と関連する政策について、次にあげる人や組織からどのくらいの相談
を受けますか。最も近いものを 1つの番号に〇をつけてください。「直接接触」に用いた設問：Q18. あなたの団体が
行政に〈直接的〉に働きかけをする場合、次にあげる役職の方と、どのくらい面会や電話をしますか。
注：自治体の名称及び階級レベルについて、各調査はそれぞれ、多少異なるワーディングを用いて行ってきた。JIGS1:
自治体＝相談接触/「自治体」、直接接触/「首長・課長・係長・一般職員」、JIGS2: 自治体＝相談接触/「都道府県」・
「市区町村」、直接接触/「自治体（幹部）」・「自治体（課長）」、JIGS4: 自治体＝直接接触・相談接触/「都道府県」・
「市区町村」。グラフに用いた計算処理は以下の通り。JIGS1: 自治体＝「首長＋課長」・「自治体」、JIGS2:自治体＝
「自治体（幹部＋課長）」・「都道府県＋市区町村」、JIGS4）＝「都道府県＋市区町村」というそれぞれの結果（欠損
値は除いて割合を計算）を表す。それぞれ、少なくとも上記の自治体の行政のいずれかに相談を受けている（要望
を働きかけている）団体の割合をグラフに示している。
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次の様に各アクターの参加は変化している。

傾向としては、市区レベルの政策運営におい

て、自治会、NPO/市民団体、市民の参加は

ほぼすべての都市に広がっている。審議会・

懇談会への市民、自治会の参加は8都市、9

都市でみられる。また、NPO/市民団体の参

加も8都市でみられる。さらに、計画・策定

の局面に、市民および自治会が参加している

都市は多い。

これらの傾向は、自治会の役割が市区の政

策運営には重要であることを示唆している。

例えば、市区町村調査のうち、別の設問項目

を参照すると、行政が定期的な会合の場を開

き、意見交換を行う都市が増えている13。加

えて、自治会に対する市区の評価は高く、福

祉、治安、まちづくり、または災害時におけ

る自治会の存在意義が大きい14。市区にとっ

て、自治会は、政策を形成する上で重要な利

都市とガバナンス Vol.32

地方分権の理念とこれから
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13 「Q5：貴自治体では、自治会等の振興につながるような支援や施策を行っていますか。あてはまるものすべての番号に
〇をつけてください」という設問のうち、「8．行政との定期的な会合の主催」は 2007 年（JIGS2-LG）から 2017 年
（JIGS4-LG）にかけて4都市から7都市と大きく増えている。

表5 各アクターの政策過程への参加状況の変化（データ：JIGS4-LG,JIGS2-LG）
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表6 市区と市民社会アクターの相互関係の変化（データ：JIGS4-LG,JIGS2-LG）
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表6は「要望（団体から要望働きかけ）」、

「説明・説得」、「意見交換」、「新規事業の提案」

という5つの視点から接触内容の変化をまと

めたものである。それによれば、自治会から

市区に対する要望の働きかけの傾向に大きな

変化はみられず、過半数の都市で要望を頻繁

に寄せている。しかしながら、NPO/市民団

体からの要望の働きかけは、急激に減少して

いる。（a）月に1回以上と(b)半年に1回以

上市区に働きかける NPO/市民団体は、7都

市に減少した。また、「相互の意見交換」も大

きく減少している。参加制度が拡充している

のにもかかわらず、要望を働きかけるという

参加の実質が伴っていない可能性がある。ま

た、行政から関連団体への「説明・説得」お

よび「相互の意見交換」を通じた接触の状況

を回答する都市の数が減り、その関係を十分

に把握出来ていない。数値（(b)半月に1回

以上）は4都市から0都市へと大きく減少

し、市区のステイクホルダーとしての対応

は、不十分といえる。

以上の結果は、東京を対象とした図3に示

す社会団体（電話帳での組合団体）の傾向と

関連している。筆者らの分析結果によれば、

20 年間で東京の社会団体は、要望を働きかけ

るべく自治体に接触するという頻度を減らし

ている。いわば団体の「行政離れ」という現

象が顕著である（辻中・戸川 2018：32）。加

えて、「相談接触」の頻度を並べてみると、自

治体から社会団体への働きかけが増えてい

る。つまり、20 年間に、力点は、団体から市

区へという働きかけから、市区から団体への

働きかけへと変化した。

まとめ

ここまでの発見と観察をまとめよう。まず

2007 年時点での全国調査に基づく都市ガバ

ナンスの制度化、諸アクターの参加実態、影

響力、市区への政策満足度を概観すること

で、制度化や参加がある程度広まっていたこ

とを確認した。次いで国の統計より、この 20

年間の市民社会の非営利団体の動きを見る中

で、脱主務官庁的な制度化が進み、これまで

のような行政の統制を受けない 10 万ほどの

法人格をもつ非営利団体が生まれ、活動の幅

を広げていること、他方、それらを都市ガバ

ナンスへとまとめ上げる政治的機能を担うべ

き部門におけるリソースの減退や市民の団体

参加意識の減退という現実も浮かび上がって

きた。

これらの状況を踏まえ、10 都市の調査から

この 20 年の変化を探ったところ、制度的に

は意見表明や協働のための新制度のうちいく

つかはさらに普及が進み、諸アクターによる

市区の政策過程への参加は広がっていること

が確認された。また、NPO/市民団体の業務

委託の度合いが進んでおり、現状の参加拡大

は地方政府側からの要請・働きかけによるも

のが主といえる。一方で、市民社会組織の側

からの地方政府に向けた要求はむしろ減退し

都市とガバナンス Vol.32

地方分権の理念とこれから

42

16 この分析結果は、「Q23：貴部署では、自治会、NPO・市民団体、それ以外の諸団体（Q22 の D～H）とは、次にあげる
内容のためにどのくらい頻繁に接触（面会、電話、手紙、Eメールなど）しますか」という設問に対する「A. 団体から自
治体に対する要望」、「B. 行政方針についての説明・説得」、「C. 相互の意見交換」、「D. 団体からの新規事業の提案」に関
する回答（1．月1回以上、2．半年に1回以上、3．半年に1回未満）結果を示したものである。
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つつある。

暫定的な結論は、現在の都市ガバナンスは

「まだらな発展状況」であり、ガバナンスモ

デルもまだら（一定の方向が定まっていな

い）である、日本の都市ガバナンスはいわば

踊り場に差し掛かっていることが推定され

る。曽我（2019：241）が指摘するように、そ

の原因はなお日本の地方政府の問題化状況が

体系性を欠き、中途半端だからかもしれな

い。私たちの都市ガバナンスの最近の調査

（JIGS4）をこの稿では、一部分を利用できた

にすぎないので、以上の傾向をより十全な

データで確定するのが残された課題である。
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表6は「要望（団体から要望働きかけ）」、

「説明・説得」、「意見交換」、「新規事業の提案」

という5つの視点から接触内容の変化をまと

めたものである。それによれば、自治会から

市区に対する要望の働きかけの傾向に大きな

変化はみられず、過半数の都市で要望を頻繁

に寄せている。しかしながら、NPO/市民団

体からの要望の働きかけは、急激に減少して

いる。（a）月に1回以上と(b)半年に1回以

上市区に働きかける NPO/市民団体は、7都

市に減少した。また、「相互の意見交換」も大

きく減少している。参加制度が拡充している

のにもかかわらず、要望を働きかけるという

参加の実質が伴っていない可能性がある。ま

た、行政から関連団体への「説明・説得」お

よび「相互の意見交換」を通じた接触の状況

を回答する都市の数が減り、その関係を十分

に把握出来ていない。数値（(b)半月に1回

以上）は4都市から0都市へと大きく減少

し、市区のステイクホルダーとしての対応

は、不十分といえる。

以上の結果は、東京を対象とした図3に示

す社会団体（電話帳での組合団体）の傾向と

関連している。筆者らの分析結果によれば、

20 年間で東京の社会団体は、要望を働きかけ

るべく自治体に接触するという頻度を減らし

ている。いわば団体の「行政離れ」という現

象が顕著である（辻中・戸川 2018：32）。加

えて、「相談接触」の頻度を並べてみると、自

治体から社会団体への働きかけが増えてい

る。つまり、20 年間に、力点は、団体から市

区へという働きかけから、市区から団体への

働きかけへと変化した。

まとめ

ここまでの発見と観察をまとめよう。まず

2007 年時点での全国調査に基づく都市ガバ

ナンスの制度化、諸アクターの参加実態、影

響力、市区への政策満足度を概観すること

で、制度化や参加がある程度広まっていたこ

とを確認した。次いで国の統計より、この 20

年間の市民社会の非営利団体の動きを見る中

で、脱主務官庁的な制度化が進み、これまで

のような行政の統制を受けない 10 万ほどの

法人格をもつ非営利団体が生まれ、活動の幅

を広げていること、他方、それらを都市ガバ

ナンスへとまとめ上げる政治的機能を担うべ

き部門におけるリソースの減退や市民の団体

参加意識の減退という現実も浮かび上がって

きた。

これらの状況を踏まえ、10 都市の調査から

この 20 年の変化を探ったところ、制度的に

は意見表明や協働のための新制度のうちいく

つかはさらに普及が進み、諸アクターによる

市区の政策過程への参加は広がっていること

が確認された。また、NPO/市民団体の業務

委託の度合いが進んでおり、現状の参加拡大

は地方政府側からの要請・働きかけによるも

のが主といえる。一方で、市民社会組織の側

からの地方政府に向けた要求はむしろ減退し
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16 この分析結果は、「Q23：貴部署では、自治会、NPO・市民団体、それ以外の諸団体（Q22 の D～H）とは、次にあげる
内容のためにどのくらい頻繁に接触（面会、電話、手紙、Eメールなど）しますか」という設問に対する「A. 団体から自
治体に対する要望」、「B. 行政方針についての説明・説得」、「C. 相互の意見交換」、「D. 団体からの新規事業の提案」に関
する回答（1．月1回以上、2．半年に1回以上、3．半年に1回未満）結果を示したものである。
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都市とガバナンス Vol.3244

コミュニテイの迷い道～現在！過去×未来？ 生物が生き残る鍵は音楽のコミュニケー
ション！？
未来を占う鍵は過去にある。・・・絶滅してしまった恐竜、そのナゾは、今でも多くの
人たちの関心の的である。その恐竜は、かつては、文字通り竜のイメージでワニのような
鱗で覆われた姿で中生代の地球を我が物顔に闊歩していたと想像されていた。
その恐竜が羽毛を持つようになっていたという発見はそんなに古いものではない。気嚢
を持ち、恒温動物だったことも明らかになった。子育てをして、群れをつくり共同生活を
した恐竜もいたと考えられるようになってきている。そして、鳥類の祖先は恐竜に属し、
すなわち、鳥類こそが恐竜の生き残りだったという。鳥類が鳴き声で連絡を取り合ってい
るように、恐竜たちもコミュニケーションを図ることで繁栄を謳歌していたに違いない。
類人猿の研究、人類の歴史の研究も進んだ。猿にも、チンパンジーにも、ゴリラにも、
それぞれ家族があり、社会がある。猿と目を合わせないように・・・というのは、猿が上
下の秩序が厳しい社会を構成し、目を合わせることで相手を威嚇するという習性を持って
いるからだが、ゴリラの場合は別で、山極壽一氏によれば、長く見つめ合うときは好意的
なサインなのだという。このように猿には猿の、類人猿には類人猿なりのルールがあり、
中には人間と共通するものがある。そこには、人間の家族や社会が持つ特質や限界、そし
て秘密が隠されているようだ。
さらには、ネアンデルタール人が滅んで、ホモサピエンスだけが生き残った理由は何か
～言語能力の違いがその一つとして指摘されている。共同社会の広がり、つまりは協働の
取組の違いには、言語能力がその根底にありそうだ。
では、人類は最初から言語の形でコミュニケーションを図ってきたのだろうか。そのコ

ミュニケーションの形としては、言語があったとしても、そこには、音楽の機能が共にあった
と考えられている。祈りや呪術といった宗教的機能、労働を促す機能、遠くに伝える機能、
求愛の機能などがあったろう。そして、コミュニティを形成する機能があったかもしれない。
日本の古代遺跡からは、様々な形の楽器と推測されるものが出土しているという。銅鐸も
実際に音を奏でていたとされるし、埴輪や壁画などは当時の音楽の様子を伝えているという。
それは、音楽とコミュニケーション、そして演技が一体のものであったのかもしれない。
英語のミュージックの語源は、ギリシャ語のムーシケーとされる。それは詩と音楽と舞
踊の三者の包括概念だったという。それは、古代ギリシャの演劇が音楽や舞踊と切っても
切り離せないものであることを示している。
日本の能楽や歌舞伎を見てもそうだ。時代は少し下るが、日本には、歌垣という風習が
あったという。特定の日時に若い男女が集まり、共同で飲食をしながら相互に求愛の歌謡
を掛け合うというものだ。万葉集や風土記に記録が残されている。日本のみならず、中国
南部やインドシナ半島でも見られる文化のようだ。（参考文献 片桐功ほか著『決定版
はじめての音楽史』2017 年、音楽之友社） （古典芸能愛好家）

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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都市自治体における
地域コミュニティ政策の今後

山梨学院大学法学部特任教授 日高 昭夫

都市自治体における地域コミュニティ政策の今後を展望する場合、どのような都市内分権の制度を設

計するにせよ、全国に遍在する町内会自治会をいかに位置づけるべきか、という論点は避けることがで

きない。本稿では、多くの自治体において地域協働の重要な役割を今後も町内会自治会が担うという前

提に立ち、それを支援するための地域コミュニティ政策のあり方を論ずる。そこで、町内会自治会の加

入率や組織運営上の現状と課題を踏まえて、4つの政策の方向を検討する。第1に、町内会自治会の多

様化に対応した支援事業の展開である。第2に、地域協働の場となる「地域コミュニティ」の範域の広

域化を支援する事業の展開である。第3に、町内会自治会以外の地域協働の担い手の多様化を支援する

事業の展開である。そして第4に、以上の支援事業を統合化した都市内分権体制の整備政策である。各

自治体の実情に即した地域協働の実績を積み上げていく地道な地域コミュニティ政策の取り組みが必

要であることを指摘し、まとめとする。

1 はじめに

都市自治体における地域コミュニティ政策

には、大別すると都市内分権の系統と地域協

働の系統がある。本稿では、主として後者の

地域協働論の文脈において、地域コミュニ

ティ政策を論ずることとする。

明治維新を契機とする近代以降、わが国の

基礎的自治体においては、地域コミュニティ

との間で資源の動員と交換、包摂と参加、統

治と自治といった複合的な相互依存関係が形

成されてきた。こうした地域コミュニティと

の相互依存関係を「地域協働体制」とよぶな

らば、その体制の中核を担ってきたのは、伝

統的には町内会自治会である。それは、町内

会自治会というシステムが、個別レベルでみ

れば、狭域の地縁社会において近隣関係を基

礎とした全世帯を構成員とする建前で独占的

に組織されている任意の住民自治組織である

がゆえに、当該地域社会内のあらゆる社会機

能を引き受ける役割を果たしやすいと同時

に、総体レベルでみれば、全国ほぼすべての

基礎的自治体の行政区域内にそれらが重複な

く網羅的に組織されているがゆえに、当該自

治体の特に行政機能の一部を補完あるいは分
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コミュニテイの迷い道～現在！過去×未来？ 生物が生き残る鍵は音楽のコミュニケー
ション！？
未来を占う鍵は過去にある。・・・絶滅してしまった恐竜、そのナゾは、今でも多くの
人たちの関心の的である。その恐竜は、かつては、文字通り竜のイメージでワニのような
鱗で覆われた姿で中生代の地球を我が物顔に闊歩していたと想像されていた。
その恐竜が羽毛を持つようになっていたという発見はそんなに古いものではない。気嚢
を持ち、恒温動物だったことも明らかになった。子育てをして、群れをつくり共同生活を
した恐竜もいたと考えられるようになってきている。そして、鳥類の祖先は恐竜に属し、
すなわち、鳥類こそが恐竜の生き残りだったという。鳥類が鳴き声で連絡を取り合ってい
るように、恐竜たちもコミュニケーションを図ることで繁栄を謳歌していたに違いない。
類人猿の研究、人類の歴史の研究も進んだ。猿にも、チンパンジーにも、ゴリラにも、
それぞれ家族があり、社会がある。猿と目を合わせないように・・・というのは、猿が上
下の秩序が厳しい社会を構成し、目を合わせることで相手を威嚇するという習性を持って
いるからだが、ゴリラの場合は別で、山極壽一氏によれば、長く見つめ合うときは好意的
なサインなのだという。このように猿には猿の、類人猿には類人猿なりのルールがあり、
中には人間と共通するものがある。そこには、人間の家族や社会が持つ特質や限界、そし
て秘密が隠されているようだ。
さらには、ネアンデルタール人が滅んで、ホモサピエンスだけが生き残った理由は何か
～言語能力の違いがその一つとして指摘されている。共同社会の広がり、つまりは協働の
取組の違いには、言語能力がその根底にありそうだ。
では、人類は最初から言語の形でコミュニケーションを図ってきたのだろうか。そのコ

ミュニケーションの形としては、言語があったとしても、そこには、音楽の機能が共にあった
と考えられている。祈りや呪術といった宗教的機能、労働を促す機能、遠くに伝える機能、
求愛の機能などがあったろう。そして、コミュニティを形成する機能があったかもしれない。
日本の古代遺跡からは、様々な形の楽器と推測されるものが出土しているという。銅鐸も
実際に音を奏でていたとされるし、埴輪や壁画などは当時の音楽の様子を伝えているという。
それは、音楽とコミュニケーション、そして演技が一体のものであったのかもしれない。
英語のミュージックの語源は、ギリシャ語のムーシケーとされる。それは詩と音楽と舞

踊の三者の包括概念だったという。それは、古代ギリシャの演劇が音楽や舞踊と切っても
切り離せないものであることを示している。
日本の能楽や歌舞伎を見てもそうだ。時代は少し下るが、日本には、歌垣という風習が
あったという。特定の日時に若い男女が集まり、共同で飲食をしながら相互に求愛の歌謡
を掛け合うというものだ。万葉集や風土記に記録が残されている。日本のみならず、中国
南部やインドシナ半島でも見られる文化のようだ。（参考文献 片桐功ほか著『決定版
はじめての音楽史』2017 年、音楽之友社） （古典芸能愛好家）
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担する、いわば非公式の地方自治システムの

一環を構成してきたからである1。

そのため、都市自治体における地域コミュ

ニティ政策を検討する際にも、どのような都

市内分権の制度を設計するにせよ、地域協働

体制の中核を担ってきた町内会自治会をいか

に位置づけるべきか、という論点が避けるこ

とのできない課題となる。

2 都市自治体と町内会自治会との関係の現

状と課題

まずは、町内会自治会の現状の確認作業か

ら始めよう。

データはやや古いが、2008（平成 20）年 11

月に筆者が全国市区町村の町内会自治会担当

課あてに実施した「基礎自治体と自治会・町

内会等との関係に関する全国自治体調査」（以

下、2008 年調査という）を参照する。2008 年

11 月1日現在の全市区町村 1805 団体のう

ち、有効回収数は 1139 団体、有効回収率

63.1％である。回収数（率）の内訳は、市区

590 団体（73.2％）、町村 549 団体（55.0％）

であった2。

まず、町内会自治会の世帯加入率について

みると、それを数値で回答した自治体 557 団

体の平均が 81.0％、うち人口5万人以上の都

市自治体全体では平均 70％台であった。「全

世帯加入制」という建前の下で、平均加入率

が都市自治体でも 70％台というのは、改めて

驚くべき高い数値であるといえるが、その一

方で、都市化や少子高齢化に伴い、全国的に

加入率が下落傾向にあることも、各種の調査

結果で裏づけられている3。

自治会加入率をめぐるもう一つの特徴は、

同程度の人口規模の自治体グループ内でもそ

の差が非常に大きいという点である。2008

年調査で、都市自治体における加入率の最大

値と最小値をみると、5万人以上 100％－

37.2％、10 万人以上 96.8％－ 38.0％、20 万

人以上 97.0％－ 51.0％、30 万人以上 97.3％

－ 22.9％、60 万人以上 96.3％－ 59.9％、と

なり、同一規模内でも自治体による差が著し

いことが確認できる。これらの団体のうち、

加入率が 50％未満で、その比率の低い順に

15 市区を抽出すると、表1の通りである。こ

のうちの 10 市区が東京都にあり、うち9市

が多摩地域にある。沖縄や福岡、埼玉の一部

にもみられるものの、主として大都市東京、

それも多摩地域の都市自治体に集中してい

る4。東京多摩地域に、自治会加入率の低い

自治体が集中しているのはなぜか。多摩地域

の都市の町内会自治会の姿は、日本全体の将

来の姿を映す鏡なのか、それとも地域特有の

要因によるものなのか。本稿ではその準備は

ないが、その解明も必要な共通課題と考え、

あえて問題提起することとした。関係者には
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1 町内会自治会の定義については、日高昭夫『基礎的自治体と町内会自治会―「行政協力制度」の歴史・現状・行方』春風
社 2018 年第1章を参照。

2 2008 年調査の概要については、同上日高第2章および第3章を参照。
3 日本都市センターの 2000 年調査および 2013 年調査を参照。加入率が6割台以下の市区が、2000 年調査では 6.5％程度
だったものが、2013 年調査では 32％近くに増大している。特に、5割以下が、それぞれ 2.1％から 5.8％に増加している。
釼持麻衣「自治会加入促進条例の法的考察」都市とガバナンス Vol.26、138 頁図2参照。
4 さらに、2008 年調査で、加入率 50％以上 60％未満の 17 市区についてみても、10 市区が東京都にあり、うち8市が多摩
地域の自治体である。東京多摩地域の都市自治体の自治会加入率が低いことは、公益財団法人東京市町村自治調査会『住
民がつくる自立した地域コミュニティの形成に関する調査研究報告書』2016 年3月でも確認できる。
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その趣旨をご理解願いたい。

以上、都市自治体でも加入率の全国平均は

70％台であり依然高い水準を維持しているこ

と、ただし、都市間で大きな差があること、

同時に、経年変化でみると概して低下傾向に

あり、しかも加入率が特に低い都市のその後

の推移をみると、必ずしも下げ止まりの「底」

が見えないこと、などが確認できる。

次に、町内会自治会が抱える問題に目をむ

けよう。2008 年調査で、担当課の自治体職員

が問題と認識している項目を、比率の高い順

に5つまで抜き出すと、表2のとおりであ

る。これも、各種の調査結果と同様、転入者

の未（非）加入問題を筆頭に、役員のなり手

不足・高齢化・固定化といった役員問題、不

参加やマンネリ化といった活動問題が、各自

治体の町内会自治会に共通する問題と認識さ

れていることがわかる。しかも、特に未（非）

加入問題と役員問題は、町村部を含む基礎的

自治体全体の傾向にくらべて、とりわけ規模

の大きな都市においてより顕著な問題である

ことも確認できる。

総合的にみると、今日の町内会自治会は、

依然として高い加入率を誇る自治体が多いと

はいえ、おしなべて長期的な加入率低下問題

やメンバーシップ問題、役員等の組織運営問

題などの構造的問題を共有していることがわ

かる。

他方、基礎的自治体と町内会自治会との関

係について、ここでは、自治体が町内会自治

会に対して依頼している行政協力業務に着目

してみよう。

表3は、基礎的自治体が町内会自治会に依

頼している行政協力業務のうち、過半数の自

治体が実施していると回答した項目を、都市

自治体の回答比率の大きい順に並べ替えたも

のである。この表では、町村を含む基礎的自

治体全体の合計（全体合計という）と5万人

以上の都市自治体の合計（都市合計という）

とが比較できるように再集計してある。全体

合計と比較した都市合計の特徴を拾い出す

と、次のようにいえる。
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表1 自治会加入率の低い都市一覧

22.9 18.5 H28

37.2 28 H28

38 30.6 H28

38

38.5

38.9 34 H28

39.8

41.2 39.8 H25

41.5 40.3 H22

42 38 H29

43.5

45.7 36.5 H30

46.5

48 41.48 H29

48 39.0 H27
2008

HP

表2 町内会自治会が抱える問題（上位5項目）
（上段：団体数／下段：％）

1116 780 745 609 403 319

100.0 69.9 66.8 54.6 36.1 28.6

410 357 333 259 160 122

100.0 87.1 81.2 63.2 39.0 29.8

18 17 17 17 5 5

100.0 94.4 94.4 94.4 27.8 27.8

52 46 48 41 31 18

100.0 88.5 92.3 78.8 59.6 34.6

33 32 28 26 12 11

100.0 97.0 84.8 78.8 36.4 33.3

119 107 99 75 43 38

100.0 89.9 83.2 63.0 36.1 31.9

188 155 141 100 69 50

100.0 82.4 75.0 53.2 36.7 26.6

60

30

20

10

5

5
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担する、いわば非公式の地方自治システムの

一環を構成してきたからである1。

そのため、都市自治体における地域コミュ

ニティ政策を検討する際にも、どのような都

市内分権の制度を設計するにせよ、地域協働

体制の中核を担ってきた町内会自治会をいか

に位置づけるべきか、という論点が避けるこ

とのできない課題となる。

2 都市自治体と町内会自治会との関係の現

状と課題

まずは、町内会自治会の現状の確認作業か

ら始めよう。

データはやや古いが、2008（平成 20）年 11

月に筆者が全国市区町村の町内会自治会担当

課あてに実施した「基礎自治体と自治会・町

内会等との関係に関する全国自治体調査」（以

下、2008 年調査という）を参照する。2008 年

11 月1日現在の全市区町村 1805 団体のう

ち、有効回収数は 1139 団体、有効回収率

63.1％である。回収数（率）の内訳は、市区

590 団体（73.2％）、町村 549 団体（55.0％）

であった2。

まず、町内会自治会の世帯加入率について

みると、それを数値で回答した自治体 557 団

体の平均が 81.0％、うち人口5万人以上の都

市自治体全体では平均 70％台であった。「全

世帯加入制」という建前の下で、平均加入率

が都市自治体でも 70％台というのは、改めて

驚くべき高い数値であるといえるが、その一

方で、都市化や少子高齢化に伴い、全国的に

加入率が下落傾向にあることも、各種の調査

結果で裏づけられている3。

自治会加入率をめぐるもう一つの特徴は、

同程度の人口規模の自治体グループ内でもそ

の差が非常に大きいという点である。2008

年調査で、都市自治体における加入率の最大

値と最小値をみると、5万人以上 100％－

37.2％、10 万人以上 96.8％－ 38.0％、20 万

人以上 97.0％－ 51.0％、30 万人以上 97.3％

－ 22.9％、60 万人以上 96.3％－ 59.9％、と

なり、同一規模内でも自治体による差が著し

いことが確認できる。これらの団体のうち、

加入率が 50％未満で、その比率の低い順に

15 市区を抽出すると、表1の通りである。こ

のうちの 10 市区が東京都にあり、うち9市

が多摩地域にある。沖縄や福岡、埼玉の一部

にもみられるものの、主として大都市東京、

それも多摩地域の都市自治体に集中してい

る4。東京多摩地域に、自治会加入率の低い

自治体が集中しているのはなぜか。多摩地域

の都市の町内会自治会の姿は、日本全体の将

来の姿を映す鏡なのか、それとも地域特有の

要因によるものなのか。本稿ではその準備は

ないが、その解明も必要な共通課題と考え、

あえて問題提起することとした。関係者には
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1 町内会自治会の定義については、日高昭夫『基礎的自治体と町内会自治会―「行政協力制度」の歴史・現状・行方』春風
社 2018 年第1章を参照。

2 2008 年調査の概要については、同上日高第2章および第3章を参照。
3 日本都市センターの 2000 年調査および 2013 年調査を参照。加入率が6割台以下の市区が、2000 年調査では 6.5％程度
だったものが、2013 年調査では 32％近くに増大している。特に、5割以下が、それぞれ 2.1％から 5.8％に増加している。
釼持麻衣「自治会加入促進条例の法的考察」都市とガバナンス Vol.26、138 頁図2参照。

4 さらに、2008 年調査で、加入率 50％以上 60％未満の 17 市区についてみても、10 市区が東京都にあり、うち8市が多摩
地域の自治体である。東京多摩地域の都市自治体の自治会加入率が低いことは、公益財団法人東京市町村自治調査会『住
民がつくる自立した地域コミュニティの形成に関する調査研究報告書』2016 年3月でも確認できる。
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まず「行政とのパイプ役」ともいうべき項

目のうち、行政情報の住民伝達機能について

みると、「定期広報物の配布、回覧、掲示」は、

全体合計ではトップの 84％であるが、都市合

計では 73％程度である。特に、20 万人以上

の大規模都市では、規模が増すほど比率が低

くなる。規模の大きな都市ほど新聞折り込み

やポスティングなどに代替される傾向がうか

がえる。一方、「非定期または緊急の配布、回

覧、掲示」では、むしろ都市合計で 86％を超

え、トップに位置している。行政情報の住民

伝達機能といっても、計画的定期的に発行さ

れる広報誌等の配布は、町内会自治会を介す

る以外の方法を含めた多様化が進行しつつあ

るものの、行政各部署による非定期または緊

急の行政情報の伝達は、掲示板や回覧板など

を介して、むしろ大規模な都市ほど町内会自

治会に依存する傾向がうかがえる。

次に、行政委嘱委員等の地域人材のリク

ルートや募金・寄付金等の地域財源の調達の

仲介機能についてみると、「委員の推薦や選

出」については、全体合計 56％、都市合計 74％

となり、都市自治体で、しかも大規模な都市

ほど、町内会自治会への依存が高い。「寄付

金・募金集め」は、全体合計、都市合計とも

に 83％前後で、規模に関係なく非常に高い。

さらに、地域住民の行政への要望の仲介伝

達機能については、「地区要望の取次ぎ」が、

全体合計 83％、都市合計 78％で、都市自治体

のほうがやや低い。ただし、30 万人以上で

69％、60 万人以上では 44％と、大規模都市で

は、インフラの整備水準や広聴機能の多様化

を反映してか、特に低い。

以上のように、都市自治体における「行政

とのパイプ役」としての町内会自治会の役割

は、定期広報誌の住民ヘの配布のような定期

的反復的な業務や大都市における住民要望の

行政伝達のような住民参加機能の一部におい

て低下傾向にある一方、非定期・臨時の行政

情報の住民伝達や地域における人材や財源の

調達の仲介機能などについては、むしろ都市

自治体ほど大きいといえる。

こうした「行政とのパイプ役」としての機

能は、実態としては、町内会自治会の会長を
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表3 都市自治体の町内会自治会への行政協力業務（50％以上の自治体に該当する項目のみ）
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はじめとした役員を中心に実行されており、

役員の負担の大きさと表裏一体の関係にあ

る。前掲の表2において、規模の大きな都市

ほど、役員のなり手が不足し、そのため役員

の固定化と高齢化が進行し、それが町内会自

治会の組織運営を危機的にさせている可能性

のあることを示したが、そのことは「行政と

のパイプ役」のあり方に大きな原因の一つが

あることを示唆してあまりある。

では、地域住民の幅広い協力が必要な「公

共的サービスの提供ないし協働」に関連する

項目ではどうだろうか。

「河川、水路、公園、道路などの美化清掃、

カラスなどの被害防止や害虫駆除などの環境

整備」は、全体合計でも 75％を超えているが、

都市合計では 80％近い。これらは、住環境維

持のための住民独自の活動（共益活動）とい

う側面と、不特定多数の住民にその便益が波

及する公共的サービスの提供という側面の両

面がある。「防犯灯、カーブミラー、集会所な

どの設置管理」（全体合計 64％―都市合計

69％、以下同様に表記）にも同じ様な側面が

ある。

廃棄物対策や防災、防犯などの、より公共

性の高いサービスについては、「家庭ごみの

分別や資源物回収リサイクル」（59％－

72％）、「地区の防災訓練や防災マップの作成、

災害弱者の救護体制の整備などの防災対策」

（53％－ 67％）、「地区防犯マップの作成や児

童生徒の登下校時の防犯パトロール等の防犯

活動」（47％－ 66％）のように、都市自治体ほ

ど町内会自治会との協力・協働の割合が高い

という傾向が顕著にみられる。

以上から、次のような現状が浮き彫りにな

る。

まず、都市自治体においても、町内会自治

会の存在感は依然として大きい。それは加入

率の平均で7割台を維持し、地域住民を代表

する任意の住民自治組織として他に類例がな

いからである。しかし、長期的には加入率の

下落傾向が続いている。東京多摩地域などの

都市群にみられるように5割を割り込んでな

お下げ止まらないケースもある。町内会自治

会の運営の実態をみても、「全世帯加入制」を

さらに脅かす未（非）加入者の増加などのメ

ンバーシップ問題、組織運営に支障をきたし

かねない役員問題や活動の不参加・不活発問

題など、将来の町内会自治会の存続に影響し

かねない諸問題が顕在化しつつある。

都市自治体が町内会自治会に求める行政協

力のあり方をみると、町内会自治会の会長や

役員を「行政のパイプ役」として位置づける

仕組みが広く採用されている一方で、町内会

自治会の会員を幅広く地域公共サービスの担

い手と期待する協働事業のウエイトもかなり

大きくなっている。

町内会自治会の実情と都市自治体の期待と

は、必ずしもかみ合っていない現状があると

いえる。

3 都市自治体における地域コミュニティ政

策の今後

以上のような地域協働の実情を踏まえて、

都市自治体は今後どのような地域協働体制を

想定して、いかなる地域コミュニティ政策を

展開していけばよいのだろうか。各自治体の

実情に応じて、次の4つの可能性を検討する

必要があろう。
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まず「行政とのパイプ役」ともいうべき項

目のうち、行政情報の住民伝達機能について

みると、「定期広報物の配布、回覧、掲示」は、

全体合計ではトップの 84％であるが、都市合

計では 73％程度である。特に、20 万人以上

の大規模都市では、規模が増すほど比率が低

くなる。規模の大きな都市ほど新聞折り込み

やポスティングなどに代替される傾向がうか

がえる。一方、「非定期または緊急の配布、回

覧、掲示」では、むしろ都市合計で 86％を超

え、トップに位置している。行政情報の住民

伝達機能といっても、計画的定期的に発行さ

れる広報誌等の配布は、町内会自治会を介す

る以外の方法を含めた多様化が進行しつつあ

るものの、行政各部署による非定期または緊

急の行政情報の伝達は、掲示板や回覧板など

を介して、むしろ大規模な都市ほど町内会自

治会に依存する傾向がうかがえる。

次に、行政委嘱委員等の地域人材のリク

ルートや募金・寄付金等の地域財源の調達の

仲介機能についてみると、「委員の推薦や選

出」については、全体合計 56％、都市合計 74％

となり、都市自治体で、しかも大規模な都市

ほど、町内会自治会への依存が高い。「寄付

金・募金集め」は、全体合計、都市合計とも

に 83％前後で、規模に関係なく非常に高い。

さらに、地域住民の行政への要望の仲介伝

達機能については、「地区要望の取次ぎ」が、

全体合計 83％、都市合計 78％で、都市自治体

のほうがやや低い。ただし、30 万人以上で

69％、60 万人以上では 44％と、大規模都市で

は、インフラの整備水準や広聴機能の多様化

を反映してか、特に低い。

以上のように、都市自治体における「行政

とのパイプ役」としての町内会自治会の役割

は、定期広報誌の住民ヘの配布のような定期

的反復的な業務や大都市における住民要望の

行政伝達のような住民参加機能の一部におい

て低下傾向にある一方、非定期・臨時の行政

情報の住民伝達や地域における人材や財源の

調達の仲介機能などについては、むしろ都市

自治体ほど大きいといえる。

こうした「行政とのパイプ役」としての機

能は、実態としては、町内会自治会の会長を
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表3 都市自治体の町内会自治会への行政協力業務（50％以上の自治体に該当する項目のみ）
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第1に、町内会自治会の多様化に対応した

支援事業の展開である。

第2に、地域協働の場となる「地域コミュ

ニティ」の範域の広域化を支援する事業の展

開である。

第3に、町内会自治会以外の地域協働の担

い手の多様化を支援する事業の展開である。

第4に、以上の支援事業を統合化した都市

内分権体制の整備政策である。

以下、順次説明する。

（1）町内会自治会の多様化に対応した支援

事業

一口に町内会自治会といっても、その実態

は多様である。地域住民の親睦を中心とした

ものから、地方自治体顔負けの「近隣政府」

といっても不思議ではないほどの体制や活動

量をもったものまで、幅広い。それを十把一

絡げに扱うことは、だんだん難しくなってい

る。

阪神・淡路大震災や東日本大震災の教訓を

踏まえるならば、地域コミュニティの機能の

中核は、住民間の信頼の醸成である。近隣関

係を基礎に日常のあいさつと適度な距離感の

親睦関係が維持できていることが、その必要

条件だろう。そもそも町内会自治会の原点

は、「そこに住むということだけをメンバー

シップの要件とする」ものである。この観点

からみれば、「いざ」という時に互いに助け合

える、いわば「社会保険」としての関係が構

築できていればよい。たとえば、加入率が5

割を切り、下げ止まらない状況にある都市自

治体では、こうした「社会保険」としてのミ

ニマム機能の維持を支援するコミュニティ政

策が主流となってもよいだろう。

もちろん、一部の都市自治体で試みられて

いるような町内会自治会への加入促進の条例

制定5などの方策も有効な手段であることは

確かだが、未加入者が加入に二の足を踏むよ

うな敷居の高い町内会自治会の実態を改善

し、加入しやすい仕組みを支援する事業にも

本腰をいれるべきだろう。たとえば、自治会

費の学割制やメール会員制などのメンバー

シップの多様化などもその一案であろう。

他方、活動量の大きな町内会自治会や地域

課題解決の成功例をもつ町内会自治会につい

ては、その運営のノウハウや成功の要因など

の情報を共有し普及促進する方策を自治体が

積極的に推進すべきだろう。自治体区域内の

町内会自治会の平均加入率が5割を切るよう

な都市においても、加入率が9割を超える実

績を上げ、きめ細かな住民間の親睦行事を多

数展開し、地域防犯パトロール、空き家・空

き地を活用した出会いの場の創設、認知症カ

フェの開設、コミュニティバスの運営など、

地域住民のニーズに応える独自の事業を次々

に成功させているような町内会自治会も存在

している6。都市自治体の役割は、こうした

住民活動の実態に即して、その成功の要因や

課題を分析し、それを広く住民間で共有でき
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5 市区における町内会自治会の加入促進条例（2016 年7月時点）をめぐる現状と論点については、釼持麻衣前掲論文が詳
しい。その後も、たとえば、2019 年4月施行の豊島区町会活動の活性化の推進に関する条例など制定の動向が続いている。

6 たとえば、東京都東久留米市の氷川台自治会の事例について、公益財団法人あしたの日本を創る協会『まちむら』144 号
2018 年 12 月号を参照。同様に、孤独死対策で大きな成果を挙げた東京都立川市の大山団地の事例について、佐藤良子『命
を守る東京都立川市の自治会』廣済堂新書 2012 年を参照。
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るようにすることであろう。地域協働のコー

ディネータとしての自治体職員の役割は、こ

うした現場発の政策課題を解明し、その共有

を図ることにこそ、その醍醐味があるからで

ある。

同時に、「行政とのパイプ役」として町内会

自治会の会長・役員らに依頼している行政事

務の補助的業務については、その実態に即し

て、抜本的に見直し・改善が必要であろう。

こうした依頼業務の中には、自治体行政内部

での未調整や調整不足によるもの、その必要

性や緊要性を十分に吟味しないまま前例踏襲

や慣例により実施されているもの、ICTその

他のより効果的な手段を用いて代替可能なも

の、など主として行政側の責任で改善可能な

ものが少なくない。

しかし、その一方で、行政の守備範囲と地

域の自治的対応とが複雑に交錯するような、

役重眞喜子が「境界領域マネジメント」7と

よんでいる地域課題について、自治体行政と

町内会自治会（会長、役員）との間での双方

向コミュニケーション回路（インターフェイ

ス）を緻密化することも必要である。「地域

的公共サービス」をめぐる町内会自治会との

協働を推し進め、効果あるものにするために

は、こうしたインターフェイスの再構築は不

可欠であろう。「行政とのパイプ役」そのも

のの否定というよりも、その刷新が必要なの

である。そのためには、自治体職員が地域の

コーディネータとして、地域住民と向き合う

姿勢と協働型行政体制の再構築が不可欠とな

る。

（2）「地域コミュニティ」の範域の広域化を

支援する事業

都市内分権との関連は（4）で述べるので、

ここでは、町内会自治会連合会と都市自治体

に期待される新たな役割について触れておき

たい。加入促進や組織運営など町内会自治会

が抱える諸問題への対応を、各単位組織の

「自主性」や「自己責任」として、自治体の地

域コミュニティ政策の対象外とすることは、

いまや無責任とのそしりを免れないだろう。

そこで連合会と連携した支援策を充実するこ

とが必要であろう。近年では、多くの自治体

において連合会との間で連携基本協定を結ぶ

ケースが増えている。その下で、様々な連携

事業が行われるようになっている。

たとえば、町内会自治会連合会のホーム

ページ作成への行政支援などはその好例であ

ろう。ただ、いくつかの連合会 HPを検討し

た経験でいえば、そのターゲットや目的が必

ずしも明確とはいえない HPも少なくない。

誰が何のために閲覧し利用するのか、その肝

心な点が見えにくいのである。こうした点で

の支援こそ、専門家の知見と現場の課題を連

結して課題解決に臨むべき、政策形成に習熟

した自治体職員の出番だろう。その中で筆者

が秀逸な HPだと思ったのは、相模原市自治

会連合会のホームページである8。自治会未

加入者（若者世代）をターゲットにしぼり利

用のしやすさが工夫されている、相模原市で
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7 役重眞喜子『自治体行政と地域コミュニティの関係性の変容と再構築――「平成大合併」は地域に何をもたらしたか』東
信堂 2019 年参照。
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第1に、町内会自治会の多様化に対応した

支援事業の展開である。

第2に、地域協働の場となる「地域コミュ

ニティ」の範域の広域化を支援する事業の展

開である。

第3に、町内会自治会以外の地域協働の担

い手の多様化を支援する事業の展開である。

第4に、以上の支援事業を統合化した都市

内分権体制の整備政策である。

以下、順次説明する。

（1）町内会自治会の多様化に対応した支援

事業

一口に町内会自治会といっても、その実態

は多様である。地域住民の親睦を中心とした

ものから、地方自治体顔負けの「近隣政府」

といっても不思議ではないほどの体制や活動

量をもったものまで、幅広い。それを十把一

絡げに扱うことは、だんだん難しくなってい

る。

阪神・淡路大震災や東日本大震災の教訓を

踏まえるならば、地域コミュニティの機能の

中核は、住民間の信頼の醸成である。近隣関

係を基礎に日常のあいさつと適度な距離感の

親睦関係が維持できていることが、その必要

条件だろう。そもそも町内会自治会の原点

は、「そこに住むということだけをメンバー

シップの要件とする」ものである。この観点

からみれば、「いざ」という時に互いに助け合

える、いわば「社会保険」としての関係が構

築できていればよい。たとえば、加入率が5

割を切り、下げ止まらない状況にある都市自

治体では、こうした「社会保険」としてのミ

ニマム機能の維持を支援するコミュニティ政

策が主流となってもよいだろう。

もちろん、一部の都市自治体で試みられて

いるような町内会自治会への加入促進の条例

制定5などの方策も有効な手段であることは

確かだが、未加入者が加入に二の足を踏むよ

うな敷居の高い町内会自治会の実態を改善

し、加入しやすい仕組みを支援する事業にも

本腰をいれるべきだろう。たとえば、自治会

費の学割制やメール会員制などのメンバー

シップの多様化などもその一案であろう。

他方、活動量の大きな町内会自治会や地域

課題解決の成功例をもつ町内会自治会につい

ては、その運営のノウハウや成功の要因など

の情報を共有し普及促進する方策を自治体が

積極的に推進すべきだろう。自治体区域内の

町内会自治会の平均加入率が5割を切るよう

な都市においても、加入率が9割を超える実

績を上げ、きめ細かな住民間の親睦行事を多

数展開し、地域防犯パトロール、空き家・空

き地を活用した出会いの場の創設、認知症カ

フェの開設、コミュニティバスの運営など、

地域住民のニーズに応える独自の事業を次々

に成功させているような町内会自治会も存在

している6。都市自治体の役割は、こうした

住民活動の実態に即して、その成功の要因や

課題を分析し、それを広く住民間で共有でき
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5 市区における町内会自治会の加入促進条例（2016 年7月時点）をめぐる現状と論点については、釼持麻衣前掲論文が詳
しい。その後も、たとえば、2019 年4月施行の豊島区町会活動の活性化の推進に関する条例など制定の動向が続いている。

6 たとえば、東京都東久留米市の氷川台自治会の事例について、公益財団法人あしたの日本を創る協会『まちむら』144 号
2018 年 12 月号を参照。同様に、孤独死対策で大きな成果を挙げた東京都立川市の大山団地の事例について、佐藤良子『命
を守る東京都立川市の自治会』廣済堂新書 2012 年を参照。

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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は、自治会への加入を促進するための様々な

企画立案を行う“中核”となる組織として、

2013（平成 25）年度に自治会加入促進協議会

が発足し、市自治連・不動産団体・青年会議

所・市立小中学校 PTA・大学コンソーシア

ム・市の連携により、2016（平成 28）年2月

から現在の HPに改修されたという。

（3）地域協働の担い手の多様化を支援する

事業

地域課題が多様化し、かつ、町内会自治会

の加入率や活動量が減退傾向にあるなかで、

地域協働の担い手の多様化を支援すること

も、都市自治体に課せられた地域コミュニ

ティ政策の重要な課題である。その地域の特

性や担い手の状況により、一概にはいえない

が、一般的にはボランティアや NPO、大学・

教育研究機関、民間事業者など多様な担い手

や協働相手が考えられる。ここでは、2つの

例を紹介したい。

1つは、特に自治会加入率の低下が深刻化

している都市自治体を中心に広まりつつある

のが、地域内の民間事業者の協力・協賛を得

て、宿泊・レジャー施設、葬祭施設、飲食店、

食料品店や日常雑貨店、理容店、自転車・バ

イク・自家用車販売店、自動車整備店などを

利用する町内会自治会会員に対して優待券を

配布する事業である9。企業・事業者の協賛

により町内会自治会のメンバーシップに経済

的インセンティブを導入する試みとして注目

される。

もう1つは、ネットワーク型 NPOの活動

である。一般に、町内会自治会と NPOとは、

あまり相性がよくないとの観察がある。組織

の目的やメンバーシップ、行動原理などに少

なからず差異があるからである。そうした中

で、ここに紹介する東京都文京区の NPO法

人街 ing本郷は異彩を放っているように思え

る10。自治体、自治会、商店街、PTA、消防

団、医療・福祉関係、趣味サークル、スポー

ツ団体、大学などの「既存の組織を活かしつ

つ、様々な活動に対して連携を図りながら、

人材及び知恵などを協力し、バックアップす

る NPO法人」として、3つの町会区域をま

たぐ本郷という街全体の活性化を図る取り組

みを行っている。孤立しがちな商店街を横に

つなぐ「本郷百貨店」、家に空き部屋を持つシ

ニアと大学の近くに住みたい学生が共生する

「ひとつ屋根の下プロジェクト」、地域と関わ

りながら暮らす学生のライフスタイルを支援

都市とガバナンス Vol.32
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8 この HP（https://www.sagamihara-jichiren.jp/）のトップには、「あなたの住まいの自治会はどこ？」というリンク
があり、住まいの住所を入力すると、そこを管轄する自治会の会長名と連絡先が表示される。また、「お得で便利な、自治
会メール会員」というリンクには、正式な会員でなくとも登録でメール会員となれ、各種の行事等の情報を受信できる仕
組みが組み込まれている。こうした緩やかな仕組みは正規の会員予備軍を拡大する非常に優れた事例だろう。2019 年8
月6日にアクセスして変更のないことを再確認。ちなみに、相模原市の自治会加入率は 2015 年時点で 55.8％であり、こ
れは政令指定市の中で最低だという。澤田道夫「地縁組織の加入率と活性化に関する一考察」熊本大学『アドミニストレー
ション』24 巻2号 2018 年の図表6政令指定都市 20 市の自治会加入率の推移を参照。

9 たとえば、2014 年 12 月より開始された、東京都青梅市自治会連合会の「すまいるカード」事業（http://www.
ome-rengou.jp/cmsfiles/contents/0000003/3897/smile2019.pdf）は、2019 年4月1日のリニューアル版を見るかぎり、
協賛企業・商店等もかなり充実したものとなっている。これは、地区連をはじめとした連合会の役員によるなみなみなら
ぬ努力の結晶である。新規加入促進の手段としても有効だと思われるが、退会者を減らす効果も上がりつつあるという。

10 これについては、前掲『まちむら』144 号 2018 年 12 月号を参照。また、同 NPO法人のホームページ http://m-hon-
go.com/を参照されたい。

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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する「書生生活」など、個々の組織だけでは

限界がある地域課題を NPO法人が横串でつ

なぐことによって街の活性化を図るユニーク

なプロジェクトを次々に企画し実行してい

る。街 ing本郷は、2010（平成 22）年に設立

して 10 年近くの実績がある。その成功の重

要な要因の1つだと思われる点は、この

NPO法人の代表理事を含む理事が、所属す

る地域の町会や商店会の会員であることであ

る。当該地域コミュニティのことを熟知する

構成メンバーが、当事者として個々の既存組

織の限界を痛感し、それを横につなぐネット

ワーク型の新たな仕組みの必要（マッチン

グ）を痛感していたということである。町内

会自治会を含む地域コミュニティと NPOと

の連携について、多くの推奨が語られる割に

成功例が多くない原因の1つは、地域コミュ

ニティ活動の当事者性にあるのではないかと

いう観点から、地域コミュニティ政策におけ

る NPOとの連携のあり方を検討し直してみ

る必要がありはしないだろうか。

（4）都市内分権体制の整備

「地域コミュニティ」の範域を再定義し、そ

れを小学校区や中学校区などに広域化、重層

化する施策も、多くの都市自治体で取り組ま

れている。町内会自治会の単位組織を合併せ

ずに、その連合組織によって広域化、重層化

を図る方策は、明治、昭和、平成の市町村大

合併のたびに採用されてきた伝統的な手法で

ある。現代的な特徴は、平成の大合併を経験

しなかった都市自治体を含めて、都市内分権

の意図を含んだ住民協議会型の組織構築の試

行が行われる傾向にあることだろう11。た

だ、町内会自治会の連合会・地区連などの組

織がその中心的な役割を果たしているケース

が多いのが実態である。こうした制度試行が

成功裏に都市自治体に広く普及していくため

にも、上記の（1）～（3）で示したような

地域協働の実績を積み上げていく地道な地域

コミュニティ政策の取り組みが必要であろ

う。
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11 日本都市センターの 2015 年調査によれば、「協議会型住民自治組織」は都市自治体の6割近くに設置されている。日本
都市センター『都市内分権の未来を創る――全国市区アンケート・事例調査を踏まえた多角的考察』2016 年3月資料編1
を参照。
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は、自治会への加入を促進するための様々な

企画立案を行う“中核”となる組織として、

2013（平成 25）年度に自治会加入促進協議会

が発足し、市自治連・不動産団体・青年会議

所・市立小中学校 PTA・大学コンソーシア

ム・市の連携により、2016（平成 28）年2月

から現在の HPに改修されたという。

（3）地域協働の担い手の多様化を支援する

事業

地域課題が多様化し、かつ、町内会自治会

の加入率や活動量が減退傾向にあるなかで、

地域協働の担い手の多様化を支援すること

も、都市自治体に課せられた地域コミュニ

ティ政策の重要な課題である。その地域の特

性や担い手の状況により、一概にはいえない

が、一般的にはボランティアや NPO、大学・

教育研究機関、民間事業者など多様な担い手

や協働相手が考えられる。ここでは、2つの

例を紹介したい。

1つは、特に自治会加入率の低下が深刻化

している都市自治体を中心に広まりつつある

のが、地域内の民間事業者の協力・協賛を得

て、宿泊・レジャー施設、葬祭施設、飲食店、

食料品店や日常雑貨店、理容店、自転車・バ

イク・自家用車販売店、自動車整備店などを

利用する町内会自治会会員に対して優待券を

配布する事業である9。企業・事業者の協賛

により町内会自治会のメンバーシップに経済

的インセンティブを導入する試みとして注目

される。

もう1つは、ネットワーク型 NPOの活動

である。一般に、町内会自治会と NPOとは、

あまり相性がよくないとの観察がある。組織

の目的やメンバーシップ、行動原理などに少

なからず差異があるからである。そうした中

で、ここに紹介する東京都文京区の NPO法

人街 ing本郷は異彩を放っているように思え

る10。自治体、自治会、商店街、PTA、消防

団、医療・福祉関係、趣味サークル、スポー

ツ団体、大学などの「既存の組織を活かしつ

つ、様々な活動に対して連携を図りながら、

人材及び知恵などを協力し、バックアップす

る NPO法人」として、3つの町会区域をま

たぐ本郷という街全体の活性化を図る取り組

みを行っている。孤立しがちな商店街を横に

つなぐ「本郷百貨店」、家に空き部屋を持つシ

ニアと大学の近くに住みたい学生が共生する

「ひとつ屋根の下プロジェクト」、地域と関わ

りながら暮らす学生のライフスタイルを支援
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8 この HP（https://www.sagamihara-jichiren.jp/）のトップには、「あなたの住まいの自治会はどこ？」というリンク
があり、住まいの住所を入力すると、そこを管轄する自治会の会長名と連絡先が表示される。また、「お得で便利な、自治
会メール会員」というリンクには、正式な会員でなくとも登録でメール会員となれ、各種の行事等の情報を受信できる仕
組みが組み込まれている。こうした緩やかな仕組みは正規の会員予備軍を拡大する非常に優れた事例だろう。2019 年8
月6日にアクセスして変更のないことを再確認。ちなみに、相模原市の自治会加入率は 2015 年時点で 55.8％であり、こ
れは政令指定市の中で最低だという。澤田道夫「地縁組織の加入率と活性化に関する一考察」熊本大学『アドミニストレー
ション』24 巻2号 2018 年の図表6政令指定都市 20 市の自治会加入率の推移を参照。

9 たとえば、2014 年 12 月より開始された、東京都青梅市自治会連合会の「すまいるカード」事業（http://www.
ome-rengou.jp/cmsfiles/contents/0000003/3897/smile2019.pdf）は、2019 年4月1日のリニューアル版を見るかぎり、
協賛企業・商店等もかなり充実したものとなっている。これは、地区連をはじめとした連合会の役員によるなみなみなら
ぬ努力の結晶である。新規加入促進の手段としても有効だと思われるが、退会者を減らす効果も上がりつつあるという。

10 これについては、前掲『まちむら』144 号 2018 年 12 月号を参照。また、同 NPO法人のホームページ http://m-hon-
go.com/を参照されたい。

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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地方分権の理念とこれから

財政分権化の理念と現実
―財政移転に焦点化して―

金沢大学経済学経営学系教授 武田 公子

はじめに

地方分権一括法が施行されて 20 年が経つ。

一括法に伴う地方自治法・地方税法等の改正

によって、地方債起債許可制の緩和や課税自

主権の拡大が実現したが、財政分権化という

点で最も大きな出来事は、2003 年から 07 年

にかけてのいわゆる「三位一体改革」であっ

た。周知のように、この改革は看板とは異な

り税源移譲額を大幅に上回る財政移転の削減

に帰結したが、その後の経過のなかで国から

地方への財政移転は再び増加し、国と地方の

財源配分の量的関係はほとんど改革前の水準

に戻っているといってよい。

他方この改革の後、国と地方の財政関係を

めぐる議論は、地方に対する一般財源保障の

あり方を焦点として再び展開されてきてい

る。本稿は、三位一体改革から現在に至る

国・地方の財政関係上の課題について、特に

国庫支出金の包括化・一般財源化と交付税を

通じた一般財源保障とに注目して論点を整理

し、地方財政の現況から見出される課題を明

らかにしていきたい。

1．一般財源・地方単独事業をめぐる議論動

向

三位一体改革を主導したイデオロギーは、

「ナショナル・ミニマムからローカル・オプ

ティマムへ」とのスローガンに象徴される、

財政移転（＝依存財源）縮小論である。当時

の地方分権改革推進会議の報告は次のように

述べた。

「地方における公共サービスの受益と負担

の乖離が、ともすれば国への依存心を生じさ

せる誘因になっているとも指摘されている。

地方において、受益と負担の関係を明確化す

ることによって、地域で住民が負担との関係

で歳出水準について合理的な判断を行い、資

源の適正配分が図られるシステムを構築して

いくことが必要である。」1

すなわち、国からの財政移転は地方の国に

対する依存心を生じさせるものであり、自立

性や独自の創意工夫を妨げるものとされてい

る。それゆえ、国庫支出金や交付税を削減

し、自主財源である地方税の比重を高めるこ

とが、住民選択による最適の施策水準、「ロー
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1 地方分権改革推進会議「事務・事業の在り方に関する中間報告－自主・自立の地域社会をめざして－」2002 年6月 17
日。括弧内は引用者。
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カル・オプティマム」の実現に資するのだと

いうのが、この改革の理念であった。

この理念では、依存財源と自主財源の関係

に焦点が当てられている。三位一体改革を通

じて交付税が大幅に削減されたことや、新型

交付税による包括算定の導入からもわかるよ

うに、交付税を通じた一般財源保障という観

点は後景に退いていたといわざるを得ない。

その後、国・地方の財源配分に関しては、

次の二つの局面で特に一般財源保障のあり方

に焦点化して議論されている。第一は、二度

の政権交代を挟んで取り組まれた「社会保障

と税の一体改革」においてである。2012 年の

「社会保障・税一体改革大綱」2、消費税法改

正3等により、当時5％であった消費税・地方

消費税合計率を段階的に 10％までに引き上

げ、増税分を社会保障費財源とする枠組みが

決定された。この枠組みの下、地方の社会保

障費負担に見合う地方消費税率・交付税率4

を決定していくプロセスで、社会保障分野の

地方単独事業費に見合う財源をどう見積もる

かが焦点の一つとなったのである。この過程

で開催された「国と地方の協議の場」で、地

方六団体は次のような単独事業を消費増税分

配分の基礎に含めるべきと主張した。第一に

保育士・保健師・児童福祉司など、社会保障

サービス（＝現物給付）に要するマンパワー

にかかる人件費、第二に予防医療、高齢者措

置費、介護予防、幼児教育・保育等、医療・

介護・少子化施策として一体的に評価すべき

もの、第三に、乳幼児医療費助成、国民健康

保険繰入金等、法的義務付けがあるものや、

住民生活に必要なものとして全国的に実施し

ているもの等5。結果的には現金給付やサー

ビス給付については財源保障対象とされたも

のの、人件費や管理費等は保障の対象外とさ

れた。後述するように、交付税における単位

費用積算においては、法令等における基準・

標準の有無、義務付けの根拠と範囲について

事務事業によってばらつきがあり、積算の可

否に関する線引きが必ずしも明確でないため

に、このような問題を生じる余地があるとい

える。

第二の局面としては 2017 年頃、地方の基

金残高増加を契機として一般財源保障の水準

を問う議論が展開された。経済財政諮問会議

の有識者議員は、地方における基金残高が増

加している状況に鑑みて、その実態把握・説

明責任が必要であること、国・地方を通じた

財政資金の効率的配分に向けて地方財政計画

に反映させる等の改善方策を検討すべきこと

を指摘した6。基金残高の増加は、地方財政

計画における一般財源保障水準が過大となっ

ているためではないか、そのため基金財源の

多くを占める一般財源の充当先すなわち地方

単独事業（ソフト分）7の具体的内容を明らか
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2 2012 年2月 17 日閣議決定。
3 「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法
律」、2012 年8月 10 日成立。

4 消費税率・地方消費税率計8％への引き上げ（2014 年4月）、および 10％への引き上げ（2015 年 10 月予定、結果的に
2019 年 10 月まで延期）において、地方消費税率をそれぞれ 1.7％、2.2％とすること、消費税にかかる地方交付税率をそれ
ぞれ 22.3％、19.5％とすることが最終的に合意された。

5 地方六団体「地方単独事業の整理にあたって」2011 年 11 月 17 日、および「社会保障・税一体改革の方向性について」
2011 年 12 月 12 日。

6 「地方自らの行財政改革に向けて」平成 29 年第7回経済諮問会議（2017 年5月 11 日）、有識者議員提出資料。
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地方分権の理念とこれから

財政分権化の理念と現実
―財政移転に焦点化して―

金沢大学経済学経営学系教授 武田 公子

はじめに

地方分権一括法が施行されて 20 年が経つ。

一括法に伴う地方自治法・地方税法等の改正

によって、地方債起債許可制の緩和や課税自

主権の拡大が実現したが、財政分権化という

点で最も大きな出来事は、2003 年から 07 年

にかけてのいわゆる「三位一体改革」であっ

た。周知のように、この改革は看板とは異な

り税源移譲額を大幅に上回る財政移転の削減

に帰結したが、その後の経過のなかで国から

地方への財政移転は再び増加し、国と地方の

財源配分の量的関係はほとんど改革前の水準

に戻っているといってよい。

他方この改革の後、国と地方の財政関係を

めぐる議論は、地方に対する一般財源保障の

あり方を焦点として再び展開されてきてい

る。本稿は、三位一体改革から現在に至る

国・地方の財政関係上の課題について、特に

国庫支出金の包括化・一般財源化と交付税を

通じた一般財源保障とに注目して論点を整理

し、地方財政の現況から見出される課題を明

らかにしていきたい。

1．一般財源・地方単独事業をめぐる議論動

向

三位一体改革を主導したイデオロギーは、

「ナショナル・ミニマムからローカル・オプ

ティマムへ」とのスローガンに象徴される、

財政移転（＝依存財源）縮小論である。当時

の地方分権改革推進会議の報告は次のように

述べた。

「地方における公共サービスの受益と負担

の乖離が、ともすれば国への依存心を生じさ

せる誘因になっているとも指摘されている。

地方において、受益と負担の関係を明確化す

ることによって、地域で住民が負担との関係

で歳出水準について合理的な判断を行い、資

源の適正配分が図られるシステムを構築して

いくことが必要である。」1

すなわち、国からの財政移転は地方の国に

対する依存心を生じさせるものであり、自立

性や独自の創意工夫を妨げるものとされてい

る。それゆえ、国庫支出金や交付税を削減

し、自主財源である地方税の比重を高めるこ

とが、住民選択による最適の施策水準、「ロー
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1 地方分権改革推進会議「事務・事業の在り方に関する中間報告－自主・自立の地域社会をめざして－」2002 年6月 17
日。括弧内は引用者。
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にすべき、というのが有識者議員の謂いで

あった。

これに対して地方財政審議会は、地方単独

事業は自治体が自主的・主体的に課題解決に

取り組むためのものであり、国が一義的にそ

の実績や効果を判断することは地方分権の趣

旨に反すると断じた8。その上で、地方単独

事業に関する決算情報の「見える化」の推進

が重要であるという点では一致している。た

だし、国が保障すべき一般財源水準は地方単

独事業の現状を踏まえて決定されるべきとい

う立場からである。

これとほぼ同時期に公表された、全国市長

会を中心とする研究会の報告書9では、地方

単独事業の多くが法令等によって義務付けら

れており、細部にわたる国の関与がある一方

で財源措置が十分でないことを指摘してい

る。また、「地方分権改革の趣旨を踏まえ、地

方の裁量と創意工夫を活かした地方単独事業

が実施されるべきであり、国の関与は極力避

けるとともに、それに必要な財源措置の充実

を図る」べきとも記している。

以上の議論のなかで焦点化しているのは

「地方単独事業」の範囲をどう考えるかであ

る。上記議論を踏まえ、総務省は 2018 年に

地方単独事業に関するデータ収集・公表に向

けての検討会を設置し、同検討会は 2019 年

3月に報告書を公表しているが、そこでは地

方単独事業を次のように定義している10。

「地方公共団体が、法律の規定に基づいて実

施する義務を負うものから任意に実施するも

のまで幅広く、また、地方公共団体が経費の

全額を負担して行う事業のみならず、国の補

助事業に上乗せして実施するものや、国の補

助基準が実態に合わないものを補完するもの

（超過負担）を含むものである。」つまるとこ

ろ、「地方単独事業費（ソフト）」とは、料金収

入、負担金、目的税、特定目的基金取り崩し

等の特定財源の充当分を除けば、一般財源の

充当先とほぼ同義ということになる。

2．交付税の単位費用積算における一般財源

保障

一般財源の保障を主として担う制度が地方

交付税であり、基準財政需要額の算定要素の

ひとつである単位費用にどのような要素をど

のように盛り込むのかによって、財源保障の

意味合いが異なるものと考えられる。そこで

以下では、『地方交付税制度解説（単位費用

篇）』（以下、『制度解説』）が、標準団体をベー

スに算出する単位費用に関してどのように根

拠を示しているのかを見ていきたい。『制度

解説』を見ると、単位費用の積算に関する説

明内容には次のような種類があることがわか

る。

第一に、「行政事務内容」欄に根拠法令が示

され、それに基づく標準的な人員配置・施設

設備が示されて積算されているものである。
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7 地方単独事業のうち、投資的経費については地方債等も財源となるため、以下でいう「地方単独事業」は特に断らない場
合いわゆるソフト分、すなわち一般行政経費にかかるものを指す。

8 地方財政審議会「誰もが希望を持てる地域社会に向けた地方税財政改革についての意見」2018 年5月 25 日。
9 全国市長会政策推進委員会・（公財）日本都市センター「ネクストステージに向けた都市自治体の税財政の在り方に関す
る研究会報告書」2018 年5月。

10 「地方単独事業（ソフト）の「見える化」に関する検討会報告書」2019 年3月。
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これらは法定受託事務ないし国庫負担を伴う

義務的事務であり、国が全部または一部を負

担する法令に基づいて実施しなければならな

い事務に要する経費（地方財政法第 10 条～

第 10 条の3）について、地方負担分を基準財

政需要に算入するもの（同第 11 条の2）であ

る。例えば法定受託事務である生活保護につ

いては、保護費（扶助費）の3/4が国庫負担

であること、福祉事務所に配置される職員は

生活保護上の「標準数」に即して算定されて

いることが示されている。

第二に、地財法第 10 条以降には列挙され

ておらず、基本的に自治事務・地方単独事業

とみなされるが、個別の法律によって自治体

に義務付けられていることが「行政事務内

容」欄に示され、施設設備・人員の配置に関

する基準ないし標準に即して単位費用が積算

されているものである。典型的なのは消防費

であるが、例えば消防組織法に基づく市町村

消防計画の基準や消防設備等の整備指針等に

基づいて単位費用が積算されている。消防費

に関する国庫支出金は概ね整備補助金に限定

されており、それ以外の運営にかかる経費部

分を交付税で厳密に保障していることが見て

取れる。その一方で、義務教育分野を含む教

育費の場合は、消防費同様に単独事業とされ

るが、「行政事務内容」は明記されていない

（これは教育費のみ）。小中学校の教員人件費

（主に都道府県、政令指定都市）については、

教職員配置に関して標準法11に基づいて積算

されているが、地財法第 10 条には義務教育

施設建築費用の国庫負担が挙げられているの

みであり、それ以外の学校運営は単独事業で

ある。単位費用の積算内容をみると、学習指

導要領に基づく指針・計画に則して教材その

他の需用費が算定されているが、消防費に比

べるとその積算項目は簡素であるように思わ

れる。市町村にとっては消防費も小中学校費

も義務的事務であり、ほとんど単独事業であ

るにもかかわらず、単位費用の積算根拠には

濃淡の差があるようだ。

第三に、『制度解説』の各算定項目において

根拠法令とともに「行政事務内容」が列挙さ

れているが、法令上必ずしも人員・施設設備

等の「標準」の定めがないもの、あるいは根

拠法令を示さずに「行政事務内容」が記され

ているものである。これらの積算において

は、単位費用の積算には統計的に得られる代

表値（トップランナー方式も含め）が用いら

れる傾向がみられる。総務費、地域振興費や

臨時算定費を含む多くの費目がこれにあた

り、これらの多くは純然たる単独事業といえ

るだろう。

以上のように、交付税による一般財源保障

の対象は、①法定受託事務および国庫補助事

業、②単独事業ではあるが義務付けられる事

務に関連する業務や国の指針等に即した設備

人員が求められるもの、③純然たる単独事

業、に大別される。このうち①②に関して

は、義務付けを伴う限りで「国は、そのため

に要する経費の財源につき必要な措置を講じ

なければならない」（地方自治法第 232 条）。

逆に、地方は一般財源保障されることといわ

ば引き換えに、義務付けの遵守を求められ
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11 「公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定数の標準に関する法律」（昭和三十三年法律第百十六号）。
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にすべき、というのが有識者議員の謂いで

あった。

これに対して地方財政審議会は、地方単独

事業は自治体が自主的・主体的に課題解決に

取り組むためのものであり、国が一義的にそ

の実績や効果を判断することは地方分権の趣

旨に反すると断じた8。その上で、地方単独

事業に関する決算情報の「見える化」の推進

が重要であるという点では一致している。た

だし、国が保障すべき一般財源水準は地方単

独事業の現状を踏まえて決定されるべきとい

う立場からである。

これとほぼ同時期に公表された、全国市長

会を中心とする研究会の報告書9では、地方

単独事業の多くが法令等によって義務付けら

れており、細部にわたる国の関与がある一方

で財源措置が十分でないことを指摘してい

る。また、「地方分権改革の趣旨を踏まえ、地

方の裁量と創意工夫を活かした地方単独事業

が実施されるべきであり、国の関与は極力避

けるとともに、それに必要な財源措置の充実

を図る」べきとも記している。

以上の議論のなかで焦点化しているのは

「地方単独事業」の範囲をどう考えるかであ

る。上記議論を踏まえ、総務省は 2018 年に

地方単独事業に関するデータ収集・公表に向

けての検討会を設置し、同検討会は 2019 年

3月に報告書を公表しているが、そこでは地

方単独事業を次のように定義している10。

「地方公共団体が、法律の規定に基づいて実

施する義務を負うものから任意に実施するも

のまで幅広く、また、地方公共団体が経費の

全額を負担して行う事業のみならず、国の補

助事業に上乗せして実施するものや、国の補

助基準が実態に合わないものを補完するもの

（超過負担）を含むものである。」つまるとこ

ろ、「地方単独事業費（ソフト）」とは、料金収

入、負担金、目的税、特定目的基金取り崩し

等の特定財源の充当分を除けば、一般財源の

充当先とほぼ同義ということになる。

2．交付税の単位費用積算における一般財源

保障

一般財源の保障を主として担う制度が地方

交付税であり、基準財政需要額の算定要素の

ひとつである単位費用にどのような要素をど

のように盛り込むのかによって、財源保障の

意味合いが異なるものと考えられる。そこで

以下では、『地方交付税制度解説（単位費用

篇）』（以下、『制度解説』）が、標準団体をベー

スに算出する単位費用に関してどのように根

拠を示しているのかを見ていきたい。『制度

解説』を見ると、単位費用の積算に関する説

明内容には次のような種類があることがわか

る。

第一に、「行政事務内容」欄に根拠法令が示

され、それに基づく標準的な人員配置・施設

設備が示されて積算されているものである。
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7 地方単独事業のうち、投資的経費については地方債等も財源となるため、以下でいう「地方単独事業」は特に断らない場
合いわゆるソフト分、すなわち一般行政経費にかかるものを指す。

8 地方財政審議会「誰もが希望を持てる地域社会に向けた地方税財政改革についての意見」2018 年5月 25 日。
9 全国市長会政策推進委員会・（公財）日本都市センター「ネクストステージに向けた都市自治体の税財政の在り方に関す
る研究会報告書」2018 年5月。

10 「地方単独事業（ソフト）の「見える化」に関する検討会報告書」2019 年3月。
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る。「地方団体が法律又はこれに基く政令に

より義務づけられた規模と内容とを備えるこ

とを怠っているために、その地方行政の水準

を低下させていると認める場合においては、

（国は）当該地方団体に対し、これを備えるべ

き旨の勧告をする」（地方交付税法第 20 条の

2）ことができ、さらにそれに従わない場合

は交付税の減額や返還請求ができることに

なっている。しかし、上述したように、国の

義務付けについては個別分野の間にかなりの

濃淡があり、二つの条文がそれぞれどこまで

を指しているのかを明確に線引きすることは

不可能といえる。

3．国庫支出金の包括化・一般財源化

ところで、一般財源保障の範囲と内容が特

に問題となるのは、国庫支出金の削減・廃止

に伴って当該事務事業が単独事業に移行する

場合、あるいは補助事業ではあるが地方の自

由度がより高まる場合である。そこで、この

間の国庫支出金の動向について概観しておき

たい（図1参照）。

2000 年代前半まで多くを占めていたのは

投資関係補助金であるが、これは 00 年から

08 年までの間に約半分にまで削減されてい

る。三位一体改革のなかで投資関係補助金の

一部は「まちづくり交付金」として包括化が

進められ、10 年度には地方道路整備臨時交付

金等を含む形で社会資本整備総合交付金に再

編されている。その後、投資関係の個別補助

金が減少する一方で、包括化された投資的補

助金は 2011 年度からの東日本大震災復興交

付金もあって増加をたどり、個別補助金と包

括補助金を合計すると投資的補助金全体では

2000 年代初頭の水準近くまでに至っている。

このような補助金の包括化は、国交省管轄

の社会資本整備総合交付金、農水省管轄の農

山漁村地域整備交付金のように、概して省庁

の枠内にとどまるものである。これに対して

11～12 年に民主党政権下で導入された地域

自主戦略交付金は、両省の他環境省、文科省

等も含む8府省 18 事業を対象とした省庁横

断的な包括化であった。しかし再政権交代後

の 13 年には緊急経済対策に飲み込まれる形
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図1 国庫支出金（地方純計）
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で廃止され12、省庁別の包括化に戻された。

その理由は判然としないが、各省庁の重点政

策が地方にストレートに反映されないことが

問題視されたのではないかと考えられる。省

庁を超える包括化は、極端にまで推し進めれ

ば、交付税制度に限りなく近づくものであ

り、そうなると地方の自由度は高まる一方、

国の個別の政策に地方を動員する力は大きく

失われることになる。

なお、図下の注に示したように、地域活力、

地域の元気といった名称を付しつつも実質は

投資的補助金であるものは投資関係交付金に

含めている。対して、建設事業に限定せずソ

フト事業の比率の高いもの（がんばる地域交

付金、地方創生交付金等）は「地域活性化関

係交付金」として示している。これら地域活

性化関連の補助金は、同趣旨の補助金であり

ながらその時々の国の政策スローガンに則し

て名称を変えており、投資的・非投資的双方

にまたがる形で交付されるようになってきて

いる13。図に示すように、ソフト事業分の金

額はハード事業分に比べると小さいものの、

その配分をめぐって地方に各種計画を策定さ

せ、競争させるという性格のものとなってい

る。

他方、教育や社会保障分野の国庫支出金は

法令によって地方に義務付けられる事務事業

に対するものが多く、包括化にはなじみにく

い。それゆえ、これらの分野については包括

化よりも負担率の削減あるいは廃止如何が焦

点となり、義務的事務であっても地方の裁量

を拡大する代わりに負担率を削減する方法が

採られてきた。三位一体改革で焦点となった

のは、義務教育費に関する国庫負担金であ

る。義務教育のナショナル・ミニマムを維持

するために削減に反対する声があった一方、

相対的に財政力の高い都市自治体が主張した

教育の裁量拡大の主張が通った結果となっ

た。この結果拡大された地方の裁量とは、教

員の給与や配置を弾力化するという総額裁量

制の導入である。

これとは逆に、国は生活保護費に対する国

庫負担の削減を求めてきたが、地方の裁量拡

大の余地は小さく負担金削減の根拠はないと

する地方側の反対にあい、断念された。図に

示すように、生活保護費の負担金はリーマン

ショック時の受給者増加の後、横ばい状態に

ある。その他の社会保障分野の負担金につい

ては、公立保育園運営費負担金の廃止や国民

健康保険事業への国庫負担削減が行われた。

しかし 08～10 年度には「その他教育・社会保

障関係負担金」は急増している。この主な内

容は民主党政権の下で導入された、児童手当

の拡充（子ども手当）と公立高校授業料無償

化にかかる国庫負担金であるが、政権再交代

後もこの補助は継続している。なお、これら

は「児童手当等交付金」「公立高等学校授業料

不徴収交付金」等、「交付金」という名称が用

いられているものの、いずれも法的根拠を

もって国が一定割合を負担するものであり、

国庫負担金と大きな差異はないと考えられ、

図ではこれらも「教育・社会保障関係負担金」
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12 「日本再生に向けた緊急経済対策について」2013 年1月 11 日、閣議決定。
13 地域活性化関連の国庫支出金の動向については、拙稿（2018）「地方創生戦略における国と地方の財政関係」『金沢大学経
済論集』第 39 巻第1号、29-56 頁参照。
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る。「地方団体が法律又はこれに基く政令に

より義務づけられた規模と内容とを備えるこ

とを怠っているために、その地方行政の水準

を低下させていると認める場合においては、

（国は）当該地方団体に対し、これを備えるべ

き旨の勧告をする」（地方交付税法第 20 条の

2）ことができ、さらにそれに従わない場合

は交付税の減額や返還請求ができることに

なっている。しかし、上述したように、国の

義務付けについては個別分野の間にかなりの

濃淡があり、二つの条文がそれぞれどこまで

を指しているのかを明確に線引きすることは

不可能といえる。

3．国庫支出金の包括化・一般財源化

ところで、一般財源保障の範囲と内容が特

に問題となるのは、国庫支出金の削減・廃止

に伴って当該事務事業が単独事業に移行する

場合、あるいは補助事業ではあるが地方の自

由度がより高まる場合である。そこで、この

間の国庫支出金の動向について概観しておき

たい（図1参照）。

2000 年代前半まで多くを占めていたのは

投資関係補助金であるが、これは 00 年から

08 年までの間に約半分にまで削減されてい

る。三位一体改革のなかで投資関係補助金の

一部は「まちづくり交付金」として包括化が

進められ、10 年度には地方道路整備臨時交付

金等を含む形で社会資本整備総合交付金に再

編されている。その後、投資関係の個別補助

金が減少する一方で、包括化された投資的補

助金は 2011 年度からの東日本大震災復興交

付金もあって増加をたどり、個別補助金と包

括補助金を合計すると投資的補助金全体では

2000 年代初頭の水準近くまでに至っている。

このような補助金の包括化は、国交省管轄

の社会資本整備総合交付金、農水省管轄の農

山漁村地域整備交付金のように、概して省庁

の枠内にとどまるものである。これに対して

11～12 年に民主党政権下で導入された地域

自主戦略交付金は、両省の他環境省、文科省

等も含む8府省 18 事業を対象とした省庁横

断的な包括化であった。しかし再政権交代後

の 13 年には緊急経済対策に飲み込まれる形
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図1 国庫支出金（地方純計）
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に含めて示している。

「その他」は上記以外の多様な国庫支出金

を含むが、時折突出した変化を見せているの

は、緊急経済対策としての給付金や雇用創出

にかかるものである。09 年はリーマン

ショック後の定額給付金、11 年以降は東日本

大震災復興交付金や全国防災事業にかかる国

庫支出金等が大きい。

全体としてみれば、投資的補助金を中心に

国庫支出金の包括化は進展した一方、教育・

社会保障分野の新たな国庫負担金の創設があ

り、全体としては個別補助負担金も増加して

いる。結局のところ、国が導入する新たな政

策や景気対策に地方が動員される構造は変

わっていないといえる。

4．一般財源とその充当状況

さて、これらの経緯のなかで、そもそも一

般財源はどう変化しているのだろうか。図2

は歳入に占める一般財源と特定財源の比率を

示したものである。データの出典は地方財政

統計年報だが、ここでは一般財源は地方税、

地方譲与税、地方交付税、地方特例交付金を

指している。厳密にいえば地方税には目的税

が含まれており、特定財源に区分される繰入

金（積立金取崩し）でも財政調整基金であれ

ば一般財源となるが、同統計ではこうした区

分はなされていない。ただし、この図では地

方債のうち臨時財政対策債（以下、臨財債）

のみ取り出して一般財源に加えている。後年

度償還費は 100％交付税措置とされているた

め、臨財債による収入と償還時交付税措置と

のタイムラグはあるものの、臨財債はいわば

交付税の代替財源であると捉えるためであ

る。

三位一体改革期には、確かに一般財源の比

率が増加しているように見える。この時期は

国庫支出金が削減されていることもあるが、

臨財債を除く地方債が減少していることも一

因である。その後 09 年度以降には、税収の

落ち込みによる一般財源の減少と国庫負担金

の新設・拡充に伴う特定財源の増加がみら

れ、結果的には一般財源の比率は三位一体改

革直前の水準をわずかながら上回る程度にと

どまっている。

では、この一般財源の充当状況はどうだろ

うか。まず、図3で市町村における一般財源

の目的別充当状況を見てみよう。この図で

は、投資的経費充当分と公債費を除き、また

目的別のなかでも金額の大きい民生費につい
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図2 地方純計歳入構成の推移
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ては中分類（項）を取り出して示している。

同図より、増加傾向を示しているのは、児童

手当・保育所運営費等を中心とする児童福祉

費、介護保険特別会計や後期高齢者医療特別

会計への繰出金を中心とする老人福祉費、国

民健康保険特別会計への繰出を中心とする社

会福祉費、および生活保護費などいずれも民

生費の中分類であることがわかる。特に児童

福祉費についていえば、三位一体改革のなか

で公立保育所運営費国庫負担が廃止されたこ

とによって、一般財源の充当が急増してお

り、文字通り「一般財源化」されたことがわ

かる。これらはそれぞれ国の法律によって地

方に義務付けられている事務であり、国庫負

担廃止・削減に伴って部分的に地方の裁量が

拡大した分野もあるものの、地方にとって支

出せざるを得ない分野であることには変わり

がない。これらは一般財源化に際して交付税

措置を伴うが、それによって交付税が特定事

務事業に紐づけられることにもなる。

その他の費目は全て減少傾向を示している

が、なかでも明確な減少を示しているのが教

育費、土木費、農水費である。教育費は市町

村では社会教育費が多くを占めており、図書

館、文化施設、公民館等の社会教育施設の運

営にかかる経費が削減されている状況が窺え

る。土木費については、ここでは投資的経費

を除いているため、その主な内容は土木施設

の管理営繕や下水道事業への繰出等が考えら

れるが、これら事業の外部委託化によって経

費削減を図っているものと考えられる。

同様に一般財源の充当先を性質別でみると

（図4）、最も目立って減少しているのが人件

費と普通建設事業費である。財源が限られる

なか、自治体にとって削減が比較的容易な経

費を切り詰めている状況が窺える。これに対

して、物件費や補助費が増加しているが、物

件費には非正規雇用職員の賃金や委託費が含

まれており、外部団体への補助も含めて、公

共サービスのアウトソーシングが進められて

いることを表している。扶助費は主に民生費

分野の給付であり、自治体にとっては義務的

な支出項目であるが、図3の民生費と同様の

増加を示している。また、公債費は横ばいか

ら減少傾向に転じているものの、なお一般財

源の 15％を占めていることに注目する必要
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図3 市町村一般財源の主な目的別充当状況
（投資的経費充当分と公債費を除く）
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に含めて示している。

「その他」は上記以外の多様な国庫支出金

を含むが、時折突出した変化を見せているの

は、緊急経済対策としての給付金や雇用創出

にかかるものである。09 年はリーマン

ショック後の定額給付金、11 年以降は東日本

大震災復興交付金や全国防災事業にかかる国

庫支出金等が大きい。

全体としてみれば、投資的補助金を中心に

国庫支出金の包括化は進展した一方、教育・

社会保障分野の新たな国庫負担金の創設があ

り、全体としては個別補助負担金も増加して

いる。結局のところ、国が導入する新たな政

策や景気対策に地方が動員される構造は変

わっていないといえる。

4．一般財源とその充当状況

さて、これらの経緯のなかで、そもそも一

般財源はどう変化しているのだろうか。図2

は歳入に占める一般財源と特定財源の比率を

示したものである。データの出典は地方財政

統計年報だが、ここでは一般財源は地方税、

地方譲与税、地方交付税、地方特例交付金を

指している。厳密にいえば地方税には目的税

が含まれており、特定財源に区分される繰入

金（積立金取崩し）でも財政調整基金であれ

ば一般財源となるが、同統計ではこうした区

分はなされていない。ただし、この図では地

方債のうち臨時財政対策債（以下、臨財債）

のみ取り出して一般財源に加えている。後年

度償還費は 100％交付税措置とされているた

め、臨財債による収入と償還時交付税措置と

のタイムラグはあるものの、臨財債はいわば

交付税の代替財源であると捉えるためであ

る。

三位一体改革期には、確かに一般財源の比

率が増加しているように見える。この時期は

国庫支出金が削減されていることもあるが、

臨財債を除く地方債が減少していることも一

因である。その後 09 年度以降には、税収の

落ち込みによる一般財源の減少と国庫負担金

の新設・拡充に伴う特定財源の増加がみら

れ、結果的には一般財源の比率は三位一体改

革直前の水準をわずかながら上回る程度にと

どまっている。

では、この一般財源の充当状況はどうだろ

うか。まず、図3で市町村における一般財源

の目的別充当状況を見てみよう。この図で

は、投資的経費充当分と公債費を除き、また

目的別のなかでも金額の大きい民生費につい
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図2 地方純計歳入構成の推移
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があろう。ここには臨時財政対策債や合併特

例債、過疎対策事業債等交付税措置率の高い

地方債の元利償還費が多く含まれている。一

般財源保障として配分されている交付税の多

くが公債費に紐づいているといえる。

その一方で興味深いのは、積立金の増加傾

向である。三位一体改革を経て、地方は、国

が一方的に財政移転を削減してくるというこ

とを学んだ。公共施設の老朽化や少子高齢化

対応等で今後必要となってくる財政需要増へ

の備えという意味もあるが、国による突然の

財政移転削減に対する不信が地方における積

立金の増加として表れているのである。人件

費や投資的支出等における、時として過剰な

支出削減を行った上での積立金増加というの

は本末転倒ではあるが、地方財政上の防衛策

とみることはできる。とはいえ前述のよう

に、この積立金が一般財源の充当先として増

加していることが問題視されがちなことも確

かである。

おわりに

以上のことから示唆される点を最後にまと

めておきたい。

第一に、国庫支出金削減に伴う交付税措置

という形で国が財源保障責任を果たしつつ、

他方で地方団体が当該業務を継続するよう国

が誘導するという現行の仕組みは、一般財源

であるはずの交付税の一部が義務的な事業に

充当されざるを得ないという「交付税の特定

財源化」を引き起こす。つまり、本来自治体

にとって自由度の高いはずの財源が、国から

義務付けられる業務に紐づけられてしまうと

いうことになる。

第二に、一般財源および地方単独事業の定

義、交付税算定に盛り込まれるべき経費の範

囲や内容に関しては、明確な線引きはほとん

ど不可能である。従って、行政のナショナ

ル・ミニマム、あるいは市民生活上のニーズ

の質的・量的上昇に対応した、全国的な標準

的水準をまずは明確にし、国がその水準を堅

持させたいと考えるならば、交付税ではなく

むしろ国庫負担制度の再構築を目指すべきで

はないかと考える。これによって第一の点に

示した交付税の特定財源化はある程度回避さ

れうる。

第三に、その上で純然たる地方単独事業と

みなされるものについては、国の関与を極力
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図4 市町村一般財源の主な性質別充当状況
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排し、客観的な指標をもって一般財源を保障

すべきである。とりわけ、「一般財源化」に伴

い、当該事務事業の水準に地域差が生じてい

る問題については検討が必要である。この点

の詳細は本稿では立ち入れなかったが、この

地域差が自治体間の財政力に規定されている

のではないかという懸念がある。このような

格差是正こそが、財政調整機能と財源保障機

能を兼ね備える地方交付税の役割に他ならな

い。
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第三に、その上で純然たる地方単独事業と

みなされるものについては、国の関与を極力

都市とガバナンス Vol.32

地方分権の理念とこれから

62

図4 市町村一般財源の主な性質別充当状況
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地方分権の理念とこれから

税源移譲の理想と現実
―課税自主権行使による地方財源充実の

困難性―
岩手大学人文社会科学部准教授 佐藤 一光

本稿は地方税改革の到達点と限界について考察し、今後の地方分権改革のあり方について論じたもの

である。地方分権一括法を通じて機関委任事務は廃止されると同時に地方自治体の課税自主権が強化

され、「三位一体の改革」によって地方への税源移譲も実現した。さらに「税と社会保障の一体改革」に

関連して、消費税率の引上げとともに地方消費税の充実が図られ、これらの地方税の充実とともに重要

性を増してきた地方税の偏在是正として、暫定的な措置である地方法人特別税・譲与税の創設、さらに

は交付税財源としての地方法人税の創設、地方消費税の清算基準の変更と基準財政収入額への全額参

入、地方法人特別税の後継として特別法人事業税・譲与税の創設と様々な改革が行われてきた。課税自

主権に基づいた法定外税・超過課税といった地方の独自課税の利用も進んだ。しかし、地方財政計画・

交付税を通じた地方財政の統制の下では、団体自治と住民自治に基づいた財政統制というよりも、国の

統制と誘導に従った財政運営がなされ、地方歳出は抑制され続けてきたと評価される。素朴な税源移譲

論ではなく、財政調整のあり方も含め、地方自治が機能する仕組み作りが求められる。

はじめに：地方分権改革の 20 年

本稿の目的は、地方分権における特に地方

税改革の動向を概観し、その到達点と限界点

を明らかにすることによって、今後の地方分

権改革のあり方について考察するものであ

る。

平成 12 年度4月に「地方分権の推進を図

るための関係法律の整備等に関する法律（地

方分権一括法）」が施行されてから 20 年の歳

月が過ぎようとしている。同法によって機関

委任事務の廃止や地方自治体における課税自

主権の強化が実現し、その後も国庫補助負担

金・地方交付税・税源移譲の改革を合わせた

「三位一体の改革」によって財源改革がなさ

れ、9次に渡る地方分権一括法によって国の

担う機能は地方自治体に移譲されてきた。こ

の一連の地方分権改革は、国による画一的な

政策から、それぞれの地域の実情に合った行

財政運営を行えるようにすることを目的とし

ている。

本稿はこれら一連の地方分権改革のうち、

地方税の改革に焦点を当てている。地方分権

都市とガバナンス Vol.32

地方分権の理念とこれから

64

テーマ

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-07-428　064_2-5_テーマ_佐藤一光「税財政分野における今...  Page 3 19/10/17 13:28  v5.51

改革の実現には機関委任事務の廃止と税源移

譲が車の両輪として機能しなければならない

と論じられてきた（神野・金子 1998）。この

うち、機関委任事務の廃止については実現し

たものの国税から地方税への税源移譲は不十

分であり、国庫支出金等の補助金を通じた国

による政策誘導は依然として強いままになっ

ている。歳入の自治無くして、歳出の自治は

実現できないと度々指摘されてきたにも関わ

らず、歳入の自治に関する改革はおざなりに

されてきたといってよい。

なぜ、地方への税源の移譲が必要なのだろ

うか。少し長くなるが、地方分権改革の方向

付けを行った地方分権推進委員会の説明を引

用する。

「国と地方の歳出純計に占める地方の歳出

の割合は約3分の2であるのに対し、租税総

額に占める地方税の割合は約3分の1となっ

ており、歳出規模と地方税収入との乖離が存

在している。地方税については、基本的に、

この地
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に立っ

て、課税自主権を尊重しつつ、その充実確保

を図っていくべきである。

今後、地方分権の進展に伴い、地
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から、

国と地方公共団体との役割分担を踏まえつ

つ、中長期的に、国と地方の税源配分のあり

方についても検討しながら、地方税の充実確

保を図っていく必要がある。

この場合、生活者重視という時代の動向、

所得・消費・資産等の間における均衡がとれ

た国・地方を通じる税体系のあり方等を踏ま

えつつ、税
・

源
・
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・
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性
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について検討し

ていく必要がある。これらの検討と併せて、

地方税と国庫補助負担金、地方交付税等との

あり方についても検討を加える必要がある。」

（地方分権推進委員会（1997）「第2次勧告」、

傍点は全て筆者）

地方分権推進委員会の主張には、①地方の

歳出総額と地方税収総額を揃えるというマク

ロの視点と、②各地方自治体において負担と

受益の関係を明確化し、それぞれの自治体に

おいて租税負担と行政サービスの水準を選択

するというミクロの視点が含まれている。マ

クロの視点は、地方税収が地方歳出より小さ

いことにより地方財政の運営が、必然的に国

からの財政移転に頼らざるを得ず、それゆえ

財政移転を通じた国の統制を受けることにな

るという「集権的分散システム」批判として

理解できよう。地方自治体が国からの統制を

なるべく受けないようにするという意味で

は、地方自治の本旨とされる団体自治の確立

を目指したものということもできる。ミクロ

の視点は、課税自主権1の確立を通じた地方
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を行うこととする。（中略）法定外目的税については、住民の受益と負担の関係が明確になり、また、課税の選択の幅を広
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入、地方法人特別税の後継として特別法人事業税・譲与税の創設と様々な改革が行われてきた。課税自

主権に基づいた法定外税・超過課税といった地方の独自課税の利用も進んだ。しかし、地方財政計画・

交付税を通じた地方財政の統制の下では、団体自治と住民自治に基づいた財政統制というよりも、国の

統制と誘導に従った財政運営がなされ、地方歳出は抑制され続けてきたと評価される。素朴な税源移譲

論ではなく、財政調整のあり方も含め、地方自治が機能する仕組み作りが求められる。

はじめに：地方分権改革の 20 年

本稿の目的は、地方分権における特に地方

税改革の動向を概観し、その到達点と限界点

を明らかにすることによって、今後の地方分

権改革のあり方について考察するものであ

る。

平成 12 年度4月に「地方分権の推進を図

るための関係法律の整備等に関する法律（地

方分権一括法）」が施行されてから 20 年の歳

月が過ぎようとしている。同法によって機関

委任事務の廃止や地方自治体における課税自

主権の強化が実現し、その後も国庫補助負担

金・地方交付税・税源移譲の改革を合わせた

「三位一体の改革」によって財源改革がなさ

れ、9次に渡る地方分権一括法によって国の

担う機能は地方自治体に移譲されてきた。こ

の一連の地方分権改革は、国による画一的な

政策から、それぞれの地域の実情に合った行

財政運営を行えるようにすることを目的とし

ている。

本稿はこれら一連の地方分権改革のうち、

地方税の改革に焦点を当てている。地方分権
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財政の運営を目指したものと考えられる。地

方自治の本旨のうち住民自治の確立を目指し

たものといえよう。

もっとも、これらのマクロの視点とミクロ

の視点は部分的には相容れない部分があり、

部分的には補完的関係にあるなど複雑に入り

組んでいる。第一に、地方税には偏在性があ

る。それゆえ、税源移譲を進めて地方税の充

実を図れば図るほど地方自治体間の税収格差

は大きいものとなる。もちろん、地方分権推

進委員会もそのことは十分に把握しており、

税源の偏在性が小さい地方税の必要性を強調

しているが、偏在性が全くない税目は存在し

ない。したがって、地方交付税、国庫支出金、

譲与税譲与金といった財政調整の重要性がな

おさら高まることにもつながる。

第二に、各地方自治体が課税自主権に基づ

いて課税を行い、その地方税収に基づいて歳

出を増減させたとしても国と地方の税源の不

均衡は解消されない。実際に三位一体の改革

では国庫支出金の削減と税源移譲に加えて交

付税の削減も行われたが、不足する財源が地

方税の増税によって賄われることはなかっ

た。そこで第三に、地方税全体の水準や地方

交付税の水準についても団体自治だけでなく

住民自治を働かせ、これによって総体的な課

税自主権を行使する必要があるが、このこと

は極めて困難である。

以上の論点を踏まえて、本稿は次の構成で

議論を進める。1節では税源移譲について論

じる。三位一体の改革による税源移譲、税と

社会保障の一体改革の一環としての地方消費

税の確保が国主導で行われた。それぞれの改

革に意義は認められるものの、団体自治と住

民自治の確立の困難性を示す事例として位置

付けられる。2節では地方間の税源偏在問題

を扱う。地方法人特別税・譲与税の創設によ

る暫定的な偏在是正措置が、交付税改革の一

環としての地方法人税の創設を経て、特別法

人事業税・譲与税の創設という抜本的解決と

は程遠い暫定的措置に置き換えられたこと、

地方交付税の算定において留保財源を通じて

財政力格差が生じているという問題をそのま

まに、地方消費税の清算基準の均等化と増税

分の基準財政収入額への全額算入という財政

力格差是正措置が図られたことを批判的に検

討する。3節では、課税自主権の行使と考え

られる地方の独自課税について検討を加え

る。法定外普通税に加えて地方分権一括法に

よって創設が可能となった法定外目的税、超

過課税を用いた地方環境税の流行がむしろ住

民自治を確立することがいかに困難であるの

かを示す事例として検討される。4節におい

て、以上の議論を踏まえて地方自治の本旨に

即した地方税のあり方について検討する。

1 国主導の税源移譲と地方税の充実

本節では地方財政のマクロの姿に焦点を当

てる。はじめに地方収入の推移を確認しよ

う。表1は地方収入決算の推移を示したもの

で、その総額は地方歳出の総額に相当する。

総額のピークは 1999 年度で 104 兆円であっ

た。三位一体の改革2が完了した 2007 年度

の総額は 91 兆円で約 13 兆円の減額となって

いる3。この間、公共事業偏重の財政運営か

ら小さな政府を目指す財政運営へと転換が図

られたため、公共事業の縮小による地方債が

約5兆円減となっている。税源移譲の効果と
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して国庫支出金の約6兆円減に対して地方税

は約5兆円増となっており、ここでは多少の

財源の減少と見ることもできるが、地方交付

税の約6兆円減が大きく響いている。その後

の推移は 2008 年の世界金融危機の影響や

2011 年の東日本大震災の影響も存在するが、

低い経済成長率を背景として総額の伸びは低

いものとなっている4。

表2は同時期の地方歳出決算の推移を目的

別に表したものである。歳出のピークであっ

た地方分権改革前夜の 1999 年度、三位一体

の改革が完了した 2007 年度、最新の決算で

ある 2016 年度を比較すると、生活保護費や

福祉関係費が含まれる民生費が大幅に増加し

ていること、主に公共事業で構成される土木

費が 2007 年度までに急速に減少しているこ

と、教育費、農林水産業費、商工費が土木費

ほどではないまでも同様に減少していること

が看取される。表3の性質別地方歳出の推移

で同じ時期を確認すると、民生費の多くを構

成する扶助費、補助費が伸びており、社会保

障関係の需要増大が確認される。他方で普通

建 設 事 業 費 の 減 少 が 確 認 で き る が、

1999-2007 年度に土木費が約8兆円の減少で
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2 三位一体の改革が予算に反映された 2004-2006 年度は表中に影をつけてある。予算レベルでは約3兆円の税源移譲、約
5兆円の国庫支出金の削減、約5兆円の地方交付税の削減となっている。

3 地方政府歳出の抑制は経済成長の抑制やデフレプレッシャーとなった可能性がある。財政運営と物価の関係については
佐藤（2018）を参照されたい。

4 2009 年度の経済対策による国庫支出金の増加、2010 年度の子ども手当の創設、2014 年度からの子ども・子育て支援新制
度の創設による国庫支出金の増加が見て取れるが本稿では深く立ち入らない。

表1 地方収入の推移（兆円）
国庫支出金総 額 地方交付税

10.415.617.239.4101.52016

2013
18.011.515.417.436.8102.12014
16.910.715.217.439.1101.92015
16.5

100.12011
17.112.315.418.334.599.82012

地方債

16.912.316.417.635.4101.1

35.298.42009
16.813.014.217.234.3

地方税

97.52010
17.311.815.918.834.2

15.240.391.22007
15.1

その他

9.911.615.439.692.22008
16.912.416.715.8

10.411.817.034.892.92005
15.39.610.416.036.591.52006
15.29.610.2

2002
16.613.813.018.132.794.92003
17.012.412.317.033.593.42004
17.2

35.5100.32000
17.211.814.420.335.5100.02001
17.213.313.119.533.497.2

15.618.035.9102.91998
18.013.116.520.935.0104.01999
16.911.114.421.8

2.1
1.3
0.7
0.7
3.7
1.8
1.2
0.7
0.6
0.6
0.6
0.6
0.6

地方譲与税
17.515.1

2.3
2.7
2.9
2.6
2.3
2.2

出所：地方財政統計年報各年版
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財政の運営を目指したものと考えられる。地

方自治の本旨のうち住民自治の確立を目指し

たものといえよう。

もっとも、これらのマクロの視点とミクロ

の視点は部分的には相容れない部分があり、

部分的には補完的関係にあるなど複雑に入り

組んでいる。第一に、地方税には偏在性があ

る。それゆえ、税源移譲を進めて地方税の充

実を図れば図るほど地方自治体間の税収格差

は大きいものとなる。もちろん、地方分権推

進委員会もそのことは十分に把握しており、

税源の偏在性が小さい地方税の必要性を強調

しているが、偏在性が全くない税目は存在し

ない。したがって、地方交付税、国庫支出金、

譲与税譲与金といった財政調整の重要性がな

おさら高まることにもつながる。

第二に、各地方自治体が課税自主権に基づ

いて課税を行い、その地方税収に基づいて歳

出を増減させたとしても国と地方の税源の不

均衡は解消されない。実際に三位一体の改革

では国庫支出金の削減と税源移譲に加えて交

付税の削減も行われたが、不足する財源が地

方税の増税によって賄われることはなかっ

た。そこで第三に、地方税全体の水準や地方

交付税の水準についても団体自治だけでなく

住民自治を働かせ、これによって総体的な課

税自主権を行使する必要があるが、このこと

は極めて困難である。

以上の論点を踏まえて、本稿は次の構成で

議論を進める。1節では税源移譲について論

じる。三位一体の改革による税源移譲、税と

社会保障の一体改革の一環としての地方消費

税の確保が国主導で行われた。それぞれの改

革に意義は認められるものの、団体自治と住

民自治の確立の困難性を示す事例として位置

付けられる。2節では地方間の税源偏在問題

を扱う。地方法人特別税・譲与税の創設によ

る暫定的な偏在是正措置が、交付税改革の一

環としての地方法人税の創設を経て、特別法

人事業税・譲与税の創設という抜本的解決と

は程遠い暫定的措置に置き換えられたこと、

地方交付税の算定において留保財源を通じて

財政力格差が生じているという問題をそのま

まに、地方消費税の清算基準の均等化と増税

分の基準財政収入額への全額算入という財政

力格差是正措置が図られたことを批判的に検

討する。3節では、課税自主権の行使と考え

られる地方の独自課税について検討を加え

る。法定外普通税に加えて地方分権一括法に

よって創設が可能となった法定外目的税、超

過課税を用いた地方環境税の流行がむしろ住

民自治を確立することがいかに困難であるの

かを示す事例として検討される。4節におい

て、以上の議論を踏まえて地方自治の本旨に

即した地方税のあり方について検討する。

1 国主導の税源移譲と地方税の充実

本節では地方財政のマクロの姿に焦点を当

てる。はじめに地方収入の推移を確認しよ

う。表1は地方収入決算の推移を示したもの

で、その総額は地方歳出の総額に相当する。

総額のピークは 1999 年度で 104 兆円であっ

た。三位一体の改革2が完了した 2007 年度

の総額は 91 兆円で約 13 兆円の減額となって

いる3。この間、公共事業偏重の財政運営か

ら小さな政府を目指す財政運営へと転換が図

られたため、公共事業の縮小による地方債が

約5兆円減となっている。税源移譲の効果と
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表2 目的別地方歳出の推移（兆円）
農林水産業
商工費

13.212.68.412.016.726.38.92016

総務費 土木費

12.98.711.725.39.62015

2012
13.213.19.412.123.510.02013
13.313.48.912.124.59.92014
13.4

10.02010
14.313.09.811.323.29.32011

公債費

13.513.09.411.223.210.0

17.88.92008
12.912.910.113.319.8

民生費

10.72009
12.413.09.612.021.3

13.916.38.62006
12.0

その他

13.08.413.417.08.92007
12.213.28.612.9

13.19.215.215.18.92004
12.714.08.614.415.78.72005
12.213.38.5

2001
13.513.110.117.714.38.62002
12.613.29.516.414.59.02003
12.7

15.19.21999
13.812.411.319.613.49.22000
14.112.910.918.614.18.9

14.010.912.622.013.48.71998
14.211.812.221.0

16.4
16.1
16.4
16.5
16.6
16.9
17.2
17.7
18.0
18.1
18.2
18.6

教育費

16.8
16.7
16.1
16.1
16.2
16.4

出所：地方財政統計年報各年版

表3 性質別地方歳出の推移（兆円）
その他人件費 公債費

25.012.523.922.52016

2013
25.713.322.222.52014
25.612.923.222.62015

23.42011
26.813.021.223.02012
26.313.121.722.2

19.824.02009
24.312.920.6

扶助費
補助費

23.52010
27.212.920.9

13.015.725.32007
22.413.116.624.62008
25.112.9

21.513.914.925.32005
21.313.315.225.12006
21.7

2002
21.213.214.125.92003
21.913.114.325.62004

12.726.92000
22.012.813.226.82001
21.013.013.626.4

21.310.912.727.01998
22.711.814.027.01999
21.812.3

13.3
14.4
13.0
13.5
14.3
15.1
16.3
18.3
20.8
22.5
23.9
26.1
28.3

普通建設
事業費

14.3
14.2
14.8
14.2
12.4
12.5

出所：地方財政統計年報各年版
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あるのに対し普通建設事業費は約 13 兆円減

であることから、土木費以外の分野でも公共

投資が大幅に抑制されたことが理解できる。

この間の主な地方税改革は次の通りであ

る。三位一体の改革に伴い 2006 年度には国

税である所得税から個人住民税への税源移譲

がなされるとともに、個人住民税は3段階の

累進税率が廃止され一律 10％のフラット化5

がなされた。消費税の地方分である地方消費

税は、5％の消費税率のうち1％ポイントに

相当していたが、2014 年度の消費税率8％へ

の引上げに伴い 1.7％ポイントへと引上げら

れ、やや地方消費税の比率は増加した。地方

消費税は国が一旦徴収して地方へと配分する

関係からその効果がほぼ現れる 2015 年度に

は地方税の増収が見て取れる。もっとも、歳

入・歳出総額は大きく変わっておらず、地方

税収の増収は結果として臨時財政特例債6を

含む地方債の発行抑制に帰結していることが

分かる。

以上のように地方分権改革の 20 年の間に

地方財政の様相は収入面も歳出面も大きく様

変わりして来たが、これは住民自治と団体自

治によって各自治体の財政運営が変わったこ

との積み重ねの結果なのであろうか。確かに

公共事業の減少や高齢化に伴う医療・介護費

の増大、生活保護費や児童福祉費の増大は社

会的ニーズの変化に対応したものである。し

かし、地方自治によってそのニーズの変化に

対応したということはできまい。地方財政計

画を通じて地方の歳出が精緻に把握され、財

政移転が厳しく管理されている状況で、マク

ロの視点から見た地方自治体の歳入の自治を

機能させることの難しさがあらわになってい

ると考えられるのである。

2 税源の偏在是正の試みとその行き詰まり

税収の偏在性の問題はマクロの視点、ミク

ロの視点の両方に関わる重要な問題である。

地方分権推進委員会の最終報告は、税源移譲

によって地方税の偏在性の問題が重要となる

ことを的確に指摘している。

「地方税源の充実を行う場合、地域ごとの

税収の偏在は大きな問題となる。歳入中立の

前提で税源移譲を行うこととすると、財政力

の高い団体に帰属する税収分についてはそれ

以外の団体に回る収入が減ることとなる結

果、団体によっては、全体としての財源が減

るということになる。もちろん個々の団体の

増減は、歳入中立の下でも設定条件の置き方

次第で異なってくる。税源移譲による地方税

の増収がある程度地域的に偏在するのは不可

避であるが、できるだけ偏在の少ないものと

する必要がある。税制面においては、偏在の

少ない税目を中心に税源移譲を考えることが

重要であり、また法人事業税の外形標準化に

より税収の偏在が緩和される効果も期待でき

る。また、財源面の格差については、従来の

財政調整制度による対応に加え、税源移譲の

規模によっては、さらに、新たな財政調整の
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5 一律税率の所得課税は一般に、応益的で偏在性の小さい地方税原則に則ったものであると理解される。
6 地方一般財源の不足に対処するため、地方財政法第5条の特例として発行されるいわゆる赤字地方債のことであり、発
行の判断は各地方公共団体に委ねれられているが、実際の発行の有無によらずその元利償還相当額が後年度の基準財政需
要額に算入される。
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表2 目的別地方歳出の推移（兆円）
農林水産業
商工費

13.212.68.412.016.726.38.92016

総務費 土木費

12.98.711.725.39.62015

2012
13.213.19.412.123.510.02013
13.313.48.912.124.59.92014
13.4

10.02010
14.313.09.811.323.29.32011

公債費

13.513.09.411.223.210.0

17.88.92008
12.912.910.113.319.8

民生費

10.72009
12.413.09.612.021.3

13.916.38.62006
12.0

その他

13.08.413.417.08.92007
12.213.28.612.9

13.19.215.215.18.92004
12.714.08.614.415.78.72005
12.213.38.5

2001
13.513.110.117.714.38.62002
12.613.29.516.414.59.02003
12.7

15.19.21999
13.812.411.319.613.49.22000
14.112.910.918.614.18.9

14.010.912.622.013.48.71998
14.211.812.221.0

16.4
16.1
16.4
16.5
16.6
16.9
17.2
17.7
18.0
18.1
18.2
18.6

教育費

16.8
16.7
16.1
16.1
16.2
16.4

出所：地方財政統計年報各年版

表3 性質別地方歳出の推移（兆円）
その他人件費 公債費

25.012.523.922.52016

2013
25.713.322.222.52014
25.612.923.222.62015

23.42011
26.813.021.223.02012
26.313.121.722.2

19.824.02009
24.312.920.6

扶助費
補助費

23.52010
27.212.920.9

13.015.725.32007
22.413.116.624.62008
25.112.9

21.513.914.925.32005
21.313.315.225.12006
21.7

2002
21.213.214.125.92003
21.913.114.325.62004

12.726.92000
22.012.813.226.82001
21.013.013.626.4

21.310.912.727.01998
22.711.814.027.01999
21.812.3

13.3
14.4
13.0
13.5
14.3
15.1
16.3
18.3
20.8
22.5
23.9
26.1
28.3

普通建設
事業費

14.3
14.2
14.8
14.2
12.4
12.5

出所：地方財政統計年報各年版
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仕組み、巨大都市の地方税財政制度のあり方

などの検討も今後考える必要がある。」（地方

分権推進委員会（2001）「最終報告」）

地方税の偏在是正について、特に税収格差

の大きい法人事業税と法人住民税を中心に、

地方分権推進委員会の最終報告の通り様々な

措置が講じられてきた。2003 年度には法人

事業税に外形標準課税が導入された。法人事

業税は都道府県固有の地方税であり、しばし

ば超過課税の対象となるなど課税自主権の行

使の対象であること、しかしながら極めて偏

在性の高い地方税であることを両睨みした改

正といえよう。もっとも、法人事業税の外形

標準化だけでは税収の偏在是正には不十分で

あることから、2008 年度には暫定的な措置と

して地方法人特別税・譲与税の創設がなさ

れ、法人事業税の一部を一旦国税として徴収

し、都道府県に再配分する譲与税とされた。

地方法人特別税は消費税率8％段階で3分の

1が法人事業税に復元され、消費税率 10％段

階で廃止される暫定的な措置であり、それま

でに抜本的な対策を講じるとされていた。

地方消費税は最も偏在性の小さい地方税と

される。地方消費税の地方への配分基準は最

終消費地に帰属させるという考え方のもと、

小売販売額等と夜間人口である住民数、昼間

人口たる従業者数を用いて配分されている。

地方消費税の引上げ分に関してはその全額が

社会保障財源として位置付けられることから

全額が住民数で按分される。最終消費地に税

収を帰属させるという理念は捨てられていな

いものの、より偏在是正に寄与する配分方法

が採用されてきたといえるが、地方消費税の

枠の中での清算基準の変更は大きな影響をも

たらした訳ではない。

2014 年度には消費税率の8％への引上げ

に伴い、法人住民税法人税割を一部国税化

し、地方交付税の原資とする地方法人税が創

設された。法人事業税を巡る偏在対策は主に

都道府県レベルでの偏在是正であったため、

地方法人税の創設は市町村レベルにも影響を

与える改革であったといえる。

2019 年度の消費税 10％段階では、地方消

費税率は 2.2％ポイントになるとともに地方

法人税の拡大、地方法人特別税・譲与税の廃

止に伴い法人事業税の一部を都道府県から市

町村へと交付される法人事業税交付金の創設

が予定されている。そして地方法人特別税の

後継として、ほとんど同様の制度構造である

特別法人事業税・譲与税の創設も予定されて

いる。

消費税率の引上げに伴い、偏在是正措置が

繰り返されてきたことは故なきことではな

い。地方消費税率の引上げは地方税収の増大

をもたらす。しかし地方税収の増収は原則と

して、交付団体においては基準財政収入額に

算入され、その 75％は交付税額の減額によっ

て相殺される。したがって 25％に相当する

留保財源分だけが歳入総額や偏在性に影響を

与えることになるが、地方消費税の引上げ分

に関してはその全額が基準財政収入額に算入

されるため実際には増収分の全額が交付税に

よって相殺されることになる。もちろん社会

保障の充実に伴う経費については基準財政需

要額の増加という形で見積もられているた

め、地方全体の収入や各地方自治体の収入が

増えない訳ではない。地方消費税の増収は交

付税の制度を通じて均等に配分されるという
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ことである。

ところが、基準財政収入額が基準財政需要

額を上回っている不交付団体は状況が異な

る。地方消費税収の増加に対して交付税の減

額で相殺されないからである。図1は都道府

県の基準財政収入額、交付税額、交付税額の

不足を補う臨時財政対策債に相当する額、留

保財源に相当する額を基準財政需要額との比

率で表したものである。都道府県レベルでは

唯一の不交付団体である東京都が突出して財

源に恵まれており、地方消費税率の引上によ

る増収を、交付税制度を通じて分かち合って

いないということができる。そのため、ほと

んど東京都を狙い撃ちする特別法人事業税・

譲与税が必要となることは理解できないこと

はない。

しかし、特別法人事業税の創設が抜本的な

偏在是正策であるということもまた難しい。

飯泉嘉門(徳島県知事、当時)は地方分権有識

者会議で「税源の地方への移譲が不可欠であ

り、税財源の充実をお願いする。地方法人特

別税のような暫定措置ではなく、安定的かつ

偏在性の少ない地方税財政制度を確立してほ

しい」と述べている。問題なのは第一に、法

人事業税の譲与税化は場当たり的な対策でし

かない。第二に、国主導の偏在是正や地方税

の国税化は、地方分権に逆行しているだけで

なく、歳入の自治を実現するプラットフォー

ム作りにつながっていない。第三に、都道府

県レベル以上に交付団体と不交付団体の間の

財源格差が深刻な市町村レベルの対策に繋が

らない。図2は図1と同様に基準財政需要額

に対する財源を市町村レベルで示したもので

ある。交付団体と不交付団体の間の歳入の格

差は甚大で、交付団体においても留保財源を

通じて歳入の格差が生じていることが看取さ

都市とガバナンス Vol.32

税源移譲の理想と現実―課税自主権行使による地方財源充実の困難性―

71

図1 都道府県における利用可能財源の基準財政需要額比

出所：総務省「基準財政需要額及び基準財政収入額の内訳（1）都道府県の状況《令和元年度》基準財政需要額、基準財政収
入額」
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仕組み、巨大都市の地方税財政制度のあり方

などの検討も今後考える必要がある。」（地方

分権推進委員会（2001）「最終報告」）

地方税の偏在是正について、特に税収格差

の大きい法人事業税と法人住民税を中心に、

地方分権推進委員会の最終報告の通り様々な

措置が講じられてきた。2003 年度には法人

事業税に外形標準課税が導入された。法人事

業税は都道府県固有の地方税であり、しばし

ば超過課税の対象となるなど課税自主権の行

使の対象であること、しかしながら極めて偏

在性の高い地方税であることを両睨みした改

正といえよう。もっとも、法人事業税の外形

標準化だけでは税収の偏在是正には不十分で

あることから、2008 年度には暫定的な措置と

して地方法人特別税・譲与税の創設がなさ

れ、法人事業税の一部を一旦国税として徴収

し、都道府県に再配分する譲与税とされた。

地方法人特別税は消費税率8％段階で3分の

1が法人事業税に復元され、消費税率 10％段

階で廃止される暫定的な措置であり、それま

でに抜本的な対策を講じるとされていた。

地方消費税は最も偏在性の小さい地方税と

される。地方消費税の地方への配分基準は最

終消費地に帰属させるという考え方のもと、

小売販売額等と夜間人口である住民数、昼間

人口たる従業者数を用いて配分されている。

地方消費税の引上げ分に関してはその全額が

社会保障財源として位置付けられることから

全額が住民数で按分される。最終消費地に税

収を帰属させるという理念は捨てられていな

いものの、より偏在是正に寄与する配分方法

が採用されてきたといえるが、地方消費税の

枠の中での清算基準の変更は大きな影響をも

たらした訳ではない。

2014 年度には消費税率の8％への引上げ

に伴い、法人住民税法人税割を一部国税化

し、地方交付税の原資とする地方法人税が創

設された。法人事業税を巡る偏在対策は主に

都道府県レベルでの偏在是正であったため、

地方法人税の創設は市町村レベルにも影響を

与える改革であったといえる。

2019 年度の消費税 10％段階では、地方消

費税率は 2.2％ポイントになるとともに地方

法人税の拡大、地方法人特別税・譲与税の廃

止に伴い法人事業税の一部を都道府県から市

町村へと交付される法人事業税交付金の創設

が予定されている。そして地方法人特別税の

後継として、ほとんど同様の制度構造である

特別法人事業税・譲与税の創設も予定されて

いる。

消費税率の引上げに伴い、偏在是正措置が

繰り返されてきたことは故なきことではな

い。地方消費税率の引上げは地方税収の増大

をもたらす。しかし地方税収の増収は原則と

して、交付団体においては基準財政収入額に

算入され、その 75％は交付税額の減額によっ

て相殺される。したがって 25％に相当する

留保財源分だけが歳入総額や偏在性に影響を

与えることになるが、地方消費税の引上げ分

に関してはその全額が基準財政収入額に算入

されるため実際には増収分の全額が交付税に

よって相殺されることになる。もちろん社会

保障の充実に伴う経費については基準財政需

要額の増加という形で見積もられているた

め、地方全体の収入や各地方自治体の収入が

増えない訳ではない。地方消費税の増収は交

付税の制度を通じて均等に配分されるという
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れる。

3 地方独自課税の活用と限界

地方自治に基づく課税自主権の行使は、地

方独自課税として定着している。地方分権一

括法を通じた地方税法の改正は、現行地方税

法下で 1950 年に許可制に基づく法定外税の

創設以来の大改革であり、法定外普通税に加

えて法定外目的税の創設、許可制から同意を

必要とする事前協議性への移行7が実現し

た。法的には強化された地方の課税自主権で

あるが、法定外税が各地方自治体で十分に活

用されているとは言い難い。表4は 2017 年

度決算の法定外税の状況である。法定外税の

大半は都道府県における法定外普通税であ

り、その中心は原子力発電所の存在する地方

で課されている核燃料税である。市区町村に

おいて法定外普通税はわずか7件しか課され

ていない。法定外目的税に関してもその多く

は都道府県によって課されている産業廃棄物

税等であり、市区町村においては 11 件の利

用に留まっている。総額の 562 億円は地方税

収総額の 0.14％に相当する。もちろん、地方

自治の観点からすれば法定外税を利用するも

しないも各自治体における判断によるべきも

のであり、全ての自治体において法定外税を

利用しなければならないとなればかえって地

方自治を阻害することになろう。しかし、法

定外税が利用される件数はあまりにも少な

く、いまだに課税自主権が存分に行使されて

いるということはできまい。

法定外税よりも地方の独自課税として利用
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7 同意には①国税又は他の地方税と課税標準を同じくし、かつ、住民の負担が著しく過重となること、②地方団体間にお
ける物の流通に重大な障害を与えること、③国の経済施策に照らして適当でないことという要件が課されている。同意の
基準を巡っては国と地方との間に複数の係争があり、判例が積み重ねられているところである。

図2 市町村における利用可能財源の基準財政需要額比

出所：総務省「基準財政需要額及び基準財政収入額の内訳（2）市町村別の状況《令和元年度》基準財政需要額、基準財政収
入額」
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されているのが超過課税である。超過課税と

は標準税率の設定されている個人住民税、法

人住民税、固定資産税等の税率を、標準税率

よりも引上げることである。地方分権改革の

中で数多く創設された地方環境税や森林環境

税の多くはこの超過課税という方式で課税さ

れている8。表5は超過課税の状況を示した

ものである。税収の規模は法定外税の 10 倍

以上となっており、市町村においても 1000

団体を超える自治体で超過課税が行われてい

る。他方で超過課税の対象は法人事業税と法

人住民税に集中しており、もともと偏在性の

強い地方法人課税を通じた超過課税の利用は

税収の偏在性を強めている可能性がある。

確かに、地方分権改革の進む中で法定外税

の利用や超過課税の利用を通じた地方の独自

課税は行われている。それにも関わらず、課

税自主権の行使が十分に浸透しているとはい

えないのはなぜだろうか。第一に、地方分権

改革において住民自治よりも団体自治が重視

されてきたことがある。地方分権改革有識者

会議において西尾勝(公益財団法人後藤・安

田記念東京都市研究所理事長、当時)は「地方

分権推進委員会の勧告事項は、住民自治の拡

充より団体自治の拡充を図る事項に偏った」

と述べている。増田寛也(野村総合研究所顧

問、当時)も「行政を評価し、住民を説得する

という活動は、本来は議会の役割が大きい

が、今の議会はそのような機能を果たしてい

ない」と指摘している。
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8 地方環境税については其田（2012）、高井（2012）、佐藤（2014）を参照されたい。

表4 法定外税の状況（平成 29 年度決算）

合計

17 億円法定外目的税
36 億円市町村計
562 億円

19 億円法定外普通税市区町村

429 億円法定外普通税都道府県
97 億円法定外目的税
526 億円都道府県計

出所：総務省「法定外税の状況」平成 30 年

表5 超過課税の状況（平成 29 年度決算）

360 億円固定資産税等

1,316 億円法人事業税

合計

3,050 億円うち法人負担

3,428 億円市町村税計
6,310 億円

3,067 億円市町村民税市町村税

1,557 億円道府県民税道府県税
1,297 億円うち法人負担

2,883 億円道府県民税計

出所：総務省「超過課税の状況」平成 30 年
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れる。

3 地方独自課税の活用と限界

地方自治に基づく課税自主権の行使は、地

方独自課税として定着している。地方分権一

括法を通じた地方税法の改正は、現行地方税

法下で 1950 年に許可制に基づく法定外税の

創設以来の大改革であり、法定外普通税に加

えて法定外目的税の創設、許可制から同意を

必要とする事前協議性への移行7が実現し

た。法的には強化された地方の課税自主権で

あるが、法定外税が各地方自治体で十分に活

用されているとは言い難い。表4は 2017 年

度決算の法定外税の状況である。法定外税の

大半は都道府県における法定外普通税であ

り、その中心は原子力発電所の存在する地方

で課されている核燃料税である。市区町村に

おいて法定外普通税はわずか7件しか課され

ていない。法定外目的税に関してもその多く

は都道府県によって課されている産業廃棄物

税等であり、市区町村においては 11 件の利

用に留まっている。総額の 562 億円は地方税

収総額の 0.14％に相当する。もちろん、地方

自治の観点からすれば法定外税を利用するも

しないも各自治体における判断によるべきも

のであり、全ての自治体において法定外税を

利用しなければならないとなればかえって地

方自治を阻害することになろう。しかし、法

定外税が利用される件数はあまりにも少な

く、いまだに課税自主権が存分に行使されて

いるということはできまい。

法定外税よりも地方の独自課税として利用
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7 同意には①国税又は他の地方税と課税標準を同じくし、かつ、住民の負担が著しく過重となること、②地方団体間にお
ける物の流通に重大な障害を与えること、③国の経済施策に照らして適当でないことという要件が課されている。同意の
基準を巡っては国と地方との間に複数の係争があり、判例が積み重ねられているところである。

図2 市町村における利用可能財源の基準財政需要額比

出所：総務省「基準財政需要額及び基準財政収入額の内訳（2）市町村別の状況《令和元年度》基準財政需要額、基準財政収
入額」

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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第二に、マクロの視点からの地方税財源の

充実の不徹底である。前出の西尾は「三位一

体の改革は、第一次分権改革の『残された課

題」の『地方税財源の充実確保」の実現を目

指したものであったが、残念ながら所期の意

図と反する結果となって挫折したと言わざる

をえない」と指摘しているが、マクロの地方

税財源が充実してないことをミクロの課税自

主権で解消することはできないといえよう。

第三に、国による地方財政の統制が依然と

して強いということである。「国から地方へ

の財政移転が大きいために、各地域において

受益(地方行政サービスの水準)と負担(地方

税率)の対応関係が失われており、首長が住

民に向き合って課税を要請するより、国庫補

助負担金や交付税の配分を国に陳情すること

を促す仕組みになっている。住民が受益と負

担とをセットで判断する仕組みになっていな

いことから、住民参加、住民による監視も不

十分となっている。本来、ガバナンスの核と

なるべき地方議会もその機能をより強固に発

揮すべきである」（総務省地方分権 21 世紀ビ

ジョン懇談会（2006）「地方分権 21 世紀ビジョ

ン懇談会報告書」）。

地方政府に対する財源保障が財政規律を失

わせ、費用効率性へのインセンティブが失わ

れる（いわゆるモラル・ハザード）ことをソ

フトな予算制約という（赤井他 2003）。しか

し、ここで問題にしたいのは地方の財政規律

ではなく、国がインセンティブによって地方

を統制しようとすればするほど、地方自治の

素地が損なわれかねないということであ

る9。報酬などによってインセンティブ付け

を行うことで、内発的動機付けが失われるこ

とをアンダーマイニング効果と呼ぶ（藤本、

田中 2013）。例えば、トップランナー方式に

よって民間への業務委託を促進させれば、各

自治体における住民自治とは無関係に行財政

改革を進めざるを得ないことになり、かえっ

て住民自治を阻害することになる。国が統一

的な政策を行うために地方をインセンティブ

によって誘導すれば、間接的に地方の財政運

営を統制することになるだけではなく、地方

自治を行う素地が育たないという問題に直面

することになるのである。

4 歳入の自治再考

地方分権改革の 20 年の間に、機関委任事

務の廃止をはじめとして、税源移譲、国庫支

出金の縮小、課税自主権の拡大、税源の偏在

性対策など多くの改革が実現してきた。それ

にも関わらず、地方分権改革が当初目標とし

ていたそれぞれの地域で多様な行政サービス

を住民自治と団体自治に基づいて提供するこ

とは実現されていない。そこで、地方分権改

革の問題点について整理し、今後の地方分権

改革に必要な要素について考察したい。

第一に、素朴に地方への税源移譲を行なっ

ても、歳入の自治による地方財政運営は実現

しないということである。地方税は応益原則

に基づいていると理解されている。しかし、

税源移譲を進めれば直ちに税源の偏在性が問
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9 ただし、地方自治体は必ずしも中央政府の統制下にあり、インセンティブに反応するだけの存在ではないこともまた重
要である（宮崎 2018）。
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題となる。仮に地方法人課税を廃止したとし

ても偏在性の問題がなくなるわけではない。

したがって逆説的ではあるが、税源移譲を進

めれば進めるほど財政調整の役割の重要性が

クローズアップされることになる。地方税の

偏在性を前提として、十分かつ公平な財源保

障が可能となるよう交付税の改革も必要と

なってくる。

第二に地方自治体の住民自治と団体自治を

行う能力を涵養することである。地方の財源

を絞りながら課税自主権を強調するという組

み合わせは、三位一体の改革によって移転財

源を削減しても課税自主権の発揮でそれを補

うという結果にはならなかった。地方税と財

源保障の充実があってはじめて、課税自主権

の行使が有効となり得る。それを前提とし

て、たとえ財源規模としては大きくはないと

しても、住民自治の涵養の手段として、地方

自治が体現される場として課税自主権が行使

されることが肝要なのである。しかも、地方

税と財源保障の水準決定そのものに地方自治

体が関与する仕組みが必要不可欠である。そ

のためには地方自治体が自発的に地方税全体

の水準を決定する地方連帯税といった構想も

有益であろう（自治体財政 PT2016）。

もっとも、国からの財源移転を通じたソフ

トな予算制約やアンダーマイニング効果を無

くすためには、財源保障のあり方を変更せざ

るを得ない。これが今後の地方分権改革を考

える上で必要な第三の点である。現行の地方

税体系と地方交付税を前提とするのであれ

ば、地方財政計画の策定と基準財政需要額の

設定に地方自治体が関与し、地方法人課税の

譲与税化ではなく交付税化を進め、留保財源

を廃止・縮小することで財源の均等化を図

り、その上に課税自主権の行使による増減税

分を上乗せする必要があろう。もしくは、地

方財政の運営とは全く無関係な、例えば貨幣

とボーダーを管理できない地方政府には統制

不能な移出入を通じたマネーフローの調整を

行うような財政調整方式へと抜本的に改める

という方策もあろう。

地方分権改革の原点に立ち戻り、こうした

改革を「新たな共同性の構築という視点か

ら、つまり他者との競争よりも他者との協力

を重視する視点から相互に関連づけて改革す

ることが必要」（神野・金子 1998：7）なので

はないだろうか。
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第二に、マクロの視点からの地方税財源の

充実の不徹底である。前出の西尾は「三位一

体の改革は、第一次分権改革の『残された課

題」の『地方税財源の充実確保」の実現を目

指したものであったが、残念ながら所期の意

図と反する結果となって挫折したと言わざる

をえない」と指摘しているが、マクロの地方

税財源が充実してないことをミクロの課税自

主権で解消することはできないといえよう。

第三に、国による地方財政の統制が依然と

して強いということである。「国から地方へ

の財政移転が大きいために、各地域において

受益(地方行政サービスの水準)と負担(地方

税率)の対応関係が失われており、首長が住

民に向き合って課税を要請するより、国庫補

助負担金や交付税の配分を国に陳情すること

を促す仕組みになっている。住民が受益と負

担とをセットで判断する仕組みになっていな

いことから、住民参加、住民による監視も不

十分となっている。本来、ガバナンスの核と

なるべき地方議会もその機能をより強固に発

揮すべきである」（総務省地方分権 21 世紀ビ

ジョン懇談会（2006）「地方分権 21 世紀ビジョ

ン懇談会報告書」）。

地方政府に対する財源保障が財政規律を失

わせ、費用効率性へのインセンティブが失わ

れる（いわゆるモラル・ハザード）ことをソ

フトな予算制約という（赤井他 2003）。しか

し、ここで問題にしたいのは地方の財政規律

ではなく、国がインセンティブによって地方

を統制しようとすればするほど、地方自治の

素地が損なわれかねないということであ

る9。報酬などによってインセンティブ付け

を行うことで、内発的動機付けが失われるこ

とをアンダーマイニング効果と呼ぶ（藤本、

田中 2013）。例えば、トップランナー方式に

よって民間への業務委託を促進させれば、各

自治体における住民自治とは無関係に行財政

改革を進めざるを得ないことになり、かえっ

て住民自治を阻害することになる。国が統一

的な政策を行うために地方をインセンティブ

によって誘導すれば、間接的に地方の財政運

営を統制することになるだけではなく、地方

自治を行う素地が育たないという問題に直面

することになるのである。

4 歳入の自治再考

地方分権改革の 20 年の間に、機関委任事

務の廃止をはじめとして、税源移譲、国庫支

出金の縮小、課税自主権の拡大、税源の偏在

性対策など多くの改革が実現してきた。それ

にも関わらず、地方分権改革が当初目標とし

ていたそれぞれの地域で多様な行政サービス

を住民自治と団体自治に基づいて提供するこ

とは実現されていない。そこで、地方分権改

革の問題点について整理し、今後の地方分権

改革に必要な要素について考察したい。

第一に、素朴に地方への税源移譲を行なっ

ても、歳入の自治による地方財政運営は実現

しないということである。地方税は応益原則

に基づいていると理解されている。しかし、

税源移譲を進めれば直ちに税源の偏在性が問

都市とガバナンス Vol.32

地方分権の理念とこれから

74

9 ただし、地方自治体は必ずしも中央政府の統制下にあり、インセンティブに反応するだけの存在ではないこともまた重
要である（宮崎 2018）。
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地方分権の理念とこれから

地方分権改革とコミュニティの対応
―超高齢・人口減少社会の到来に向けて―

首都大学東京人文科学研究科教授 玉野 和志

1980 年代以降，国際的に地方分権改革が取り組まれた背景には，フォーディズムの発展形態の行き詰

まりにたいして，新たな成長モデルを求めて、国家ではなく地方自治体を単位とした、さらなるグロー

バル化を図るという目的があった。ところが、日本における 90 年代以降の分権改革は、市町村合併に

よって地方に財政的な自立を求め、大都市部に投資を集中することで国際競争力を高めるという一極集

中によるメガ都市成長モデルを標榜するものであった。結果として、困難を強いられた地方の村落や都

市においてかえって革新的なコミュニティ活動が叢生し、大都市部はむしろ停滞するという結果を招い

た。超高齢・人口減少社会の到来に向けて、このことはどのような意味をもつのか。今後の展開が注目

される。

はじめに

1990 年代に取り組まれた地方分権改革か

ら、既に 20 年あまりの歳月が過ぎている。

それ以前もそれ以降も、地方分権はつねに課

題として意識されてきたが、90 年代の地方分

権改革が特別の意義をもつことは否定できま

い。そこで、ここでは主として 90 年代分権

改革以降の流れを前提に、その経緯と結果、

今後の展望について、都市コミュニティにお

ける住民生活という点から、論じてみたい。

そこで、まずこの時期に地方分権改革が求

められた背景を、国際的な観点から位置づけ

てみたい。そのうえで日本における分権改革

の経緯を確認し、その結果を都市と地方とい

う観点から整理する。最後に、これからの人

口減少社会における都市コミュニティの課題

について展望してみたい。

1 地方分権改革の国際的な位置づけ

1970 年代以降、欧米を中心とした資本主義

世界経済は、石油ショックを契機に深刻な不

況へと陥っていった。第二次世界以降堅調に

続いていた大量生産・大量消費とケインズ政

策にもとづく、いわゆるフォーディズムの発

展形態が頭打ちとなり、新しい成長戦略が求

められるようになる1。アメリカでは連邦政

府の政策的な介入が忌避され、経済戦略は

もっぱら地方政府に任されるようになる。ア
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メリカはもともと分権的な国だったので、こ

とさらに分権改革が取り組まれることはな

かったが、規制緩和にもとづき地方政府が民

間資本と協力して経済成長を図る公私連携

（public and private partnership）の方策が

とられた。それがある程度の成果を収めるな

かで、やがてヨーロッパでは分権改革によっ

て国家の権限を地方政府に移譲することで、

個々の都市が国境を越えたグローバルなネッ

トワークの中で新しい成長戦略を模索するよ

うになる。ヨーロッパの場合、これが EUと

いう国家を越えて通貨を共有する経済圏の中

でのリージョナルなつながりを促し、国家を

単位として地域をおしなべて平等に発展させ

ようとする地域政策から、地方分権を前提に

地域がそれぞれの工夫で独自に経済成長を図

る都市間競争が奨励されるようになる2。そ

の中で国家は特定の都市に戦略的に優先的な

投資すら行うようになる。また、多国籍企業

の速やかな進出を促すためにも、地方政府が

様々な許認可権を持つことが必要となり、こ

の意味でも国家の権限を移譲する分権改革が

求められるようになる。

以上のように、資本主義世界経済の下での

国際的な潮流においては、フォーディズムの

発展形態が頭打ちになり、ポスト・フォー

ディズムにおける新しい成長戦略が模索され

る中で、地方分権改革が求められていったの

である。フォーディズムからポスト・フォー

ディズムへという資本主義世界経済の転換そ

のものは、石油ショックを契機にまずは欧米

において顕在化していったが、同じ頃日本で

は減量経営によっていち早く不況から脱する

ことで 1990 年代のバブル崩壊まで成長を持

続し、欧米諸国の新しい対応を余儀なくする

に至ったが、自らはかえってそれへの対応が

遅れることになった。また、日本との競争に

敗れた欧米の多国籍企業による生産拠点の移

転を受け入れた途上国においても、やがてス

ムーズな多国籍企業の受け入れのために、地

方分権への流れが加速することになる3。

このような事情から、日本における地方分

権改革の動きは、諸外国に比べてかなり遅れ

ることになるが、国際的には同様な背景を

もったものであったことを確認しておきた

い。

2 地方分権改革の経緯

こうして日本における地方分権改革は、バ

ブル経済が崩壊し、日本においても新しい成

長戦略が必要になる 1990 年代中頃になって

ようやく着手されることになる。それでは、

その経緯についてふりかえっておこう。

まず、自社さ連立の村山政権の下、地方分

権推進法が制定される。そこでは、とりあえ

ず道州制などの受け皿論は棚上げにして、国

と地方の権限分担の見直しが図られ、どうし

ても国がやらなければならないことについて
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は、1件ずつ法律でこれを定め、他は原則自

治体の権限とするという方針が掲げられる。

こうして機関委任事務を廃止し、自治事務と

法定受託事務に整理し直すという分権改革の

骨子が固まるのである。この方向での改革が

1999 年の地方分権一括法によって実現する。

ところが、ここで権限の移譲に伴う財源の移

譲については引き続く三位一体改革に先送り

されるとともに、権限の移譲に見合った地方

自治体の再編が必要という受け皿論が復活す

る。ここから地方分権改革は「平成の大合

併」とよばれる事態へと進展していくことに

なる4。

もともと政財界には道州制への再編という

意図があったが、財界の側がそれでは改革が

進まないということで、いったんこれを棚上

げし、国の権限を地方へ移譲することを求め

たわけだが、機関委任事務の廃止を受け入れ

た官界が、移管した仕事に見合うだけの地方

自治体の規模を求めたことから、市町村合併

という受け皿論が復活してくる。既に権限の

移譲というある程度の実を収めた財界にはこ

れに反対する理由はなくなり、政・財・官一

致の下で、市町村合併が推進されていく。他

方、先送りされた財源の移譲をめぐる三位一

体改革においては、一般財源を確保すること

で地方自治を推進することよりも、補助金や

交付税を減らして国の財政を建て直すことが

優先されていく。その結果、地方の小規模自

治体は一時的な優遇措置につられて近隣の比

較的規模の大きい都市自治体への合併を望む

か、将来的な交付税の削減を覚悟しつつ、合

併を拒否して自立の方策を求めるかという選

択を迫られることになる。こうして多くの小

規模自治体は前者の道を選ぶことになり、

3000 以上あった自治体が半分近くに減少す

る「平成の大合併」が現実のものとなる。

以上のように、日本における地方分権改革

は、当初国の権限を地方へと移すことが主で

あったのが、やがて地方自治体の規模を拡大

＝効率化することで財政的な自立を求め、国

の財政を確保する方向へとシフトしていっ

た。その結果、住民から見ると分権改革であ

るにもかかわらず、合併された自治体は以前

よりも縁遠いものとなり、地方政府よりも中

央政府の財政的な自由度が上がるという、お

よそ地方分権とは思えない結果を招来するこ

とになったのである。

3 地方分権改革とコミュニティ

さて、90 年代の地方分権改革から既に 20

年近い歳月が流れ、合併特例法によって与え

られた一時的な優遇措置もほぼ終結する段階

に至っている。日本の地方分権改革はいった

い何をもたらしたのだろうか。それについて

は様々な角度からの評価が可能であろうが、

ここではコミュニティにおける住民生活とい

う点から、考えてみたい。

これまで都市や地域の社会学的な研究が注

目してきた、コミュニティにおける住民生活

という点からいえば、90 年代の分権改革以

降、その全国的な動向には大きな転換が見ら
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メリカはもともと分権的な国だったので、こ

とさらに分権改革が取り組まれることはな
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間資本と協力して経済成長を図る公私連携
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国際的な潮流においては、フォーディズムの

発展形態が頭打ちになり、ポスト・フォー

ディズムにおける新しい成長戦略が模索され

る中で、地方分権改革が求められていったの

である。フォーディズムからポスト・フォー

ディズムへという資本主義世界経済の転換そ

のものは、石油ショックを契機にまずは欧米

において顕在化していったが、同じ頃日本で

は減量経営によっていち早く不況から脱する

ことで 1990 年代のバブル崩壊まで成長を持

続し、欧米諸国の新しい対応を余儀なくする

に至ったが、自らはかえってそれへの対応が

遅れることになった。また、日本との競争に

敗れた欧米の多国籍企業による生産拠点の移

転を受け入れた途上国においても、やがてス

ムーズな多国籍企業の受け入れのために、地

方分権への流れが加速することになる3。

このような事情から、日本における地方分

権改革の動きは、諸外国に比べてかなり遅れ

ることになるが、国際的には同様な背景を

もったものであったことを確認しておきた

い。

2 地方分権改革の経緯

こうして日本における地方分権改革は、バ

ブル経済が崩壊し、日本においても新しい成

長戦略が必要になる 1990 年代中頃になって

ようやく着手されることになる。それでは、

その経緯についてふりかえっておこう。

まず、自社さ連立の村山政権の下、地方分

権推進法が制定される。そこでは、とりあえ

ず道州制などの受け皿論は棚上げにして、国

と地方の権限分担の見直しが図られ、どうし

ても国がやらなければならないことについて
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れる。70 年代から 80 年代にかけては、住民

運動や市民運動の台頭に始まり、行政のコ

ミュニティ施策や、女性を中心とした地域の

教育文化運動、生活クラブ生協と代理人運動

の広がりなど、いずれも比較的大きな都市を

中心とした新しい市民活動の興隆が注目を集

めていた5。これにたいして地方の都市や村

落における住民活動は、それほど衆目を集め

るものではなかった。ところが、90 年代の分

権改革以降、コミュニティの活動といえば、

むしろ離島や限界集落、地方の村落や中小都

市を舞台とした取組みが、がぜん全国の注目

を集めるようになる。

これには分権改革の影響が無視できないだ

けでなく、むしろその結果といってもよいと

ころがある。なぜなら、そのような地方の取

組みは、いずれも分権改革によってもはや中

央政府の補助に頼ることができず、自分たち

で何とかしなければならないという危機感が

その背景になっているからである。たとえ

ば、合併を受け入れて広域となった自治体の

間では、地域自治区の制度を活用しながら地

域内分権の実現を模索し、現在では「小規模

多機能自治」を標榜するに至っている6。ま

た、合併を拒否した自治体なども含めて、補

助金や交付税の削減を見込んで、地域包括交

付金という形で、これまで個別の事案ごとに

交付していた補助金をすべて廃止し、一定額

を一律に配付し、使い方はすべて地域に委ね

るというやり方が導入されていく7。さら

に、限界集落ともいわれた中山間部や離島の

自治体では、外部からの支援や交流をてこ

に、存続を模索する試みがなされていく。

葉っぱビジネスで有名な上勝町や海産物の商

品化と移住者の獲得に成功した海士町の実践

などが全国的に注目を集めていくのも、2000

年代に入る頃からである8。「ひろしまね」の

ような県境をまたいだ中山間地区の村落への

支援に取り組む NPOが登場したり9、総務

省によって制度化された「地域おこし協力

隊」が非常に多くの若者たちを地方へと向か

わせ、彼ら彼女らは地域の再生に自らの自立

と定着を結びつけようとしている10。北川フ

ラムのアートフロントギャラリーによる「大

地の芸術祭・越後妻有アートトリエンナー

レ」や「瀬戸内国際芸術祭」などもこのよう

な流れの表れと見ることができる11。最近で

は、外国人の研修生や移住者を生かしたまち

づくりの試みも散見されるようになってい

る12。
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5 松原治郎・似田貝香門編著『住民運動の論理』学陽書房、1976 年、山崎仁朗編『日本コミュニティ政策の検証──自治
体内分権と地域自治へ向けて』、東信堂、2014 年、玉野和志「地域女性の教育文化運動」『人文学報』No.309（2000 年）、
27-57 頁、佐藤慶幸編著『女性たちの生活ネットワーク──生活クラブに集う人びと』文眞堂、1988 年

6 地域自治区の取り組みについては、山崎仁朗・宗野隆俊編『地域自治の最前線』ナカニシヤ出版、2013 年、を参照のこ
と。小規模多機能自治については雲南市を中心にした小規模多機能自治推進ネットワーク会議の取組みがある。

7 たとえば、朝来市や伊賀市の取組みがよく知られている。
8 いずれも、2008 年度の総務省の優良事例集に紹介がある。http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyou-
sei/c-gyousei/jirei_h20.html

9 http://hiroshimane.web.fc2.com
10 地域おこし協力隊に関する資料等については、http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyou-

sei/02gyosei08_03000066.html

11 『地域社会学会年報』22 集（2010 年）の特集を参照のこと。
12 徳田剛・二階堂裕子・魁生由美子編『地方発 外国人住民との地域づくり──多文化共生の現場から』晃洋書房、2019 年
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これにたいして、都市部、とりわけ大都市

地域のコミュニティ活動には、これといった

進展が見られなくなる。地域女性の教育文化

運動は少子高齢化の中で、一時介護や給食

サービスへの展開が期待されたが、男女機会

均等法の下で仕事を選ぶ女性が大半となり、

市民活動は事業化し、なりわいになることが

求められるようになる13。一部人口減少に見

舞われた郊外の団地や商店街が、高齢者のサ

ロンやたまり場を生み出すという活動が注目

されたり、最近では「子ども食堂」の実践が

全国に広がっていることが指摘されるが、コ

ミュニティとして改めて期待されている自治

会や町内会などには、かつてほどの力はな

く、このような既存組織にどのようにてこ入

れしていくかが大きな課題となっている14。

かといって 70 年代や 80 年代のように、新し

いコミュニティ組織の形成を促すような積極

的な政策展開が見られるわけでもない。そこ

には、分権改革によって地方に流れることの

なくなった財政状況による、少なくとも地方

の自治体ほどの危機感が存在しないことが影

響しているのかもしれない。

4 地方分権改革の日本的特質

さて、以上述べてきたような日本における

分権改革の経緯と結果を、もう一度国際的な

文脈で考えた場合、どのような特質が浮かび

上がってくるのだろうか。最初に述べたとお

り、国際的には石油ショック以降の資本主義

世界経済の行き詰まりにたいして、欧米諸国

が、国家から権限の移譲を受けた自治体が単

位になって、よりグローバルなネットワーク

の下で、多国籍企業を中心とした新国際分業

の体制を推進し、新しい成長モデルを模索す

るところに分権改革の主な目的があった。少

し遅れて、東南アジア諸国などでも、アジア

通貨危機の際に IMF や世界銀行の介入に

よって、多国籍企業が進出しやすい環境が、

分権改革による国家主導の開発独裁の体制か

らの転換によって作られていったのであ

る15。日本でも、バブル崩壊以降、同じよう

に新しい成長戦略が求められていった。

ところが、日本の分権改革は、当初機関委

任事務の廃止というかたちで、国家の権限を

限定する方向に改革が進められたが、途中か

ら市町村合併による基礎自治体の再編と効率

化が謳われるようになり、その後の三位一体

改革によって、国家の財政負担を軽減し、基

礎自治体に自立を強いる方向が固められてい

くことになる。つまり、日本の場合、新しい

成長戦略を模索する上で、地方政府が直接グ

ローバルなネットワークを築いて、独自の成

長・開発を図るという方向ではなく、国家に

特定の地域への戦略的な投資を可能にする財

政的な留保を与えるために、地方の自治体に

ひたすら財政的な自助努力を求めるという方

向に進んだわけである。そして、国家が戦略

的な投資を行う特定の地域としては、東京・

名古屋・大阪の三大都市圏をリニアモーター
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13 玉野和志・浅川達人編『東京大都市圏の空間形成とコミュニティ』古今書院、2009 年
14 地域担当職員の配置や「自治基本条例」、「まちづくり基本条例」などの制定もそのような試みであるが、最近では自治会
等を応援する条例などの制定も見られる。

15 玉野和志・船津鶴代『東アジアの社会変動と国家のリスケーリング』調査研究報告書、2014 年。https:

//www.ide.go.jp/Japanese/Publish/Download/Report/2013/2013_C41.html
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れる。70 年代から 80 年代にかけては、住民

運動や市民運動の台頭に始まり、行政のコ

ミュニティ施策や、女性を中心とした地域の

教育文化運動、生活クラブ生協と代理人運動

の広がりなど、いずれも比較的大きな都市を

中心とした新しい市民活動の興隆が注目を集

めていた5。これにたいして地方の都市や村

落における住民活動は、それほど衆目を集め

るものではなかった。ところが、90 年代の分

権改革以降、コミュニティの活動といえば、

むしろ離島や限界集落、地方の村落や中小都

市を舞台とした取組みが、がぜん全国の注目

を集めるようになる。

これには分権改革の影響が無視できないだ

けでなく、むしろその結果といってもよいと

ころがある。なぜなら、そのような地方の取

組みは、いずれも分権改革によってもはや中

央政府の補助に頼ることができず、自分たち

で何とかしなければならないという危機感が

その背景になっているからである。たとえ

ば、合併を受け入れて広域となった自治体の

間では、地域自治区の制度を活用しながら地

域内分権の実現を模索し、現在では「小規模

多機能自治」を標榜するに至っている6。ま

た、合併を拒否した自治体なども含めて、補

助金や交付税の削減を見込んで、地域包括交

付金という形で、これまで個別の事案ごとに

交付していた補助金をすべて廃止し、一定額

を一律に配付し、使い方はすべて地域に委ね

るというやり方が導入されていく7。さら

に、限界集落ともいわれた中山間部や離島の

自治体では、外部からの支援や交流をてこ

に、存続を模索する試みがなされていく。

葉っぱビジネスで有名な上勝町や海産物の商

品化と移住者の獲得に成功した海士町の実践

などが全国的に注目を集めていくのも、2000

年代に入る頃からである8。「ひろしまね」の

ような県境をまたいだ中山間地区の村落への

支援に取り組む NPOが登場したり9、総務

省によって制度化された「地域おこし協力

隊」が非常に多くの若者たちを地方へと向か

わせ、彼ら彼女らは地域の再生に自らの自立

と定着を結びつけようとしている10。北川フ

ラムのアートフロントギャラリーによる「大

地の芸術祭・越後妻有アートトリエンナー

レ」や「瀬戸内国際芸術祭」などもこのよう

な流れの表れと見ることができる11。最近で

は、外国人の研修生や移住者を生かしたまち

づくりの試みも散見されるようになってい

る12。
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5 松原治郎・似田貝香門編著『住民運動の論理』学陽書房、1976 年、山崎仁朗編『日本コミュニティ政策の検証──自治
体内分権と地域自治へ向けて』、東信堂、2014 年、玉野和志「地域女性の教育文化運動」『人文学報』No.309（2000 年）、
27-57 頁、佐藤慶幸編著『女性たちの生活ネットワーク──生活クラブに集う人びと』文眞堂、1988 年
6 地域自治区の取り組みについては、山崎仁朗・宗野隆俊編『地域自治の最前線』ナカニシヤ出版、2013 年、を参照のこ
と。小規模多機能自治については雲南市を中心にした小規模多機能自治推進ネットワーク会議の取組みがある。

7 たとえば、朝来市や伊賀市の取組みがよく知られている。
8 いずれも、2008 年度の総務省の優良事例集に紹介がある。http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyou-
sei/c-gyousei/jirei_h20.html

9 http://hiroshimane.web.fc2.com
10 地域おこし協力隊に関する資料等については、http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyou-

sei/02gyosei08_03000066.html

11 『地域社会学会年報』22 集（2010 年）の特集を参照のこと。
12 徳田剛・二階堂裕子・魁生由美子編『地方発 外国人住民との地域づくり──多文化共生の現場から』晃洋書房、2019 年
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カーで結んだ「スーパー・メガリージョン」

が想定され、この地域が世界と渡り合い、新

しい価値を創造することで、他の地域にその

効果を波及させていくことが構想されてい

る。他方、地方においては、「コンパクト＋

ネットワーク」というかたちで、減少した人

口を都市にコンパクトに集中させると同時

に、近隣の地域とのネットワークを強化し

て、これまでの都市機能を維持していこうと

している16。

これはあくまで国土交通省の構想に過ぎな

いが、分権改革にもとづく日本の成長戦略

は、諸外国のような都市や地域を単位とした

グローバルなネットワークの再編による都市

間ないし地域間競争によるものではなく、三

大都市圏を中心とした一極集中によるメガ都

市成長モデルと、それを支える地方の再編と

財政的な自助努力を国家が奨励し、求めると

いう特質をもっている17。それはいわば中央

大都市と地方中小都市を分断し、双方の自立

というかたちをとった事実上の従属関係を形

成するという、およそ地方分権とは相容れな

い内実を示している。少なくともこれが政策

的な動向を見る限りでの日本の地方分権改革

が示している方向と言わざるをえまい。

5 コミュニティの課題

しかしながら、このような内実をもつ地方

分権改革にたいして、都市や地方のコミュニ

ティはどのように対応しているのだろうか。

既に見たように、そこでは大都市地域におけ

るコミュニティの停滞と、地方の村落や都市

における活発な対応という対照的な姿が確認

できる。このことはこれからの超高齢・人口

減少社会の到来にたいして、どのような課題

を提示しているのか。最後にこの点について

若干の私見を述べてみたい。

分権改革以降、中央の大都市地域ではコ

ミュニティの活動が停滞していくのにたいし

て、地方の村落や中小都市では、様々な試み

がなされていくことについては、既に述べた

とおりである。それが分権改革の結果である

ことは、十分に推測できるものである。地方

の試みは、いずれも国からの財政支援が削減

されることを見込んで、財政支出を個々の地

域の実情に合わせて徹底的に効率化するため

に、住民の参加と自治を求めるものであり、

その制度的な整備を国にたいして求めるもの

である。また、多くの自治体は地域資源を最

大限に活かすことで、中央の大都市から外貨

を稼いだり、Iターンなどの移住者や交流人

口をひきつけようとしたりしている。この点

では中央の大都市地域で思ったほどの成長戦

略が描けないことやコミュニティの活動が低

調になることは、地方都市にとってはある意

味で朗報である。大都市では将来に希望を抱

けない多くの若者たちが、地方のコミュニ

ティに可能性を見ようとしているのであ

る18。

超高齢・人口減少社会の到来にたいして、
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16 国土交通省『国土のグランドデザイン 2050 ──対流促進型国土の形成』2004 年
17 私はかつてリスケーリング論の日本への適用について、いくつかの可能性を示したことがあるが、結局はこのような帰
結になったといえるのかもしれない。玉野和志「日本におけるリスケーリング研究の可能性をめぐって」『地域社会学会年
報』第 24 集（2012 年）5-19 頁

18 地域おこし協力隊への参加者の急激な拡大は、そのような事情なしには考えられない。
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大都市は相変わらず全国から人口を引き寄せ

ることで、案外人口を維持していくのかもし

れない19。そうすると、実は危機感なくこの

まま推移する可能性もある。他方、地方は今

以上の危機感をもって大都市から外貨や人材

を獲得しようとする。創造的な営みや革新は

後者から起こるのであって、「スーパー・メガ

リージョン」には思ったような成長モデルも

イノベーションも起こらないかもしれない。

そのことは国家としてはゆゆしきことである

が、地方にとっては幸いかもしれない。そし

て、やがて国内だけでは人口の維持も回復も

おぼつかないとなれば、どうしても海外から

の移民の受け入れが俎上にのぼってくる。こ

こでもグローバルな展開を見越したコミュニ

ティの活動は、むしろ地方において先進的に

取り組まれているのである20。このような地

方における創意工夫やグローバルなネット

ワークの形成を許すことのできる、国家から

の権限奪取を伴う、本当の意味での地方分権

改革が、改めて求められるのかもしれない。
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19 近年私が試みている都市地域区分にもとづく都市人口の趨勢分析によれば、そのような傾向が読み取れる。http:

//www.comp.tmu.ac.jp/tamano/UA/mdbDID.html

20 注 12 を参照のこと。
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効果を波及させていくことが構想されてい

る。他方、地方においては、「コンパクト＋
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口を都市にコンパクトに集中させると同時

に、近隣の地域とのネットワークを強化し
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している16。
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は、諸外国のような都市や地域を単位とした

グローバルなネットワークの再編による都市
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大都市圏を中心とした一極集中によるメガ都

市成長モデルと、それを支える地方の再編と

財政的な自助努力を国家が奨励し、求めると

いう特質をもっている17。それはいわば中央

大都市と地方中小都市を分断し、双方の自立

というかたちをとった事実上の従属関係を形

成するという、およそ地方分権とは相容れな

い内実を示している。少なくともこれが政策

的な動向を見る限りでの日本の地方分権改革

が示している方向と言わざるをえまい。

5 コミュニティの課題

しかしながら、このような内実をもつ地方

分権改革にたいして、都市や地方のコミュニ

ティはどのように対応しているのだろうか。

既に見たように、そこでは大都市地域におけ

るコミュニティの停滞と、地方の村落や都市

における活発な対応という対照的な姿が確認

できる。このことはこれからの超高齢・人口

減少社会の到来にたいして、どのような課題

を提示しているのか。最後にこの点について

若干の私見を述べてみたい。

分権改革以降、中央の大都市地域ではコ

ミュニティの活動が停滞していくのにたいし

て、地方の村落や中小都市では、様々な試み

がなされていくことについては、既に述べた

とおりである。それが分権改革の結果である

ことは、十分に推測できるものである。地方

の試みは、いずれも国からの財政支援が削減

されることを見込んで、財政支出を個々の地

域の実情に合わせて徹底的に効率化するため

に、住民の参加と自治を求めるものであり、

その制度的な整備を国にたいして求めるもの

である。また、多くの自治体は地域資源を最

大限に活かすことで、中央の大都市から外貨

を稼いだり、Iターンなどの移住者や交流人

口をひきつけようとしたりしている。この点

では中央の大都市地域で思ったほどの成長戦

略が描けないことやコミュニティの活動が低

調になることは、地方都市にとってはある意

味で朗報である。大都市では将来に希望を抱

けない多くの若者たちが、地方のコミュニ

ティに可能性を見ようとしているのであ

る18。

超高齢・人口減少社会の到来にたいして、
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16 国土交通省『国土のグランドデザイン 2050 ──対流促進型国土の形成』2004 年
17 私はかつてリスケーリング論の日本への適用について、いくつかの可能性を示したことがあるが、結局はこのような帰
結になったといえるのかもしれない。玉野和志「日本におけるリスケーリング研究の可能性をめぐって」『地域社会学会年
報』第 24 集（2012 年）5-19 頁

18 地域おこし協力隊への参加者の急激な拡大は、そのような事情なしには考えられない。
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コミュニテイの迷い道～現在！過去×未来？ ギリシャ悲劇ではオーケストラ（舞台と客
間の間の空間）でコロス（⇒コーラス）が歌い踊る⇒オペラもその進化形の一つ?!
演劇のルーツと言えば、ギリシャ悲劇である。アイスキュロス、エウリピデスなどの作
品が知られ、今も世界各地で上演されている。もっとも、古代ギリシャで上演されていた
そのままの形式というわけではない。ギリシャ悲劇ではコロスと呼ばれる人たちが登場す
る。彼らは、観客に対して劇の背景や要約を伝える。劇の中で大衆の代弁をすることもあ
る。劇中の人物が語ることができなかった恐怖や秘密などをその人物に代わって語ること
もある。12～15 人の集団が歌ったり踊ったりしていた。一方、俳優は最大で3人に限定さ
れ、一人の俳優が何人もの役を掛け持ちしていた。このようにギリシャ悲劇本来の上演で
はコロスは多くの人員が必要であり、それが現代の演劇関係者を悩ませているという。
現代演劇では、コロスと言えば、メインではない何役も演じ分けるような役、いわば脇役、
場合によっては映画のエキストラという程度の役柄と理解されているようだ。感情のない
セリフを言う生きた風景という役柄とも…ギリシャ悲劇を現代劇として翻案した作品では、
コロスには劇中の人物に代わって恐怖や秘密などを語るという重要な役割を持たせている。
このコロスという存在、実は、現代の別の舞台芸術の中に生き残っている。それがオペ
ラだ。オペラを鑑賞するとき、注目するのは、ソリストである歌手だろう。次いで、指揮
者とオーケストラだろう。オペラの解説書には、作品と歌手、そして世界各地の歌劇場の
情報が掲載されている。しかし、レコードや CDでオペラを聴くだけでなく、日本でも生
の公演を楽しめる時代である。実際の劇場でオペラを鑑賞していると、合唱が占める存在
感の大きさに気が付いてくる。どんなにオーケストラが頑張っても、ソリストの歌手たち
が美声を披露しても、演技が素晴らしかったとしても、合唱の美しいハーモニーが響いて
こなかったら、オペラの醍醐味は味わうことはできない。
それもそのはず、オペラはギリシャ悲劇を承継することで誕生した。ルネッサンス時代
までの音楽は、教会の多声音楽が主流。一方、この時代にイタリアでギリシャの古典研究
が進み、ギリシャ悲劇では歌詞の意味と言葉のリズムが尊重されていたことが注目され、
歌いながら話しているような語りと合唱で舞台をつくろうとしたのがオペラだった。ギリ
シャ悲劇のコロス（χορός、koros）は英語の表記では chorusであり、合唱にほかならな
い。そして、コロスが歌い踊り語った、舞台と観客席の間のある半円形の場所は、オーケ
ストラ（ορχηστρα）と呼ばれたものであり、今は、管弦楽団を指す名称となっている。
なお、欧州に市民社会が誕生し、人びとが音楽を聴くだけでなく自らも演奏して楽しもう
という機運が生まれたとき、誰もが楽器を演奏できるわけではない中で、多くの人びとを
ひきつけたのは手軽な合唱だった。そして、地域共同社会における活動がこれを支えた。
（参考文献 新国立劇場「オレステイア」HPコラム 山形治江「ギリシャ悲劇へのお誘い」
（https://www.nntt.jac.go.jp/play/oresteia/column/）（2019 年8月1日最終閲覧））

（古典芸能愛好家）
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シリーズ

まちづくりの新展開
－マンションと地域のまちづくり－

日本の都市空間は、人口の増加、都市の拡大を前提とした計画制度によって形成されており、

人口減少局面を迎えた現在、都市の縮退、低密度化に伴う課題への対応が不十分であることが

指摘される。また人口の減少だけでなく、高齢化の進行に伴い住民の行動が大きく変容する中

で、都市経営を持続可能なものにするためにも、都市計画・まちづくりは単なる利便性・効率

性を追求するだけではなく、都市空間に多種多様な魅力を創出することが求められるように

なってきている。また、地方分権が進展する中で、各都市自治体においては、市民参加や市民

協働の取組みも進み、地域の工夫をこらした様々な仕組みづくりがみられるようになってきて

いる。

そこで、本誌 28 号からのシリーズでは、“まちづくりの新展開”と題して景観行政と市民参

加・協働、まちづくりをめぐる法務の課題、生活圏の拡大する中の住民主体のまちづくりの実

現といった課題を取り上げている。

第5回目となる本号では、近年、大都市近郊を中心に立地が拡大しているマンションをめぐ

る地域のまちづくりの課題に焦点を当てる。マンションについては、建物自体の維持管理に関

する課題のみならず、地域景観との調和や近隣のコミュニティとの関係性など、様々な課題が

表出している。都市自治体においては、こうしたマンションについて、いかにして立地を規制

または誘導し、地域のまちづくりやコミュニティと調和させるかが議論となっている。

そこで、今回のシリーズでは、「まちづくりの新展開－マンションと地域のまちづくり－」と

題し、都市計画学、地域社会学、都市・住宅政策といった分野の学識者の論考および都市自治

体等による事例報告をとおして、これらの問題と向き合うこととしたい。
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間の間の空間）でコロス（⇒コーラス）が歌い踊る⇒オペラもその進化形の一つ?!
演劇のルーツと言えば、ギリシャ悲劇である。アイスキュロス、エウリピデスなどの作
品が知られ、今も世界各地で上演されている。もっとも、古代ギリシャで上演されていた
そのままの形式というわけではない。ギリシャ悲劇ではコロスと呼ばれる人たちが登場す
る。彼らは、観客に対して劇の背景や要約を伝える。劇の中で大衆の代弁をすることもあ
る。劇中の人物が語ることができなかった恐怖や秘密などをその人物に代わって語ること
もある。12～15 人の集団が歌ったり踊ったりしていた。一方、俳優は最大で3人に限定さ
れ、一人の俳優が何人もの役を掛け持ちしていた。このようにギリシャ悲劇本来の上演で
はコロスは多くの人員が必要であり、それが現代の演劇関係者を悩ませているという。
現代演劇では、コロスと言えば、メインではない何役も演じ分けるような役、いわば脇役、
場合によっては映画のエキストラという程度の役柄と理解されているようだ。感情のない
セリフを言う生きた風景という役柄とも…ギリシャ悲劇を現代劇として翻案した作品では、
コロスには劇中の人物に代わって恐怖や秘密などを語るという重要な役割を持たせている。
このコロスという存在、実は、現代の別の舞台芸術の中に生き残っている。それがオペ
ラだ。オペラを鑑賞するとき、注目するのは、ソリストである歌手だろう。次いで、指揮
者とオーケストラだろう。オペラの解説書には、作品と歌手、そして世界各地の歌劇場の
情報が掲載されている。しかし、レコードや CDでオペラを聴くだけでなく、日本でも生
の公演を楽しめる時代である。実際の劇場でオペラを鑑賞していると、合唱が占める存在
感の大きさに気が付いてくる。どんなにオーケストラが頑張っても、ソリストの歌手たち
が美声を披露しても、演技が素晴らしかったとしても、合唱の美しいハーモニーが響いて
こなかったら、オペラの醍醐味は味わうことはできない。
それもそのはず、オペラはギリシャ悲劇を承継することで誕生した。ルネッサンス時代
までの音楽は、教会の多声音楽が主流。一方、この時代にイタリアでギリシャの古典研究
が進み、ギリシャ悲劇では歌詞の意味と言葉のリズムが尊重されていたことが注目され、
歌いながら話しているような語りと合唱で舞台をつくろうとしたのがオペラだった。ギリ
シャ悲劇のコロス（χορός、koros）は英語の表記では chorusであり、合唱にほかならな
い。そして、コロスが歌い踊り語った、舞台と観客席の間のある半円形の場所は、オーケ
ストラ（ορχηστρα）と呼ばれたものであり、今は、管弦楽団を指す名称となっている。
なお、欧州に市民社会が誕生し、人びとが音楽を聴くだけでなく自らも演奏して楽しもう
という機運が生まれたとき、誰もが楽器を演奏できるわけではない中で、多くの人びとを
ひきつけたのは手軽な合唱だった。そして、地域共同社会における活動がこれを支えた。
（参考文献 新国立劇場「オレステイア」HPコラム 山形治江「ギリシャ悲劇へのお誘い」
（https://www.nntt.jac.go.jp/play/oresteia/column/）（2019 年8月1日最終閲覧））

（古典芸能愛好家）
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超高齢・人口減少下の地方拠点都市に
おける持続可能な中心市街地の再構築
－岐阜市の市街地再開発事業を事例に－

兵庫県立大学環境人間学部准教授 太田 尚孝

本格的な超高齢・人口減少時代をむかえ、都市自治体の空間整備を担う都市計画の役割は、都市経営

的観点からもますます重要になってきている。この際に、立地適正化計画に代表される客観的分析に基

づく拠点性の明示や都市機能・都市居住の誘導策だけではなく、拠点と目される都市的空間では都市間

競争や自治体内部での発展動向も見据えながら、社会的合意に基づき、そこで誰が・どのような暮らし

を営むかという人間中心の空間整備の発想が求められる。

そこで本稿では、市の浮沈を占う駅前や商店街において賑わい創出とまちなか居住の推進を主目的と

した市街地再開発事業を実施中の岐阜市をとりあげ、点的な大規模事業と面的な用途混合型・多世代共

生型の都市づくりの現況、課題・展望を示す。その上で、ドイツの都市開発手法にふれつつ、わが国の

地方拠点都市における持続可能な中心市街地の再構築のあり方を論じたい。

1 近年の岐阜市の中心市街地再生と市街地

再開発事業

(1）岐阜市の概要と構造的特徴

岐阜市は、周知のように岐阜県の県庁所在

地であり、戦国期の斎藤道三や織田信長の城

下町として名高く、中山道の宿場町、戦後は

繊維問屋の集積地としても発展した多様で重

層的な歴史性を持つ都市である。

現在、岐阜市の人口は 40.9 万人（2019 年

7月1日時点）であり1、岐阜県最大の人口

規模である。これを 2015 年の国勢調査で見

れば、岐阜市の人口は岐阜県の 20.0%を占

める2。同時点で県内人口規模第二位の大垣

市が 16.0 万人（7.9%）であることや、将来

人口推計では対 2015 年で 2045 年に-20.4％

（32.4 万人）3となること、東濃地域以外は岐

阜市が基幹的交通結節点であることからも、

岐阜市の発展動向は岐阜県全体にとっても大

都市とガバナンス Vol.32

まちづくりの新展開－マンションと地域のまちづくり－

86

1 岐阜市 HP「岐阜市住民基本台帳世帯人口一覧表（地区別）」（https://www.city.gifu.lg.jp/5384.htm）2019 年7月 28
日最終閲覧。

2 岐阜県環境生活部統計課（2018）『統計からみた岐阜県の現状（平成 30 年 11 月）』岐阜県。
3 なお、同期間の岐阜県全体の対 2015 年の人口増減率は 76.6%である。また、岐阜市では少子高齢化も予想されており、
例えば 2015 年の 65 歳以上の割合は 27.7%であったが 2045 年には 37.8%に達する。

シリーズ

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-07-428　086_3-1_シリーズ-太田尚孝.mcd  Page 3 19/10/18 15:08  v5.51

きな関心ごとであるといえる。

また、中核市という単位で岐阜市をとらえ

ると、下表のとおりである（表1）。ここから

は、人口規模や人口構成、市街化区域内人口

割合などは中核市の平均像を示している一方

で、対 2015 年の国勢調査との人口総数や外

国人総数、人口増減の要因、観光客入込み客

数などは違いが顕著といえる。なお、本稿と

の関係では新設住宅着工戸数が中核市の中で

多いことも明らかであり、これは後述する市

街地再開発事業4や中心市街地での積極的な

住宅供給に加えて、地方拠点都市として一戸

建て分譲住宅を含めた居住ニーズが存在する

ためと考えられる。

さらに、岐阜市の都市発展を語る上では、

JR で最短 18 分の距離にある名古屋市の存

在は無視できない。2014 年度の岐阜県内・愛

知県等への転出入の状況をみると、岐阜県内

と岐阜市の社会動態は+ 521 人と転入超過で

あるが、岐阜市と愛知県は-802 人（うち名古

屋市は-271 人）と転出超過である5。同デー

タから愛知県及び名古屋市の転出超過を年代

別にみると 20 歳代及び 30 歳代の若年層がそ

れぞれ 92.1%、83.0%を占めており、学業や

就職、結婚などを機会に名古屋市へ転居して

いる傾向が見受けられる。

(2）中心市街地活性化と市街地再開発事業の

経緯

このような中で、近年の岐阜市の中心市街

地活性化には、岐阜市を取り巻く社会経済環

境の変化への対応、JR岐阜駅の高架化事業

と改築、JR岐阜駅前の繊維問屋街及び周辺

の長期的な低未利用地化、柳ケ瀬商店街の衰

退と再生の期待、好調な経済環境とリニア中

央新幹線に起因する名古屋都心の構造変化と

いった複合的な内的・外的要因と公民や市民

社会の関係主体が折り重なって背景を形づ

くったと考えることができる。

もっとも、中心市街地自体の課題は既に

1960 年代から人口と都市機能の空洞化が顕

在化していた7。JR 岐阜駅前の繊維問屋街

も卸業という特殊性から必ずしも都市的魅力

の創出には貢献していなかった。この間、旧
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4 市街地再開発事業の概要については、全国市街地再開発協会の HP「まちづくり情報」等の関連ページを参照のこと。
5 岐阜市企画部総合政策課（2015）『岐阜市人口ビジョン』岐阜市。
6 各データで集計年が異なるため詳細は出典先を参照のこと。なお、自治会加入率等のデータがない自治体は当該自治体
を除外して中核市の平均値を算出した。

7 細江茂光（2003）「岐阜市の都市再生と駅周辺地域のまちづくり」『アーバンアドバンス』（20）P.35-36。

表1 中核市の中での岐阜市の位置づけ6

出典：中核市市長会（2019）『都市要覧（平成 30 年度）』か
ら作成

12.8%12.6%0-14 歳の割合

56%61%

5,780人9,021人外国人総数

自治会加入率
社
会
経
済

27.6%28.1%65 歳以上の割合

第 1次産業従業者率

59.6%59.3%15-64 歳の割合

20.5%14.9%第 2次産業従業者率

-910人-1,501人自然増減の総数

0.4%0.4%

中核市岐阜市指標

8,361,802人7,776,004人観光客入込み客数
78.9%84.7%第 3次産業従業者率

-721人3,562人対 2015年の国勢調査

行政区域面積
都
市
計
画

373,175人410,297人総数（2018 年度末）

人
口

99.5%103.8%昼夜間人口比率
268人-75人社会増減の総数

408.09km2203.6km2

123.3km2市街化調整区域面積
93.2%91.8%〃人口割合

61.4km280.3km2市街化区域面積

0.7920.864財政力指数財
政
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超高齢・人口減少下の地方拠点都市に
おける持続可能な中心市街地の再構築
－岐阜市の市街地再開発事業を事例に－

兵庫県立大学環境人間学部准教授 太田 尚孝

本格的な超高齢・人口減少時代をむかえ、都市自治体の空間整備を担う都市計画の役割は、都市経営

的観点からもますます重要になってきている。この際に、立地適正化計画に代表される客観的分析に基

づく拠点性の明示や都市機能・都市居住の誘導策だけではなく、拠点と目される都市的空間では都市間

競争や自治体内部での発展動向も見据えながら、社会的合意に基づき、そこで誰が・どのような暮らし

を営むかという人間中心の空間整備の発想が求められる。

そこで本稿では、市の浮沈を占う駅前や商店街において賑わい創出とまちなか居住の推進を主目的と

した市街地再開発事業を実施中の岐阜市をとりあげ、点的な大規模事業と面的な用途混合型・多世代共

生型の都市づくりの現況、課題・展望を示す。その上で、ドイツの都市開発手法にふれつつ、わが国の

地方拠点都市における持続可能な中心市街地の再構築のあり方を論じたい。

1 近年の岐阜市の中心市街地再生と市街地

再開発事業

(1）岐阜市の概要と構造的特徴

岐阜市は、周知のように岐阜県の県庁所在

地であり、戦国期の斎藤道三や織田信長の城

下町として名高く、中山道の宿場町、戦後は

繊維問屋の集積地としても発展した多様で重

層的な歴史性を持つ都市である。

現在、岐阜市の人口は 40.9 万人（2019 年

7月1日時点）であり1、岐阜県最大の人口

規模である。これを 2015 年の国勢調査で見

れば、岐阜市の人口は岐阜県の 20.0%を占

める2。同時点で県内人口規模第二位の大垣

市が 16.0 万人（7.9%）であることや、将来

人口推計では対 2015 年で 2045 年に-20.4％

（32.4 万人）3となること、東濃地域以外は岐

阜市が基幹的交通結節点であることからも、

岐阜市の発展動向は岐阜県全体にとっても大
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1 岐阜市 HP「岐阜市住民基本台帳世帯人口一覧表（地区別）」（https://www.city.gifu.lg.jp/5384.htm）2019 年7月 28
日最終閲覧。
2 岐阜県環境生活部統計課（2018）『統計からみた岐阜県の現状（平成 30 年 11 月）』岐阜県。
3 なお、同期間の岐阜県全体の対 2015 年の人口増減率は 76.6%である。また、岐阜市では少子高齢化も予想されており、
例えば 2015 年の 65 歳以上の割合は 27.7%であったが 2045 年には 37.8%に達する。

シリーズ

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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事業が 1981 年に事業認可を受け高架化事業

に合わせて駅前広場整備を行い、問屋街の中

にも再開発を目指す動きがあったが事業化に

は至らなかった。さらに全国的に地方拠点都

市での中心市街地活性化が叫ばれた平成に入

り、都心部における再開発事業等のまちづく

りを誘導促進するために「市街地総合再生計

画」が策定され、「街並み整備推進事業」によ

り柳ケ瀬と駅周辺を結ぶ玉宮通り一帯での

ショッピングプロムナード化が推進された。

しかしそれでもなお、中心部の衰退が下げ止

まることはなかった。結果として、例えば中

心部の 11 小学校区の人口は 1960 年の 15.7

万人が 2000 年には 7.6 万人と半減していた。

この衰退傾向を打破し、JR岐阜駅北口駅

前広場の整備と合わせて岐阜の顔を一変させ

る期待を背負って実施されたのが次章で詳述

する一連の市街地再開発事業であった。な

お、2019 年3月時点の岐阜市の再開発事業は

次頁のとおりである（図1）。

2 市街地再開発事業の具体例

(1）岐阜駅西地区（岐阜シティ・タワー 43）

2007 年 10 月に地上 43 階、高さ 162.82m

を有する複合施設として開業した岐阜シ

ティ・タワー 43 は、JR岐阜駅直結という好

立地性もあり、今や岐阜再生のシンボルと

なっている8。1.1haの街区は、岐阜駅に隣

接しながらも、戦後は倉庫や材木場、老朽低

層建造物に特徴づけられる低未利用地であっ

た。その後、旧国鉄岐阜駅の高架事業を契機

に、1983 年に再開発準備会が発足し、大手百

貨店を核にした再開発事業が検討された。し

かしながら、バブル経済が崩壊し、1999 年に

後に「都心居住の先駆的計画」9と呼ばれた

「岐阜市都心部再活性化基本計画」などの政

策的転換も受け、商業から居住機能重視の方

向にシフトしていった。

具体的な市街地再開発事業のリスタート

は、「公募型企業開発提案方式」10を 2002 年

8月に実施したことが始まりであり、2003 年

6月の都市計画変更、翌年3月の事業計画の

変更認可及び 12 月に権利変換計画認可、

2005 年1月の本体工事と事業が進んだ。事

業収支計画は、事業費を土地の高度利用に

よって新たに創出される保留床の売却費用と

補助金のみで調達し、建物完成時には債務を

負わないローリスクの「岐阜の身の丈に合っ

た再開発」11が目指された。この際に、保留

床処分は、民間開発事業者の計 243 戸の分譲

マンション（5階、15 階～42 階）及び居住者

向け立体駐車場、岐阜県住宅供給公社の高齢

者向け優良賃貸住宅 108 戸（6階～14 階）及
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8 なお、村島正彦（2018）「超高層マンションの歴史と展望」『都市問題』vol.109, P.6 によれば、岐阜シティ・タワー 43
は、わが国の超高層マンションの歴史の中でエルザタワー 55（川口市）、ザ・ライオンズ久留米ウェリスタワー（久留米市）
と並んで「地域のシンボルタワー化」の事例として位置づけられている。

9 岐阜市史編さん委員会ほか（2019）「第2節都市計画の制度と計画の展開」『岐阜市史通史編 現代Ⅱ上巻』岐阜市 P.134。
10 公募型企業開発提案方式とは、建物の品質や環境を保持しながら、建設コストの低減や事業の成立性の向上を図ること
を目的とし、提案者は事業スキームの構築や事業計画の提案を行い、提案採用後に必要な図面や書類を整えるとともに、
大きな保留床処分先を確保するなど、事業成立のめどがついた時点で、設計・施工一括の工事請負契約を随意契約により
締結する仕組みである。（出典：岐阜市都市建設部市街地再開発課（2008）「事業計画情報 岐阜県岐阜市・岐阜駅西地区」
『市街地再開発』（463）P.52）。
11 岐阜駅西地区市街地再開発組合（2011）『記念誌 岐阜シティ・タワー 43』P.20。

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-07-428　086_3-1_シリーズ-太田尚孝.mcd  Page 5 19/10/18 15:08  v5.51

都市とガバナンス Vol.32

超高齢・人口減少下の地方拠点都市における持続可能な中心市街地の再構築－岐阜市の市街地再開発事業を事例に－

89

N

図
1
20
19
年
3
月
時
点
の
岐
阜
市
の
再
開
発
事
業
（
進
行
中
及
び
完
成
し
た
事
業
）

出
典
：
岐
阜
市
提
供
資
料
を
一
部
改
変

19-07-428　086_3-1_シリーズ-太田尚孝.mcd  Page 4 19/10/18 15:08  v5.51

国鉄の東海道本線を中心とする連続立体交差

事業が 1981 年に事業認可を受け高架化事業

に合わせて駅前広場整備を行い、問屋街の中

にも再開発を目指す動きがあったが事業化に

は至らなかった。さらに全国的に地方拠点都

市での中心市街地活性化が叫ばれた平成に入

り、都心部における再開発事業等のまちづく

りを誘導促進するために「市街地総合再生計

画」が策定され、「街並み整備推進事業」によ

り柳ケ瀬と駅周辺を結ぶ玉宮通り一帯での

ショッピングプロムナード化が推進された。

しかしそれでもなお、中心部の衰退が下げ止

まることはなかった。結果として、例えば中

心部の 11 小学校区の人口は 1960 年の 15.7

万人が 2000 年には 7.6 万人と半減していた。

この衰退傾向を打破し、JR岐阜駅北口駅

前広場の整備と合わせて岐阜の顔を一変させ

る期待を背負って実施されたのが次章で詳述

する一連の市街地再開発事業であった。な

お、2019 年3月時点の岐阜市の再開発事業は

次頁のとおりである（図1）。

2 市街地再開発事業の具体例

(1）岐阜駅西地区（岐阜シティ・タワー 43）

2007 年 10 月に地上 43 階、高さ 162.82m

を有する複合施設として開業した岐阜シ

ティ・タワー 43 は、JR岐阜駅直結という好

立地性もあり、今や岐阜再生のシンボルと

なっている8。1.1haの街区は、岐阜駅に隣

接しながらも、戦後は倉庫や材木場、老朽低

層建造物に特徴づけられる低未利用地であっ

た。その後、旧国鉄岐阜駅の高架事業を契機

に、1983 年に再開発準備会が発足し、大手百

貨店を核にした再開発事業が検討された。し

かしながら、バブル経済が崩壊し、1999 年に

後に「都心居住の先駆的計画」9と呼ばれた

「岐阜市都心部再活性化基本計画」などの政

策的転換も受け、商業から居住機能重視の方

向にシフトしていった。

具体的な市街地再開発事業のリスタート

は、「公募型企業開発提案方式」10を 2002 年

8月に実施したことが始まりであり、2003 年

6月の都市計画変更、翌年3月の事業計画の

変更認可及び 12 月に権利変換計画認可、

2005 年1月の本体工事と事業が進んだ。事

業収支計画は、事業費を土地の高度利用に

よって新たに創出される保留床の売却費用と

補助金のみで調達し、建物完成時には債務を

負わないローリスクの「岐阜の身の丈に合っ

た再開発」11が目指された。この際に、保留

床処分は、民間開発事業者の計 243 戸の分譲

マンション（5階、15 階～42 階）及び居住者

向け立体駐車場、岐阜県住宅供給公社の高齢

者向け優良賃貸住宅 108 戸（6階～14 階）及
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8 なお、村島正彦（2018）「超高層マンションの歴史と展望」『都市問題』vol.109, P.6 によれば、岐阜シティ・タワー 43
は、わが国の超高層マンションの歴史の中でエルザタワー 55（川口市）、ザ・ライオンズ久留米ウェリスタワー（久留米市）
と並んで「地域のシンボルタワー化」の事例として位置づけられている。

9 岐阜市史編さん委員会ほか（2019）「第2節都市計画の制度と計画の展開」『岐阜市史通史編 現代Ⅱ上巻』岐阜市 P.134。
10 公募型企業開発提案方式とは、建物の品質や環境を保持しながら、建設コストの低減や事業の成立性の向上を図ること
を目的とし、提案者は事業スキームの構築や事業計画の提案を行い、提案採用後に必要な図面や書類を整えるとともに、
大きな保留床処分先を確保するなど、事業成立のめどがついた時点で、設計・施工一括の工事請負契約を随意契約により
締結する仕組みである。（出典：岐阜市都市建設部市街地再開発課（2008）「事業計画情報 岐阜県岐阜市・岐阜駅西地区」
『市街地再開発』（463）P.52）。
11 岐阜駅西地区市街地再開発組合（2011）『記念誌 岐阜シティ・タワー 43』P.20。
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び医療福祉施設（3階）に加えて、岐阜放送

の本社家屋（4階）によって行われた（図2）。

権利床としては、岐阜市が地下駐車場と 43

階のスカイラウンジ及び5階の再開発事務

所、権利変換後の権利者（7名）が1階から

2階の商業施設を共有し、テナント誘致をす

ることとなった。なお、事業費は総計で約

152.6 億円であり、そのうち国・県・市からの

補助金は約 49.4 億円（32.3%）であった12。

岐阜シティ・タワー 43 は、住宅を含む複合

ビルとして中部圏で最も高い建築物であり、

かつ 43 階の展望室は無料ということもあり、

2016 年8月には展望室来場者数は建物の高

さと同じ 163 万人を記録するなど新たなス

ポットとなった13。さらに本稿の文脈から

は、以下の3点が注目される。

第一に、関係者の想像以上に駅前居住に対

する需要が高かったことである。当初は1年

～2年の工事期間中の売却を考えていた分譲

マンションが販売開始に即日抽選完売し、「岐

阜の奇跡」14とまで表現された。この駅前居

住に対する想像以上の高い需要の源は、6割

が市内、3割が県内居住者であり15、1,600 万

円から1億 2,000 万円という販売価格帯をみ

ると地元の富裕層が多かったと理解された。

第二に、高齢者施設・福祉施設が市街地再

開発事業の核として成立することを示したこ

とである。従来、地価の高さや伝統的価値観

から中心市街地への立地は消極的であった。

だが、アクティブシニアの増加や駅前という

利便性、商業施設を通る動線や多世代交流を

促す居住スタイルなどの先進的取り組み等も

あり、平均倍率 1.9 倍となる申し込みがあっ

た16。

第三に、結果としてこの新たな駅前開発モ

デルが次節で述べる連鎖型とも呼べる一連の

市街地再開発事業のトリガーとなったことで

ある。今まで人がほとんどいなかった場所

に、再開発事業により定住者が約 1,000 人増

加し、各施設の利用者も含めた新たな集客発

生が隣接する繊維問屋街の再開発事業の機運

も盛り上げることとなった17。

(2）連鎖型市街地再開発事業への展開

岐阜シティ・タワー 43 の完成に続いて、都
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12 註 11、P.35。
13 「岐阜シティ・タワー 43 展望室来場者、163 万人達成」『毎日新聞（地方版）』2016 年8月 27 日。
14 問屋町西部南街区市街地再開発組合（2013）『事業誌 岐阜スカイウイング 37』P.49。
15 村島正彦（2007）「岐阜市（岐阜シティ・タワー 43）」『日経アーキテクチャ』855, P.41。
16 註 11、P.66。
17 N.N.（2008）「インタビュー 岐阜駅西地区市街地再開発組合理事長兼株式会社岐阜シティ・タワー 43 開発代表取締役
大橋清隆氏」『Crec』2008 .6, P.40-41。

図2 岐阜シティ・タワー 43 の構成

出典：註 11、P.54 をもとに作成

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-07-428　086_3-1_シリーズ-太田尚孝.mcd  Page 7 19/10/18 15:08  v5.51

市計画決定から7年をかけた JR岐阜駅北口

駅前広場も 2009 年9月に完成し18、新しい時

代に向けた地方拠点都市の顔が形成され始め

た（図3）。その後の大型市街地再開発事業

としては、問屋町西部南街区（岐阜スカイウ

イング 37）、岐阜駅東地区（岐阜イーストラ

イジング 24）があげられる。

前者は、岐阜シティ・タワー 43 に隣接し

1.1haと同規模の街区であったが従前の土地

利用や地権者数は異なっていた。つまり、衰

退が顕著な繊維問屋街にあり、老朽化した低

層木造建造物が密集し防災性の危険性もあっ

た。さらに権利者数は 176 名を数え、合意形

成に関わる調整コストも顕在化していた。そ

こで事業性確保という意味では保留床処分が

鍵となるため、岐阜市が公的機関の橋渡しを

行い、結果として東棟業務床の半分を岐阜市

信用保証協会が取得することとなった。ま

た、権利者法人取得の保留床には岐阜大学の

サテライトキャンパスの誘致が実現した19。

最終的には、総事業費約 173.2 億円（補助金

比率：36.3%）、地上 37 階建て高さ 135.89m

の東棟（権利者店舗、商業、オフィス、270 戸

の分譲マンション）、地上 11 階建ての西棟（権

利者店舗、商業、オフィス、ホテル）、その間

に駐車場棟（409 台）という複合棟が 2012 年

9月に開業するに至った（図4）20。

後者は、JR岐阜駅の東側に立地し、JR岐

阜駅と名鉄岐阜駅の間という好立地でありな

がらも従前は十分に都市的土地利用が行われ

ていなかった。そこで岐阜駅北口土地区画整

理事業を契機に、地上 24 階建て高さ 95.24m

となる駅前第三の超高層建築物が誕生するこ

ととなった。プロジェクトの特徴としては、

岐阜シティ・タワー 43 と同様に権利者が6

名と少ないこと、一方でさらに高齢者に方向

づけられ「福祉施設（社会福祉法人サンライ

フ（※現在は、社会福祉法人サン・ビジョン）

が運営）を主体とした新時代の開発モデル」21

と表現された。具体的には、3階から 15 階

は福祉施設（介護付有料老人ホーム 100 床、

特別養護老人ホーム 100 床、ショートステイ

18 床など）が入居し、16 階から 17 階の 36 戸

もサービス付き高齢者向け住宅である（図

5）。なお、分譲住宅は 22 階から 24 階の 12

戸と、先行事例と比較すると限定的となって

いる。いずれにしても、岐阜市は、総事業費
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18 なお、本稿では紙面の都合上、詳述しないが、この間、JR岐阜駅自体の大規模改装も行われており、Made in岐阜の体
感型文化商業施設ワールドデザインシティ・GIFUアクティブ G（店舗面積：10,797m2、開業年月：2000 年7月）、多様な
機能をもつ岐阜市の生涯学習拠点施設のスクエアー G（開業年月：2002 年1月）、複合商業施設のアスティ岐阜（店舗面
積：4,190m2、開業年月：2003 年 11 月）などが開業している。
19 註 14、P.49。
20 註 14、P.41-42。
21 岐阜市長記者会見平成 31 年1月7日資料「岐阜イーストライジング 24 及び歩行者用デッキの竣工について」。

図3 JR岐阜駅の現況

出典：筆者撮影（2019 年7月8日）
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び医療福祉施設（3階）に加えて、岐阜放送

の本社家屋（4階）によって行われた（図2）。

権利床としては、岐阜市が地下駐車場と 43

階のスカイラウンジ及び5階の再開発事務

所、権利変換後の権利者（7名）が1階から

2階の商業施設を共有し、テナント誘致をす

ることとなった。なお、事業費は総計で約

152.6 億円であり、そのうち国・県・市からの

補助金は約 49.4 億円（32.3%）であった12。

岐阜シティ・タワー 43 は、住宅を含む複合

ビルとして中部圏で最も高い建築物であり、

かつ 43 階の展望室は無料ということもあり、

2016 年8月には展望室来場者数は建物の高

さと同じ 163 万人を記録するなど新たなス

ポットとなった13。さらに本稿の文脈から

は、以下の3点が注目される。

第一に、関係者の想像以上に駅前居住に対

する需要が高かったことである。当初は1年

～2年の工事期間中の売却を考えていた分譲

マンションが販売開始に即日抽選完売し、「岐

阜の奇跡」14とまで表現された。この駅前居

住に対する想像以上の高い需要の源は、6割

が市内、3割が県内居住者であり15、1,600 万

円から1億 2,000 万円という販売価格帯をみ

ると地元の富裕層が多かったと理解された。

第二に、高齢者施設・福祉施設が市街地再

開発事業の核として成立することを示したこ

とである。従来、地価の高さや伝統的価値観

から中心市街地への立地は消極的であった。

だが、アクティブシニアの増加や駅前という

利便性、商業施設を通る動線や多世代交流を

促す居住スタイルなどの先進的取り組み等も

あり、平均倍率 1.9 倍となる申し込みがあっ

た16。

第三に、結果としてこの新たな駅前開発モ

デルが次節で述べる連鎖型とも呼べる一連の

市街地再開発事業のトリガーとなったことで

ある。今まで人がほとんどいなかった場所

に、再開発事業により定住者が約 1,000 人増

加し、各施設の利用者も含めた新たな集客発

生が隣接する繊維問屋街の再開発事業の機運

も盛り上げることとなった17。

(2）連鎖型市街地再開発事業への展開

岐阜シティ・タワー 43 の完成に続いて、都

都市とガバナンス Vol.32

まちづくりの新展開－マンションと地域のまちづくり－

90

12 註 11、P.35。
13 「岐阜シティ・タワー 43 展望室来場者、163 万人達成」『毎日新聞（地方版）』2016 年8月 27 日。
14 問屋町西部南街区市街地再開発組合（2013）『事業誌 岐阜スカイウイング 37』P.49。
15 村島正彦（2007）「岐阜市（岐阜シティ・タワー 43）」『日経アーキテクチャ』855, P.41。
16 註 11、P.66。
17 N.N.（2008）「インタビュー 岐阜駅西地区市街地再開発組合理事長兼株式会社岐阜シティ・タワー 43 開発代表取締役
大橋清隆氏」『Crec』2008 .6, P.40-41。

図2 岐阜シティ・タワー 43 の構成

出典：註 11、P.54 をもとに作成

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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約 100 億円の 11.9%を負担し、かつ岐阜イー

ストライジング 24 と岐阜駅東自由通路の2

階とをつなぐ 129m の歩行者用デッキ約

10.7 億円の 57.9%を負担することで後方支

援を行った22。2019 年1月に既に竣工してお

り、3棟目となる新たな超高層建築物が誕生

することとなった。

3 岐阜市の挑戦的課題と展望

(1）量から質への転換と拠点間の回遊性

岐阜市では岐阜シティ・タワー 43 を契機

に市街地再開発事業という都市計画的手法を

用いて、連鎖的な駅前の超高層型開発が行わ

れた。さらに現在、柳ケ瀬においても高島屋

南地区の市街地再開発事業（2019 年7月から

再開発ビルの名称募集開始）により 335 戸の

分譲マンションの供給も予定されている。一

連の住宅供給状況を量的にみると、中心部 11

地区では 2002 年以降の岐阜市全体 3,950 戸

の 52.4%（2,071 戸）に相当する分譲マンショ

ンが供給されたことになる23。これを中心市

街地活性化基本計画区域内に限定すれば同期

間で 972 戸が供給されており、市街地再開発

事業によりまちなか居住が推進されているこ

とは間違いないといえる（図6）。政策的に

も、「岐阜市中心市街地新築住宅取得助成事

業」24に代表されるまちなか居住支援策が

2011 年から 2018 年に計 138 戸の活用実績が

確認されるなど25、まちなか居住の推進は

ニーズともマッチし、一定程度の妥当な需給

都市とガバナンス Vol.32
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22 岐阜市長記者会見平成 31 年1月7日「発言要旨」。
23 岐阜市まちづくり推進部まちづくり推進政策課（2018）『岐阜市中心市街地活性化基本計画』岐阜市，P.8。
24 同事業は、「岐阜市の中心市街地において自ら居住する住宅を建設又は取得するために金融機関と住宅ローンを契約し
た人に対し、建設費又は購入費の一部を助成することで、良好な住宅の建設及び流通を誘導し、並びに子育て世帯の居住
を促進することにより、人口流入の促進及び人口流出の抑制を図り、もって中心市街地を活性化することを目的とする」
取り組みであり、「まちなか居住重点区域（＝岐阜市中心市街地活性化基本計画区域の約 155h）を対象としている（出典：
岐阜市岐阜市中心市街地新築住宅取得助成事業の HP）。

25 岐阜市提供資料に基づく。

図4 岐阜スカイウイング 37 の構成

出典：註 14、P.47 をもとに作成

図5 岐阜イーストライジング 24 の構成

出典：岐阜駅東地区市街地再開発組合の 2019 年2月発行
のパンフレット P.2 に加筆して作成

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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バランスが存在していると判断できうる。

今後も図1をみてもわかるように、JR岐

阜駅前では市街地再開発事業が予定されてお

り、住居系用途での床供給も選択肢として十

分に考えられる。しかし、現行の中心街地活

性化基本計画（3期目）の資料においても、

2002 年以降、中心市街地としての世帯増がみ

られても人口増にはつながらず、高齢者（率）

は増加し、人口の社会増も大規模住宅開発事

業頼みの構図が明らかである26。そのため、

中心市街地での新規居住者の多くは定年前後

の世代であるため子供の増加にはつながら

ず、かつ郊外に住宅を持ちながら都心の住宅

を保有するパターンもあり、結果として定住

人口の増加にはつながらないとの批判27は一

定の妥当性を持つ。

すなわち、岐阜市全体での人口減少も予測

されている中で、中心市街地であっても中長

期的な人口の量的増加は困難であるとすれ

ば、いかに新旧の居住者が安心・安全で豊か

な暮らしを営むことができるかが次のステー

ジではより重要になりうる。この点で、中心

市街地の北に位置する岐阜市立中央図書館・

市民活動交流センター・多文化交流プラザ・

展示ギャラリー等から構成される「みんなの

森 ぎふメディアコスモス」（2015 年7月開

館）及び隣接する形で工事が進む岐阜市新庁

舎（2021 年度開庁予定）は、新たな都市的機

能として大きな期待がよせられる。しかしこ

の場合でも、ローカルなアクターがリノベー

ション手法を用いたまちづくりを進める柳ケ

瀬及び市街地再開発事業により景色が一変し

た JR岐阜駅前といかに回遊性を生み出すか

が拠点整備と合わせて鍵となると思われ

る28。

(2）中心市街地としての魅力創出

前項のまちなか居住や都市構造的課題と共

に、中心市街地としての都市的魅力をいかに

創出するかも重要である。用途地域の指定状

況を見るまでもなく、中心市街地は純粋な住

宅地としてではなく、用途混合型で高密度の

都市的街区が想定されている。岐阜市の場

合、岐阜県の顔という役割もあることから、

賑わいの創出は中心市街地活性化の中では欠
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26 註 23、P.4、P.5、P.30。
27 富樫幸一（2017）「岐阜市におけるコンパクトシティー政策と現実の課題」『住民と自治』（648）, P.18。
28 岐阜市側でも当然、このような拠点間の回遊性向上は問題意識として持っており、BRTを活用し同時に道路空間の利活
用を試みるトランジットモールの社会実験は注目すべき取り組みであるといえうる。
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図6 岐阜市中心部の分譲マンションの立地

出典：註 23、P.8 に加筆して作成
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約 100 億円の 11.9%を負担し、かつ岐阜イー

ストライジング 24 と岐阜駅東自由通路の2

階とをつなぐ 129m の歩行者用デッキ約

10.7 億円の 57.9%を負担することで後方支

援を行った22。2019 年1月に既に竣工してお

り、3棟目となる新たな超高層建築物が誕生

することとなった。

3 岐阜市の挑戦的課題と展望

(1）量から質への転換と拠点間の回遊性

岐阜市では岐阜シティ・タワー 43 を契機

に市街地再開発事業という都市計画的手法を

用いて、連鎖的な駅前の超高層型開発が行わ

れた。さらに現在、柳ケ瀬においても高島屋

南地区の市街地再開発事業（2019 年7月から

再開発ビルの名称募集開始）により 335 戸の

分譲マンションの供給も予定されている。一

連の住宅供給状況を量的にみると、中心部 11

地区では 2002 年以降の岐阜市全体 3,950 戸

の 52.4%（2,071 戸）に相当する分譲マンショ

ンが供給されたことになる23。これを中心市

街地活性化基本計画区域内に限定すれば同期

間で 972 戸が供給されており、市街地再開発

事業によりまちなか居住が推進されているこ

とは間違いないといえる（図6）。政策的に

も、「岐阜市中心市街地新築住宅取得助成事

業」24に代表されるまちなか居住支援策が

2011 年から 2018 年に計 138 戸の活用実績が

確認されるなど25、まちなか居住の推進は

ニーズともマッチし、一定程度の妥当な需給

都市とガバナンス Vol.32

まちづくりの新展開－マンションと地域のまちづくり－

92

22 岐阜市長記者会見平成 31 年1月7日「発言要旨」。
23 岐阜市まちづくり推進部まちづくり推進政策課（2018）『岐阜市中心市街地活性化基本計画』岐阜市，P.8。
24 同事業は、「岐阜市の中心市街地において自ら居住する住宅を建設又は取得するために金融機関と住宅ローンを契約し
た人に対し、建設費又は購入費の一部を助成することで、良好な住宅の建設及び流通を誘導し、並びに子育て世帯の居住
を促進することにより、人口流入の促進及び人口流出の抑制を図り、もって中心市街地を活性化することを目的とする」
取り組みであり、「まちなか居住重点区域（＝岐阜市中心市街地活性化基本計画区域の約 155h）を対象としている（出典：
岐阜市岐阜市中心市街地新築住宅取得助成事業の HP）。

25 岐阜市提供資料に基づく。

図4 岐阜スカイウイング 37 の構成

出典：註 14、P.47 をもとに作成

図5 岐阜イーストライジング 24 の構成

出典：岐阜駅東地区市街地再開発組合の 2019 年2月発行
のパンフレット P.2 に加筆して作成
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かすことができない要素である。しかし、現

状では、急速に変化する社会経済環境に翻弄

され、小売業事業所数、従業者数、年間商品

販売額のいずれの指標をみても、中心市街地

の商業環境は全体としては衰退の一途であ

る29。その一方で、柳ケ瀬と駅前をつなぐ玉

宮通りでは公民一体のハード・ソフト整備が

衣料問屋街から飲食街への転換を促し30、柳

ケ瀬周辺においては意欲的な民間事業者が遊

休不動産の賃貸区画の小規模再編と自主施工

による改装を行うことで従前にはない中心市

街地での低価格賃料とテナント多様化に貢献

しているとの報告もある31。

この流れの中で、岐阜市が目指す中心市街

地の都市像として掲げた「エリアの空間需要

を喚起し、投資が起こる持続可能なまち」を

実現させるためには、都市計画的にはエリア

の可能性を地下や屋上、オープンスペースも

含めて立体的にとらえることがあらためて重

要であると思われる。すなわち、大・小空間

での社会的価値を正しく把握し、利用者と紐

づけて建物や公共空間を適切にマネジメント

していく発想である32。例えば、自治体が裁

量的に指定できる特別用途地区や地区計画等

を活用し、商業系用途地域であっても健全な

住環境を面的に提供できるような仕組みを設

計することや、中心市街地内での貴重な公共

空間でもある公園緑地施設を点的・線的・面

的により利用者本位で現代的にリノベーショ

ンすることなどが考えられる。すなわち、居

住の質、滞在の質を向上させ、大型開発事業

や商業振興だけに頼らない多世代が満足する

都市空間の創造が必要であり、そのための戦

略的空間整備が都市計画に求められている。

換言すれば、岐阜市では真新しい都市景観と

これに引き寄せられた建築行為をいかに都市

の中に統合させ、ヒューマンスケールのまち

をつくるかが鍵であろう。

4 地方拠点都市における持続可能な中心市

街地の再構築とは

(1）ドイツの都市の持続可能性と事業の質を

高める試み

本稿の最後に、岐阜市を含めた地方拠点都

市に広く転用可能なドイツの都市開発の試み

を発想転換のヒントとして紹介したい。

ドイツでは、近年、人口規模を問わず、中

心市街地での建築事業を中心に新規開発時に

必要な法定の都市計画である地区詳細計画

（Bプラン）の策定手続きの中に「社会的に公

正な土地利用」を導入する自治体が急速に広

がっている33。具体的には、開発側に当該開

発事業に関係する付帯的ハード整備（例：幼

稚園、緑地）や様々な所得階層や社会的立場
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29 註 23、P.9 に基づくと、小売業事業所数は昭和 57 年から平成 26 年にかけて中心市街地シェアは6ポイント下がり
14.9%、従業者数は 18 ポイント下がり 9.6%、年間商品販売額は 22 ポイント下がり 10.0%となった。
30 野々村泰輔ほか（2012）「508 岐阜市「玉宮通り」沿いの建物用途の変遷と飲食店舗の継続性」『日本建築学会東海支部研
究報告書』(50), 633-636。

31 新海周平ほか（2018）「430 岐阜市中心市街地における小分割された賃貸区画の不動産に関する研究」『日本建築学会東海
支部研究報告書』(56), 537-540。

32 このような発想は、日本都市計画学会都市空間のつくり方研究会（2019）『小さな空間から都市をプランニングする』学
芸出版社とも関係が深く、当該文献は具体的事例や考え方を明示しており基本的図書になりうる。

33 詳細は、太田尚孝（2019）「ドイツの「社会的に公正な土地利用」に基づく公民契約型の都市開発手法に関する調査報告：
ミュンヒェン市の先行的試みの展開に注目して」『兵庫県立大学環境人間学部研究報告』(21), 9-27 を参照のこと。

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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の居住者をミックスさせるために住宅市場と

は異なる形での居住者割合を公民間の都市計

画契約という手法で事前決定している。ま

た、各自治体のルールは市議会議決を経て承

認され、HP等でも公開されている。要する

に、開発行為による外部不経済性や社会的不

平等を事前にある程度、予測し緩和させる仕

組みである。この背景には、諸外国からの大

量の流入者と、分散型国家とはいえ都市部へ

の人口集中が進んだ結果としてアフォーダブ

ル住宅が不足していること、理念的にも実質

的にも自治体主導の都市計画という日本とは

若干異なる前提もあるが、敷地単位の規制・

誘導だけでは限界があり、場当たり的な対症

療法に代替される試みとしてわが国でも検討

されてよい。また、実践例はベルリンやハン

ブルク等の大都市に限られるが都市開発事業

後に生じうるジェントリフィケーション対策

も都市計画制度の中でも対応されている点は

都市計画の役割を再考する上でも興味深

い34。

さらに、事業の質を高める工夫としてわが

国にも頻繁に紹介される国際建築展（IBA）

のローカル版といえる非法定型の都市・地域

開発手法の REGIONALEは、事業実施前で

も事業実施後の空間の利活用、リノベーショ

ンにも対応できるという点でわが国の地方拠

点都市でも転用が可能であろう35。この際

に、中心市街地、郊外を問わない形で提案を

募る形にすれば、具体的事業をより都市（圏）

全体の文脈の中で俯瞰的に位置づけられる可

能性もあると思われる。

(2）おわりに：「身の丈の再開発」による持続

可能な中心市街地の再構築とは？

岐阜市を例にしても地方拠点都市では、中

心市街地再生の切り札的に市街地再開発事業

が用いられるケースが多い。だが、事業を行

うこと自体が目的の時代、建築物が完成すれ

ば終わりの時代は過ぎている。地方拠点都市

では、100 万人都市とは異なり、絶対的数も

少なく、岐阜市のように多世代型の施設配置

であれば昨今叫ばれるタワーマンション問

題36は限定的であるに思われるが、市街地再

開発事業と中心市街地再構築との間には以下

の論点があるように思われる。

第一に、事業性を考えつつ何を目的として

何を行うかである。地方拠点都市においても

コンパクトシティや都心回帰の流れの中で、

まちなか居住が公民をあげて推進されること

自体は一定の共通理解が示される。だが、目

的達成とその手段については、建築的形態や

事業の中身も含めて慎重に議論されなければ

ならない。地方拠点都市では、一般的に中心

市街地への大規模なオフィス需要はもはや期

待できず、郊外ロードサイド型の SCとは一

線を画す都市的大型ファッション施設も現実

的には新規出店が困難である。そのため、必
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34 詳細は、太田尚孝（2017）「大都市インナーシティのジェントリフィケーションへの都市計画的対応の可能性と課題に関
する研究：ドイツのハンブルク市における建設法典第 172 条の運用実態に注目して」『都市計画論文集』52(3), 937-944 を
参照のこと。

35 詳細は、太田尚孝ほか（2016）「ドイツにおける時限型・プロジェクト型・非法定型の地域開発手法の仕組みと実態に関
する研究：ノルドライン・ヴェストファーレン州の REGIONALE（レギオナーレ）に注目して」『都市計画論文集』51(3)，
1078-1085 を参照のこと。

36 例えば、榊淳司（2019）『限界のタワーマンション』集英社。
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かすことができない要素である。しかし、現

状では、急速に変化する社会経済環境に翻弄

され、小売業事業所数、従業者数、年間商品

販売額のいずれの指標をみても、中心市街地

の商業環境は全体としては衰退の一途であ

る29。その一方で、柳ケ瀬と駅前をつなぐ玉

宮通りでは公民一体のハード・ソフト整備が

衣料問屋街から飲食街への転換を促し30、柳

ケ瀬周辺においては意欲的な民間事業者が遊

休不動産の賃貸区画の小規模再編と自主施工

による改装を行うことで従前にはない中心市

街地での低価格賃料とテナント多様化に貢献

しているとの報告もある31。

この流れの中で、岐阜市が目指す中心市街

地の都市像として掲げた「エリアの空間需要

を喚起し、投資が起こる持続可能なまち」を

実現させるためには、都市計画的にはエリア

の可能性を地下や屋上、オープンスペースも

含めて立体的にとらえることがあらためて重

要であると思われる。すなわち、大・小空間

での社会的価値を正しく把握し、利用者と紐

づけて建物や公共空間を適切にマネジメント

していく発想である32。例えば、自治体が裁

量的に指定できる特別用途地区や地区計画等

を活用し、商業系用途地域であっても健全な

住環境を面的に提供できるような仕組みを設

計することや、中心市街地内での貴重な公共

空間でもある公園緑地施設を点的・線的・面

的により利用者本位で現代的にリノベーショ

ンすることなどが考えられる。すなわち、居

住の質、滞在の質を向上させ、大型開発事業

や商業振興だけに頼らない多世代が満足する

都市空間の創造が必要であり、そのための戦

略的空間整備が都市計画に求められている。

換言すれば、岐阜市では真新しい都市景観と

これに引き寄せられた建築行為をいかに都市

の中に統合させ、ヒューマンスケールのまち

をつくるかが鍵であろう。

4 地方拠点都市における持続可能な中心市

街地の再構築とは

(1）ドイツの都市の持続可能性と事業の質を

高める試み

本稿の最後に、岐阜市を含めた地方拠点都

市に広く転用可能なドイツの都市開発の試み

を発想転換のヒントとして紹介したい。

ドイツでは、近年、人口規模を問わず、中

心市街地での建築事業を中心に新規開発時に

必要な法定の都市計画である地区詳細計画

（Bプラン）の策定手続きの中に「社会的に公

正な土地利用」を導入する自治体が急速に広

がっている33。具体的には、開発側に当該開

発事業に関係する付帯的ハード整備（例：幼

稚園、緑地）や様々な所得階層や社会的立場
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29 註 23、P.9 に基づくと、小売業事業所数は昭和 57 年から平成 26 年にかけて中心市街地シェアは6ポイント下がり
14.9%、従業者数は 18 ポイント下がり 9.6%、年間商品販売額は 22 ポイント下がり 10.0%となった。

30 野々村泰輔ほか（2012）「508 岐阜市「玉宮通り」沿いの建物用途の変遷と飲食店舗の継続性」『日本建築学会東海支部研
究報告書』(50), 633-636。

31 新海周平ほか（2018）「430 岐阜市中心市街地における小分割された賃貸区画の不動産に関する研究」『日本建築学会東海
支部研究報告書』(56), 537-540。

32 このような発想は、日本都市計画学会都市空間のつくり方研究会（2019）『小さな空間から都市をプランニングする』学
芸出版社とも関係が深く、当該文献は具体的事例や考え方を明示しており基本的図書になりうる。

33 詳細は、太田尚孝（2019）「ドイツの「社会的に公正な土地利用」に基づく公民契約型の都市開発手法に関する調査報告：
ミュンヒェン市の先行的試みの展開に注目して」『兵庫県立大学環境人間学部研究報告』(21), 9-27 を参照のこと。

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-07-428　086_3-1_シリーズ-太田尚孝.mcd  Page 12 19/10/18 15:08  v5.51

然的に居住や居住に付随するサービス、公共

施設の組み合わせが現実的な選択肢となりう

る。ただし、過度に用途や機能が画一化され

ることは、都市的魅力を削ぐ要因ともなり、

場所の立地特性やポテンシャルも見定めた慎

重な意思決定が求められる。

第二に、事業実施による波及効果とその対

応である。地方拠点都市の市街地再開発事業

は、量としても限定的であるため大々的に影

響が顕在化することは考えにくい。しかし、

局所的であったとしても、事業実施により近

隣や既成市街地に肯定的・否定的波及効果が

生じうる。市街地再開発事業を契機に都市構

造再編や新たな主体間連携に基づくまちづく

りの可能性が開かれることは多々あり、近隣

や既成市街地といかにして協調・融合してい

くかは重要な点である。一方で、ゼロリスク

は現実的に不可能だとしても、「受け皿」とな

る既成市街地にハード・ソフトの基盤がなけ

れば新たな混乱を招きかねないことは容易に

想像され、中心市街地側からみた事業実施可

能性も吟味されなければならないといえる。

第三に、市街地再開発事業の公益性・公共

性と補助金の存在である。地方拠点都市で行

われる市街地再開発事業は、民間主体のいわ

ゆる一種事業の場合であっても相当額の各種

補助金によって事業そのものが成り立つ場合

が多い。加えて大都市よりも、よりシンボル

性や政治的意思が反映されやすい性質を持っ

ている。この意味で、大都市に増して公益

性・公共性が問われるが、事業に関わる意思

決定の透明性や正当性が確保されているのか

どうかは、上記2点とも関係し、重要なテー

マになりうる。

低容積型か財政悪化リスク回避型かはとも

かくとして「身の丈の再開発」が地方部での

市街地再開発事業の主流となった今、市街地

の土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機

能の更新とを図ることを特徴とする市街地再

開発事業はそのあり方が、より面的・中長期

的な関連諸計画との接続性と共に問われてい

る。
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ただき、関連資料の提供もいただいた岐阜市

市街地再開発課及びまちづくり推進政策課の

皆様に記して感謝申し上げます。
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まちづくりの新展開－マンションと地域のまちづくり－

マンションの魅力とはなにか
－都市的生活様式としてのマンションの

モビリティの限界－
立教大学社会学部准教授 貞包 英之

マンションの魅力には、①都市と相関する「利便性」、②「快適性」という要素があるが、それらを根

底的に支えているのが、③モビリィティの高さである。売り買いしやすく、それゆえ転居もしやすいと

いうモビリティの自由度が、マンション居住を都市のなかでつねに便利で、快適性の高いものに保つで

あり、それを大衆的に供給することでブームになったのが、超高層マンションだった。

ただしマンションのモビリィティに限界がないわけではない。老朽化すればするほど売り買いが困

難になるためであり、それをリセットするものとしての建て替えも現実的には困難である。人口減少下

のなか、住宅需要が充分ではないからであり、そのもっとも困難なケースとして、地方都市の場合を本

論は調査した。そこではその都市に愛着をもつ者ほど建て替えに賛成しないという皮肉な事態が観察

されたが、こうした結果から、ではいかなる対処が可能かを考える。

1 都市的生活様式としてのマンション居住

20 世紀後半以降、マンション暮らしはわた

したちの生活に根を下ろした。その起点と

なったのは、第二次マンションブームであ

る。1960 年代始めの第一次マンションブー

ムが、富裕層にラグジュアリな住居を提供す

るものに留まったのに対し、1960 年代後半の

第二次ブームでは、価格が低下し、供給戸数

も1万戸を超えるなど、まがりなりにもマン

ションの大衆化が進んでいくのである1。

この第二次マンションブームを起点とすれ

ば、マンション居住には 50 年ほどの歴史が

あることになる。その間に、マンション居住

は着実に拡がり、国土交通省によれば、2018

年末の時点でマンションのストックは 654.7

万戸、居住者は 1525 万人と、国民の一割がマ

ンションに居住している状況である2。

ではなぜ人びとはマンションに住むのだろ

うか。それを考える上でまず注目すべきは、

マンションが都市型の住まいとして定着して
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1 高層住宅史研究会編『マンション 60 年史：同潤会アパートから超高層へ』1989 年、187 頁。
2 https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk5_000058.html
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然的に居住や居住に付随するサービス、公共

施設の組み合わせが現実的な選択肢となりう

る。ただし、過度に用途や機能が画一化され

ることは、都市的魅力を削ぐ要因ともなり、

場所の立地特性やポテンシャルも見定めた慎

重な意思決定が求められる。

第二に、事業実施による波及効果とその対

応である。地方拠点都市の市街地再開発事業

は、量としても限定的であるため大々的に影

響が顕在化することは考えにくい。しかし、

局所的であったとしても、事業実施により近

隣や既成市街地に肯定的・否定的波及効果が

生じうる。市街地再開発事業を契機に都市構

造再編や新たな主体間連携に基づくまちづく

りの可能性が開かれることは多々あり、近隣

や既成市街地といかにして協調・融合してい

くかは重要な点である。一方で、ゼロリスク

は現実的に不可能だとしても、「受け皿」とな

る既成市街地にハード・ソフトの基盤がなけ

れば新たな混乱を招きかねないことは容易に

想像され、中心市街地側からみた事業実施可

能性も吟味されなければならないといえる。

第三に、市街地再開発事業の公益性・公共

性と補助金の存在である。地方拠点都市で行

われる市街地再開発事業は、民間主体のいわ

ゆる一種事業の場合であっても相当額の各種

補助金によって事業そのものが成り立つ場合

が多い。加えて大都市よりも、よりシンボル

性や政治的意思が反映されやすい性質を持っ

ている。この意味で、大都市に増して公益

性・公共性が問われるが、事業に関わる意思

決定の透明性や正当性が確保されているのか

どうかは、上記2点とも関係し、重要なテー

マになりうる。

低容積型か財政悪化リスク回避型かはとも

かくとして「身の丈の再開発」が地方部での

市街地再開発事業の主流となった今、市街地

の土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機

能の更新とを図ることを特徴とする市街地再

開発事業はそのあり方が、より面的・中長期

的な関連諸計画との接続性と共に問われてい

る。
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いることである。2018 年の新設住宅戸数に

おいても東京都ではマンションは 34,142 戸、

全体の 23.6％に及び、全国における 11.7％

と比べ、2倍以上の割合を示している（国土

交通省『住宅着工統計』）。

さらに都市のなかでも、マンションは基本

的に利便性の高い場所に建てられる。そのほ

うが販売に有利だからだけではない。容積率

や高さなどの制限が厳しい日本の都市では、

マンションが建築可能なのは、大通りに面し

た場所や商業地区、または新しく開発された

新開地にしばしば限られる。そしてそれは他

の商業施設や交通機関なども同じである。お

かげでマンションは都市的な施設や設備など

の様々な集積に近接し、どこに行くにも便利

な拠点になっているのである。

こうしたマンションが、ますます多忙化す

る現代都市の暮らしのなかで好まれているこ

とは不思議ではない。たとえば近年、東京都

心にマンションが多数建てられているが、駅

チカ都心部のマンションに住んでいるかぎ

り、職住近接を実現し、子育てに最大限時間

を費すことができる。また買い物や、お出か

けにも無駄な時間を割かずによくなるのであ

り、そうして共働き世帯が増え、家族の時間

が取りにくくなるなかで、マンションは都市

生活を効率的に送る拠点として受け入れられ

ている。

この意味でマンションの魅力は第一に都市

の「利便性」と深く関わる。ただしそれにつ

きるわけではない。第二に考えなければなら

ないのが、マンションの「快適性」である。

マンションにはしばしばあらたな設備がいち

早く導入される。快適なネット環境や集中的

な冷房暖房装置、最新のキッチン、防音設備

や免震耐震設備、さらに大規模になればなる

ほど、キッズルームや、キッチンスタジオ、

ジムや図書室、コンセルジェサービスなど、

多様なサービスがマンションには付随する。

こうした最新の設備や装置によって、マン

ションは「快適」な住空間を実現する。「快

適」というのはたんに肉体的・精神的に心地

よい状態を指すわけではない。都市のなかの

「快」、つまり数多くの都市生活のなかに住生

活がシームレスに、たがいがたがいの違和に

なることなくつながっている状態を、ここで

は「快適」と呼びたいのである3。

都市のオフィスや交通機関、商業地区は、

最新の機械や器具を次々と更新させていく。

都市は集団によって消費が行われるいわゆる

「集合的消費」の場として社会学的にはしば

しば定義されるが、都市のオフィスや商業地

区は、多数の人々が共通して利用する場とし

て、多大な投資と更新がいち早くなされるの

である。

それに触れることが、たしかに都市に暮ら

すひとつの魅力になるといえよう。しかし問

題はたとえ都市であれ、または都市でこそ住

生活はなかなか更新されないことである。

「私的な消費」の対象としてあくまで住生活

は個々人の恣意にまかされ、だからこそ地価

が上がり住居費が高くなる都市では、しばし
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ば人びとは劣悪な環境で暮らさざるをえな

い。

こうして生まれる「快適性」の懸隔を埋め

るのが、マンションである（図1参照）。マン

ションでは、集団としての居住者が「消費」

し、つまりマンションは「集合的消費」の原

理を住居にも持ち込むことで、最新の設備を

しばしばいち早く備える。オフィスや商業空

間、交通空間と、シームレスなモードを共有

する空間をつくりだすのであり、結果、実現

される都市空間をはみ出さずに生きる「快適

性」の感覚――逆にそれは人びとを都市空間

の内部に逃げ道なく絡め取ることにもなるが

――こそ、戸建てでは得がたいマンションの

魅力となる。

以上のようにマンションは、①都市生活の

ために利便性が高く、また②「快適」な空間

を実現するが、それを大衆的な規模で、また

相対的に安価に提供したものこそ、高層マン

ションだった。

東京が過密化していくなかで都市の内部

に、最新のモードに適合する戸建住宅を構え

ることは、いっそう難しくなる。そのなかで

高層マンションは、利便性が高く、快適度も

高い空間を大量に販売した。当初は大川端リ

バーシティ（1989）や恵比寿ガーデンプレイ

ス（1994）などラグジュアリなマンションが

多かったが、2000 年代以降にもなると、多様

な価格帯を持つ住戸が東京やさらに地方都市

に建てられる。こうして希少性の高い都市に

おける家族向け住宅を、高層マンションは

「大衆」へと開放する役割をはたした。「大

衆」といってもここでは一定の購買力を持つ

層のことを意味するが、都市の変容ととも

に、住宅に対する要求水準がこの意味での

「大衆」的規模で高まりをみせたことを、高

層マンションのブームはあきらかにするので

ある。

2 モビリティというマンションの魅力

以上から都市とのふかいむすびつきが、マ

ンションの魅力になっていることがみえてく

る。都市の利便性や快適性を最大限「消費」

させる拠点として、高層マンションを中心に

多くのマンションが現在高い人気を誇ってい

るのである。

だとしても、それだけでマンションの魅力

を充分説明できるわけではない。都市とマン

ションの深い結び付きは、皮肉なことに、マ

ンションの魅力をしばしば危機にさらす。活

力ある都市ほど新陳代謝が重なり、中心部の

有り様はたやすく変化する。そうなると既存
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いることである。2018 年の新設住宅戸数に

おいても東京都ではマンションは 34,142 戸、

全体の 23.6％に及び、全国における 11.7％

と比べ、2倍以上の割合を示している（国土

交通省『住宅着工統計』）。

さらに都市のなかでも、マンションは基本

的に利便性の高い場所に建てられる。そのほ

うが販売に有利だからだけではない。容積率

や高さなどの制限が厳しい日本の都市では、
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り、そうして共働き世帯が増え、家族の時間

が取りにくくなるなかで、マンションは都市

生活を効率的に送る拠点として受け入れられ

ている。

この意味でマンションの魅力は第一に都市

の「利便性」と深く関わる。ただしそれにつ

きるわけではない。第二に考えなければなら

ないのが、マンションの「快適性」である。

マンションにはしばしばあらたな設備がいち

早く導入される。快適なネット環境や集中的

な冷房暖房装置、最新のキッチン、防音設備

や免震耐震設備、さらに大規模になればなる

ほど、キッズルームや、キッチンスタジオ、

ジムや図書室、コンセルジェサービスなど、

多様なサービスがマンションには付随する。

こうした最新の設備や装置によって、マン

ションは「快適」な住空間を実現する。「快

適」というのはたんに肉体的・精神的に心地

よい状態を指すわけではない。都市のなかの

「快」、つまり数多くの都市生活のなかに住生

活がシームレスに、たがいがたがいの違和に

なることなくつながっている状態を、ここで

は「快適」と呼びたいのである3。

都市のオフィスや交通機関、商業地区は、

最新の機械や器具を次々と更新させていく。

都市は集団によって消費が行われるいわゆる

「集合的消費」の場として社会学的にはしば

しば定義されるが、都市のオフィスや商業地

区は、多数の人々が共通して利用する場とし

て、多大な投資と更新がいち早くなされるの

である。

それに触れることが、たしかに都市に暮ら

すひとつの魅力になるといえよう。しかし問

題はたとえ都市であれ、または都市でこそ住

生活はなかなか更新されないことである。

「私的な消費」の対象としてあくまで住生活

は個々人の恣意にまかされ、だからこそ地価

が上がり住居費が高くなる都市では、しばし
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のマンションの立地の優位性はしばしば失わ

れ、また新たな中心に新規のマンションが多

数供給されることで、最新の設備を備えてい

たはずの既存のマンションもたやすく陳腐化

されるからである。

都市の活力にいわば「寄生」し価値を高め

ていたマンションは、こうしてその都市の変

わりやすさによって急速に価値を減じるのだ

が、ただしマンションは、以上のような限界

にまったく無防備というわけでもない。変わ

りやすい都市のなかで魅力をなお支えるの

が、相対的な売りやすさとそれを前提とした

引っ越しやすさ、つまり、③マンションの高

い「モビリティ」である。

一戸建ての住宅に比べ、マンションでは相

対的に売却が容易である。それは後者におい

て、より流動性の高い中古市場が成立してい

るからである。たしかに戸建住宅も中古販売

できるが、日本では建物部分の価値が急減す

ることに加え、住宅用地の活用性が乏しいた

めに戸建ての売却はむずかしい。人口減少下

で住宅の需要が低くなるなかで、細分化され

た土地を住宅以外の用途に使うことは困難に

なり、そのせいで大都市の一部以外の場所で

は、中古住宅は値がつきにくくなっているの

である。

こうした情勢のなかでも、マンションは流

動性をまがりなりにも保つ。高層マンション

を中心に、多くの場合都市の利便性の高い場

所にあり、また間取りや設備が標準化されて

いるため相対的に安心して取引できるためで

ある。

結果としてのモビリティの高さが、マン

ション暮らしの大きな魅力となる。一戸建て

に暮らすかぎり職場や学校に応じて引っ越す

ことはむずかしい。しかしマンション暮らし

では住居を売り、転居することが比較的容易

なのであり、そうして都市におけるフレキシ

ブルな暮らしをモビリティの高さは実現す

る。

さらにいえば先に触れた①利便性、②快適

性といったマンションの魅力も、根底的には

この③移動の自由度＝モビリティによって支

えられている。いつでも新しい住戸に移動す

ることができる可能性は、職場や学校を選択

する自由度を高めるとともに、住んでいるマ

ンションが設備や器具で時代遅れのものにな

る恐れを個人レベルで償う。

高層マンションが人気なのも、ひとつには

そのためである。ブームのなかで、比較的値

が落ちにくい「勝ち組」として高層マンショ

ンをもてはやされている。たしかに資産形成

の有利さがあるとしても、それが転居の可能

性を開いておくことが、高層マンションのひ

とつの魅力になっているのである。

3 モビリティの限界

だが一方で、こうしたモビリティの高さ

は、短期的なものにすぎない。長期的にみれ

ばマンションのモビリティは大きな問題を抱

えている。それはマンションが老朽化するか

らである。前世紀に建てられたマンションの

多くがすでにあまり長い未来を持っていない

といわれている。それゆえマンションの売却

は、最終的にはババ抜き的様相を呈す。最初

のうちは好条件で引き取る買い手が多数現れ

るが、建造から時が経つにつれてマンション

は維持費用がかさみ、最後には取り壊し費用
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がかかるという意味で価値はマイナスにさえ

なるからである。

だからこそ老朽化し、売りにくくなる前に

マンションを手放すことが、所有者には求め

られる。こうした一種のチキンレースは、住

み代わりによって低所得者が増加することに

よって加速される。かつての富裕層がマン

ションを手放し、その代りより低所得の者が

マンションに残る、または新たに住み変わる

ことで、マンションの維持管理はますます難

しくなり、価格の下落は促進されるからであ

る。

物理面に加え、こうして社会的にもマン

ションの寿命は制限されており、それがその

魅力を減らす。マンションが売りにくくなれ

ば、それを売却して代わりにあらたな家を探

すことはむずかしくなるのであり、結果とし

て利便性も快適性も失われたマンションに留

まらざるをえなくなるからである。

たしかにそれを克服する起死回生の策もな

くはない。マンションを建て替え、もう一

度、新品の状態に戻すこと、それができれば、

マンションの価格も回復し、再びモビリティ

を高めることができる。

ただし現実的には、建て替えは容易ではな

い。マンション再生協議会によれば、2018 年

4月までに総計 249 件、13,483 戸（従前戸数

の確認されない2件を除く）の建替えの実現

が確認される4が、この数はかなり少ないと

いわざるをえない。国土交通省によれば、

2018 年現在、築 40 年を超えたマンションは、

81.4 万戸だが5、それを遅かれ早かれ建て替

えが必要なマンションとみなせば、全体の

1.6％しか建て替えは実現されていないので

ある。

建て替えがなかなか進まないのは、根本的

にいえば、費用負担の目処が立たないためで

ある。そもそもこれまで建て替えされたマン

ションをみれば、その多くは、①容積率を満

たす割合がもともと低く、大幅な増床が期待

されたもの、②優れた立地にあり建て替えで

かなりの価格上昇が見込まれたもの、③道路

に隣接し崩壊の場合交通が寸断されるなどの

理由で自治体から補助金や容積率割増の特例

を適用されたものに属している。マンション

建替えは個々の居住者の資金によってなされ

ることを基本とし、だからこそ、建て替え後

に一定の利得が生まれ、それで費用が賄われ

る見込みがなければ、建て替えは容易には実

現されないのである。

ただしこれは、あらかじめ資金がなけれ

ば、絶対に建て替えができないことを意味し

ているわけではない。実際、筆者らは、全国

の経年マンションに住む者に建て替えに対す

るネット調査（2016 年実施、N=813）を実施

した6。調査では、自己資金を多く持つ者が

たしかに建て替えに賛成する場合が多かった

――たとえば自己資金が 1,000～1,499 万円
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のマンションの立地の優位性はしばしば失わ

れ、また新たな中心に新規のマンションが多

数供給されることで、最新の設備を備えてい

たはずの既存のマンションもたやすく陳腐化

されるからである。

都市の活力にいわば「寄生」し価値を高め

ていたマンションは、こうしてその都市の変

わりやすさによって急速に価値を減じるのだ

が、ただしマンションは、以上のような限界

にまったく無防備というわけでもない。変わ

りやすい都市のなかで魅力をなお支えるの

が、相対的な売りやすさとそれを前提とした

引っ越しやすさ、つまり、③マンションの高

い「モビリティ」である。

一戸建ての住宅に比べ、マンションでは相

対的に売却が容易である。それは後者におい

て、より流動性の高い中古市場が成立してい

るからである。たしかに戸建住宅も中古販売

できるが、日本では建物部分の価値が急減す

ることに加え、住宅用地の活用性が乏しいた

めに戸建ての売却はむずかしい。人口減少下

で住宅の需要が低くなるなかで、細分化され

た土地を住宅以外の用途に使うことは困難に

なり、そのせいで大都市の一部以外の場所で

は、中古住宅は値がつきにくくなっているの

である。

こうした情勢のなかでも、マンションは流

動性をまがりなりにも保つ。高層マンション

を中心に、多くの場合都市の利便性の高い場

所にあり、また間取りや設備が標準化されて

いるため相対的に安心して取引できるためで

ある。

結果としてのモビリティの高さが、マン

ション暮らしの大きな魅力となる。一戸建て

に暮らすかぎり職場や学校に応じて引っ越す

ことはむずかしい。しかしマンション暮らし

では住居を売り、転居することが比較的容易

なのであり、そうして都市におけるフレキシ

ブルな暮らしをモビリティの高さは実現す

る。

さらにいえば先に触れた①利便性、②快適

性といったマンションの魅力も、根底的には

この③移動の自由度＝モビリティによって支

えられている。いつでも新しい住戸に移動す

ることができる可能性は、職場や学校を選択

する自由度を高めるとともに、住んでいるマ

ンションが設備や器具で時代遅れのものにな

る恐れを個人レベルで償う。

高層マンションが人気なのも、ひとつには

そのためである。ブームのなかで、比較的値

が落ちにくい「勝ち組」として高層マンショ

ンをもてはやされている。たしかに資産形成

の有利さがあるとしても、それが転居の可能

性を開いておくことが、高層マンションのひ

とつの魅力になっているのである。

3 モビリティの限界

だが一方で、こうしたモビリティの高さ

は、短期的なものにすぎない。長期的にみれ

ばマンションのモビリティは大きな問題を抱

えている。それはマンションが老朽化するか

らである。前世紀に建てられたマンションの

多くがすでにあまり長い未来を持っていない

といわれている。それゆえマンションの売却

は、最終的にはババ抜き的様相を呈す。最初

のうちは好条件で引き取る買い手が多数現れ

るが、建造から時が経つにつれてマンション

は維持費用がかさみ、最後には取り壊し費用

都市とガバナンス Vol.32
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の層で賛成は 67.4％――が、ほとんどない者

でも賛成――たとえば自己資金が0～99 万

円の層で賛成が 15.6％――がないわけでは

なかったのである7。

これはひとつには、建て替え後のマンショ

ンの値上がりが見込める場合があるからと考

えられる8。建て替え後のマンション価格の

高騰が見込めるならば、①建て替え後に売る

ことを前提に金を借りる、または蓄えをつぎ

込む、②あるいはそもそも価格高騰を見込む

買い手に売ることで、建て替えは可能にな

る。実際、同じ調査でも建て替え後の居住意

向を聞くと、19.3％が売却を計画しており、

さらに自己負担可能額 250 万未満に絞れば

24.7％と4分の1近くが売却を企図してい

た。

資金が充分ではないのに建て替えを支持す

る層のなかには、こうして値上がり後の売却

を前提とするものが潜在していると想定され

る。この仮説を補強するのが、建て替え賛意

と引っ越し可能性、つまりモビリティとの関

係である。

建て替え後も全員が同じマンションに住み

続けるといった想定は、かなり条件の恵まれ

たマンションでなければ難しい。今なお残さ

れている大抵の条件不利のマンションでは、

建て替え後（または前）に一定数の人びとが

住戸を売却・移転することが、建て替え賛意

を集める条件になる。

実際、先の調査でも、永住に固執するので

はなく、引っ越しても良いと考える者のほう

が、1 %水準で有意に建て替え賛意を示し

ていた。移動可能と答えた者は 34.5％が建

て賛意を示すのに対し、そうでないものは

23.9％――それぞれ調整済み標準化残差

2.62 と－ 2.46――に留まった。

全てではないとして、こうして多くの者が

マンションの売却を想定していることが建て

替えの条件になる。マンションを売却した資

金が建て替えの元手になるからであり、この

意味で引っ越し可能性という短期的な意味で

のモビリティが、建て替えによって長期的な

モビリティを回復するという累乗的な関係が

ここでは確認されるのである。

4 地方都市の場合

だからこそ問題になるのが、近年の地方都

市の衰退である。近年、「地方消滅」への危惧

が叫ばれ、地方の中小都市も人口減少が進ん

でいる。たとえば関東・近畿・中京圏、さら

に出生率の高い沖縄県を除けば、2010 年から

15 年で人口がわずかでも増加した市は 505

市中 57 市、11.3％に限られる（国勢調査）。

先にマンションは一戸建てに比べ価値を保

つといったが、それはあくまで相対的な話

で、こうした状況のなかでは、マンションの

価値も下がらざるをえない。とくに地方では

多くのマンションがかつての中心街近くに建
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7 「もしも近い将来に建替えの計画が出たらどうしますか？」という問いに対して7段階の回答を得た上で、以下、「強く
賛成・賛成・やや賛成」を賛成、「やや反対・反対・強く反対」を反対、「どちらともいえない」をそのままとして3段階に
整理した。

8 もうひとつには、建て替え後の大幅な専有面積の減少を前提としている場合も考えられるが、そうしてシビアな計画を
しているケースは少ないと考えられる。実際、建て替え後の居住を望む者（N=634）で以前より狭い住戸でも良いと答えた
ものは、10.7％に限られた。

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-07-428　097_3-2_シリーズ-貞包英之.mcd  Page 7 19/10/16 14:54  v5.51

てられている。郊外のスプロール的発展、自

動車交通の発達によって、この中心街の空洞

化が激しく、そのせいでマンションの価格も

急減し、躯体の老朽化以前に社会的に価値を

失うことさえ生じているのである。

以上のように地方都市の衰退はマンション

の価格の低下を早め、そのはてに建て替えも

できず、老朽化したマンションに住み続ける

しかない人びとを生み出している。

その具体的なあり方を見るために筆者ら

は、先の全国的な調査に加え、①山形市の経

年マンションに対する郵送アンケート調査

（2018 年）9、②草加市の経年マンションに対

する各戸投函のアンケート調査（2018 年）10

を実施した。

結果は、総体としてはかならずしも満足い

くものではなかった。たしかに移動可能性と

建て替え賛意に関しては、どちらの調査も先

の全国の調査と同じく、移動可能性がある方

が賛意が高い傾向がみられたが、ただしデー

タが少ないことから、いずれも統計的に有意

な差は出なかったのである。

以上のような限界はありながらも、興味深

かったのは、建て替え賛意と移動可能性の距

離の関係である。山形の場合グラフに示すよ

うに、遠隔地に引っ越してもよいと答えれば

答えるほど建て替え賛意は増える傾向がみら

れた（図2）。逆に、草加の場合は、むしろ地

域内なら引っ越しても良いと答えた者が建て

替え賛意が高いことが観察された（図3）。

こうしたちがいはなぜ生じるのだろうか。

その最大の理由として考えられるのが、地

方都市圏と大都市圏の住環境の差である。山

形市の場合、たとえマンションを売却して

も、建て替えに充分な費用が計算できない場

合が多い。住宅価値そのものが地盤沈下して

いる地方都市では、それを売却したとして

も、建て替え費用を差し引きすれば、地域に

満足の行く住戸をみつけられない危険性があ

る。だからこそ近隣に住みたい者は、建て替
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9 山形市の 1999 年以前に建造されたマンションを対象に住所のわかる住戸 312 戸に対して郵送アンケート調査を行い 68
人の結果を得た。（回収率 21.8％）

10 日本工業大学・佐々木誠研究室と合同で、草加市の経年マンションに対するポスティングを利用し、2138 件のアンケー
トを配布の上、243 戸から回答をいただいた（回収率 11.4％）。えられた回答のうち、ここでのデータは 1999 年以前建造
のマンション 128 戸に絞っている。

図2 建替え賛意と移動可能性（山形市） 図3 建替え賛意と移動可能性（草加市）
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の層で賛成は 67.4％――が、ほとんどない者

でも賛成――たとえば自己資金が0～99 万

円の層で賛成が 15.6％――がないわけでは

なかったのである7。

これはひとつには、建て替え後のマンショ

ンの値上がりが見込める場合があるからと考

えられる8。建て替え後のマンション価格の

高騰が見込めるならば、①建て替え後に売る

ことを前提に金を借りる、または蓄えをつぎ

込む、②あるいはそもそも価格高騰を見込む

買い手に売ることで、建て替えは可能にな

る。実際、同じ調査でも建て替え後の居住意

向を聞くと、19.3％が売却を計画しており、

さらに自己負担可能額 250 万未満に絞れば

24.7％と4分の1近くが売却を企図してい

た。

資金が充分ではないのに建て替えを支持す

る層のなかには、こうして値上がり後の売却

を前提とするものが潜在していると想定され

る。この仮説を補強するのが、建て替え賛意

と引っ越し可能性、つまりモビリティとの関

係である。

建て替え後も全員が同じマンションに住み

続けるといった想定は、かなり条件の恵まれ

たマンションでなければ難しい。今なお残さ

れている大抵の条件不利のマンションでは、

建て替え後（または前）に一定数の人びとが

住戸を売却・移転することが、建て替え賛意

を集める条件になる。

実際、先の調査でも、永住に固執するので

はなく、引っ越しても良いと考える者のほう

が、1 %水準で有意に建て替え賛意を示し

ていた。移動可能と答えた者は 34.5％が建

て賛意を示すのに対し、そうでないものは

23.9％――それぞれ調整済み標準化残差

2.62 と－ 2.46――に留まった。

全てではないとして、こうして多くの者が

マンションの売却を想定していることが建て

替えの条件になる。マンションを売却した資

金が建て替えの元手になるからであり、この

意味で引っ越し可能性という短期的な意味で

のモビリティが、建て替えによって長期的な

モビリティを回復するという累乗的な関係が

ここでは確認されるのである。

4 地方都市の場合

だからこそ問題になるのが、近年の地方都

市の衰退である。近年、「地方消滅」への危惧

が叫ばれ、地方の中小都市も人口減少が進ん

でいる。たとえば関東・近畿・中京圏、さら

に出生率の高い沖縄県を除けば、2010 年から

15 年で人口がわずかでも増加した市は 505

市中 57 市、11.3％に限られる（国勢調査）。

先にマンションは一戸建てに比べ価値を保

つといったが、それはあくまで相対的な話

で、こうした状況のなかでは、マンションの

価値も下がらざるをえない。とくに地方では

多くのマンションがかつての中心街近くに建
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7 「もしも近い将来に建替えの計画が出たらどうしますか？」という問いに対して7段階の回答を得た上で、以下、「強く
賛成・賛成・やや賛成」を賛成、「やや反対・反対・強く反対」を反対、「どちらともいえない」をそのままとして3段階に
整理した。

8 もうひとつには、建て替え後の大幅な専有面積の減少を前提としている場合も考えられるが、そうしてシビアな計画を
しているケースは少ないと考えられる。実際、建て替え後の居住を望む者（N=634）で以前より狭い住戸でも良いと答えた
ものは、10.7％に限られた。
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えを拒否し、老朽化した住戸に住み続けるし

かないのである。

他方で遠隔地への引っ越しを望んでいる者

は建て替えに対する賛成が多いが、これは実

家暮らしやさらなる田舎暮らし、または大都

市であれば子供とともに暮らすことを念頭に

置く者が一定数いるからと考えられる。標本

数はかなり少ない(N=14)が、山形調査では、

「祖父母、親、兄弟、子供などの親族」が離れ

て住んでいる場合に、遠隔地に引っ越して良

いと思う者が多かった。親族が遠隔地に暮ら

す場合、引っ越しが地域内なら良いと応える

ものは 14.3％、隣接地域なら良いと応える者

は 21.4％に対して、遠隔地では 28.6％なの

である。こうして親族が遠隔地にいれば、あ

まり費用をかけず住宅が確保できる場合もあ

ると考えられ、それゆえ住戸があまり高く売

れなくとも、建て替え賛意を示しやすいので

ある。

他方、草加市の場合、地域内への引越しを

許容する人で建て替え賛意が多いことは、地

域の住宅環境が相対的に整っていることを表

現していると考えられる。まず大都市圏であ

れば建て替えマンションも、比較的高い価格

で売却できると予想される。そこから建替え

費用を差し引きしたとしても、少し離れたマ

ンションや戸建て、または近隣の中古マン

ションに引っ越せるとここでは算段され、結

果として、地域に留まりたい者も、建て替え

を支持していると考えられる11。

以上のような因果関係はたしかに推測の粋

を出ないが、地方都市では地域に留まるため

に、老朽化したマンションに住み続けるしか

ない傾向が示されることは事実である。先に

みたように、全国的には、モビリティが高い

ほど建て替え賛意が多い。ただし地方都市で

は、マンションを売り近場に住み替えしよう

としても、その手段は多くない。たとえば、
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11 もう一つ考えられるのが、山形の場合とは別にそもそも地域内に子供等の親族が多い場合である。ただし草加の調査で
は親族がどこに住んでいるかを聞いておらず、その程度はあきらかではない。

図4 建て替え賛意の割合と地域への愛着の関係（山形）
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山形調査では「山形市に愛着がある」、「山形

県に愛着がある」、「東北地方に愛着がある」

といった質問で愛着があると答えた者のほう

が、建て替えへの賛成が少ないという傾向が

みられた。建て替えしても地元に留まれる見

込みが少ないから、おそらく建て替えは支持

されないのである（図4）。

こうした傾向は、地方都市における経年マ

ンションに加え、新しいマンションの魅力を

危険にさらすことで問題となる。建て替えら

れない経年マンションの残存が全体的なマン

ションの価格を下げるからであり、さらに

は、最終的な先が見えないことが、マンショ

ンを買うリスクを大きくするためである。

近年、地方都市で、高層マンションがブー

ムになっているのもひとつにはそのためであ

る。山形市もそうだが、近年、地方都市の中

心街には、かつての商業地の跡地に、高層マ

ンションが立ち続けている12。それは、他に

収益の見込める施設がないからでもあるが、

マンションをそれでも買いたい層が、希少性

が高く、それゆえ値崩れも起きにくい（と考

える）高層マンションに集中しやすいためで

ある。

ただしその見通しは、甘いといわざるをえ

ない。地方都市の中心部の未来は不確かで、

そこに建つ高層マンションがどれほど人気で

あり続けるかは、誰にもわからない。仮に価

値減少が続いた場合、地方の高層マンション

は巨大であるがゆえに、大規模修繕や建て替

えが、資金面だけではなく合意形成の上でも

難しくなるのであり、結果、よりひどい問題

物件となる恐れも強いのである。

5 ではどうするのか？

こうして価格低下や老朽化に伴い、マン

ションのモビリティが低くなる場合、その

「利便性」や「快適性」という魅力も制限され

る。建て替えや改修に合議が必要になるとい

う意味でマンションは、一戸建て以上に生活

を縛る「不動産」になりかねない。

ではいかなる対処が可能か。たとえば東京

都は、不動産会社が老朽マンションを買い取

るなら、別の場所に建てるマンションの容積

率を緩和するという方針も検討している13。

それによってたしかに短期的には建て替えが

促されるだろうが、①都市計画との全体的な

不整合性が産まれることに加え、②人口減少

下において過剰供給をもたらすという意味で

全国的に応用可能な施策とはいえない。それ

は建て替えのコストを、都市をより過密化す

るという社会的コストで代償することで、モ

ラルハザードを生む危険性があり、また住宅

需要がなお高い大都市でのみ有効な施策とい

わざるをえないからである。

加えて根本的にはその効果は、③一回限り

のものに留まるという限界がある。それで一

旦の危機は回避されるかもしれないが、今後

マンションの建て替えにいかに対処するかと

いう長期的な問題に、施策は答えてはくれな

いためである。

結局、そもそもの問題は、「集合住宅」とし
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12 貞包英之『地方都市を考える：消費社会の先端から』花伝社、2015 年。
13 「老朽マンション、玉突き建て替え 都が容積率上乗せ」日本経済新聞、2018/8/19。
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えを拒否し、老朽化した住戸に住み続けるし

かないのである。

他方で遠隔地への引っ越しを望んでいる者

は建て替えに対する賛成が多いが、これは実

家暮らしやさらなる田舎暮らし、または大都

市であれば子供とともに暮らすことを念頭に

置く者が一定数いるからと考えられる。標本

数はかなり少ない(N=14)が、山形調査では、

「祖父母、親、兄弟、子供などの親族」が離れ

て住んでいる場合に、遠隔地に引っ越して良

いと思う者が多かった。親族が遠隔地に暮ら

す場合、引っ越しが地域内なら良いと応える

ものは 14.3％、隣接地域なら良いと応える者

は 21.4％に対して、遠隔地では 28.6％なの

である。こうして親族が遠隔地にいれば、あ

まり費用をかけず住宅が確保できる場合もあ

ると考えられ、それゆえ住戸があまり高く売

れなくとも、建て替え賛意を示しやすいので

ある。

他方、草加市の場合、地域内への引越しを

許容する人で建て替え賛意が多いことは、地

域の住宅環境が相対的に整っていることを表

現していると考えられる。まず大都市圏であ

れば建て替えマンションも、比較的高い価格

で売却できると予想される。そこから建替え

費用を差し引きしたとしても、少し離れたマ

ンションや戸建て、または近隣の中古マン

ションに引っ越せるとここでは算段され、結

果として、地域に留まりたい者も、建て替え

を支持していると考えられる11。

以上のような因果関係はたしかに推測の粋

を出ないが、地方都市では地域に留まるため

に、老朽化したマンションに住み続けるしか

ない傾向が示されることは事実である。先に

みたように、全国的には、モビリティが高い

ほど建て替え賛意が多い。ただし地方都市で

は、マンションを売り近場に住み替えしよう

としても、その手段は多くない。たとえば、
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11 もう一つ考えられるのが、山形の場合とは別にそもそも地域内に子供等の親族が多い場合である。ただし草加の調査で
は親族がどこに住んでいるかを聞いておらず、その程度はあきらかではない。

図4 建て替え賛意の割合と地域への愛着の関係（山形）
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てのマンションが、個々それぞれに区分所有

されているという矛盾にある。こうした体制

を取ることで、未来に確実に来る建て替えを

どうするかの見通しは不鮮明になっており、

それがマンションのモビリティの重しにな

る。

だとすれば、本質的な道は、区分所有をや

める道とならざるをえない。区分所有するマ

ンションに住むという暮らし方はせいぜい

50 年程度しか歴史のない、あくまで一戸建て

の購入との連想で着想された「古い」理想で

ある。戦後政府は、経済政策や安定的な支持

層の拡大を狙い、持ち家政策を主導してき

た。そうして住宅取得のため金利や税制が優

遇されていくなかで、一戸建てを持てない人

びと／地域において、マンションは徒花のよ

うに成長する。それを促進する道を改め、賃

貸マンションに住む道や、または定期借地権

を設定したマンションを有限期間使うという

道を優遇すべきなのではないか。そもそも区

分所有権にこだわらないほうが、都市の変化

に合わせた居住形式としてのマンションの魅

力は、より発揮されるはずなのである。

ただし現実には、区分所有を完全に取りや

めることは、経路依存性からむずかしいこと

も事実である。実際なお有力な投資として、

またはその裏面としての都市の高い賃料のた

めに、富を持つ者の多くは区分所有のマン

ションを好み、定期借地家圏付き分譲などの

新しい住まいは一般的なものとしては受け入

れられていないのである。

この現実と妥協するならば、次善の策にな

るのは、マンション所有者または居住者全体

に建て替えの経費が共通に負担される仕組み

をつくることである。マンションは住戸を

「集団的な消費」の対象に変えることで人気

を集めた。それならばその処理も集団的なも

のへ変える必要がある。たとえば新築マン

ション購入時の費用に、または月々の管理費

の支払いに、他のマンションの建て替え費用

を含める仕組みはできないだろうか。一棟の

マンションで建て替え資金をプールさせてお

くことが本当は必要だったのだが、それがも

はや不可能だとすれば、建て替えコストをマ

ンション群の内部で保険のように吸収する仕

組みが求められるのである。

こうした仕組みをいかに具体的に設定する

かについては、ここでは留保しておこう。い

ずれにしても求められるのは、マンションの

建造から解体までトータルに考えることであ

る。

高層マンションを含め、マンションは新陳

代謝の激しい都市で、わたしたちの生活をよ

り自由にするものとして産まれ、受け入れら

れている。このマンションの売買しやすさ／

移動しやすさを維持し、それを都市のなかで

魅力的な住まいとして保つために、マンショ

ンの過去と未来について今、真剣に考えなけ

ればならないのである。
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まちづくりの新展開－マンションと地域のまちづくり－

転換期の分譲マンション
－持続可能性と公的介入－

神戸大学大学院法学研究科教授 砂原 庸介

1970 年代以降，分譲マンションという住み方は日本において一般的なものとなっていった。しかし，

2010 年代に入って人口減少が顕著になっていく中で，分譲マンションは重要な転換期を迎えつつある。

本稿では，このような転換期の分譲マンションについて，一定の需要の下で資産価値を継続的に維持す

る条件について検討する。まず住宅市場の環境について，中古の分譲マンションに対する需要を維持す

るためには，新築住宅の供給を一定程度統制することと，中古住宅の市場構造の転換を図ることが重要

であることを論じる。さらに，実際の商品である分譲マンションの居室の価値を高めるような管理組合

の運営について検討するために，国土交通省の「マンション総合調査」の個票データを用いて分析を行

い，分譲マンションにおける賃貸・空室や管理費等の滞納戸数が増加する要因を検討する。得られた知

見として，マンション総会の出席率のような要因が重要であることを指摘するとともに，分譲マンショ

ンの問題に管理組合が一定程度対応していること，そしてそのような問題が生じたときが政府による介

入の機会であることを論じる。

1．増殖する分譲マンション

日本において，分譲マンションとして初め

て建設されたのは，東京都住宅協会（後の東

京都住宅供給公社）による「宮益坂アパート」

（1953 年）であり，民間企業による個人向け

のものとしては，日本信販の「四谷コーポラ

ス」（1956 年）であるとされる（志岐・松本・

大月 2018）。1960 年代に入ると，高所得者向

けではあるものの，新しいライフスタイルの

普及とともに，日本住宅公団以外が供給する

民間マンションも増加していった。特にブー

ムとなったのは，1964 年に開催された東京オ

リンピック前であり，55-60 年でわずか 27

棟，1,248 戸しか建設されていなかった民間

マンションは，1964 年の1年間だけで 56 棟，

1,766 戸が建設されたという（高層住宅史研

究会編 1989）。その普及と軌を一にするかた

ちで，1960 年頃には住宅ローンが民間銀行に

よる大型の消費者金融として扱われるように

なり，より広い層が購入する可能性が生まれ

ていた。さらに 1962 年には「マンションの

憲法」と呼ばれる区分所有法が制定されるな
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てのマンションが、個々それぞれに区分所有

されているという矛盾にある。こうした体制

を取ることで、未来に確実に来る建て替えを

どうするかの見通しは不鮮明になっており、

それがマンションのモビリティの重しにな

る。

だとすれば、本質的な道は、区分所有をや

める道とならざるをえない。区分所有するマ

ンションに住むという暮らし方はせいぜい

50 年程度しか歴史のない、あくまで一戸建て

の購入との連想で着想された「古い」理想で

ある。戦後政府は、経済政策や安定的な支持

層の拡大を狙い、持ち家政策を主導してき

た。そうして住宅取得のため金利や税制が優

遇されていくなかで、一戸建てを持てない人

びと／地域において、マンションは徒花のよ

うに成長する。それを促進する道を改め、賃

貸マンションに住む道や、または定期借地権

を設定したマンションを有限期間使うという

道を優遇すべきなのではないか。そもそも区

分所有権にこだわらないほうが、都市の変化

に合わせた居住形式としてのマンションの魅

力は、より発揮されるはずなのである。

ただし現実には、区分所有を完全に取りや

めることは、経路依存性からむずかしいこと

も事実である。実際なお有力な投資として、

またはその裏面としての都市の高い賃料のた

めに、富を持つ者の多くは区分所有のマン

ションを好み、定期借地家圏付き分譲などの

新しい住まいは一般的なものとしては受け入

れられていないのである。

この現実と妥協するならば、次善の策にな

るのは、マンション所有者または居住者全体

に建て替えの経費が共通に負担される仕組み

をつくることである。マンションは住戸を

「集団的な消費」の対象に変えることで人気

を集めた。それならばその処理も集団的なも

のへ変える必要がある。たとえば新築マン

ション購入時の費用に、または月々の管理費

の支払いに、他のマンションの建て替え費用

を含める仕組みはできないだろうか。一棟の

マンションで建て替え資金をプールさせてお

くことが本当は必要だったのだが、それがも

はや不可能だとすれば、建て替えコストをマ

ンション群の内部で保険のように吸収する仕

組みが求められるのである。

こうした仕組みをいかに具体的に設定する

かについては、ここでは留保しておこう。い

ずれにしても求められるのは、マンションの

建造から解体までトータルに考えることであ

る。

高層マンションを含め、マンションは新陳

代謝の激しい都市で、わたしたちの生活をよ

り自由にするものとして産まれ、受け入れら

れている。このマンションの売買しやすさ／

移動しやすさを維持し、それを都市のなかで

魅力的な住まいとして保つために、マンショ

ンの過去と未来について今、真剣に考えなけ

ればならないのである。
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ど，必要な制度の整備も進められた。

オリンピック後，反動不況でマンション建

設は一時停滞するが，その後に進められたの

はマンションの大衆化であった。1960 年代

末頃には第二次マンションブームと呼ばれる

建設ラッシュが生じ，それ以前と比べて低価

格で，また短期間の住宅ローンをセットにし

た販売が普及していった。そして決定的で

あったのは，1970 年からスタートした住宅金

融公庫の融資付きの分譲マンションの登場で

あろう。その拡大とともに，分譲マンション

は一般の人々にとっても持家の重要な選択肢

のひとつになり，次第にその数を増やしてい

く。図1に示されているように，1960 年代に

は新設着工住宅のうちほんの数％にしか過ぎ

なかった分譲マンションは，80 年代には 10％

を超え，2000 年代に入ると新設着工の 20％

近くが分譲マンションとなっている。この

間，分譲マンションという住み方は，日本の

暮らしの中にすっかり定着したと言える。当

初は比較的所得の高い層のみが購入していた

分譲マンションが大衆化していったのであ

る。

1968 年の住宅統計調査によれば，すでに住

宅戸数が世帯数を上回ってはいたものの，全

体的に住宅は狭く，とりわけ大都市における

狭小過密居住は深刻な問題であった。それに

対して民間事業者による分譲マンションの大

量の供給によって，新築で一定の広さを持っ

た住宅を増やすことができたのである。そし

て，それまでは大都市郊外に住んでいた住宅

の需要層が，遠隔化による通勤時間の長さに

耐えられず，大都市の分譲マンションに流入

していく傾向が見られた（『建設白書』1970
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図1 新設住宅におけるマンションの比率

注：マンションは，分譲住宅のうち，鉄骨鉄筋コンクリート造・鉄筋コンクリート造・鉄骨造のものをい
う。一戸建てには，注文住宅と分譲住宅を含む
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年度）。当時のある調査によれば，分譲マン

ションには都市居住を志向する高学歴の専門

職・管理職が多く，その傾向はより価格の高

い高層マンションで強いとされている（日本

経済新聞社企画調査部・高層住宅研究会

1982）。

大都市圏の中でも東京を中心とした首都圏

において，分譲マンションの増加が著しい。

図2に示されるように，1980 年代半ばまで，

新設の分譲マンションの半分は首都圏で建設

されており，さらにその中の半分以上が東京

都で建設されていた。この傾向が変わるの

が，80 年代後半のいわゆるバブル経済の時期

である。分譲マンション建設数は全体として

伸びているものの，首都圏，特に東京都では

建設数が減少し，全体に占める比率も低下し

ている。東京都では地価が異常に高騰してい

て新規に分譲マンションを建設することが困

難であったのに対して，地方では将来の価格

上昇を当て込んだ分譲マンションの建設が続

いたのである。結果として，バブル経済の最

盛期である 1989 年には，新規に建設される

分譲マンションのうち，首都圏で建設される

ものは 33％（東京都は8％）にとどまった。

しかし，バブル経済の崩壊を経て，1995 年

ころから東京を中心とした首都圏でのマン

ション建設の割合が再び増加していく。この

時期は東京圏への人口の再流入が始まる時期

と符合している。その後，2000 年代に入るま

で，20 万戸の新築マンションが，首都圏と非

首都圏でほぼ半分ずつ供給されてきたが，

リーマンショックによって急激に新設数が落

ち込み，供給数は約半分となっている。供給

のうち，その三割以上が東京都での建設と

なっており，1970 年代後半から 80 年代前半

にかけての供給と似通っていることがわか
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図2 首都圏への分譲マンションの集中

注：東京以外首都圏は，埼玉県・千葉県・神奈川県を示す。
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ど，必要な制度の整備も進められた。

オリンピック後，反動不況でマンション建

設は一時停滞するが，その後に進められたの

はマンションの大衆化であった。1960 年代

末頃には第二次マンションブームと呼ばれる

建設ラッシュが生じ，それ以前と比べて低価

格で，また短期間の住宅ローンをセットにし

た販売が普及していった。そして決定的で

あったのは，1970 年からスタートした住宅金

融公庫の融資付きの分譲マンションの登場で

あろう。その拡大とともに，分譲マンション

は一般の人々にとっても持家の重要な選択肢

のひとつになり，次第にその数を増やしてい

く。図1に示されているように，1960 年代に

は新設着工住宅のうちほんの数％にしか過ぎ

なかった分譲マンションは，80 年代には 10％

を超え，2000 年代に入ると新設着工の 20％

近くが分譲マンションとなっている。この

間，分譲マンションという住み方は，日本の

暮らしの中にすっかり定着したと言える。当

初は比較的所得の高い層のみが購入していた

分譲マンションが大衆化していったのであ

る。

1968 年の住宅統計調査によれば，すでに住

宅戸数が世帯数を上回ってはいたものの，全

体的に住宅は狭く，とりわけ大都市における

狭小過密居住は深刻な問題であった。それに

対して民間事業者による分譲マンションの大

量の供給によって，新築で一定の広さを持っ

た住宅を増やすことができたのである。そし

て，それまでは大都市郊外に住んでいた住宅

の需要層が，遠隔化による通勤時間の長さに

耐えられず，大都市の分譲マンションに流入

していく傾向が見られた（『建設白書』1970
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図1 新設住宅におけるマンションの比率

注：マンションは，分譲住宅のうち，鉄骨鉄筋コンクリート造・鉄筋コンクリート造・鉄骨造のものをい
う。一戸建てには，注文住宅と分譲住宅を含む
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る。

2．行き詰まる分譲マンション

分譲マンションが 1970 年代に一般化しは

じめてから，すでに 50 年近くが経っている。

その間，大量の供給が続く一方で，既存の分

譲マンションの老朽化も著しく進んでいる。

2011 年にはじめて全数調査を行った東京都

は，分譲マンションが 53,213 棟，推定で約

185 万戸が存在し，そのうち築 40 年を超える

もの，つまり 1971 年までに建てられたマン

ションが 2,629 棟，推定で 10 万戸に及ぶこ

とを明らかにした（東京都都市整備局「マン

ション実態調査」）。70 年代以降，建設のペー

スが早まるために，これから築 40 年を超え

る分譲マンションが続々と増えていく。

老いるのは分譲マンションの建物だけでは

ない。区分所有者の高齢化も進んでいる。国

土交通省のマンション総合調査によれば，

1999 年は分譲マンションに居住する区分所

有者（世帯主）のうち 60 歳以上の割合は 25％

程度だったものが，2013 年には約 50％程度

にまで達している。この調査によれば，調査

対象者のうち当該分譲マンションに「永住す

るつもりである」とする区分所有者が 52％に

も達しており，「いずれ住み替えるつもりで

ある」という 18％と比べて非常に多い。1980

年に行われた同様の調査では，「永住するつ

もり」が 22％に対して「いずれ住み替えるつ

もり」が 57％であり，この間分譲マンション

に対する意識が大きく変わっている。

区分所有者が永住し，高齢化するとともに

分譲マンションの建物が老朽化することは，

共有資産の管理を難しくする。なぜなら，永

住するために相続も含めて代替わりが進ま

ず，区分所有者はなんとか自分の世代さえ利

用できれば良い，と考えてしまうからであ

る。そうすると，特に共有部分に対して新規

の投資を行って分譲マンションの資産価値を

高めようとする動機付けは弱くなり，ますま

す資産としての魅力が失われて，新規に購入

しようとする人が少なくなる。そのような分

譲マンションは，櫛の歯が欠けるように空室

が増え，一部は割安の賃貸住宅として利用さ

れ，誰も共有資産の価値に関心を持たないよ

うな状態が生まれてしまう（米山 2015）。

分譲マンションが行き詰まる原因は，高齢

化だけではない。特に首都圏の近郊，長距離

通勤で東京都心に通うことができる限界付近

に建設されたものや，リゾート地に別荘用と

して作られたものなど，バブル経済崩壊後に

資産価値が激しく低下した分譲マンションも

同様の問題を抱えている。群馬県の分譲マン

ションを調査した松本恭治によれば，もとも

と資産価値の落ちているところにエレベー

ターや機械式駐車場など高額で重要な共有資

産が破損すると，残された区分所有者が負担

を嫌ってできる人から退去するなどして積極

的に修繕を行わないうちに，管理組合が機能

不全に陥り「廃墟マンション」となってしま

うプロセスがあるという（松本 2013）。一度

管理に失敗し，共有資産としての価値が失わ

れると，図3のようなサイクルに陥り，区分

所有者の相当の努力と負担なしに資産価値を

取り戻すことは困難となるのである。

空き家の発生や共有部分の損壊をきっかけ

にマンションが「廃墟」となってしまった場

合，近年問題となっている戸建て住宅の空き
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家と比べても深刻な問題が発生する。戸建て

住宅の空き家は，火災・放火の危険性や不法

投棄の蓄積，反社会勢力の侵入など周辺の住

宅に対して望ましくない影響を与える懸念が

あるとしても，最終的には住宅を除却すれば

その問題を改善するという対症療法が可能と

なる。実際，2015 年に創設された空き家対策

特別措置法では，「特定空家」とされた住宅に

ついて，地方自治体が除却を行う可能性を広

げている。しかし，分譲マンションのように

大規模な住宅の場合，想定される悪影響がよ

り大きくなるだけではなく，除却にかかる費

用も戸建て住宅と比べて非常に大きくなる。

そのために，戸建て住宅のように空き家とし

て資産価値を劣化させることを容認すること

は望ましくない。ここに求められる政府の役

割が存在すると考えられる。

3．資産価値維持という視点

分譲マンションの資産価値を維持するため

に重要な条件のひとつは，問題となっている

住宅に対して一定の需要が存在することであ

る。住宅の購入者にとって，より安価な住宅

や同じ価格でも質が高いと感じるような住宅

が存在していれば，中古の分譲マンションに

対する需要は弱まるだろう。言い換えるなら

ば，中古の分譲マンションが，住宅市場にお

いて一定の競争性を維持できることが必要に

なるのである。

日本では，そのような条件は必ずしも十分

に満たされているとは言えない。なぜなら，

郊外における住宅開発が非常に容易であるた

めに，人口減少が進んでいるにもかかわら

ず，大規模に新築住宅の供給が行われてお

り，中古住宅市場が十分に発達していないか

らである。都心から離れて交通の便が悪いと

しても，そのために安い価格で新築住宅を購

入することができる。それに対して，中古住

宅が価格に見合った質を維持しているかにつ

いて保証する制度が十分に整っておらず，買

い手側は質の悪い住宅を購入するというリス

クを背負わされる傾向にある。このような環

境では，買い手側が新築住宅を強く選好して

いなかったとしても，住宅市場において新築

住宅が選択されるのは自然であると考えられ

るだろう（砂原 2018）。

そこで政府が関心を持つべきは，まず分譲

マンション自体の立地であろう。仮に低価格

で住宅の供給ができるからと言って，郊外に

新しい宅地を開発し，分譲マンションを供給

することには慎重になるべきである。人口減

少によって住宅への需要が縮小する中で，こ

れから新設されるような郊外のマンションへ

の需要が将来にわたって維持される可能性は

低い。とりわけ，管理が非常に難しく除却す

ることも容易ではないタワーマンションのよ

うな建設物を利便性の低い地域に置くこと

都市とガバナンス Vol.32

転換期の分譲マンション－持続可能性と公的介入－

111

図3 資産価値劣化のサイクル
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る。

2．行き詰まる分譲マンション

分譲マンションが 1970 年代に一般化しは

じめてから，すでに 50 年近くが経っている。

その間，大量の供給が続く一方で，既存の分

譲マンションの老朽化も著しく進んでいる。

2011 年にはじめて全数調査を行った東京都

は，分譲マンションが 53,213 棟，推定で約

185 万戸が存在し，そのうち築 40 年を超える

もの，つまり 1971 年までに建てられたマン

ションが 2,629 棟，推定で 10 万戸に及ぶこ

とを明らかにした（東京都都市整備局「マン

ション実態調査」）。70 年代以降，建設のペー

スが早まるために，これから築 40 年を超え

る分譲マンションが続々と増えていく。

老いるのは分譲マンションの建物だけでは

ない。区分所有者の高齢化も進んでいる。国

土交通省のマンション総合調査によれば，

1999 年は分譲マンションに居住する区分所

有者（世帯主）のうち 60 歳以上の割合は 25％

程度だったものが，2013 年には約 50％程度

にまで達している。この調査によれば，調査

対象者のうち当該分譲マンションに「永住す

るつもりである」とする区分所有者が 52％に

も達しており，「いずれ住み替えるつもりで

ある」という 18％と比べて非常に多い。1980

年に行われた同様の調査では，「永住するつ

もり」が 22％に対して「いずれ住み替えるつ

もり」が 57％であり，この間分譲マンション

に対する意識が大きく変わっている。

区分所有者が永住し，高齢化するとともに

分譲マンションの建物が老朽化することは，

共有資産の管理を難しくする。なぜなら，永

住するために相続も含めて代替わりが進ま

ず，区分所有者はなんとか自分の世代さえ利

用できれば良い，と考えてしまうからであ

る。そうすると，特に共有部分に対して新規

の投資を行って分譲マンションの資産価値を

高めようとする動機付けは弱くなり，ますま

す資産としての魅力が失われて，新規に購入

しようとする人が少なくなる。そのような分

譲マンションは，櫛の歯が欠けるように空室

が増え，一部は割安の賃貸住宅として利用さ

れ，誰も共有資産の価値に関心を持たないよ

うな状態が生まれてしまう（米山 2015）。

分譲マンションが行き詰まる原因は，高齢

化だけではない。特に首都圏の近郊，長距離

通勤で東京都心に通うことができる限界付近

に建設されたものや，リゾート地に別荘用と

して作られたものなど，バブル経済崩壊後に

資産価値が激しく低下した分譲マンションも

同様の問題を抱えている。群馬県の分譲マン

ションを調査した松本恭治によれば，もとも

と資産価値の落ちているところにエレベー

ターや機械式駐車場など高額で重要な共有資

産が破損すると，残された区分所有者が負担

を嫌ってできる人から退去するなどして積極

的に修繕を行わないうちに，管理組合が機能

不全に陥り「廃墟マンション」となってしま

うプロセスがあるという（松本 2013）。一度

管理に失敗し，共有資産としての価値が失わ

れると，図3のようなサイクルに陥り，区分

所有者の相当の努力と負担なしに資産価値を

取り戻すことは困難となるのである。

空き家の発生や共有部分の損壊をきっかけ

にマンションが「廃墟」となってしまった場

合，近年問題となっている戸建て住宅の空き
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は，建設時点では一定の利益があったとして

も，将来それが「負の資産」となると，処理

に多大な費用がかかることになる。その点を

踏まえれば，あらかじめ分譲マンションを建

設可能とする地域を，住宅への需要が底堅い

と考えられる地域に限定しておくことが重要

である。

次に検討しなくてはいけないことは，住宅

市場の構造である。現状がそうであるよう

に，安価な新築住宅を毎年大量に供給し続け

ていれば，多少不便な地域でも割安に感じて

新築住宅を購入する買い手は少なくない。新

規の宅地供給を制約することを通じて新築住

宅の価格を上げるとともに，住宅の質につい

ての情報を買い手に十分に供給することで，

分譲マンションを含めた中古住宅市場を活性

化し，良質な中古住宅を相対的に安く取得で

きる体制を築くことが求められる。現在でも

民間企業が中古住宅のインスペクションを行

うことが少しずつ広まっているが，他国で行

われているような公的な支援についても議論

の余地はあるだろう。

また，このような住宅市場の問題は，住宅

市場それ自体だけで解決できるわけではな

い。重要なのは買い手に住宅ローンを提供し

ている金融機関の役割である。日本では住宅

ローンの借り手が自己の全ての財産をもって

返済する責任を負うリコースローンが主流と

なっていて，貸し手である金融機関が住宅

ローンの対象となる住宅の再販価値（resale

value）について十分な関心を寄せる必要が

薄い。住宅ローンの返済に行き詰った借り手

が住宅を売却し，それだけで返済には十分で

なかったとしても，返済の責任は残るからで

ある。このようなリコースローンは，相対的

に低い住宅ローン金利の設定を可能にすると

考えられるが，他方で再販価値の低い住宅へ

の貸し出しを増やすことにもつながりかねな

い。将来的に売却する価値の低い新築住宅が

多く供給されることになるとすれば，空き家

の問題はより深刻になると予想されるだろ

う。直接的な介入が難しいとしても，政府が

金融機関と連携して住宅市場の問題に取り組

むことは極めて有意義であると考えられる。

このように，建設された分譲マンションの

需要が一定程度維持されるように，政府とし

て住宅需要のコントロールを行ったり，住宅

市場の構造について関心を持ったりすること

は極めて重要であると考えられる。しかし，

それだけで分譲マンションの資産としての価

値が必ず維持されるわけではない。「マン

ションは管理を買え」というフレーズがしば

しば用いられるように，分譲マンションの中

でそれぞれの居室が適切に維持管理されてお

り，質の高い住宅が適正な価格で売却される

ことが，中古住宅市場の健全な発展には不可

欠と言えるだろう。次節では，国土交通省が

行ったマンション総合調査のデータをもと

に，この点についての示唆を検討する。

4．管理組合は違いを生むか

4．1．「区分所有」のルールと管理組合

集合住宅を規律する区分所有法制のもとで

は，まず専有・共有の財産について定められ

たうえで，入居者が遵守すべき規約について

合意が行われ，資産の管理を行う管理組合の

位置づけが定められている。入居者は，集合

住宅の一区分を専有する「区分所有者」とし
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て位置づけられ，自らが専有する財産につい

て管理するほか，管理組合を通じて共有の建

物や敷地の管理を行う。管理組合は，区分所

有者の集合的な決定に基づいて，日常的な管

理から建物の建て替えや区分所有関係の解消

までの意思決定を行うことができる。

日本の区分所有法制の特徴として，個々の

区分所有者の所有権が強く，管理組合の集合

的決定による拘束が弱いということが指摘で

きる（竹井 2007）。そもそも 1962 年に区分所

有法が制定されたとき，区分所有者による団

体，つまり管理組合を設立する規定は存在せ

ず，その規定が作られるのは 1983 年の改正

を待たなければならなかったのである。改正

以前，管理組合の設立はあくまで任意であ

り，そのために初期の分譲マンションでは管

理組合が作られていなかったところもある。

それどころか，組合加入も任意であるため

に，組合に入らない区分所有者には組合によ

る集団的な意思決定の影響が及ばないという

事態も考えられた。そして現在に至るまで管

理組合が法人（管理組合法人）となるかどう

かは任意であり，法人化していない管理組合

は，区分所有者による管理費などの未納につ

いて支払いを請求する主体となるようなこと

もできない（小田 2017）。

所有権が強すぎることは，「自分の資産な

のだから好きに処分しても良いだろう」とい

う発想につながりやすい。分譲マンションの

ような集合住宅では匿名性が強調され，他者

から介入されることも，他者に介入すること

も好まない傾向が強いとされる。そしていざ

紛争が起きるとなると，個々の入居者間での

個人的・感情的な紛争として扱われ，管理組

合や他の区分所有者は関わろうとしない（尾

崎 1997）。区分所有者が，同質的な価値観を

持ち，全く同じように共有資産を扱おうと考

えるとしたら，管理組合のような集合的決定

のための機関は必要ないかもしれないが，現

実にそのようなことはあり得ない。資産とし

ての集合住宅の価値を維持し，高めていくた

めには，異質な区分所有者の間でルールを定

め，そのルールのもとで利害を調整し，お互

いの行動に制限を加え，必要な負担を分かち

合わなくてはならない。その意味で，分譲マ

ンションの管理組合は，外部性の問題に対処

することが求められる政府としての性格を強

く持っている（竹井 2007）。そしてその管理

組合の働きによって，個々の住宅の資産価値

が変わりうると考えられるのである。

4．2．管理組合の機能分析

(1）データ

管理組合の働きをもっとも直接的に評価す

る尺度は中古住宅としての価格であるべきだ

ろう。しかしながら，日本の中古住宅市場は

十分に発達しているとは言えず，また，現状

で管理組合の働きと中古住宅の価格を結びつ

けるようなデータが整備されているわけでは

ない。そのような中で，本稿では，国土交通

省が収集した「マンション総合調査」のデー

タを用いて管理組合の機能について検討する

ことを試みる。この調査は，全国のマンショ

ンから抽出された 3,643 の管理組合を対象

に，2013 年 12 月に実施され，2,324 の回答を

得ている。区分所有法上の管理組合を対象と

しているために，複数の棟を持ついわゆる

「団地型」のマンションも対象に含まれてい
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は，建設時点では一定の利益があったとして

も，将来それが「負の資産」となると，処理

に多大な費用がかかることになる。その点を

踏まえれば，あらかじめ分譲マンションを建

設可能とする地域を，住宅への需要が底堅い

と考えられる地域に限定しておくことが重要

である。

次に検討しなくてはいけないことは，住宅

市場の構造である。現状がそうであるよう

に，安価な新築住宅を毎年大量に供給し続け

ていれば，多少不便な地域でも割安に感じて

新築住宅を購入する買い手は少なくない。新

規の宅地供給を制約することを通じて新築住

宅の価格を上げるとともに，住宅の質につい

ての情報を買い手に十分に供給することで，

分譲マンションを含めた中古住宅市場を活性

化し，良質な中古住宅を相対的に安く取得で

きる体制を築くことが求められる。現在でも

民間企業が中古住宅のインスペクションを行

うことが少しずつ広まっているが，他国で行

われているような公的な支援についても議論

の余地はあるだろう。

また，このような住宅市場の問題は，住宅

市場それ自体だけで解決できるわけではな

い。重要なのは買い手に住宅ローンを提供し

ている金融機関の役割である。日本では住宅

ローンの借り手が自己の全ての財産をもって

返済する責任を負うリコースローンが主流と

なっていて，貸し手である金融機関が住宅

ローンの対象となる住宅の再販価値（resale

value）について十分な関心を寄せる必要が

薄い。住宅ローンの返済に行き詰った借り手

が住宅を売却し，それだけで返済には十分で

なかったとしても，返済の責任は残るからで

ある。このようなリコースローンは，相対的

に低い住宅ローン金利の設定を可能にすると

考えられるが，他方で再販価値の低い住宅へ

の貸し出しを増やすことにもつながりかねな

い。将来的に売却する価値の低い新築住宅が

多く供給されることになるとすれば，空き家

の問題はより深刻になると予想されるだろ

う。直接的な介入が難しいとしても，政府が

金融機関と連携して住宅市場の問題に取り組

むことは極めて有意義であると考えられる。

このように，建設された分譲マンションの

需要が一定程度維持されるように，政府とし

て住宅需要のコントロールを行ったり，住宅

市場の構造について関心を持ったりすること

は極めて重要であると考えられる。しかし，

それだけで分譲マンションの資産としての価

値が必ず維持されるわけではない。「マン

ションは管理を買え」というフレーズがしば

しば用いられるように，分譲マンションの中

でそれぞれの居室が適切に維持管理されてお

り，質の高い住宅が適正な価格で売却される

ことが，中古住宅市場の健全な発展には不可

欠と言えるだろう。次節では，国土交通省が

行ったマンション総合調査のデータをもと

に，この点についての示唆を検討する。

4．管理組合は違いを生むか

4．1．「区分所有」のルールと管理組合

集合住宅を規律する区分所有法制のもとで

は，まず専有・共有の財産について定められ

たうえで，入居者が遵守すべき規約について

合意が行われ，資産の管理を行う管理組合の

位置づけが定められている。入居者は，集合

住宅の一区分を専有する「区分所有者」とし
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るが，本稿ではそのうち単一のマンション

（「単棟型」）を管理する 1,734 の管理組合の

回答を分析する1。

本稿で注目するのは，分譲マンションにお

ける空室や賃貸住宅，そして管理費などの滞

納という問題である。図3で示したように，

居室に対する権利を持っている所有者がその

コミットメントを弱めることを表すこのよう

な目的変数は，資産価値劣化のサイクルを作

り出してしまう重要な要因ともなりうる。こ

れらの目的変数を管理組合の特徴によって説

明することができれば，うまく機能している

管理組合とそうではない管理組合を分けると

きためのアイディアを提供する一つの根拠と

なるのではないだろうか。

「マンション総合調査」で収集されている

データの中で，説明変数として採用するの

は，まず管理組合が法人格をもっているかど

うかである。すでに述べたように，管理組合

が法人となるかどうかは任意であるが，法人

になった場合に管理組合が果たしうる機能は

相対的に大きくなる。そこで，管理組合が法

人であることが目的変数にどのような影響を

与えるかは第一の関心であると言える。次

に，区分所有者の管理組合への参加を示す変

数として，通常総会への委任状・議決権行使

書提出者を除く区分所有者の出席割合を用い

る。出席割合が高ければ，区分所有者が管理

組合の運営に一定の関心を持って協力するこ

とで，空室などを減らす良好な環境を維持し

やすくなると考えられる。

次に取り上げるのが，管理組合の活動の活

発さである。活発な管理組合であれば，良好

な管理状態を維持しやすくなり，結果として

空室や滞納の発生を防ぐことができるのでは

ないかと考えられる。そのような説明変数と

してまず取り上げるのが，分譲マンションに

おいて専門委員会を設置しているかどうかで

ある。管理組合が活発であれば，組合以外の

専門委員会も組織しやすいと考えられる。二

点目は，大規模災害に対応するために管理組

合がどのような対策を実施しているかという

点である。「マンション総合調査」では防災

に関わる8個の具体的な項目について実施の

有無を聞いており，ここではその対策の合計

数を用いる。三点目は，管理規約以外の居住

ルールを定めた使用細則・協定の数である。

調査では 10 項目にわたって使用細則の有無

を尋ねており，防災と同様にその合計を用い

る。最後に，その使用細則・協定に違反した

場合に是正措置を講じているかどうかを目的

変数として用いる。管理組合が機能している

とすれば，ルール違反への是正措置を講じて

いると考えられる。

もうひとつ，説明変数として加えるのは，

専門家とのかかわりである。マンション内で

紛争が発生したときや特殊な知識が必要にな

るときなど，分譲マンションの運営を円滑に

進めるためには，場合によっては専門家と協

力することが重要となる。専門家と協力関係

にある分譲マンションの方が，望ましい運営

ができているのではないかという観点から，
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まずは弁護士・建築士・マンション管理士な

どの専門家を活用した経験と目的変数の関係

を分析する2。次に，マンション管理の専門

家である管理業者とのかかわりについて，ど

のような管理事務を業者に委託しているかど

うかを変数として加える。全ての管理業務を

業者に委託しているグループを基準として，

基幹事務を含めた委託，基幹事務以外の委

託，委託無し，という3つのグループを設定

した。

これらの説明変数に加えて，統制が必要な

変数として，分譲マンションの戸数と築年数

がある。当然ながら，戸数が多くなればなる

ほどマンションでは空室や滞納，そして賃貸

が発生しやすくなると考えられる（野澤

2016）。また，ここまでに述べているように，

中古住宅市場が必ずしも十分に発達していな

い中では，築年数が長くなると，空室や滞納，

そして賃貸が多くなると考えらえる。

(2）推定結果

目的変数と説明変数の記述統計は表1のと

おりである。マンション総合調査では，賃貸

戸数・空室戸数と，3か月以上・6か月以上・

12 か月以上の管理費等滞納戸数について質

問を行っており，以下の分析では賃貸戸数と

空室戸数，3か月以上の滞納戸数を用いる。

これらは離散的なカウントデータであり，か

つ，0の値を取る数が非常に多くて分散が平

均を大きく上回るために，負の二項回帰

（Negative binominal regression）モデルと

いう手法を用いて分析を行う。カウントデー

タを用いる分析としては他にポアソン回帰モ

デルがありうるが，目的変数の分散が平均よ

りも相当程度大きく，また尤度比検定の結果

ポアソン回帰モデルが棄却されている3。ま

た，負の二項回帰モデルでは，ガンマ分布の

パラメータ―が個体ごとに変動することを許

すモデルと各主体共通であるとするモデルが

ありうるが（北村 2009），推定結果はほぼ同

じであった。以下では，尤度比検定統計量の

観点から望ましいと考えられる前者のモデル

について，ロバスト標準誤差を用いて推定し

た結果を報告する4。

推定結果は表2のとおりであり，これをわ

かりやすいように図で示したものが図4であ

る。図4の線分の長さは 95%信頼区間の大

きさを示している。ここでの推定は，必ずし

も直接因果関係を示したものではないが，ま

ず理解できることは，戸数や築年数という当

然影響のある変数を統制したうえでも，委任

を除く出席率が重要な意味を持つ変数である

と示唆されることである。出席率が高く，そ

の運営に関心を寄せる区分所有者が多い管理

組合であれば，賃貸戸数や空室戸数，滞納戸

数が少なくなる傾向にあると考えられる。こ

のような関係性は，パットナムが議論した

ソーシャル・キャピタルを想起させるものが
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るが，本稿ではそのうち単一のマンション

（「単棟型」）を管理する 1,734 の管理組合の

回答を分析する1。

本稿で注目するのは，分譲マンションにお

ける空室や賃貸住宅，そして管理費などの滞

納という問題である。図3で示したように，

居室に対する権利を持っている所有者がその

コミットメントを弱めることを表すこのよう

な目的変数は，資産価値劣化のサイクルを作

り出してしまう重要な要因ともなりうる。こ

れらの目的変数を管理組合の特徴によって説

明することができれば，うまく機能している

管理組合とそうではない管理組合を分けると

きためのアイディアを提供する一つの根拠と

なるのではないだろうか。

「マンション総合調査」で収集されている

データの中で，説明変数として採用するの

は，まず管理組合が法人格をもっているかど

うかである。すでに述べたように，管理組合

が法人となるかどうかは任意であるが，法人

になった場合に管理組合が果たしうる機能は

相対的に大きくなる。そこで，管理組合が法

人であることが目的変数にどのような影響を

与えるかは第一の関心であると言える。次

に，区分所有者の管理組合への参加を示す変

数として，通常総会への委任状・議決権行使

書提出者を除く区分所有者の出席割合を用い

る。出席割合が高ければ，区分所有者が管理

組合の運営に一定の関心を持って協力するこ

とで，空室などを減らす良好な環境を維持し

やすくなると考えられる。

次に取り上げるのが，管理組合の活動の活

発さである。活発な管理組合であれば，良好

な管理状態を維持しやすくなり，結果として

空室や滞納の発生を防ぐことができるのでは

ないかと考えられる。そのような説明変数と

してまず取り上げるのが，分譲マンションに

おいて専門委員会を設置しているかどうかで

ある。管理組合が活発であれば，組合以外の

専門委員会も組織しやすいと考えられる。二

点目は，大規模災害に対応するために管理組

合がどのような対策を実施しているかという

点である。「マンション総合調査」では防災

に関わる8個の具体的な項目について実施の

有無を聞いており，ここではその対策の合計

数を用いる。三点目は，管理規約以外の居住

ルールを定めた使用細則・協定の数である。

調査では 10 項目にわたって使用細則の有無

を尋ねており，防災と同様にその合計を用い

る。最後に，その使用細則・協定に違反した

場合に是正措置を講じているかどうかを目的

変数として用いる。管理組合が機能している

とすれば，ルール違反への是正措置を講じて

いると考えられる。

もうひとつ，説明変数として加えるのは，

専門家とのかかわりである。マンション内で

紛争が発生したときや特殊な知識が必要にな

るときなど，分譲マンションの運営を円滑に

進めるためには，場合によっては専門家と協

力することが重要となる。専門家と協力関係

にある分譲マンションの方が，望ましい運営

ができているのではないかという観点から，
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ある（Putnam et al. 1993=2001）。すなわち，

社会集団を構成する人々（ここでは分譲マン

ションの区分所有者）の間にソーシャル・

キャピタルが蓄積されていることで，居室の

望ましくない利用が抑制されるという考え方

である。もちろん，ソーシャル・キャピタル

の議論自身がそうであるように，このような

発想については原因と結果を区別できるもの

として追求することには抑制的でなければな

らない。しかし、検討したどのようなモデル

でも安定した関係が示唆されたことは強調で

きる。

その他の説明変数の効果について確認する

と，まず全体として，賃貸戸数についてのモ

デルは他の二つと比べて BICが大きく，有

意な効果を示すと考えられる変数もほとんど

ない。以下では空室戸数や滞納戸数のモデル

を中心に検討していく。まず，管理組合法人

であることは，予想と異なって空室や滞納を

増やすことと結びついている可能性がある。

管理組合が法人化していれば，空室や滞納に

対応しやすくなると考えられるため，この結

果についてはやや意外とは言えるだろう。同

じような傾向がみられたのは専門家の活用で

あり，専門家を活用している管理組合は機能

していることが予想されるが，傾向としては

特に滞納戸数の大きさと関連している。

他方，一定の負の効果がみられるのが，専

門委員会の設置である。すでに述べたよう

に，専門委員会の設置が管理組合の運営の活

発さを表していると理解するならば，委任を

除く出席率と同様に，この変数にはソーシャ

ル・キャピタルの高さが反映されていると理

解できるかもしれない。居住ルールの厳しさ

や罰則の有無の効果については，必ずしも有

意な効果とは言えないが，空室戸数のモデル

と滞納戸数のモデルで効果が異なることが示

唆されている。すなわち，居住ルールが厳し

いところでは空室が多くなるのに対して滞納

は少ない，他方で罰則があるところでは空室
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表1 変数の記述統計

1636

2303 か月以上滞納戸数
1625

10

1676
1533 460空室戸数
1560

罰則の有無

観察数

1728

1001委任除く出席率

1634

専門家の活用

1634
1634
1622

10管理組合法人

1565
1545
1667
1685

8.78

10基幹事務を含めた委託

平均

10専門委員会設置

10

1697

0.09
0.46
0.73
1.12
1.33

10委託なし

0.23
36.07
0.12

10基幹事務以外の委託

0.75
1.33

3270賃貸戸数

戸数

最大最小

19.48
62.69
0.06
0.02

1.48
40居住ルールの厳しさ

0.42
20.18
0.33
1.48
3.29

80災害対策

15.15

8500

標準偏差

10.56
49.94
0.23
0.13
0.29
0.5

501築年数

0.45
1.01

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-07-428　107_3-3_シリーズ-砂原庸介.mcd  Page 11 19/10/16 15:10  v5.51

都市とガバナンス Vol.32

転換期の分譲マンション－持続可能性と公的介入－

117

表2 推定結果

-0.02

0.00-0.018***委任除く出席率
-0.09

-0.17-0.347*

0.00
-0.11 -0.180.297管理組合法人

標準誤差

基幹事務を含めた委託

-0.15

-0.04-0.061災害対策

0.00

基幹事務以外の委託

0.00
-0.12
-0.21

-0.13-0.192専門委員会設置

-0.14
-0.07
-0.1
-0.04

係数

-0.24-0.377委託なし

空室戸数

-0.142
-0.020***
0.029
係数

-0.07-0.07居住ルールの厳しさ

賃貸戸数

-0.290.009
-0.201
-0.191
-0.028
0.017
-0.292

-0.010.023***築年数

0.16
0.038
-0.350**

0.000.005***戸数

-0.014**
0.289

0.084

標準誤差係数説明変数

0.057

定数

0.045
0.014
0.006

滞納戸数

1186
-1.139***
0.053***
0.010***

-0.19
-0.110.305**専門家の活用

-0.08
-0.04
-0.13
0.00
-0.18

-0.150.182罰則の有無

標準誤差

-0.20-0.628**1.190***
0.041***

-0.27
-0.01

0.008***
-0.106
-0.343

0.00
-0.17
-0.29

1270観察数

-0.16
-0.14

2978.43333.57225.4BIC

-1439.19-1617.21-3562.96尤度比検定量
1219

-1 -.5 0 .5 1

図4 推定結果の可視化

注：線分は 95％信頼区間の長さ
出典：筆者作成

* p ＜ 0.05, ** p ＜ 0.01, *** p ＜ 0.001

19-07-428　107_3-3_シリーズ-砂原庸介.mcd  Page 10 19/10/16 15:10  v5.51

ある（Putnam et al. 1993=2001）。すなわち，

社会集団を構成する人々（ここでは分譲マン

ションの区分所有者）の間にソーシャル・

キャピタルが蓄積されていることで，居室の

望ましくない利用が抑制されるという考え方

である。もちろん，ソーシャル・キャピタル

の議論自身がそうであるように，このような

発想については原因と結果を区別できるもの

として追求することには抑制的でなければな

らない。しかし、検討したどのようなモデル

でも安定した関係が示唆されたことは強調で

きる。

その他の説明変数の効果について確認する

と，まず全体として，賃貸戸数についてのモ

デルは他の二つと比べて BICが大きく，有

意な効果を示すと考えられる変数もほとんど

ない。以下では空室戸数や滞納戸数のモデル

を中心に検討していく。まず，管理組合法人

であることは，予想と異なって空室や滞納を

増やすことと結びついている可能性がある。

管理組合が法人化していれば，空室や滞納に

対応しやすくなると考えられるため，この結

果についてはやや意外とは言えるだろう。同

じような傾向がみられたのは専門家の活用で

あり，専門家を活用している管理組合は機能

していることが予想されるが，傾向としては

特に滞納戸数の大きさと関連している。

他方，一定の負の効果がみられるのが，専

門委員会の設置である。すでに述べたよう

に，専門委員会の設置が管理組合の運営の活

発さを表していると理解するならば，委任を

除く出席率と同様に，この変数にはソーシャ

ル・キャピタルの高さが反映されていると理

解できるかもしれない。居住ルールの厳しさ

や罰則の有無の効果については，必ずしも有

意な効果とは言えないが，空室戸数のモデル

と滞納戸数のモデルで効果が異なることが示

唆されている。すなわち，居住ルールが厳し

いところでは空室が多くなるのに対して滞納

は少ない，他方で罰則があるところでは空室
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が少ないのに対して滞納は多いのである。最

後に，マンション管理業者への委託のあり方

については全てを管理業者に任せるよりも管

理組合が何らかの役割を果たす方が空室や滞

納を減らす傾向がみられるが，そのようなサ

ンプルが必ずしも多くないこともあって誤差

が大きく，有意な効果とは言い難かった。

(3）危機が生み出す管理？－内生性の検討

推定結果に示した通り，管理組合法人であ

る分譲マンションや，専門家を活用する分譲

マンションで空室や滞納が多くなる傾向が観

察されている。もちろん，管理組合法人であ

ることや専門家の活用それ自体がそのような

傾向を持つ可能性も否定できないが，逆の因

果関係として，空室や滞納の増加によって管

理組合がその対応を迫られ，管理組合法人化

や専門家の活用を促すことも考えられる。ま

た，罰則についても同様に，滞納のような問

題事例が出てきたからこそ罰則を必要とする

ようになったとも考えられる。

このような傾向は，「マンション総合調査」

の中で，滞納者に対して行ったことがある措

置を聞いたものと，実際の滞納者の数の関係

にも示される。図5のヴァイオリンプロット

は，それぞれの措置を経験したことがある分

譲マンションにおける，3か月以上の滞納戸

数の数の分布を示している。すぐにわかるよ

うに，訴訟や競売といった厳しい措置を講じ

たことがあるところでは滞納戸数が多くなっ

ている。滞納が少ないところであれば，特に

具体的な措置を講じる必要に迫られることも
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図5 滞納者への対応と3か月以上の滞納戸数

注：線分は 95％信頼区間の長さ
出典：筆者作成
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なく，実際に講じることもないのに対して，

滞納が増えてくるとより強硬な措置を必要と

することも増えてくると考えられるだろう。

このように内生性を考慮に入れると，本稿

で目的変数とした滞納戸数のような数値をマ

ンション管理の健全性を図るのに十分な指標

とみなすことについては慎重になる必要があ

るとも言える。確かに滞納戸数が増えるな

ど，区分所有のルールを遵守しない行動が生

まれると，それはマンション管理にとって脅

威となりうることは間違いない。しかし，分

譲マンションによっては，脅威をひとつの

きっかけとして新たな対応手法を生み出した

ところもあると考えられる。管理組合がその

ようなノウハウを持つようになれば，将来似

たような事例が出たときの対応も行いやすい

し，危険な事例について未然に抑止を図るこ

ともできるかもしれない。

同じように空室や滞納による脅威を経験し

た分譲マンションでも，その後に法人化や専

門家の活用、罰則強化など必要な対応を行っ

たところと，資産価値劣化のサイクルを進行

させてしまったところに違いが生じうる。

「マンション総合調査」のようなアンケート

調査に対して，資産価値劣化のサイクルが進

行した分譲マンションの管理組合が回答しな

いバイアスが存在するとすれば，本稿で示し

た推定結果とも整合的であるとは言えるだろ

う。一時点での調査からではあくまでも仮定

を重ねる議論しかできないが，もしこのよう

な推論が正しいとすれば，そのような違いが

生じるときこそ地方自治体をはじめとした政

府が介入を行い，資産価値劣化のサイクルを

止める重要な機会になると考えられる。

5．おわりに

分譲マンションという住み方は，この 50

年の間に日本で人々の間に一般的なものとし

て浸透してきたと言える。この一般化した住

み方を持続可能なものにするためには，分譲

マンションの資産としての価値を高める方策

を考え続けていく必要がある。価値のないも

のとして放棄してしまうのは，あまりにも社

会に対する負担が大きくなりすぎるからであ

る。そして，数多く建設されてきた分譲マン

ションが老朽化の時期を迎えつつある現在こ

そ，従来の住宅についての発想を見直して持

続可能性という価値を追求する方向に向かう

べき時期だと考えられる。

そのために考えなくてはいけないことは，

分譲マンションの居室が中古住宅としての資

産を維持しやすくなるようなしくみである。

すでに建設されている分譲マンションは，一

定の需要があって供給されているものである

とすれば，その需要が持続するような環境を

用意する必要がある。何もしなくても人口が

増えて住宅への底堅い需要が存在した時代

と，人口減少が本格化する近い将来では市場

環境が全く異なるものになる。そこで従来と

同様に新築住宅を作り続け，かつ中古住宅市

場を発展させる努力を行わなければ，多くの

分譲マンションが入居者を失い，多くの空き

家を抱えて「廃墟」のようになるものも出て

くるだろう。

分譲マンションの立地を含めて環境面を考

える一方で，本稿で検討したように，管理組

合の運営についても外部の評価の目を導入す

ることは重要である。そこに地方自治体など

の公的な機関が介在する余地も生まれるだろ
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が少ないのに対して滞納は多いのである。最

後に，マンション管理業者への委託のあり方

については全てを管理業者に任せるよりも管

理組合が何らかの役割を果たす方が空室や滞

納を減らす傾向がみられるが，そのようなサ

ンプルが必ずしも多くないこともあって誤差

が大きく，有意な効果とは言い難かった。

(3）危機が生み出す管理？－内生性の検討

推定結果に示した通り，管理組合法人であ

る分譲マンションや，専門家を活用する分譲

マンションで空室や滞納が多くなる傾向が観

察されている。もちろん，管理組合法人であ

ることや専門家の活用それ自体がそのような

傾向を持つ可能性も否定できないが，逆の因

果関係として，空室や滞納の増加によって管

理組合がその対応を迫られ，管理組合法人化

や専門家の活用を促すことも考えられる。ま

た，罰則についても同様に，滞納のような問

題事例が出てきたからこそ罰則を必要とする

ようになったとも考えられる。

このような傾向は，「マンション総合調査」

の中で，滞納者に対して行ったことがある措

置を聞いたものと，実際の滞納者の数の関係

にも示される。図5のヴァイオリンプロット

は，それぞれの措置を経験したことがある分

譲マンションにおける，3か月以上の滞納戸

数の数の分布を示している。すぐにわかるよ

うに，訴訟や競売といった厳しい措置を講じ

たことがあるところでは滞納戸数が多くなっ

ている。滞納が少ないところであれば，特に

具体的な措置を講じる必要に迫られることも

都市とガバナンス Vol.32

まちづくりの新展開－マンションと地域のまちづくり－

118

0
5

10
15

20
25

図5 滞納者への対応と3か月以上の滞納戸数

注：線分は 95％信頼区間の長さ
出典：筆者作成
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う。望ましい管理を行っている分譲マンショ

ンが高い資産価値を持つという状況が生まれ

なければ，健全な中古住宅市場の発達は難し

い。望ましい管理を把握する方法は容易では

ないが，本稿の分析結果は，総会への出席率

のようなソーシャル・キャピタルに関連する

と考えられる指標が一定の意味を持つことを

示唆している。ただし，そのような指標を理

解するにあたっても，賃貸戸数や空室戸数，

滞納戸数といった分譲マンションの運営の

「結果」に見える変数が内生性を持ち，管理

組合の意図や能力に影響を与える可能性があ

ることには注意が必要である。この点を踏ま

えて管理組合の機能について評価していくた

めには，政府がデータを継続的に収集し，原

因と結果を識別できるような方法での分析を

進めていくことが求められる。そのうえで，

必要なタイミングを計って管理組合の運営を

支援するような施策も求められることがある

だろう。

〔付記〕本研究は JSPS科研費 16K03470 の

助成を受けたものである。また、「マンショ

ン総合調査」については国土交通省から個票

の提供を受けた。記して感謝したい。
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まちづくりの新展開－マンションと地域のまちづくり－

住宅を取り戻してきた中央区のまちづくり
―「人」を「まち」に残すために―

中央区都市整備部地域整備課 課長 栗村 一彰

40 年余に及ぶ東京都中央区におけるまちづくりは、夜間人口減少に対応するための人口回復策とし

て「住み続け、働き続けることができるまちづくり」をテーマに掲げ、区内全域が都市再開発の対象と

なることが指摘された「中央区再開発基本構想」の考え方に則って取り組んできた。「大川端リバーシ

ティ 21」開発の推進による住宅開発を皮切りにして、区独自に住宅建設の開発指導を行う「中央区市街

地開発事業指導要綱」の制定や、地域の特性に応じて区分した「まちづくり協議会」による地元との協

議体制の構築、晴海における市街地再開発事業の支援の中で創設した「居住継続支援事業制度」に始ま

る地区内住民への支援と開発計画に対する地元協議の仕組み、そして区内地権者の個別建替えを促進さ

せるため、地域特性に合わせた建築ルールである街並み誘導型をベースとした地区計画の区内への全面

的指定などにより、社会情勢に合わせながら区民をまちに残す施策を展開している。

はじめに

東京都中央区は面積約 10km2の東京 23 区

中2番目に小さな都市自治体であるが、東京

駅の東側に位置し、江戸五街道の基点で老舗

が建ち並ぶ日本橋、日本有数の商業街である

銀座、日本の食文化を継承する築地など、江

戸時代から商人のまちとして栄え、その後も

日本の文化・商業・情報の中心地として発展

してきた。

都会の華やかなイメージの一方で、本区は

長期にわたって夜間人口の減少問題に直面

し、住機能の充実をめざしたまちづくりに取

り組んできた。本稿ではその歴史を振り返

り、どのような背景の中で、何に着目してき

たのかを考察していきたい。本区のまちづく

りにおける一貫したテーマは、「住み続け、働

き続けることができるまちづくり」である。

個々の取組みは、事業の推進や独自のルール

作りなど様々であるが、敷地が狭く高密度な

都心であれど、どうすれば区民に住み続けて

もらえるかを考え、対応し続けた積み重ね

が、今日の中央区のまちなみを形成している

ことをお伝えできれば幸いである。
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う。望ましい管理を行っている分譲マンショ

ンが高い資産価値を持つという状況が生まれ

なければ，健全な中古住宅市場の発達は難し

い。望ましい管理を把握する方法は容易では

ないが，本稿の分析結果は，総会への出席率

のようなソーシャル・キャピタルに関連する

と考えられる指標が一定の意味を持つことを

示唆している。ただし，そのような指標を理

解するにあたっても，賃貸戸数や空室戸数，

滞納戸数といった分譲マンションの運営の

「結果」に見える変数が内生性を持ち，管理

組合の意図や能力に影響を与える可能性があ

ることには注意が必要である。この点を踏ま

えて管理組合の機能について評価していくた

めには，政府がデータを継続的に収集し，原

因と結果を識別できるような方法での分析を

進めていくことが求められる。そのうえで，

必要なタイミングを計って管理組合の運営を

支援するような施策も求められることがある

だろう。

〔付記〕本研究は JSPS科研費 16K03470 の

助成を受けたものである。また、「マンショ

ン総合調査」については国土交通省から個票

の提供を受けた。記して感謝したい。
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1 戦後経済成長に伴う人口減少とそれへの

対応

（1）65 年前から始まっていた夜間人口の減

少問題

本区は 1947 年に誕生した特別地方公共団

体であるが、スタートからわずか7年後の

1954 年から夜間人口の流出超過が始まり、流

入超過に転じた 1997 年に至るまで 40 余年の

長期にわたりこの問題に悩まされ続けてき

た。

図1 中央区における人口の推移

出典：中央区

この現象の経緯であるが、東京の都心部で

あること、また関東大震災を受けて行われた

震災復興区画整理によって、幹線道路から生

活道路に至るまでのまちの骨格が既に整って

いたことから、戦後すぐに建物が建ち並び、

戦前の賑わいが戻った。ところがその後、高

度経済成長期に入ると、それを牽引する各企

業が中枢管理機能として都心の立地を求めた

ため、住宅や（住宅を兼ねた）店舗、作業場

などが次々とオフィスビルに建替えられて

いった。その際、住宅は区外に移転してしま

う場合が多く、昼間人口の増大に伴って夜間

人口が減少することとなった。

（2）中央区の地域構造

オフィス街化は、交通利便性の観点から東

京駅周辺の区で第1ゾーンと呼んでいる、本

区を南北に貫通する首都高速道路都心環状

線・上野線以西、日本橋や八重洲、京橋エリ

アを中心にして行われ、ほぼ夜間人口がいな

い状況になっている。一方、首都高速と隅田

川とに挟まれた第2ゾーンは、築地や八丁

堀、横山町・馬喰町など、水産や衣料・繊維

品などの卸売業、印刷業などの地域産業機能

と居住機能とが混在しているが、社会構造等

の変化に伴い今後の土地利用転換の可能性が

あるエリアである。隅田川以西の大部分が埋

立地である佃・月島・勝どき、晴海などの第

3ゾーンは、路地沿いに高密度に立地する木

造住宅（多くが長屋）と工場・倉庫とが用途

を区分して立地しているが、工場・倉庫は近

年、その多くが高層住宅に用途転換されてい

る状況である。（特に佃と晴海は後に詳述す

る。）

図2 ゾーン別のまちづくり方針

出典：中央区

（3）中央区再開発基本構想を契機とするま

ちづくりの始まり

本区にまちづくり関連部署が設置されたの
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は、区の設立から 25 年余りが経過した 1973

年のことである。これは前年の 1972 年に、

池田弥三郎慶大教授を会長として組織した審

議会において、「中央区再開発基本構想に関

する答申」（以下、「答申」という。）がまとめ

られたことが契機となった。区は、前述のと

おり、昼間人口が増大し続ける一方での夜間

人口の減少が引き起こす、地域社会の健全な

発達維持に対する大きな阻害の解消を求め

て、再開発基本構想の策定を審議会に諮問

し、実際的な対策に着手したのである。

答申においては、東京湾岸道路や箱崎シ

ティエアターミナルの建設、地下鉄の延伸に

よって、本区が当時始まりつつあった東京湾

の臨海開発エリアとの結節点、国際都市東京

の交通の要となっていく一方で、既に都市と

して基盤も含め概成されてしまっていること

から、区内全域が都市再開発の対象となるこ

とが指摘された。再開発は、①適正人口の実

現、②生活環境の改善、③地域社会の組織化、

④地域産業の振興の4つを目標に、教育施設

を拠点とするコミュニティ開発プロジェクト

と、区の経済基盤確保を目指した東日本橋や

築地、箱崎、銀座などの地区別再開発プロ

ジェクトが提案された。加えて、隅田川沿岸

部に存在していた倉庫、工場などの大規模施

設の土地利用転換を核とした再開発を連担さ

せることにより、その周辺地域の再開発の誘

発を目指した「大川端作戦」が特記として提

唱されたことが特徴であった。

2 隅田川沿岸から始まった居住機能への土

地利用転換

（1）大川端リバーシティ 21 開発

再開発プロジェクトの推進は地権者の個別

の権利調整が伴うことから苦戦を強いられて

いたが、答申で提唱された大川端作戦を具現

化する計画として、石川島播磨重工業の造船

所跡地など、佃一丁目、新川二丁目の隅田川

を望む 28.7haの工場跡地を対象に、超高層

住宅をはじめ文化・商業施設、道路・橋梁、

公園・緑地、教育施設などを整備する「大川

端地区整備計画」を 1984 年にまとめ、一連の

都市計画として定めることができた。

本地区の再開発の実現は、隅田川沿岸に立

地していた倉庫や工場を営んできた企業が、

1980 年ごろから高度成長に伴う経済効率の

観点や、高速道路網の整備により郊外や地方

都市への移転を始めたことが背景としてあっ

た。区は跡地を取得した日本住宅公団（現在

の UR都市機構、以下「公団」）や三井不動産

などの官民のディベロッパーと連携しなが

ら、良好で活力に満ちた居住環境にするため

に公共・公益施設の整備について調整しなが

ら、土地の高度利用・複合利用を図る再開発

を推進した。この取組みは本区のまちづくり

における礎の一つとなり、この先に続く日本

橋箱崎町や日本橋浜町、晴海における市街地

再開発事業への取り組みにつながっていっ

た。

大川端リバーシティの再開発は 1986 年か

ら 1999 年にかけて行われ、公的住宅も含め

4千戸弱の住宅を供給することができた。本

地区は、その後の東京のウォーターフロント

開発の先駆けとなり、新たな街並みを創り出
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（1）65 年前から始まっていた夜間人口の減

少問題

本区は 1947 年に誕生した特別地方公共団

体であるが、スタートからわずか7年後の

1954 年から夜間人口の流出超過が始まり、流

入超過に転じた 1997 年に至るまで 40 余年の

長期にわたりこの問題に悩まされ続けてき

た。

図1 中央区における人口の推移

出典：中央区

この現象の経緯であるが、東京の都心部で

あること、また関東大震災を受けて行われた

震災復興区画整理によって、幹線道路から生

活道路に至るまでのまちの骨格が既に整って

いたことから、戦後すぐに建物が建ち並び、

戦前の賑わいが戻った。ところがその後、高

度経済成長期に入ると、それを牽引する各企

業が中枢管理機能として都心の立地を求めた

ため、住宅や（住宅を兼ねた）店舗、作業場

などが次々とオフィスビルに建替えられて

いった。その際、住宅は区外に移転してしま

う場合が多く、昼間人口の増大に伴って夜間

人口が減少することとなった。

（2）中央区の地域構造

オフィス街化は、交通利便性の観点から東

京駅周辺の区で第1ゾーンと呼んでいる、本

区を南北に貫通する首都高速道路都心環状

線・上野線以西、日本橋や八重洲、京橋エリ

アを中心にして行われ、ほぼ夜間人口がいな

い状況になっている。一方、首都高速と隅田

川とに挟まれた第2ゾーンは、築地や八丁

堀、横山町・馬喰町など、水産や衣料・繊維

品などの卸売業、印刷業などの地域産業機能

と居住機能とが混在しているが、社会構造等

の変化に伴い今後の土地利用転換の可能性が

あるエリアである。隅田川以西の大部分が埋

立地である佃・月島・勝どき、晴海などの第

3ゾーンは、路地沿いに高密度に立地する木

造住宅（多くが長屋）と工場・倉庫とが用途

を区分して立地しているが、工場・倉庫は近

年、その多くが高層住宅に用途転換されてい

る状況である。（特に佃と晴海は後に詳述す

る。）

図2 ゾーン別のまちづくり方針

出典：中央区

（3）中央区再開発基本構想を契機とするま

ちづくりの始まり

本区にまちづくり関連部署が設置されたの
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した。

3 地上げ問題への対処

（1）「中央区市街地開発事業指導要綱」の制

定

一方で、80 年代に入ると、区内の居住地、

小売店舗や作業場を兼ねた併用住宅などに対

して、第2ゾーンを中心に業務ビルへの用途

転換を狙いとした収益ビジネスである「底地

買い地上げ」が横行しはじめた。区内は、居

住者の追出しによる夜間人口の減少によって

銭湯や日用品店舗などの生活支援施設も減少

し、それが更なる人口減少を招くという悪循

環に陥っていた。民間で行われる不動産売買

に対し、行政は直接的な規制行為はできない

ため、苦慮の末、地上げの結果として建設さ

れるすべての開発ビルに対して住宅の建設を

求めた「中央区市街地開発事業指導要綱」の

制定を 1985 年に行った。当時は国政レベル

で民活の議論が盛んであり、それに逆行する

ような民間開発への規制に対し、国や東京都

との協議は難航したが、制定により行政指導

が可能になり、これまで開発によって失われ

続けてきた住宅の消失に歯止めをかけて、開

発後も従前の住民が住み続けることができる

ようになった。この要綱づくりの経験は、本

区と区民の利害を背負って独自の取組みを進

めていく大きな転機となった。

（2）まちづくり協議会の設置と地区計画の

導入検討

その後の取組みとして、区内の地域整備を

進めていくにあたり、区は居住や産業環境の

改善に向けて、地域の特性や住民の意向を確

認しながら、戦略的、重点的に面的な整備を

行う地区と、個別土地の更新によって段階

的、修復的に進めていく地区とを定めたまち

づくりの方針を、地域ごとに定めていくこと

とした。

具体的な進め方としては、地域ごとの住

民・地権者・商工業者の代表に対して、まち

づくりに関する意向を把握し、方針について

話し合う場を作ることとし、区内を 10 地区

に区分（その後、一部を分割して 13 地区と

なっている）して、1987 年より順次「まちづ

くり協議会」を発足させた。

図3 まちづくり協議会地区一覧

出典：中央区

まちづくりを具現化する手法として、本区

は 1980 年の都市計画法改正によって誕生し
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た地区計画制度に当初から着目し、地域の特

性や動向に応じた、弾力的で細やかな建築規

制を、基本的にはまちづくり協議会の区域毎

に面的に被せていくことを考えた。そこで、

各地区で地区計画の策定を目指した基礎的調

査を行いながら、まちづくり協議会において

地元との協議を進めていった。

4 晴海における住民が住み続けられる市街

地再開発事業への取組み

（1）晴海の地域特性と再開発の立ち上がり

最近は東京 2020 大会における選手村建設

地として注目されている晴海だが、本区の多

くが、江戸時代からの商人、職人の町として、

住商工が混在した複合市街地として形成され

てきた経緯を持つ一方で、ここは昭和時代に

入ってから埋め立てされた区南端の人工島で

ある。当初は港湾施設や倉庫群によって市街

地が形成されており、戦後に公団を中心とし

た中高層集合住宅が一部に立地するのみの、

他の町は様相の異なる街並みであった。その

ような土地利用であるので、地権者は法人と

港湾施設を管理する東京都とで占めている状

況であった。

80 年代の民間企業による都市再開発意欲

が高まる中、晴海では地元法人によって晴海

全体の再開発計画を作成していこうと、1984

年に地権者有志8社が集まって「晴海をよく

する会」が発足された。彼らは晴海全島

106haを対象にした「晴海アイランド計画」

を 1986 年に公表するなど積極的な活動を展

開した。その中において、特に再開発の事業

化の機運が高まっていた晴海一丁目における

約 10haのエリアが初段の市街地再開発事業

の対象となり、1989 年に事業計画案をまと

め、再開発準備組合が設立された。

（2）居住継続支援事業制度の活用による再

開発の推進

晴海一丁目地区の事業区域は、約半分を公

団の中高層住宅団地が占めていた。再開発に

よる団地の建替えに伴い、家賃が数倍に跳ね

上がることが想定され、企業主導の再開発事

業に対する団地住民との合意形成は、当初は

困難な状況にあった。

そこで、本区の判断により、1989 年に策定

した改定基本計画において「居住継続支援事

業制度（コミュニティ・ファンド）」を創設す

る構想を発表し、1990 年に市街地開発事業指

導要綱の改定によって具現化させた。本制度

によって、晴海一丁目地区市街地再開発事業

から開発協力金を負担させ、それをファンド

化することにより、再開発区域の従前居住者

が引き続き住み続けていくための家賃補助等

による支援が可能となった。それにより住民

から事業への不安が取り除かれることで、同

意を取り付けることができ、1992 年に当地区

の市街地再開発事業に関する都市計画決定を

行うことができた。

一方で 1991 年には、区が保有する、あるい

は借り上げた住宅及び施設を、再開発に伴う

区民や事業者等の仮移転の場や、市街地再開

発事業区域内の従前居住者用住宅として活用

できるよう「中央区立まちづくり支援用施設

条例」を策定した。これは建物の更新を促進

するためには、空き地や空き家が少ない本区

の場合に仮移転先を予め用意しておくことが

必要であったこともあるが、加えて、市街地
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した。

3 地上げ問題への対処

（1）「中央区市街地開発事業指導要綱」の制

定

一方で、80 年代に入ると、区内の居住地、

小売店舗や作業場を兼ねた併用住宅などに対

して、第2ゾーンを中心に業務ビルへの用途

転換を狙いとした収益ビジネスである「底地

買い地上げ」が横行しはじめた。区内は、居

住者の追出しによる夜間人口の減少によって

銭湯や日用品店舗などの生活支援施設も減少

し、それが更なる人口減少を招くという悪循

環に陥っていた。民間で行われる不動産売買

に対し、行政は直接的な規制行為はできない

ため、苦慮の末、地上げの結果として建設さ

れるすべての開発ビルに対して住宅の建設を

求めた「中央区市街地開発事業指導要綱」の

制定を 1985 年に行った。当時は国政レベル

で民活の議論が盛んであり、それに逆行する

ような民間開発への規制に対し、国や東京都

との協議は難航したが、制定により行政指導

が可能になり、これまで開発によって失われ

続けてきた住宅の消失に歯止めをかけて、開

発後も従前の住民が住み続けることができる

ようになった。この要綱づくりの経験は、本

区と区民の利害を背負って独自の取組みを進

めていく大きな転機となった。

（2）まちづくり協議会の設置と地区計画の

導入検討

その後の取組みとして、区内の地域整備を

進めていくにあたり、区は居住や産業環境の

改善に向けて、地域の特性や住民の意向を確

認しながら、戦略的、重点的に面的な整備を

行う地区と、個別土地の更新によって段階

的、修復的に進めていく地区とを定めたまち

づくりの方針を、地域ごとに定めていくこと

とした。

具体的な進め方としては、地域ごとの住

民・地権者・商工業者の代表に対して、まち

づくりに関する意向を把握し、方針について

話し合う場を作ることとし、区内を 10 地区

に区分（その後、一部を分割して 13 地区と

なっている）して、1987 年より順次「まちづ

くり協議会」を発足させた。

図3 まちづくり協議会地区一覧

出典：中央区

まちづくりを具現化する手法として、本区

は 1980 年の都市計画法改正によって誕生し
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再開発のような大規模な共同化事業におい

て、管理費や修繕積立金が大きな負担となる

年金暮らしのお年寄りに対し、権利変換する

床のうち数坪をそれぞれ供出してもらい、そ

れらの床を集めて借家人用の従前居住者用住

宅を整備し、それを区が借り上げることで、

高齢の地権者と借家人双方の居住継続が可能

となることも併せて企図したものであった。

これにより、月島や勝どきなど、戦前からの

長屋住宅が建ち残っていたエリアの市街地再

開発において、合意形成を進める上で大いに

効果が発揮された。

このように、本区は晴海一丁目地区での経

験を原資にして、組合あるいは公団（UR）が

実施する市街地再開発事業に対し、積極的に

地元地権者や住民への合意形成に対する支援

を行うことで、平成時代の 30 年の間に 27 地

区の市街地再開発事業を計画決定することが

できた。その結果として、市街地再開発事業

によりこれまで1万2千戸余りの住宅が区内

に供給されるとともに、本区の都心居住環境

の充実に大いに貢献しているところである。

（3）地元参加型の開発協議体制の構築

晴海であるが、一丁目地区の再開発事業が

「晴海アイランドトリトンスクエア」として

2001 年にまちびらきしたのを皮切りに、他の

丁目でも土地区画整理や市街地再開発によ

り、港湾機能から住機能を中心とした複合用

途への土地利用転換が着実に図られてきてい

る。本区の他のまちとは異なり、晴海は埋め

立てにより誕生した当初から敷地割が大き

く、そこで行われる開発は街区単位となって

いるために、自ずと計画される住宅は、都心

という立地特性から高層かつ大規模な集合住

宅となっていた。

このような状況の中で、地元からは、個別

開発に対して広域的見地からの建築ルールや

地域貢献が求められた。そこで、2005 年に東

京都と本区で「晴海まちづくりの考え方」を

定め、それに基づいて計画された開発計画に

ついて、地元の住民や企業で構成する「晴海

デザイン会議（後に「晴海デザイン協議会」

に改組）」によって更に深い議論を加えるこ

とが可能になるよう、開発者の協議ルールを

構築した。

晴海はまちづくり協議会における議論も活

発なエリアである。例えば、東京 2020 大会

の選手村の建設とその後利用が住宅として供

給されることが決まった際にも、それによっ

て現在の晴海の夜間人口が倍増することが見

えてきたことを受け、それを踏まえた晴海の

将来ビジョンを地元の住民及び企業の代表に

よって策定した。その後、まちづくり協議会

の部会として、そのビジョンに沿ったまちづ

くりを推進させていく議論の場を作り、地元

が主体的に個々の開発行為にコミットすると

ともに、ソフト的な取組みとして、晴海全体

のコミュニティ形成に向けた活動にもチャレ

ンジしているところである。

5 住宅への建替え誘導を目的とした地区計

画の策定

一方、晴海以外の本区の一般的な市街地の

敷地割は、基本的に江戸時代の町屋のスケー

ルが踏襲されており、そのベースの上に震災

復興や戦災復興による街路整備が行われてい

る。そのため、都市基盤は整っているもの
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の、個々の敷地規模は小さい。そのような状

況で復興直後からいち早く建物が立ち並んだ

ために、建物の老朽化はかねてからの課題と

なっていた一方で、度重なる法改正によって

既存不適格状態になっており、建て替えが困

難となっていた。そのため、違法な増築や用

途変更が頻発したり、地上げの横行による業

務ビル化を招いたりする状況となっていた。

（1）地域ごとの建築ルールとなる地区計画

の導入

これら本区の一般的な市街地においては、

前述のとおり、まちづくり協議会を活用して

地域ごとでの議論を勘案しながら、地域ごと

の建築ルールとなる地区計画の導入を検討し

ていたのだが、1993 年に、まずは地上げによ

る人口減少が著しかった第2ゾーンの約

370haのエリアを対象に、用途別容積型と呼

ばれる、住宅の用途に着目して容積率を緩和

するメニューを活用した地区計画の指定を

行った。これは国の協力により 1990 年の法

改正において追加いただいた誘導ツールを活

用させてもらったものだが、実効的には、建

築基準法の各種斜線制限によって、住宅建設

による容積率緩和の恩恵を受けられる物件

は、広幅員道路に接する規模の大きい敷地に

限られている状況であった。

地区計画を活用した住宅建設促進の決め手

になったのは、1995 年の法改正でメニューに

追加された街並み誘導型地区計画である。こ

れにより、地区計画に建物の高さと壁面位置

の制限等を定めることで、斜線制限や容積率

を緩和し、特定用途に着目した容積率緩和を

実効的に行うことが可能となり、地権者個別

の建替え行為に際しての法的なバリアを取り

除くことが可能となった。特に、課題となっ

ていた第3ゾーンにおける月島などの、路地

沿いに小規模な木造長屋が建ち並ぶ街区にお

いて住宅更新を促進できることが期待され

た。このメニューを活用して、地区計画を

1997 年から 2000 年にかけて、最終的には区

内の約8割の範囲に、まちづくり協議会の区

域毎に順次指定していった。時を同じくし

て、1954 年以来 42 年にわたって減り続けた

夜間人口が流入超過に転じたことは前述のと

おりであり、バブル崩壊による土地活用の正

常化にルール整備が間に合ったことは、その

後の勢いの良い人口回復に幾分か寄与できた

のではと考えている。

地区計画の指定後も、まちづくり協議会に

おける地域代表との議論は続いており、地域

の特性に合わせて、適時、細やかにルールの

追加や変更を行っている。良好な住環境を形

成していく観点の例では、商店街における1

階部分の店舗用途の義務化や、ワンルームマ

ンション等の建設を制限するための住戸規模

規制、総合設計制度を活用した建物の高さ規

制などを該当地区の地区計画に追記してい

る。また、第3ゾーンについては、当初、長

屋が建ち並ぶ路地は2項道路であり、それを

地区施設として指定していたのだが、建替え

の際には道路幅員を担保するために路地全体

の一団地認定をかけることが必要で合意形成

が難しく、使い勝手が悪かった。そこで、2

項道路の路地をすべて現況の幅員 2.7mの3

項道路へ指定替えをし、路地内の合意形成を

不要にして建替えを促進するための地区計画

変更も行った。
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再開発のような大規模な共同化事業におい

て、管理費や修繕積立金が大きな負担となる

年金暮らしのお年寄りに対し、権利変換する

床のうち数坪をそれぞれ供出してもらい、そ

れらの床を集めて借家人用の従前居住者用住

宅を整備し、それを区が借り上げることで、

高齢の地権者と借家人双方の居住継続が可能

となることも併せて企図したものであった。

これにより、月島や勝どきなど、戦前からの

長屋住宅が建ち残っていたエリアの市街地再

開発において、合意形成を進める上で大いに

効果が発揮された。

このように、本区は晴海一丁目地区での経

験を原資にして、組合あるいは公団（UR）が

実施する市街地再開発事業に対し、積極的に

地元地権者や住民への合意形成に対する支援

を行うことで、平成時代の 30 年の間に 27 地

区の市街地再開発事業を計画決定することが

できた。その結果として、市街地再開発事業

によりこれまで1万2千戸余りの住宅が区内

に供給されるとともに、本区の都心居住環境

の充実に大いに貢献しているところである。

（3）地元参加型の開発協議体制の構築

晴海であるが、一丁目地区の再開発事業が

「晴海アイランドトリトンスクエア」として

2001 年にまちびらきしたのを皮切りに、他の

丁目でも土地区画整理や市街地再開発によ

り、港湾機能から住機能を中心とした複合用

途への土地利用転換が着実に図られてきてい

る。本区の他のまちとは異なり、晴海は埋め

立てにより誕生した当初から敷地割が大き

く、そこで行われる開発は街区単位となって

いるために、自ずと計画される住宅は、都心

という立地特性から高層かつ大規模な集合住

宅となっていた。

このような状況の中で、地元からは、個別

開発に対して広域的見地からの建築ルールや

地域貢献が求められた。そこで、2005 年に東

京都と本区で「晴海まちづくりの考え方」を

定め、それに基づいて計画された開発計画に

ついて、地元の住民や企業で構成する「晴海

デザイン会議（後に「晴海デザイン協議会」

に改組）」によって更に深い議論を加えるこ

とが可能になるよう、開発者の協議ルールを

構築した。

晴海はまちづくり協議会における議論も活

発なエリアである。例えば、東京 2020 大会

の選手村の建設とその後利用が住宅として供

給されることが決まった際にも、それによっ

て現在の晴海の夜間人口が倍増することが見

えてきたことを受け、それを踏まえた晴海の

将来ビジョンを地元の住民及び企業の代表に

よって策定した。その後、まちづくり協議会

の部会として、そのビジョンに沿ったまちづ

くりを推進させていく議論の場を作り、地元

が主体的に個々の開発行為にコミットすると

ともに、ソフト的な取組みとして、晴海全体

のコミュニティ形成に向けた活動にもチャレ

ンジしているところである。

5 住宅への建替え誘導を目的とした地区計

画の策定

一方、晴海以外の本区の一般的な市街地の

敷地割は、基本的に江戸時代の町屋のスケー

ルが踏襲されており、そのベースの上に震災

復興や戦災復興による街路整備が行われてい

る。そのため、都市基盤は整っているもの
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6 人口回復後の地区計画一斉改定と今後の

本区のまちづくり

本区の夜間人口が増加に転じてから 20 年

がたち、7万2千人まで落ち込んだ人口は、

昨今、倍以上の 16 万人を超えるところまで

回復しており、人口推計では 20 万人を超え

る見通しが立つほどの状況に至っている。そ

こで本区としては、用途別容積型地区計画に

よる住宅用途の誘導を企図した容積率緩和

は、その使命を終えたと判断し、本年（2019

年）7月に全地区の地区計画の一斉改定を

行った。今後は、本区に住み、働く人々の生

活環境を向上させることをまちづくりの大き

な目標に据え、その考え方に則した建築計画

へのインセンティブを与えることとした。具

体的には、まちに潤いをもたらす飲食店・店

舗などの生活利便施設や保育所・診療所など

の公益施設、文化交流施設、公共的屋外空間

を整備する場合、開発需要が高まっているホ

テル計画に際し、まちに賑わいをもたらす施

設や一定規模以上の客室を整備する場合につ

いて、容積率を緩和することとした。

今後も、まちづくり協議会など町方との議

論の場を活用し、区内の住民・法人の意向や

社会情勢の動向を注視しながら、地域毎の建

築ルールである地区計画を適時見直しつつ運

用していくとともに、面的な都市基盤や公共

公益施設の整備も併せて行うことができる市

街地再開発事業を、地権者・住民の想いに寄

り添いながら必要に応じて推進し、「住み続

け、働き続けることができるまちづくり」を

継続させていきたいと考えている。

参考文献

吉田不曇「都心中央区のまちづくりの歩み」
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まちづくりの新展開－マンションと地域のまちづくり－

「タワーマンションのあり方に関する研
究会」の経緯と今後のまちづくりの方向性
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がたち、7万2千人まで落ち込んだ人口は、

昨今、倍以上の 16 万人を超えるところまで

回復しており、人口推計では 20 万人を超え

る見通しが立つほどの状況に至っている。そ

こで本区としては、用途別容積型地区計画に

よる住宅用途の誘導を企図した容積率緩和

は、その使命を終えたと判断し、本年（2019

年）7月に全地区の地区計画の一斉改定を

行った。今後は、本区に住み、働く人々の生

活環境を向上させることをまちづくりの大き
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街地再開発事業を、地権者・住民の想いに寄

り添いながら必要に応じて推進し、「住み続
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などの多様な都市機能と居住機能とのバラン

スの取れたまちづくりについてご紹介する。

1 タワーマンションのあり方に関する研究

会

近年の日本における居住に関する選好は、

郊外から都心へ、また一戸建てからマンショ

ンへの傾向が見られ、住宅政策やまちづくり

を検討していくうえでは、そのような住民の

選好を重視する必要がある。全国の都市部に

おいて、タワーマンションの立地が人口増加

によるまちの活性化の象徴として取り上げら

れているが、まちづくりの観点から見たとき

にこのままマーケットに委ねていてよいのだ

ろうか。特定のエリアのみの人口の急増が問

題を引き起こしている現象にも着目する必要

がある。また、戸数が非常に多く、多様な属

性の居住者で構成されるタワーマンションで

は、居住者の合意形成が困難であること、ま

た修繕積立金不足など中長期的観点からみた

管理のあり方に関する課題があることが指摘

されている。さらに、超高層の巨大な建築物

であることから、周辺地域に対して与えるイ

ンパクトも非常に大きいため近隣社会との関

わりに関する課題も想定される一方、まちの

資産としての活用の途を探っていく視点も重

要である。

（1）神戸市におけるタワーマンションの状

況

このような指摘があるなか、神戸市におい

ても近年、都心部を中心にタワーマンション

が増加している。

区別にみると、9区からなる神戸市全体で

69 棟のタワーマンションのうち、都心部の中

央区に 24 棟（37％）が集中する。また、時系

的には今から 15 年前の 2004 年を境に増加傾

向を示しており、ここ 10 数年以内に建設さ

れたものが多い。

（2）研究会の概要

神戸市ならではのクオリティの高いまちを

目指していくなかで、将来に備えた対策に行

政として先駆的に取り組む必要性があるので

はないかとの観点から、タワーマンションに

内在する問題を中心に議論する場として平成

30 年度に「タワーマンションのあり方に関す

る研究会」を立ち上げ、10 名の学識経験者に

委員に就任いただいた。

委員の方々に事前にヒアリングを行った

後、研究会を2回開催した（9月、11 月）。

第1回では、持続可能なタワーマンション
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図1 区別の棟数（賃貸も含む）

（出展）神戸市調べ（平成 30 年6月時点）

図2 中央区における分譲タワーマンション
の戸数・棟数（累計）

（出展）神戸市調べ
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の実現に向けた検討課題をテーマに議論し、

第2回では、検討課題への対応策を中心に議

論するとともに、研究会としての取りまとめ

の内容について意見交換を行った。研究会で

議論いただいた内容をもとに取りまとめられ

た報告書を 12 月に委員の代表者から神戸市

長に提出いただいた。

報告書の内容としては、タワーマンション

の現状を押さえたうえで、課題と対応策につ

いて次の3つの観点から整理がなされた。

①中長期的にみた管理のあり方などの持続

可能性の確保、②建物の内部や周辺の近隣社

会との良好なコミュニティの形成、③都市全

体のバランス論などまちづくりとの調和であ

る。

さらに、提案いただいた対応策をより効果

的に運用するために「神戸版タワーマンショ

ンマネジメント制度」の創設が必要ではない

かとのご意見をいただいている。マンション

を管理するうえで必要な事項を届けていただ

く「届出制度」を新たに創設し、適正な維持

管理につながるインセンティブ施策を展開す

るとともに、優良マンションの表示などマン

ションの資産向上につながる「認証制度」を

連携して運用するというものである。

2 神戸市マンション管理支援制度検討会

タワーマンションのあり方に関する研究会

からの提言を受け、分譲マンションにおける

暮らしや資産管理が持続可能となるような状

況を作り出すために必要となる支援策を検討

するため、令和元年度にマンション管理の実

務に精通した委員から成る「神戸市マンショ

ン管理支援制度検討会（以下、「検討会」とい

う。）」を設置し、第1回検討会を令和元年7

月 24 日に開催した。

表2 委員名簿（50 音順）

マンション管理については、タワーマン

ションとそれ以外のマンションで共通する課

題も多いことから、検討会では分譲マンショ

都市とガバナンス Vol.32

「タワーマンションのあり方に関する研究会」の経緯と今後のまちづくりの方向性

131

図3 報告書（概要版）表1 委員名簿（50 音順）

19-07-428　129_3-5_シリーズ-神戸市.mcd  Page 2 19/10/17 13:35  v5.51

などの多様な都市機能と居住機能とのバラン

スの取れたまちづくりについてご紹介する。

1 タワーマンションのあり方に関する研究

会

近年の日本における居住に関する選好は、

郊外から都心へ、また一戸建てからマンショ

ンへの傾向が見られ、住宅政策やまちづくり

を検討していくうえでは、そのような住民の

選好を重視する必要がある。全国の都市部に

おいて、タワーマンションの立地が人口増加

によるまちの活性化の象徴として取り上げら

れているが、まちづくりの観点から見たとき

にこのままマーケットに委ねていてよいのだ
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であることから、周辺地域に対して与えるイ

ンパクトも非常に大きいため近隣社会との関

わりに関する課題も想定される一方、まちの

資産としての活用の途を探っていく視点も重

要である。

（1）神戸市におけるタワーマンションの状

況

このような指摘があるなか、神戸市におい

ても近年、都心部を中心にタワーマンション

が増加している。

区別にみると、9区からなる神戸市全体で

69 棟のタワーマンションのうち、都心部の中

央区に 24 棟（37％）が集中する。また、時系

的には今から 15 年前の 2004 年を境に増加傾

向を示しており、ここ 10 数年以内に建設さ

れたものが多い。

（2）研究会の概要

神戸市ならではのクオリティの高いまちを

目指していくなかで、将来に備えた対策に行

政として先駆的に取り組む必要性があるので

はないかとの観点から、タワーマンションに

内在する問題を中心に議論する場として平成

30 年度に「タワーマンションのあり方に関す

る研究会」を立ち上げ、10 名の学識経験者に

委員に就任いただいた。

委員の方々に事前にヒアリングを行った

後、研究会を2回開催した（9月、11 月）。

第1回では、持続可能なタワーマンション
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ン全般についての議論を深めていく。

現在、神戸市ではすまいるネット（神戸市

が神戸すまいまちづくり公社に設置している

市民向けのすまいの総合窓口）において、管

理組合への情報提供、アドバイザー派遣、セ

ミナー開催等の支援を行っているところであ

る。検討会では、これらの支援の実績を踏ま

え、神戸市のマンション管理支援の目指す姿

や行政支援の方向性を提示した。

行政が支援する対象は、適正管理のために

努力しようとしている管理組合とし、支援策

の拡充・整理を行うにあたっては、政策立案

のためのインフラとして管理実態を行政が把

握する仕組みや、適正に管理することが区分

所有者のメリットとなるインセンティブ、優

良な管理状況の表示による市場評価の向上が

必要と考え、「マンション管理状況の届出」や

「優良な管理状況のマンションの認証の仕組

みの構築」を提案した。

図4 マンション管理支援の方向性（案）

委員からは、

・行政がマンション管理を支援する観点は

「管理不全がもたらす外部不経済の発生抑

制」とすべき。

・管理状況が取引価格に反映される仕組みが

必要ではないか。

などのご意見をいただいた。

引き続き、検討会においてご議論いただ

き、今年度中には具体的な制度の構築を進め

る予定である。

3 神戸の都心の再整備と土地利用誘導

兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）によ

る被災からの復興事業に取り組む間、京阪神

の近隣都市においては都心再整備が進められ

てきた。

都市間競争が厳しい時代に選ばれる都市と

して神戸全体の活性化を図るため、これまで

のまちづくりの歩みを前提にしながらも新し

い発想で、神戸らしい都心や三宮周辺の目指

すべき姿について、「300 人会議」や「対話

フォーラム」、「シンポジウム」などを通して、

市民、事業者等と議論を重ね、平成 27 年9月、

神戸の都心を大胆に活性化していくためのビ

ジョン、「神戸の都心の未来の姿［将来ビジョ

ン］」と、神戸の玄関口である「三宮周辺地区
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図5 都心の未来の姿［将来ビジョン］と三
宮周辺地区の「再整備基本構想」
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の『再整備基本構想』」を策定した。

さらに、個別の再整備事業の検討と並行し

て、都心における商業、業務、住宅など土地

利用のあり方を検討するため、平成 28 年7

月に「都心の将来ビジョンの実現に向けた土

地利用の誘導に関する基本的な考え方」を公

表し、都市計画をはじめ、デザイン、防災、

税など 10 名の学識経験者による「都心の土

地利用のあり方に関する有識者会議」を立ち

上げた。

（1）都心の土地利用のあり方に関する有識

者会議

平成 29 年8月に第1回を開催し、計4回

の議論を経て、平成 30 年3月に報告書を取

りまとめていただいた。

神戸の都心は、神戸港の開港により物流拠

点として発展した神戸（神戸駅周辺）や、旧

省線三ノ宮駅（現在の JR元町駅）と東側の

旧居留地を中心に形成され、その後、私鉄三

宮駅の開業や旧省線三ノ宮駅の現位置への移

転により都心の重心が東にシフトする中、そ

れぞれ歴史と特色ある小さな「まち」が集

まって現在の都心を形成している。

有識者会議では、こうした神戸の都心の成

り立ちをふまえつつ、現状の課題や既存のま

ちづくりルール（地区計画、景観形成市民協

定など）をふまえながら各エリアのめざすべ

き将来像を検討した。その実現に向けて商

業、業務、居住などの土地利用誘導の方向性

と具体の施策提案を行っている。

図7 神戸の都心の将来像（構造図）

（2）都心の土地利用誘導施策

これら有識者会議からの報告書をふまえ、

多様な都市機能と居住機能とのバランスのと

れた魅力と活気あふれる都心づくりをめざ

し、

① 都心機能の活性化策

② バランスの良い都心居住の誘導策

③ 回遊ルートのにぎわい創出

を3つの基本方針とした「都心の土地利用誘
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図6 神戸の都心の構成（各エリア）
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ン全般についての議論を深めていく。

現在、神戸市ではすまいるネット（神戸市

が神戸すまいまちづくり公社に設置している

市民向けのすまいの総合窓口）において、管

理組合への情報提供、アドバイザー派遣、セ

ミナー開催等の支援を行っているところであ

る。検討会では、これらの支援の実績を踏ま

え、神戸市のマンション管理支援の目指す姿

や行政支援の方向性を提示した。

行政が支援する対象は、適正管理のために

努力しようとしている管理組合とし、支援策

の拡充・整理を行うにあたっては、政策立案

のためのインフラとして管理実態を行政が把

握する仕組みや、適正に管理することが区分

所有者のメリットとなるインセンティブ、優

良な管理状況の表示による市場評価の向上が

必要と考え、「マンション管理状況の届出」や

「優良な管理状況のマンションの認証の仕組

みの構築」を提案した。

図4 マンション管理支援の方向性（案）

委員からは、

・行政がマンション管理を支援する観点は

「管理不全がもたらす外部不経済の発生抑

制」とすべき。

・管理状況が取引価格に反映される仕組みが

必要ではないか。

などのご意見をいただいた。

引き続き、検討会においてご議論いただ

き、今年度中には具体的な制度の構築を進め

る予定である。

3 神戸の都心の再整備と土地利用誘導

兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）によ

る被災からの復興事業に取り組む間、京阪神

の近隣都市においては都心再整備が進められ

てきた。

都市間競争が厳しい時代に選ばれる都市と

して神戸全体の活性化を図るため、これまで

のまちづくりの歩みを前提にしながらも新し

い発想で、神戸らしい都心や三宮周辺の目指

すべき姿について、「300 人会議」や「対話

フォーラム」、「シンポジウム」などを通して、

市民、事業者等と議論を重ね、平成 27 年9月、

神戸の都心を大胆に活性化していくためのビ

ジョン、「神戸の都心の未来の姿［将来ビジョ

ン］」と、神戸の玄関口である「三宮周辺地区
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図5 都心の未来の姿［将来ビジョン］と三
宮周辺地区の「再整備基本構想」
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導施策」をとりまとめ、具体の施策に取り組

んでいる。

このうち②について、背景を含め詳述す

る。

【②バランスの良い都心居住の誘導施策】

神戸市の都心の商業地域は、様々な都市機

能を高度に集積させるため、市内の他のエリ

アと比べて高い容積率を指定しているが、近

年、こうした都市機能の充実や交通利便性の

高さなどから、高容積率を活用した大規模マ

ンションが多く建設され、人口は震災前（平

成2年）の約 1.6 倍に増加している。

都市の活力とにぎわいを創出するために

は、働く場とともに一定の定住人口が必要で

あるが、過度に居住機能が増加すると、

・商業・業務などの都市機能の新規立地が阻

害される恐れがあるほか、

・共同住宅や老人ホーム等（以下、住宅等）

は建築基準法で共用廊下、階段、バルコニー

などの共用部分床面積が容積率算定に含まれ

ないため、同じ指定容積率の敷地に建築した

住宅等以外の建築物と比較すると規模が大き

くなることによる街並み景観上の課題や、

・特に1棟数百戸を供給する大規模共同住宅

の建設による短期間での住民の急増により、

小学校などの子育て関連施設の不足（生徒数

急増による学校教室の不足）や、災害時の避

難場所･備蓄のさらなる確保（避難所収容人

員の超過）

などの課題が懸念される。

そこで、都心商業地域内において土地利用

に大きなインパクトを与える大規模な居住機

能を一定抑制しつつ、都市機能とバランスの

とれた都心居住を誘導することとした。

具体的制限手法については、都市計画法に

都市とガバナンス Vol.32

まちづくりの新展開－マンションと地域のまちづくり－

134

図8 特別用途地区（都心機能誘導地区）
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基づき、地区の特性にふさわしい土地利用の

増進等を図るため、用途地域を補完する地域

地区である「特別用途地区」を活用すること

とした。

特別用途地区（都心機能誘導地区）は都心

の商業地域を対象として、平成 31 年3月に

区域の都市計画決定を行うとともに、特別用

途地区の制限等を規定している「神戸市民の

住環境等をまもりそだてる条例」（住環境条

例）を令和元年7月に改正した。

なお、条例施行による影響を考慮し、周知

する期間を含め、施行日は令和2年7月1日

とした。また、この条例の制限によって、数

十棟の既存の建築物が既存不適格になること

に配慮し、一定の規模の増築等や、条例施行

時以上に住宅面積が増加しないこと等を条件

に、1度だけ建て替えを認める緩和既定を設

けた。

この特別用途地区（都心機能誘導地区）は、

①神戸の玄関口である三宮駅周辺の一部区域

では、高質な空間づくりを進めていくため、

商業や業務等の都市機能に特化した土地利用

を誘導することと、②都心居住のニーズにも

対応しつつ、都市機能とのバランスを図るた

めの居住機能のボリューム抑制を図ることに

加え、都市機能の活性化策に取り組むこと

で、持続可能な都心づくりをめざすものであ

る。

まとめ

神戸の大きな特徴は、DID（人口集中地区）

の割合が3割未満であり、豊かな自然環境も

持っていることにある。また戦前から鉄道網

が発達をしており、阪急、阪神、山陽、神戸

電鉄、JRがあり、戦後は市営地下鉄、さらに

ポートライナー、六甲ライナーも開通して非

常に便利なまちになっている。鉄道網が張り

巡らされたそれぞれの拠点駅に人口をバラン

スよく配置し、人間スケールのまちづくりを

行っていくことが大きな基本方針となってい

る。

また、阪神・淡路大震災の後、市民が助け

合って、内外からの大きな支援を受けながら

まちをよみがえらせてきた神戸は、人間らし

い都市、ヒューマンスケールのまちを目指す

べきと考えている。高層タワーマンションに

内在する問題にしっかりと向き合うととも

に、極めて狭いエリアに人口が集中するので

はなく、神戸の各地域にバランスがとれた形

で人口が集積をしていく、そのようなバラン

スのとれたまちづくりに取り組んでいかなけ

ればならない。

高層タワーマンションについては、都心居

住に対するニーズというものを踏まえなけれ

ばならないため、これを一律に規制または禁

止することは現実的ではない。しかし、だか

らといって、高層タワーマンションを林立さ

せることで人口増を図っていくということ

は、神戸として目指すべき方向性ではなく、

公共鉄道網をうまく活用しながらバランスの

よい都市づくりに取り組み、人間スケールの

まちづくりを進めていく。
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導施策」をとりまとめ、具体の施策に取り組

んでいる。

このうち②について、背景を含め詳述す

る。

【②バランスの良い都心居住の誘導施策】

神戸市の都心の商業地域は、様々な都市機

能を高度に集積させるため、市内の他のエリ

アと比べて高い容積率を指定しているが、近

年、こうした都市機能の充実や交通利便性の

高さなどから、高容積率を活用した大規模マ

ンションが多く建設され、人口は震災前（平

成2年）の約 1.6 倍に増加している。

都市の活力とにぎわいを創出するために

は、働く場とともに一定の定住人口が必要で

あるが、過度に居住機能が増加すると、

・商業・業務などの都市機能の新規立地が阻

害される恐れがあるほか、

・共同住宅や老人ホーム等（以下、住宅等）

は建築基準法で共用廊下、階段、バルコニー

などの共用部分床面積が容積率算定に含まれ

ないため、同じ指定容積率の敷地に建築した

住宅等以外の建築物と比較すると規模が大き

くなることによる街並み景観上の課題や、

・特に1棟数百戸を供給する大規模共同住宅

の建設による短期間での住民の急増により、

小学校などの子育て関連施設の不足（生徒数

急増による学校教室の不足）や、災害時の避

難場所･備蓄のさらなる確保（避難所収容人

員の超過）

などの課題が懸念される。

そこで、都心商業地域内において土地利用

に大きなインパクトを与える大規模な居住機

能を一定抑制しつつ、都市機能とバランスの

とれた都心居住を誘導することとした。

具体的制限手法については、都市計画法に
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図8 特別用途地区（都心機能誘導地区）
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コミュニテイの迷い道～現在！過去×未来？ 舞踊・合唱で舞台芸術の原点回帰

舞台芸術と一口で言っても、演劇、歌舞伎、能・狂言、舞踊、ダンス、ミュージカル、
クラシック音楽、ロック・ポップスなど様々で、落語や講談、大道芸など演芸も含めると
非常に幅広い。舞台芸術の中でも最も大掛かりなのが、オペラだろう。日本でも諸都市で
少なからぬ数の公演が行われている。海外の歌劇団の来日公演もあるが、日本人メンバー
のみということも珍しくない。そうした中、オペラは、それなりに市民の期待を集めている。
もっとも、しばらく前までは、このオペラが日本社会に根付くのか疑問を持たれていた
ことも確かだ。オペラ作品はその大部分が西洋の作品で発声方法は日本の歌とは明らかに
異なるなど違和感が大きい。日本で西洋のオペラ座をモデルとした専用劇場の建設が議論
され始めた 50 年ほど前には、西洋でさえオペラ座をもてあましているのに!?と危惧されてい
たという（小泉文夫・團伊玖磨『日本音楽の再発見』p.53-54、2001 年、平凡社ライブラリー）。
しかし、今では、オペラは日本社会にそれなりに浸透しているように思える。日本でも
オペラのための舞台装置を備えた本格的な劇場もできつつあるが、それでなくともオペラ
の上演は十分可能だ。ワーグナーの作品やヴェルディのアイーダのような演目であれば、
舞台は大掛かりでしかも管弦楽編成は大規模であるため、大都市にある大劇場でないと難
しいが、例えばモーツァルトの作品であれば、管弦楽も小規模で中小の劇場にも馴染みや
すい。管弦楽に代えてシンセサイザーを用いることもある。さらには、地元の合唱団が参
加することで、舞台は一層、盛り上がる。
オペラ人気の背景には、日本人歌手の技術レベルが格段に進歩したこともあるが、もと
もと歌詞を重視するオペラは、歌唱を尊ぶ日本の音楽と共通するものがある。さらには、
日本的な発声法が合唱に取り入れられるようになり、オペラで響くコーラスの魅力を通じ
て、日本人の西洋音楽に対する心理的な距離が縮まっていることも背景にあるようだ。
舞踊や合唱は、姿こそ異なるが、日本の伝統芸能の中にもある。例えば、能楽は、謡に
乗せて進行していく。謡は、シテ、ツレといった役者が謡うが、地謡と呼ばれる、舞台に
向かって右手に2列に並ぶ6～12 人、通常8人程度の集団も謡う。その内容としては、三
人称による説明、演技者の台詞の代弁，その心理描写、回想，行動の説明，情景描写など、
その役割は大きい。すなわち、地謡は、ギリシャ悲劇におけるコロス、オペラの合唱団と
同じ役割を果たすのだ。
映画、ラジオからテレビと楽しみ方が変わり、さらには、人びとは活きた繋がりを求め
て、劇場に出掛けて行くようになった。西洋音楽や近代演劇に関しても、やみくもに技術
を導入するのではなく、日本人の心と心のふれあいに根付いたものに変化してきた。そこ
には、関係者の地道な努力があったことはいうまでもないが、舞台芸術の原点に回帰しつ
つあると言っても良いのではなかろうか。そして人びとが参加する機会も少なくない舞
踊・合唱が持つ魅力が大きいのではなかろうか。（参考文献 片桐功ほか『決定版 はじめ
ての音楽史』、2017 年、音楽之友社） （古典芸能愛好家）
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まちづくりの新展開－マンションと地域のまちづくり－

高層マンションと地域のまちづくり
―市街地再開発事業による事例を通じて―

(株)アール・アイ・エー東京支社開発企画部副参事 辰巳 寛太

高層マンションと地域のまちづくりについて、以下の視点で整理分析を行った。

1 市街地再開発事業を中心とした高層マンション建設に関する制度整備の経緯を分析するとともに、

地域のまちづくりに向けた制度整備について考察した。

2 再開発事業の合意形成プロセスについて、都市計画の段階、事業化の段階、管理運営検討の各段階

における検討内容の特徴を整理した。

3 近年全国で行われている特徴的な再開発事例を整理し、地域のまちづくりとの関係について分析し

た。

4 江戸川区JR小岩駅周辺における地域のまちづくりと一体になった再開発事例を通じ、地域のまち

づくり計画や景観、地域コミュニティとの関係など、より具体的な事例整理を行った。

5 上記の整理分析をまとめ、今後の展開について考察した。

はじめに

地域のまちづくりにとって、高層マンショ

ンをはじめとした住機能の導入を伴う再開発

事業にはどのような意義があるか。

本稿では、都市再開発法（以下、都再法）

に基づく市街地再開発事業の制度整備の経緯

や事例整理を通して、地域のまちづくりとの

関係や今後の展開について考えたい。

1 市街地再開発事業による高層マンション

建設に関する制度整備の経緯

都再法第一条には「市街地の計画的な再開

発に関し必要な事項を定めることにより、都

市における土地の合理的かつ健全な高度利用

と都市機能の更新とを図り、もつて公共の福

祉に寄与することを目的とする。」とあり、再

開発は市街地内の老朽木造建築物が密集して

いる地区や、利便性が高いにも関わらず土地

の有効利用が図られていない場所において、

細分化された敷地の統合や不燃化された共同

建築物の建築、公園・広場・街路等の公共施

設の整備等を行う事業の仕組みである。（国

土交通省 HP参照）

平成 31 年3月 31 日現在 1,100 を超える地
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コミュニテイの迷い道～現在！過去×未来？ 舞踊・合唱で舞台芸術の原点回帰

舞台芸術と一口で言っても、演劇、歌舞伎、能・狂言、舞踊、ダンス、ミュージカル、
クラシック音楽、ロック・ポップスなど様々で、落語や講談、大道芸など演芸も含めると
非常に幅広い。舞台芸術の中でも最も大掛かりなのが、オペラだろう。日本でも諸都市で
少なからぬ数の公演が行われている。海外の歌劇団の来日公演もあるが、日本人メンバー
のみということも珍しくない。そうした中、オペラは、それなりに市民の期待を集めている。
もっとも、しばらく前までは、このオペラが日本社会に根付くのか疑問を持たれていた
ことも確かだ。オペラ作品はその大部分が西洋の作品で発声方法は日本の歌とは明らかに
異なるなど違和感が大きい。日本で西洋のオペラ座をモデルとした専用劇場の建設が議論
され始めた 50 年ほど前には、西洋でさえオペラ座をもてあましているのに!?と危惧されてい
たという（小泉文夫・團伊玖磨『日本音楽の再発見』p.53-54、2001 年、平凡社ライブラリー）。
しかし、今では、オペラは日本社会にそれなりに浸透しているように思える。日本でも

オペラのための舞台装置を備えた本格的な劇場もできつつあるが、それでなくともオペラ
の上演は十分可能だ。ワーグナーの作品やヴェルディのアイーダのような演目であれば、
舞台は大掛かりでしかも管弦楽編成は大規模であるため、大都市にある大劇場でないと難
しいが、例えばモーツァルトの作品であれば、管弦楽も小規模で中小の劇場にも馴染みや
すい。管弦楽に代えてシンセサイザーを用いることもある。さらには、地元の合唱団が参
加することで、舞台は一層、盛り上がる。
オペラ人気の背景には、日本人歌手の技術レベルが格段に進歩したこともあるが、もと
もと歌詞を重視するオペラは、歌唱を尊ぶ日本の音楽と共通するものがある。さらには、
日本的な発声法が合唱に取り入れられるようになり、オペラで響くコーラスの魅力を通じ
て、日本人の西洋音楽に対する心理的な距離が縮まっていることも背景にあるようだ。
舞踊や合唱は、姿こそ異なるが、日本の伝統芸能の中にもある。例えば、能楽は、謡に
乗せて進行していく。謡は、シテ、ツレといった役者が謡うが、地謡と呼ばれる、舞台に
向かって右手に2列に並ぶ6～12 人、通常8人程度の集団も謡う。その内容としては、三
人称による説明、演技者の台詞の代弁，その心理描写、回想，行動の説明，情景描写など、
その役割は大きい。すなわち、地謡は、ギリシャ悲劇におけるコロス、オペラの合唱団と
同じ役割を果たすのだ。
映画、ラジオからテレビと楽しみ方が変わり、さらには、人びとは活きた繋がりを求め
て、劇場に出掛けて行くようになった。西洋音楽や近代演劇に関しても、やみくもに技術
を導入するのではなく、日本人の心と心のふれあいに根付いたものに変化してきた。そこ
には、関係者の地道な努力があったことはいうまでもないが、舞台芸術の原点に回帰しつ
つあると言っても良いのではなかろうか。そして人びとが参加する機会も少なくない舞
踊・合唱が持つ魅力が大きいのではなかろうか。（参考文献 片桐功ほか『決定版 はじめ
ての音楽史』、2017 年、音楽之友社） （古典芸能愛好家）
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図1 市街地再開発事業を中心とした高層マンション建設に関する制度整備の経緯（筆者作成）
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区において事業が実施されており、そのうち

938 地区、1,335ha で事業が完了している。

（一般社団法人再開発コーディネータ協会調

べ）都再法制定当初は公共団体による施行が

多くみられたが、最近では民間主体で事業を

進める地区が9割を超え、その多くの事業に

おいて高層マンションの計画が行われてい

る。図1に市街地再開発事業を中心に高層マ

ンション建設に関する制度整備の経緯を実務

者の目線から整理した。

マンション高層化に向けた制度整備

都再法の誕生まで（1950～1969 年）

第二次大戦後の都市部への人口集中を受

け、1950 年代に都市の不燃化（防災）や健康、

快適性、経済的な効率性向上等を目的に建築

基準法などの法制度が整備された。その後

1960 年代に建物を区分所有する仕組みが整

備された後、1969 年に都再法は「都市基盤の

整備と建物の不燃化を進める手法」として制

定された。鉄道駅前など地域の中心で事業が

行われることが多く、当初は住宅だけではな

く商業、業務、ホテルなどの用途が多くあっ

た。

マンション高層化に向けた制度整備

（1970～1999 年）

人口集中に対応した建物の区分所有の仕組

みや施工技術の進化もあり、1970 年代からタ

ワー型高層マンションの事例が見られるよう

になる。その後、特徴的な建設増は見られな

いが、容積率の算定方法や形態規制の緩和な

どの建築基準法改正、容積緩和手法の導入を

目的とした都市計画法改正などの制度整備に

より、高層マンションを建設しやすい土壌が

整備されていった。

高層マンションの増加（2000 年～）

バブル崩壊による地価下落や金利の低下が

起こり、住宅ローン減税対策により住宅が購

入しやすくなったことに加え、構造改革によ

る規制緩和が都市再生による開発を進め、

2000 年頃から高層マンションが一気に増加

する。その後、現在に至るまで地方都市のコ

ンパクトシティ推進や首都圏の分譲住宅によ

る都心居住の流れは続いている。

地域のまちづくりに向けた制度整備

再開発事業は都市計画事業として進められ

るため事業の公益性がある。1980 年の地区

計画制度の創設の後、容積率の緩和とセット

になって地区計画を定める地区が多くみられ

るようになった。これまで、1961 年の特定街

区制度や 1983 年の総合設計制度など一定の

空地の創出を担保とした容積緩和型の都市開

発制度はあったが、地域のまちづくりを踏ま

えた制度にはなっていなかった。そして、

1988 年に東京都品川区の天王洲アイルにお

けるまちづくり手法をきっかけに「再開発地

区計画制度」が創設され、大川端リバーシ

ティにおける計画的な住宅整備手法も開発さ

れるなど、道路や広場などの基盤整備や地域

の土地利用を検討しながら事業を組み立てて

いく仕組みがより具体化されることとなっ

た。この制度の下・高層マンション建設など

の民間開発においても地域のまちづくりを考

える視点で再開発事業が組み立てられていく

こととなった。
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図1 市街地再開発事業を中心とした高層マンション建設に関する制度整備の経緯（筆者作成）
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地方都市中心市街地のまちづくりでは、大

規模店舗の立地等により問題視されていた中

心市街地の空洞化がバブル崩壊後に喫緊の課

題となる中で、高層マンション建設を伴い複

合的にまちなかで土地利用を行う再開発事業

が、2006 年の改正まちづくり三法におけるま

ちなか居住の推進や 2014 年の立地適正化計

画におけるまちなか居住の誘導などの政策課

題に対して、一定の役割を果たしている。

都心部における地域のまちづくりに向けた

規制誘導として特徴的なのは 2003 年に東京

都が示した都市開発諸制度活用方針である。

質の高い住宅の整備や、高経年マンションの

建て替え、木造住宅密集地域解消のための受

け皿住宅の整備等を促進すると共に、環境、

防災、福祉、駅とまちの一体性を意識した地

域のまちづくりを進めることを方針として、

その時々のまちづくり課題に応じて運用指針

を改定している。

また、2011 年の東日本大震災を受けて、高

層マンションの防災やコミュニティ形成に関

する関心が高まってきており、多くの住民が

新たに入居する高層マンションの建設には地

域のまちづくりと一体になった事業の推進が

さらに求められるようになっている。

2 再開発事業の合意形成プロセス

再開発事業には「都市計画の段階」「事業化

の段階」「管理運営検討の段階」と段階を踏ん

で複雑な権利関係を整理していく丁寧な合意

形成プロセスがあり、単独のマンション開発

と比べて地域のまちづくりを検討する機会や

その後の建物の管理運営を検討する機会があ

る。以下にその特徴を整理した。

1 都市計画の段階

都市計画の段階は、地域のまちづくりに応

じた行政施策の推進や課題解決へつながる内

容の整合を図る大枠を決めながらコンセプト

や基本計画を検討する時期で、以下のような

特徴がある。

・都市計画事業として進められるため、マン

ションの単独建設ではなく道路や公園、交通

広場などと一体的に整備されるため公益性を

伴う事業である。

・都市計画決定プロセスにおいて、周辺環境

への影響に配慮しながら地区計画や景観計画

等の地域のまちづくりに関する検討を行う機

会がある。

・環境配慮や防災など時代の要請に応じた重

要な公共性のあるまちづくりの実現に向け

て、低炭素社会に向けた環境課題解決メ

ニューや非常時の防災備蓄倉庫、帰宅困難者

対策施設などを検討する機会がある。

2 事業化の段階

都市計画の段階における地域のまちづくり

に関する検討内容を踏まえながら、地域の土

地利用意向とマンションをはじめとした民間

実需とのバランスを考慮し、最適解を設計図

書にまとめていく時間となる。特徴は以下の

とおりである。

・敷地を共同化し、高度利用することにより、

公共施設用地を生み出す。

・従前権利者の権利は、原則等価で新しい再

開発ビルの床に置き換えられる（権利床）

・高度利用で新たに生み出された床を処分し

事業費に充てる（保留床）

・公共性の高い土地利用に伴う共同利用部分
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の整備費の一部については社会資本整備総合

交付金として補助金が交付される。また、防

災省エネまちづくり緊急整備事業等の補助メ

ニューが活用できる。

3 管理運営検討の段階

多くの再開発事業は建物用途はマンション

以外の商業や公益施設を伴う複合施設となる

ため、管理運営計画はあらかじめ建物の利用

や地域のまちづくりとの関係で検討されるこ

とになる。一般の分譲マンションの場合は購

入者による管理組合や居住者による自治会が

組成されてから具体的な意見交換や意思決定

がされることになり、検討時間が大きく違う。

マンションと非住宅部分との管理を適切に分

離できるような管理区分の部会の組成や、全

体管理組合による総合調整などの仕組みをあ

らかじめ盛り込んだ状態で住宅の分譲に入る

プロセスが大きな特徴である。

教育・医療・福祉関連施設や生活必需品に

関係する商業施設等の整備が伴う場合には、

管理運営を担うまちづくり会社などに

MINTO機構からのまち再生出資を受けるな

どの資金調達が可能となる。

3 近年の特徴的な再開発事例

再開発事業によるマンション計画は、当該

事業によらない計画と比べて地域のまちづく

りに対する貢献や課題解決に特徴がある。人

口減少社会における住宅整備のあり方とし

て、高層マンションの立地を規制する自治体

も見られるようになってきたが、まちづくり

に伴う高層マンションの計画には地域の実情

に応じた意義や効果があると考える。ここで

は近年全国で行われている特徴的な再開発事

例を整理し、地域のまちづくりとの関係につ

いて考察した。以下に立地特性に応じた高層

マンションを含む再開発事業のタイプを整理

する。

1 首都圏都心居住型

都心居住のニーズを踏まえた民間事業者に

よる都市開発への意欲を活用し、高度利用し

きれていない老朽化した市街地の更新手法と

することで、良質な住宅供給による都市の不

燃化推進と道路等の基盤整備が一体的に行わ

れる。住宅以外の生活利便施設や公益的施設

との複合整備も見られ、魅力ある市街地の整

備につながっているタイプである。

2 木造密集市街地解消型

不燃化特区におけるコア事業など、都心周

辺部の木造密集市街地の改善に活用されてい

る。木造密集市街地では老朽化した家屋が密

集し権利関係が複雑な地区が多い。道路が狭

隘で基盤未整備な地区も多いため防災の観点

から地域のまちづくり貢献度が高いタイプで

ある。跡地や遊休地の活用と一体になった

り、連鎖的に進めることで建て替えを促進し

ていく事例が見られる。

3 中心市街地まちなか居住型

富山などで特徴的なコンパクトシティ政策

に応じて、高層マンションの計画はまちの密

度を高めることに貢献している。郊外に分散

した高齢世帯が住み替える受け皿として役割

を果たしているといえる。

近年では滋賀県の大津駅西地区をはじめ、
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地方都市中心市街地のまちづくりでは、大

規模店舗の立地等により問題視されていた中

心市街地の空洞化がバブル崩壊後に喫緊の課

題となる中で、高層マンション建設を伴い複

合的にまちなかで土地利用を行う再開発事業

が、2006 年の改正まちづくり三法におけるま

ちなか居住の推進や 2014 年の立地適正化計

画におけるまちなか居住の誘導などの政策課

題に対して、一定の役割を果たしている。

都心部における地域のまちづくりに向けた

規制誘導として特徴的なのは 2003 年に東京

都が示した都市開発諸制度活用方針である。

質の高い住宅の整備や、高経年マンションの

建て替え、木造住宅密集地域解消のための受

け皿住宅の整備等を促進すると共に、環境、

防災、福祉、駅とまちの一体性を意識した地

域のまちづくりを進めることを方針として、

その時々のまちづくり課題に応じて運用指針

を改定している。

また、2011 年の東日本大震災を受けて、高

層マンションの防災やコミュニティ形成に関

する関心が高まってきており、多くの住民が

新たに入居する高層マンションの建設には地

域のまちづくりと一体になった事業の推進が

さらに求められるようになっている。

2 再開発事業の合意形成プロセス

再開発事業には「都市計画の段階」「事業化

の段階」「管理運営検討の段階」と段階を踏ん

で複雑な権利関係を整理していく丁寧な合意

形成プロセスがあり、単独のマンション開発

と比べて地域のまちづくりを検討する機会や

その後の建物の管理運営を検討する機会があ

る。以下にその特徴を整理した。

1 都市計画の段階

都市計画の段階は、地域のまちづくりに応

じた行政施策の推進や課題解決へつながる内

容の整合を図る大枠を決めながらコンセプト

や基本計画を検討する時期で、以下のような

特徴がある。

・都市計画事業として進められるため、マン

ションの単独建設ではなく道路や公園、交通

広場などと一体的に整備されるため公益性を

伴う事業である。

・都市計画決定プロセスにおいて、周辺環境

への影響に配慮しながら地区計画や景観計画

等の地域のまちづくりに関する検討を行う機

会がある。

・環境配慮や防災など時代の要請に応じた重

要な公共性のあるまちづくりの実現に向け

て、低炭素社会に向けた環境課題解決メ

ニューや非常時の防災備蓄倉庫、帰宅困難者

対策施設などを検討する機会がある。

2 事業化の段階

都市計画の段階における地域のまちづくり

に関する検討内容を踏まえながら、地域の土

地利用意向とマンションをはじめとした民間

実需とのバランスを考慮し、最適解を設計図

書にまとめていく時間となる。特徴は以下の

とおりである。

・敷地を共同化し、高度利用することにより、

公共施設用地を生み出す。

・従前権利者の権利は、原則等価で新しい再

開発ビルの床に置き換えられる（権利床）

・高度利用で新たに生み出された床を処分し

事業費に充てる（保留床）

・公共性の高い土地利用に伴う共同利用部分
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愛知県の知立駅北地区、東京都江戸川区 JR

小岩駅周辺地区などにおいて、土地区画整理

事業との一体的施行によって、再開発事業よ

りさらに広域なエリアにおけるまちづくり手

法として活用されている。

また、金沢市武蔵南地区や倉敷市阿知3丁

目などではまちなか居住と共に歴史的な景観

やまちのイメージに配慮したデザインが見ら

れる。

4 駅周辺再整備型

都市居住のニーズを踏まえ民間事業者の活

力を活用した駅周辺の再整備に特徴がある。

広島駅南口のように、既存の駅前の街区を再

編集して駅前の顔となるような大規模なマン

ションと業務・商業機能の集積を図っていく

場合や、福山市東桜町地区や堺東駅南地区な

ど老朽化した再開発ビルの再整備に伴ってマ

ンションが計画される場合などがある。

5 マンション建替え連動型

築 30 年を超えるマンションが 200 万戸を

突破しようとしている中、マンション建替え

円滑化法などの法整備が進んでいるが、増加

する老朽化マンションの再整備に再開発事業

を活用することで地域のまちづくりと一体に

なって整備を進めることができる。東京都で

は老朽化マンションの建替えに向けた容積緩

和制度などの取り組みを始めたところであ

る。

4 江戸川区 JR 小岩駅周辺における地域

のまちづくりと一体になった再開発事例

この章では、江戸川区小岩駅周辺のまちづ

くり事例を通じて、地域のまちづくりと高層

マンションの関係を考える。

住宅が主要な保留床となることが多い一方

で、非住宅のあり方にはある意味公共的な役

割が問われる。南小岩7丁目西地区では東日

本大震災後のプロジェクトということで帰宅

困難者を受け入れる施設について広場や駐車

場の活用を工夫した。

この事例の特徴は「駅前生活拠点」と「防

災」そして「小岩らしさの継続」にある。

本地区の立地する小岩地域は、古くから栄

えた商業の街で、明治 32 年に開業した JR

小岩駅を中心に 20 以上の商店街が拡がって

いる。一歩裏に入ると、閑静な住宅地が共存

しており、まちなかに住まう魅力あふれる土

地柄である。しかし、近年はまちの老朽化と

ともに徐々に商業力が衰退し、木造家屋の密

集による災害の危険性の高まりや若い世代の

減少などの課題を抱えていた。

これらの課題解決に向け、商業者や地域住

民による「まちづくり協議会」は江戸川区の

支援のもと「JR小岩駅周辺地区まちづくり

基本構想」をまとめた。新たな都市基盤とし

て、南北の駅前広場や幅員 12mの緑のリン

グロードの挿入による拠点整備や開発誘導を

行うことで、居住環境や商業環境が一体と

なった駅前生活拠点の基盤づくりを目指して

いる。

南小岩7丁目西地区における再開発事業

は、基本構想に基づくリーディングプロジェ

クトとして、老朽化したスーパーマーケット

の更新を契機に周辺権利者を含む市街地再開

発事業として進められた。敷地の高度利用に

よる住宅の整備が若い世帯のまちなか居住を
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推進し、多世代の共生するまちづくりへつな

がることを期待した計画となっている。スー

パーマーケットを地下に配置することで、地

上レベルの広場や住宅エントランスが効率

的・合理的に配置できたため、住宅と商業の

核を形成することができた一方、縦積みで複

合した建物となっているため、管理区分の計

画や設備計画の難易度が上がっている。

また、計画段階に発災した東日本大震災の

教訓から防災性の高い施設整備に力を入れて

おり、中間階免震構造、帰宅困難者の一時避

難施設となる駐車場、防災井戸やトイレな

ど、随所に工夫を施している。なお、本事業

は都や区が推進する不燃化特区のコア事業と

して、周辺からマンションへの優先分譲を実

施することで、不燃化促進にも貢献してい

る。また、事業により生み出された緑豊かな

広場は、既存商店街と一体となったお祭りや

イベントなど、小岩らしいエリアの魅力を生

み出す新たな都市空間となっており、今後の

周辺開発を含めた魅力的なまちのつながりを

生み出すパブリックプレイスの役割を担うこ

とを期待した計画となっている。

現在の地権者とマンション居住者のコミュニ

ティ（自治とエリマネ・組織法人化）

7丁目西地区の事業と並行して、小岩駅周

辺では3つの事業地区で再開発事業による高

層マンションの計画を伴うまちづくりを進め

ている。そしてまちづくり協議会では基本構

想を基に図2に示すようなまちづくり基本計

画 2014 を作成した。この計画には、地域の

まちづくり活動を可視化して各事業地区と町

会や商店会のコミュニケーションを図る役割

がある。基本計画作成後、協議会では事業地

区視察やエリアマネジメントに関する視察を

積み重ねており、現在まちづくり基本計画は

2019 年版の改定を進めながら、事業完了後の

まちの運営を見据え将来ビジョンの共有を

図っている。

5 本稿のまとめと今後の展開

ここまで、再開発によるマンション計画の

経緯や近年の事例を見てきた。以下に再開発

事業によるマンション計画が地域のまちづく

りに寄与するポイントを整理する。

1 丁寧な検討プロセスによる質の向上

・都市計画事業として計画検討や合意形成に

都市とガバナンス Vol.32

高層マンションと地域のまちづくり―市街地再開発事業による事例を通じて―

143

図2 東京都江戸川区 JR小岩駅周辺地区の
まちづくり基本計画（江戸川区HPより
抜粋）
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愛知県の知立駅北地区、東京都江戸川区 JR

小岩駅周辺地区などにおいて、土地区画整理

事業との一体的施行によって、再開発事業よ

りさらに広域なエリアにおけるまちづくり手

法として活用されている。

また、金沢市武蔵南地区や倉敷市阿知3丁

目などではまちなか居住と共に歴史的な景観

やまちのイメージに配慮したデザインが見ら

れる。

4 駅周辺再整備型

都市居住のニーズを踏まえ民間事業者の活

力を活用した駅周辺の再整備に特徴がある。

広島駅南口のように、既存の駅前の街区を再

編集して駅前の顔となるような大規模なマン

ションと業務・商業機能の集積を図っていく

場合や、福山市東桜町地区や堺東駅南地区な

ど老朽化した再開発ビルの再整備に伴ってマ

ンションが計画される場合などがある。

5 マンション建替え連動型

築 30 年を超えるマンションが 200 万戸を

突破しようとしている中、マンション建替え

円滑化法などの法整備が進んでいるが、増加

する老朽化マンションの再整備に再開発事業

を活用することで地域のまちづくりと一体に

なって整備を進めることができる。東京都で

は老朽化マンションの建替えに向けた容積緩

和制度などの取り組みを始めたところであ

る。

4 江戸川区 JR 小岩駅周辺における地域

のまちづくりと一体になった再開発事例

この章では、江戸川区小岩駅周辺のまちづ

くり事例を通じて、地域のまちづくりと高層

マンションの関係を考える。

住宅が主要な保留床となることが多い一方

で、非住宅のあり方にはある意味公共的な役

割が問われる。南小岩7丁目西地区では東日

本大震災後のプロジェクトということで帰宅

困難者を受け入れる施設について広場や駐車

場の活用を工夫した。

この事例の特徴は「駅前生活拠点」と「防

災」そして「小岩らしさの継続」にある。

本地区の立地する小岩地域は、古くから栄

えた商業の街で、明治 32 年に開業した JR

小岩駅を中心に 20 以上の商店街が拡がって

いる。一歩裏に入ると、閑静な住宅地が共存

しており、まちなかに住まう魅力あふれる土

地柄である。しかし、近年はまちの老朽化と

ともに徐々に商業力が衰退し、木造家屋の密

集による災害の危険性の高まりや若い世代の

減少などの課題を抱えていた。

これらの課題解決に向け、商業者や地域住

民による「まちづくり協議会」は江戸川区の

支援のもと「JR小岩駅周辺地区まちづくり

基本構想」をまとめた。新たな都市基盤とし

て、南北の駅前広場や幅員 12mの緑のリン

グロードの挿入による拠点整備や開発誘導を

行うことで、居住環境や商業環境が一体と

なった駅前生活拠点の基盤づくりを目指して

いる。

南小岩7丁目西地区における再開発事業

は、基本構想に基づくリーディングプロジェ

クトとして、老朽化したスーパーマーケット

の更新を契機に周辺権利者を含む市街地再開

発事業として進められた。敷地の高度利用に

よる住宅の整備が若い世帯のまちなか居住を
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時間をかけるため、計画内容の質が高い。

・地域の実情に応じて管理規約を検討するた

め、維持管理について時間をかけて連続した

検討を行うことができる。

2 官民の連携によるまちづくり

・上位計画との整合や地区計画の検討に時間

をかけるため、広場など都市基盤をともなう

まちづくりの質が高い。

・まちなか居住や環境影響配慮、防災などの

まちづくり課題を意識しており、事業の公益

性が高い。

3 複合的土地利用によるまちづくり

・立地が良い場所に大規模な敷地で複合的な

開発がされることが多く、地域に対するまち

づくり貢献や不動産価値が高い。

今後の展開

以下に、再開発事業によるマンション計画

が地域のまちづくりに貢献するための今後の

展開について考察する。

地域性を踏まえた計画とまちなか居住

一律の基準ではなく、地域性を踏まえ、周

辺のまちづくり計画と一体となって都市計画

の段階から必要な機能を検討していくことが

重要である。まちづくりにおける高層マン

ションの計画は、道路や広場などの基盤整備

と共に、まちの実情に応じて新しく作り直す

バリアフリー化やアメニティの高い歩行者空

間の整備が可能となる。また複合的な土地利

用による商業や公益サービス機能の導入は公

共性の要素といえる。

すべてを一律に抑制することは現実的では

なく、人口減少に伴うコンパクトシティ化の

流れの中、立地適正化計画に基づく都市機能

の集約化として都市機能誘導区域に誘導すべ

き施設として中心市街地で分譲マンションを

計画することは、郊外に分散した高齢世帯の

住み替えの受け皿となって、街の密度を高め

る政策に貢献していると考える。

持続可能なまちづくりと区分所有ビルの再整

備に向けた権利者法人の組成

再開発による整備地区は地域の一等地であ

ることが多く、地域のまちづくりへの展開を

含め、建物の再整備を含めた持続可能なまち

づくりの主体が求められる。

現時点では、多くの権利者に区分所有建物

を分譲した場合、将来、スムーズに区分所有

権を集約する手法が確立していないため、次

の再開発に際して合意形成が得られにくくな

り老朽化したまま更新が進まない可能性があ

る。したがって、次の再開発に備えて更地化

コストを負担できる資金をためる仕組みを作

るとともに、リニューアルやコンバージョン

などの多様な再生手法を比較検討する準備が

必要と考える。そのために、例えば再整備に

向けた地権者法人を活用しながら地域のまち

づくり組織と連携していくことなどが考えら

れる。

また、南小岩7丁目西地区の事例でも紹介

したが、建物を複合化することによる権利関

係や維持管理等難しさがあるため、公共の枠

組みと個人資産形成とのバランスを図りなが

ら、建物を分棟で計画するなどの工夫が必要

となる。
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都市自治体の調査研究活動

○都市自治体・都市シンクタンク等の調査研究活動

～求められる「総合計画」、「社会福祉・保健医療」への取組み～

○「働き方改革を踏まえた組織マネジメント研究会」～マッセOSAKA～

当センターでは、全国の“都市自治体”及び“都市自治体が設置する都市政策研究等を行う

組織”（市立大学を含む。以下、「都市シンクタンク等」という。）の調査研究活動について、情

報共有を図ることで都市自治体の政策形成能力向上に資することを目的として、定期的に調査

を実施している。今回は、2019 年度の調査結果を紹介する。なお、2017 年度までは、都市シン

クタンク等に係るもののみを掲載していたが、2018 年度以降は、都市自治体と都市シンクタン

ク等に係る調査を同時に行っており、両者を合わせたものである。

また、都市シンクタンク等の一つである公益財団法人大阪府市町村振興協会（マッセ

OSAKA）が実施した「働き方改革を踏まえた組織マネジメント研究会」の紹介を行う。
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時間をかけるため、計画内容の質が高い。

・地域の実情に応じて管理規約を検討するた

め、維持管理について時間をかけて連続した

検討を行うことができる。

2 官民の連携によるまちづくり

・上位計画との整合や地区計画の検討に時間

をかけるため、広場など都市基盤をともなう

まちづくりの質が高い。

・まちなか居住や環境影響配慮、防災などの

まちづくり課題を意識しており、事業の公益

性が高い。

3 複合的土地利用によるまちづくり

・立地が良い場所に大規模な敷地で複合的な

開発がされることが多く、地域に対するまち

づくり貢献や不動産価値が高い。

今後の展開

以下に、再開発事業によるマンション計画

が地域のまちづくりに貢献するための今後の

展開について考察する。

地域性を踏まえた計画とまちなか居住

一律の基準ではなく、地域性を踏まえ、周

辺のまちづくり計画と一体となって都市計画

の段階から必要な機能を検討していくことが

重要である。まちづくりにおける高層マン

ションの計画は、道路や広場などの基盤整備

と共に、まちの実情に応じて新しく作り直す

バリアフリー化やアメニティの高い歩行者空

間の整備が可能となる。また複合的な土地利

用による商業や公益サービス機能の導入は公

共性の要素といえる。

すべてを一律に抑制することは現実的では

なく、人口減少に伴うコンパクトシティ化の

流れの中、立地適正化計画に基づく都市機能

の集約化として都市機能誘導区域に誘導すべ

き施設として中心市街地で分譲マンションを

計画することは、郊外に分散した高齢世帯の

住み替えの受け皿となって、街の密度を高め

る政策に貢献していると考える。
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含め、建物の再整備を含めた持続可能なまち

づくりの主体が求められる。

現時点では、多くの権利者に区分所有建物

を分譲した場合、将来、スムーズに区分所有

権を集約する手法が確立していないため、次

の再開発に際して合意形成が得られにくくな

り老朽化したまま更新が進まない可能性があ

る。したがって、次の再開発に備えて更地化

コストを負担できる資金をためる仕組みを作

るとともに、リニューアルやコンバージョン

などの多様な再生手法を比較検討する準備が

必要と考える。そのために、例えば再整備に

向けた地権者法人を活用しながら地域のまち

づくり組織と連携していくことなどが考えら

れる。

また、南小岩7丁目西地区の事例でも紹介

したが、建物を複合化することによる権利関

係や維持管理等難しさがあるため、公共の枠

組みと個人資産形成とのバランスを図りなが

ら、建物を分棟で計画するなどの工夫が必要

となる。
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都市自治体・都市シンクタンク等の調査
研究活動～求められる「総合計画」、「社
会福祉・保健医療」への取組み～

全国の都市自治体及び都市自治体が設置する都市政策研究等を行う組織（以下、「都市シンクタンク

等」という。）による調査研究活動について、都市自治体間における情報共有を図り、都市自治体の政策

形成能力向上に資することを目的とし、定期的に調査を行っている。本稿では、2019 年度の調査結果を

報告する。

はじめに

都市自治体や都市シンクタンク等の調査研

究活動は、自治体における行政活動の中で必

要とされる調査、実践につながる研究が多

く、地域が抱える行政課題について、市民や

地域の大学等と連携した取組みが多く見受け

られる。

本調査において報告された都市自治体や都

市シンクタンク等の独自の取組みや先進的な

事例にぜひ目を向けていただき、ご参考とし

ていただきたい。

2019 年度は、「2018 年度都市自治体の調査

研究活動に関するアンケート調査」の実施、

また、「都市シンクタンクカルテ」の作成を

行った。これらの調査の概要は、以下のとお

りである。

◆調査対象

全国 815 市区の全部門

都市シンクタンク等 48 団体

◆調査内容

2018 年度に実施した調査研究活動

◆調査方法

メールによるアンケート

◆回答状況

400 市区（回収率 約 49.1%）

47 団体（回収率 97.9％）

◆調査研究活動件数

1,051 本

1 調査研究活動の状況

（1）調査研究活動の分野

回答のあった 400 市区及び 47 団体のうち、

「調査研究活動を行った」のは 283 市区

（70.8%）・39 団体（83.0%）である。

調査研究活動の分野は、「総合計画関係」が

249 本であり、最も多い（23.7%）。次いで、

「社会福祉・保険医療関係」が 155 本（14.7%）、

「生活基盤整備関係」が 120 本（11.4%）、「経

済・産業振興関係」が 116 本（11.0%）、「地域
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づくり関係」が 101 本（9.6%）と続き、上位

5分野に属する調査研究が 741 本で全体の約

7割を占めている（図1）。

2017 年度（2016 年度実績）及び 2018 年度

調査結果（2017 年度実績)1と比較すると、都

市自治体では、「総合計画関係」が増加し、「社
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1 2018 年度にも同様の調査を実施している。「都市自治体・都市シンクタンク等の調査研究活動」（『都市とガバナンス』第
30 号 ,2018 年）144-161 頁。
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会福祉・保健医療関係」を上回る結果となっ

た。一方、都市シンクタンク等では、「地域づ

くり関係」が増加し、「経済・産業振興関係」

を上回る結果となった。都市自治体及び都市

シンクタンク等のどちらにおいても、「経済・

産業振興関係」は減少している（図2）。

調査研究活動の詳細については、本稿の最

後に表3として、また都市シンクタンク等に

ついては表4としてお示しする。

ここでは、調査研究数上位3分野について

紹介する。

ア 総合計画関係

「総合計画関係」では、計画策定のための基

礎調査に加えて、計画に基づく事業の進捗確

認や評価のために、事業所管部署による市民

意識調査等も多く行われている。

イ 社会福祉・保健医療関係

「社会福祉・保健医療関係」では、介護・育

児・健康づくり・食育等の多岐に渡る分野の

調査、分析が行われている。次期子ども子育

て支援事業計画策定のための調査実施を回答

する自治体も多かった。
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ウ 生活基盤・整備関係

「生活基盤・整備関係」では、地域公共交通

に関する調査研究が多い。利用実態調査や事

業者ヒアリング、乗降調査等により、計画策

定やバスルートの検討が行われている。

（2）調査研究活動の実施形態

調査研究活動の実施・参画主体は、「都市自

治体（都市シンクタンク等又は企画部門を除

く）職員」であるものが 475 本（45.2%）であ

り、最も多い。次いで「都市自治体の企画部

門（都市シンクタンク等を除く）の職員」が

198 本（18.8%）、「都市シンクタンク等の職

員」が 105 本（10.0%）である（表1）。

実施形態は、数が多い順に、「組織内グルー

プ研究」が 419 本（調査研究本数の 39.9%）、

「その他」が 359 本（調査研究本数の 34.2%）、

「外部有識者参加研究会」が 155 本（調査研究

本数の 14.7%）となっている（図3）。

（3）調査研究活動の課題・問題点

調査研究活動を行った際の課題や問題点

は、「③専門知識、ノウハウ不足」を 122 団体

が回答していて最も多く、次いで「④アン

ケート有効回答件数不足」を 78 団体が回答

している。（図4）。

専門知識やノウハウ不足という回答結果か

らわかるように、調査研究の担い手の人材育

成が最大の課題である。また、実施主体とし

て、事業所管部署の職員が、調査研究に取り
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表1 調査研究活動の実施・参画主体（中心的役割に近い順に各1つ）

87198②都市自治体の企画部門の職員(1 を除く)
105①都市シンクタンク等の職員 9

3 位
15

2 位

61238100⑤シンクタンク、コンサルティング会社の職員(1 を除く)
28165④他自治体の職員
83191475③都市自治体の職員(1、2 を除く)
28

13⑧公益法人、NPO法人の職員(1、5 を除く)

1 位

153018⑦大学院生・大学生
368672⑥大学の研究者

24210無回答
798127⑩その他
854428⑨市民(5、6、7 を除く)
1721

610

359
71
90

155
128
120

419
78
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図3 調査研究の実施形態（複数選択可）
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組む事例が多いが、現場の問題意識等につい

ては反映されやすい反面、必要人員が不足し

ていたり、兼務により十分な調査研究の時間

が確保できない等の問題も挙げられている。

2 都市シンクタンク等の活動の状況

（1）設置数及び設置形態

次に、都市シンクタンク等の組織動向、活

動実績等について紹介する。

2019 年4月1日現在の都市シンクタンク

等の設置数は 48 団体であり、廃止、新設の動

きはあるが、2018 年度の 48 団体からその数

は横ばいで推移している。

設置形態の内訳は、「自治体の内部組織」と

して機能している都市シンクタンク等が 28

団体（58.3％）であり、これまでと同様に最

も多い（図5）。次いで、「公益財団法人」が

8団体（16.7%）、「大学の付属機関」が4団

体（8.3%）と続いている。なお、「その他」の

内容は、「常設の任意団体」、「常設の提言機

構」、「広域連合」、「NPO法人」、「一般財団法

人」である。

（2）調査研究事業費

調査研究事業費予算額の1団体あたりの平

均は 1,366 万円（図6）であり、2018 年度調

査の 1,224 万円から増加した。

（3）研究員数

研究員の1団体あたり平均数は、5.6 人（図

7）（常勤 4.0 人、非常勤は 1.6 人）である。

おわりに

多忙な日常業務、突発的な現場対応、様々

な調整事務に追われる職場環境にあって、各

都市自治体は、限られた人員を捻出して、本

都市とガバナンス Vol.32

都市自治体の調査研究活動

150

54
17

78
122

74
53

0 20 40 60 80 100 120 140

図4 調査研究活動を行った際に生じた課題・問題点（複数選択可）

58.3%
16.7%

8.3%

16.7%

図5 都市シンクタンク等の設置形態

3

17 16

4
2

6

500 500
1,000

1,000
1,500

1,500
2,000

2,000

2018

図6 調査研究事業費予算額

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-07-428　146_4-1_「都市自治体・都市シンクタンク等の調...  Page 7 19/10/17 13:38  v5.51

調査結果にあるような調査研究活動に取り組

んでいる。現場の眼差しで、市民の声に耳を

傾け、事業者とともに汗をかくことで見えて

くるものがある。

当センターでは、これら都市自治体及び都

市シンクタンク等の調査研究活動について、

本誌の他にも、ホームページ（http://www.

toshi.or.jp/?cat=52）にて、情報提供してい

る。これらの情報提供が、都市自治体及び都

市シンクタンク等における調査研究活動、政

策形成に少しでもご参考となれば幸いであ

る。

最後に、お忙しい中、本調査にご協力をい

ただいた皆様に深く感謝申し上げます。

（研究員 安齋顕考）
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都道府県名 市区名 調査研究名

北海道

札幌市

○札幌における再生医療研究の実用化に向けた周辺産業等調査○大谷地流通
業務団地共同通勤バス実行可能性調査○ eスポーツを通じた産業活性化調査
研究○平成 30 年度観光客入込数調査○平成 30 年度第3四半期観光客入込数
調査○来札観光客満足度調査及び外国人個人観光客動態調査○札幌市夜景観
光経済効果調査業務○平成 30 年度観光客動態調査○平成 30 年度重度障がい
者の在宅介護に関するアンケート調査(保健福祉局)○医療的ケアを必要とす
る子どもに関する調査(保健福祉局)○札幌市の温暖化対策推進に関する調査
(環境局)

函館市
○転入者アンケート調査○函館市子ども・子育て支援に関するニーズ調査○
コンブ養殖技術改良研究事業○磯焼け漁場機能診断・藻場造成技術開発研究
事業○ホッケ資源量変動機構解明研究事業

室蘭市 ○室蘭市標準学力調査○室蘭市総合計画・室蘭市総合戦略改定に関わる市民
アンケート

帯広市

○平成 30 年度男女共同参画に関する意識調査○市民アンケート調査○第三
期帯広市地域福祉計画策定に向けたアンケート調査○帯広市障害者計画の策
定に向けたアンケート調査○(次期)おびひろこども未来プラン策定にかかる
アンケート調査○第3期帯広市中心市街地活性化基本計画策定に向けた市民
アンケート○帯広市産業経済実態調査○農業経営等に関するアンケート○将
来都市構造の分析○緑の基本計画基礎調査業務委託○教育に関する意識調査

苫小牧市 ○情報連携による行政業務の高度化に関する研究○苫小牧市の環境に関する
アンケート○喫煙、受動喫煙に関する実態調査

稚内市 ○第2次稚内市地域福祉計画策定のためのアンケート調査
紋別市 ○国土強靭化地域計画策定に係る防災・減災に関する市民意識調査
千歳市 ○市民意向調査○食育推進計画策定に係る市民アンケート
深川市 ○人口動態調査
富良野市 ○新たな総合計画のあり方

登別市 ○登別市営住宅等長寿命化計画策定基礎調査○登別市都市計画マスタープラ
ンの見直しに向けた市民アンケート調査

北斗市 ○公共交通に関するニーズ調査

青森県

青森市 ○平成 30 年度青森市民意識調査

青森公立大学
地域連携セン
ター

○地域見守り端末に関する調査事業○小学校外国語科における「書くこと」
の到達目標の分析とライティングテストの開発○小学校外国語科における青
森県版英語リーディング教材の開発○ねぶた出張を考える～東京ねぶたの事
例から～事業○日常文化としての青森ねぶた祭～ねぶた祭を支える人々～○
『留学経験のアウトカムがコミュニティーに及ぼす影響に関する研究ー青森
県内への留学生受け入れに関してー』事業○浅虫地域力の強化事業○学生が

表2 都市自治体の調査研究活動一覧（太字は都市シンクタンク等）

2

8

16

11

6 5

0

5

10

15

20
2018

図7 研究員数
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組む事例が多いが、現場の問題意識等につい

ては反映されやすい反面、必要人員が不足し

ていたり、兼務により十分な調査研究の時間

が確保できない等の問題も挙げられている。

2 都市シンクタンク等の活動の状況

（1）設置数及び設置形態

次に、都市シンクタンク等の組織動向、活

動実績等について紹介する。

2019 年4月1日現在の都市シンクタンク

等の設置数は 48 団体であり、廃止、新設の動

きはあるが、2018 年度の 48 団体からその数

は横ばいで推移している。

設置形態の内訳は、「自治体の内部組織」と

して機能している都市シンクタンク等が 28

団体（58.3％）であり、これまでと同様に最

も多い（図5）。次いで、「公益財団法人」が

8団体（16.7%）、「大学の付属機関」が4団

体（8.3%）と続いている。なお、「その他」の

内容は、「常設の任意団体」、「常設の提言機

構」、「広域連合」、「NPO法人」、「一般財団法

人」である。

（2）調査研究事業費

調査研究事業費予算額の1団体あたりの平

均は 1,366 万円（図6）であり、2018 年度調

査の 1,224 万円から増加した。

（3）研究員数

研究員の1団体あたり平均数は、5.6 人（図

7）（常勤 4.0 人、非常勤は 1.6 人）である。

おわりに

多忙な日常業務、突発的な現場対応、様々

な調整事務に追われる職場環境にあって、各

都市自治体は、限られた人員を捻出して、本

都市とガバナンス Vol.32

都市自治体の調査研究活動
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図4 調査研究活動を行った際に生じた課題・問題点（複数選択可）
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青森県

ボランティア活動に参加しやすくなる環境整備に関する研究事業○スカイプ
その他の SNSを活用した地域経営志向インバウンドMICE国際観光企画・
プロモーション・評価の研究事業○青森県内の自治体及び事業者の情報発信
に関する実証的研究事業

五所川原市 ○五所川原市市営住宅長寿命化計画○介護予防・日常生活圏域ニーズ調査

岩手県

盛岡市

○人口減少社会における若者の地元定着に向けた施策の方向性について○盛
岡市におけるアクティブシニアの活躍の推進について○若者の社会動態の分
析と関係人口を機軸とした移住・定住施策の推進について○岩手大学地域課
題解決プログラム「人生 100 年時代における男女共同参画のありかたについ
て～男性の家事育児参画を中心に働き方・暮らし方の見直す～」○岩手県立
大学平成 30 年度地域政策研究センター 地域協働研究【ステージⅠ】「女性
活躍推進が地域活性化に与える影響について」○木質バイオマスによる地域
循環型システムの構築について○若年層の悩みに関する意識調査－自殺予防
を見据えた取組み－○ふるさと納税の地元事業者等による運営方法の構築と
魅力有る返礼品についての研究○市民に親しまれる市産材ベンチのデザイン
開発○米内浄水場における緩速ろ過法による浄水処理方法の研究～緩速ろ過
池清掃ロボットの可能性を探る～○志波城古代公園の活性化のための3 D

モデル制作○史跡や文化財の国際化対応～地域国際化にともなう史跡・文化
財の発信・対応手法の開発

盛岡市まちづ
くり研究所

○人口減少が及ぼす地域への影響と若者の地元定着に向けた施策の方向性に
ついて○盛岡市におけるアクティブシニアの活躍の推進について

大船渡市
○総合計画のための基礎調査(市民意識調査)○総合戦略のための若者意識調
査○行政改革の取組状況調査○行政評価(事務事業)○子ども・子育て支援に
関するニーズ調査

花巻市
○まちづくり市民アンケート○花巻市子ども・子育て支援に関するニーズ調
査○組織文化の形成を図る学校組織マネジメントの在り方に関する調査研究
○分団内における部の再編に関する調査について

北上市
○北上市市民意識調査○外国人住民に係る実態調査○外国人の医療環境整備
へ向けた取組に関する研究○北上市立図書館基本的運営方針中間検証○空き
家等調査

遠野市 ○遠野市子ども・子育て支援総合計画に関するニーズ調査
一関市 ○一関・平泉定住自立圏アンケート

陸前高田市 ○陸前高田市まちづくり総合計画策定支援事業○陸前高田市地域公共交通網
計画

釜石市
○在宅医療・介護実態調査○研修事業等に関する実態調査○各職能団体との
一次連携○釜石市健康に関する意識調査○かまいし男女共同参画推進プラン
改定に関する市民意識調査

奥州市 ○空き家実態調査

宮城県

塩竈市
○平成 30 年度塩竈アフタースクール事業に係る事後調査○「塩竈市子ども・
子育て支援事業計画」策定に係る子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査
○塩竈市国民健康保険第2期データヘルス計画・第3期特定健康診査等実施
計画

白石市 ○地方創生市民アンケート

名取市
○名取市総合計画策定のための市民意識調査○名取市子ども・子育て支援事
業計画策定○第二次名取市環境基本計画策定に係る市民意識調査○名取市地
域福祉市民意識調査○生涯学習振興計画策定市民意識調査

多賀城市
○多賀城市まちづくりアンケート○多賀城市子どもの生活に関する実態調査
○多賀城市子ども・子育て支援事業計画策定のためのアンケート○こころの
健康に関するアンケート調査

栗原市 ○栗原市中核機能地域の整備の基本構想策定に係る高校生アンケート

秋田県

秋田市 ○秋田市事業用地需要調査および工業用地環境分析等業務委託○秋田市幹線
バス路線等調査検討業務○秋田市交通系 ICカード導入・運用実態等調査

能代市 ○「白神ねぎ」の PRとまちづくりへの活用についての調査研究
湯沢市 ○市民満足度調査
鹿角市政策研
究所

○第7次鹿角市総合計画のための基礎資料集

由利本荘市 ○由利本荘市将来人口推計業務○由利本荘市総合計画 後期基本計画策定の
ための市民アンケート調査

潟上市 ○第3次潟上市食育推進計画(仮称)策定に係る市民意識調査

山形県

米沢市 ○障害者差別解消法に関する条例策定のためのアンケート調査
酒田市 ○平成 30 年度酒田市観光に関する調査研究
新庄市 ○まちづくり市民アンケート
最上地域政策
研究所

○高齢者支援対策○克雪対策

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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山形県 東根市 ○平成 30 年度東根市生活習慣に関する実態調査

福島県

福島市 ○福島市労働条件等実態調査○商店街変動調査○新しい福島市総合計画の策
定に向けた市民アンケート調査○子ども・子育て支援ニーズ調査

郡山市 ○市民意見レーダー○6次産業化トータル支援ネットワークの構築○スマー
トな働き方

いわき市
○中山間地域における商品開発○外国人を軸としたインバウンド観光開発プ
ロジェクト○映像制作による観光マーケティングの実践○市内ショッピング
モール・センターにおける消費行動の現地調査○技能実習生の日本語教育の
実態調査及びその課題把握と学生のグローバル化対応

白河市
○地域内移動支援助成実証実験○白河市立地適正化計画の策定に向けた市民
及び事業者アンケート調査○白河市無形民俗芸能等支援事業 関連調査○第
2期白河市子ども・子育て計画策定に係るニーズ調査

須賀川市 ○須賀川市の立ち位置を分析
喜多方市 ○喜多方市の行政サービスに対する満足度・重要度アンケート調査

南相馬市 ○南相馬市 市民意識調査○行政区活動内容等調査○南相馬市地域福祉計画
策定のためのアンケート調査○泉官衙遺跡発掘調査

茨城県

水戸市 ○水戸市地域福祉計画策定に関するアンケート調査
下妻市 ○公民連携研究会

常陸太田市 ○資源ごみ分別に関するアンケート○「常陸太田市地域公共交通再編実施計
画」の見直し

北茨城市 ○北茨城市観光資源調査
笠間市 ○移住・定住促進施策に関する共同研究
取手市 ○市民意識調査

牛久市
○平成 30 年度「牛久市の行政サービスに対する市民満足度調査」○転入・転
出に関するアンケート調査○市内・準市内事業所の男女共同参画推進状況ア
ンケート調査○平成 30 年度北部地域の市街化調整区域における宅地開発調
査検討業務○ 30 国補公園第1号牛久市公園施設長寿命化計画策定業務

常陸大宮市 ○市民意識調査
かすみがうら
市

○かすみがうら市スマート IC設置可能性等調査業務

栃木県

うつのみや市
政研究セン
ター

○宇都宮市民の医療・介護レセプトデータに関する定量的解析－在宅ケアに
着目して－○滞在型の関係人口化手法における空き家活用の可能性に関する
調査研究○宇都宮市における単身世帯を支えるまちづくりに向けた調査研究
○宇都宮市における食料品アクセス問題の現状と課題に関する調査研究○宇
都宮市北西部における地域資源の観光活用方策に関する調査研究○宇都宮市
の人口移動メカニズムに関する調査研究―転出者に着目して―

足利市
○平成 31 年足利市民アンケート調査○足利市子ども・子育て支援事業計画
策定に係るニーズ調査○健康と食育に関するアンケート○市道大久保町 87
号線周辺交通量等調査業務

佐野市
○佐野市のコンパクトなまちづくりに向けた市民アンケート調査○市政に関
するアンケート○人権問題に関する市民意識調査○男女共同参画に関する市
民意識調査○男女共同参画に関する事業所実態調査

小山市
○小山市空家民泊推進3カ年計画策定に伴う調査研究○小山市空家利活用等
調査研究○子ども子育て支援事業事業計画に関するニーズ調査○内閣府の戦
略的イノベーション創造プログラム(SIP)次世代農林水産業創造技術の開発
研究ハトムギ摂取によるホメオスタシス多視点評価システム実証研究」

那須塩原市 ○平成 30 年度 男女共同参画社会に関する市民意識調査○食品ロス発生量
の推計調査○ごみ質調査

群馬県

前橋市 ○「前橋市における空き家対策支援」○緑の基本計画施策の評価指標基礎調
査業務

高崎市 ○高崎市市民福祉意識アンケート調査○子どもの読書活動に関するアンケー
ト○ホテル招致調査

高崎経済大学
地域科学研究
所

○空家特別措置法施行後の空き家対策に関する総合的研究○長野堰の成立と
歴史的役割に関する研究○地方都市における中小製造業の存立基盤に関する
研究

桐生市
○桐生市総合計画策定に関する市民アンケート調査○桐生市職員自主研究活
動(人を呼び込むまちづくり すみたくなるまち桐生)○桐生市職員自主研究
活動(災害におけるウェアラブルカメラの活用方法等に関する研究)

伊勢崎市 ○平成 30 年度市民意識調査○男女共同参画に関する市民意識調査○男女共
同参画に関する事業所意識調査

渋川市 ○市民意識調査○市民ワークショップ○高校生ワークショップ○渋川市子ど
も・子育て支援事業計画に関するニーズ調査
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青森県

ボランティア活動に参加しやすくなる環境整備に関する研究事業○スカイプ
その他の SNSを活用した地域経営志向インバウンドMICE国際観光企画・
プロモーション・評価の研究事業○青森県内の自治体及び事業者の情報発信
に関する実証的研究事業

五所川原市 ○五所川原市市営住宅長寿命化計画○介護予防・日常生活圏域ニーズ調査

岩手県

盛岡市

○人口減少社会における若者の地元定着に向けた施策の方向性について○盛
岡市におけるアクティブシニアの活躍の推進について○若者の社会動態の分
析と関係人口を機軸とした移住・定住施策の推進について○岩手大学地域課
題解決プログラム「人生 100 年時代における男女共同参画のありかたについ
て～男性の家事育児参画を中心に働き方・暮らし方の見直す～」○岩手県立
大学平成 30 年度地域政策研究センター 地域協働研究【ステージⅠ】「女性
活躍推進が地域活性化に与える影響について」○木質バイオマスによる地域
循環型システムの構築について○若年層の悩みに関する意識調査－自殺予防
を見据えた取組み－○ふるさと納税の地元事業者等による運営方法の構築と
魅力有る返礼品についての研究○市民に親しまれる市産材ベンチのデザイン
開発○米内浄水場における緩速ろ過法による浄水処理方法の研究～緩速ろ過
池清掃ロボットの可能性を探る～○志波城古代公園の活性化のための3 D

モデル制作○史跡や文化財の国際化対応～地域国際化にともなう史跡・文化
財の発信・対応手法の開発

盛岡市まちづ
くり研究所

○人口減少が及ぼす地域への影響と若者の地元定着に向けた施策の方向性に
ついて○盛岡市におけるアクティブシニアの活躍の推進について

大船渡市
○総合計画のための基礎調査(市民意識調査)○総合戦略のための若者意識調
査○行政改革の取組状況調査○行政評価(事務事業)○子ども・子育て支援に
関するニーズ調査

花巻市
○まちづくり市民アンケート○花巻市子ども・子育て支援に関するニーズ調
査○組織文化の形成を図る学校組織マネジメントの在り方に関する調査研究
○分団内における部の再編に関する調査について

北上市
○北上市市民意識調査○外国人住民に係る実態調査○外国人の医療環境整備
へ向けた取組に関する研究○北上市立図書館基本的運営方針中間検証○空き
家等調査

遠野市 ○遠野市子ども・子育て支援総合計画に関するニーズ調査
一関市 ○一関・平泉定住自立圏アンケート

陸前高田市 ○陸前高田市まちづくり総合計画策定支援事業○陸前高田市地域公共交通網
計画

釜石市
○在宅医療・介護実態調査○研修事業等に関する実態調査○各職能団体との
一次連携○釜石市健康に関する意識調査○かまいし男女共同参画推進プラン
改定に関する市民意識調査

奥州市 ○空き家実態調査

宮城県

塩竈市
○平成 30 年度塩竈アフタースクール事業に係る事後調査○「塩竈市子ども・
子育て支援事業計画」策定に係る子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査
○塩竈市国民健康保険第2期データヘルス計画・第3期特定健康診査等実施
計画

白石市 ○地方創生市民アンケート

名取市
○名取市総合計画策定のための市民意識調査○名取市子ども・子育て支援事
業計画策定○第二次名取市環境基本計画策定に係る市民意識調査○名取市地
域福祉市民意識調査○生涯学習振興計画策定市民意識調査

多賀城市
○多賀城市まちづくりアンケート○多賀城市子どもの生活に関する実態調査
○多賀城市子ども・子育て支援事業計画策定のためのアンケート○こころの
健康に関するアンケート調査

栗原市 ○栗原市中核機能地域の整備の基本構想策定に係る高校生アンケート

秋田県

秋田市 ○秋田市事業用地需要調査および工業用地環境分析等業務委託○秋田市幹線
バス路線等調査検討業務○秋田市交通系 ICカード導入・運用実態等調査

能代市 ○「白神ねぎ」の PRとまちづくりへの活用についての調査研究
湯沢市 ○市民満足度調査
鹿角市政策研
究所

○第7次鹿角市総合計画のための基礎資料集

由利本荘市 ○由利本荘市将来人口推計業務○由利本荘市総合計画 後期基本計画策定の
ための市民アンケート調査

潟上市 ○第3次潟上市食育推進計画(仮称)策定に係る市民意識調査

山形県

米沢市 ○障害者差別解消法に関する条例策定のためのアンケート調査
酒田市 ○平成 30 年度酒田市観光に関する調査研究
新庄市 ○まちづくり市民アンケート
最上地域政策
研究所

○高齢者支援対策○克雪対策

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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埼玉県

彩の国さいた
ま人づくり広
域連合

○埼玉型の公共空間利活用プロジェクト～地域活性化のための官民連携によ
る社会実験～○埼玉の地域資源の再発見・利活用による愛県心醸成プロジェ
クト～埼玉版ツーリズムの構築～

熊谷市
○埼玉県熊谷市内における熱中症救急搬送の実態把握及び気象要素との関連
○自治会実態調査○熊谷市地域福祉計画・熊谷市地域福祉活動計画アンケー
ト調査

飯能市 ○地域包括ケアシステムの構築のための社会資本の活用に関する研究
加須市 ○ごみ処理等の意識調査○第2期加須市子ども・子育て支援計画
東松山市 ○市民意識調査
かすかべ未来
研究所

○春日部市の教育に関する調査研究～地域ではぐくむ、子どもたちの「確か
な学力」～

鴻巣市 ○鴻巣市中央公民館エリア再編研究○シティプロモーション活動に関する調
査研究

草加市 ○平成 30 年度 草加市民アンケート○草加市市民健康意識調査○都市農業
振興計画策定に係る市民・商工業者・農業者意向調査

越谷市 ○市政世論調査
埼玉県東南部
都市連絡調整
会議

○まんまるよやくシステムの運用状況調査と情報セキュリティ向上施策検討

戸田市政策研
究所

○住民主体のまちづくりに関する調査研究○戸田市におけるスポーツ・レク
リエーションを軸とした〈交流型まちづくり〉に関する応用研究○シビック
プライドの効果及び向上手段に関する基礎研究○データ分析に基づく戸田市
の現状と課題

朝霞市
○第二期朝霞市子ども・子育て支援事業計画策定のための子ども・子育てに
関する調査、子どもの生活に関する調査【子育て支援に関する調査】教育・
保育及び子育て施策全般に関する課題やニーズ等の調査○高齢者実態把握調
査

新座市
○新座市シティプロモーション方針策定に係る調査研究○ロケーションサー
ビスの受入体制の構築に向けた調査研究○第 14 回 新座市民意識調査○新
座市子育て支援に関するアンケート調査

富士見市 ○第 15 回 富士見市民意識調査○富士見市子育て支援に関するアンケ―ト調
査

吉川市 ○市民意識調査

千葉県

館山市 ○館山市第2期子ども・子育て支援事業計画策定のためのニーズ調査○館山
市地域公共交通網形成計画策定に係る調査

松戸市
○人権に関する市民意識調査○地域福祉サロン ～困ったときはお互いさま
～○介護予防把握事業実施のための市民アンケート調査○都市型介護予防モ
デル

松戸市

「松戸プロジェクト」(アンケート名：健康とくらしの調査)○松戸市ゆめい
ろバス(中和倉コース)利用者アンケート調査○松戸市ゆめいろバス(中和倉
コース)沿線住民アンケート調査○松戸市子育て世帯親元近居・同居住宅取
得補助金に関するアンケート調査○松戸市分譲マンション実態調査○民法改
正後の松戸市成人式について

松戸市政策推
進課市政総合
研究室

○転居に関する意向についてのアンケート調査

野田市
○自治会アンケート調査○野田市人権に関する市民意識調査○野田市水道事
業長期計画策定のためのアンケート調査○野田市子ども・子育て支援事業計
画を包含した次期エンゼルプラン策定のための意向調査○ひとり親家庭等の
支援に関する意識調査

茂原市 ○親子歯科指導における意識調査と定期歯科検診結果の分析

成田市
○市民満足度調査○医療産業集積調査○成田市子ども・子育て支援事業計画
策定のためのニーズ調査○住宅・住環境に関するアンケート調査○成田市地
域公共交通網形成計画基礎調査

佐倉市
○平成 30 年度市民意識調査○第5次総合計画策定支援業務委託○環境基本
計画策定支援業務○佐倉市循環バスアンケート調査○デマンド交通終了に伴
うアンケート調査○公共交通に関するアンケート調査○佐倉市学校プール・
市民プール再編に向けた調査○教育に関する意識調査

習志野市

○習志野市市民意識調査・大学生意識調査○習志野市社会指標分析○人口推
計○ホール及び類似施設調査○平成 30 年度習志野市こども発達支援に関す
るモニタリング調査○学力向上推進委員会○男女共同参画に関する市民意識
調査○男女共同参画に関する事業所調査○ワーク・ライフ・バランス推進に
関する事業所調査

柏市 ○平成 30 年度柏市まちづくり推進のための調査

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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千葉県

市原市
○市原市総合計画進行管理に係る市民意識調査○在宅要介護高齢者の医療・
介護連携の推進方策に関する調査研究○市原市子ども・子育て支援に関する
ニーズ調査○地域経済動向調査○中央図書館利用者アンケート

八千代市 ○八千代市都市機能分析調査○まちづくり課題調査○平成 30 年度八千代市
公共交通調査

浦安市

○事務事業点検(平成 30 年度実施分)○公衆無線 LANに関するアンケート
○まちづくりに関する条例等調査検討○市有地土地利用調査検討○舞浜駅周
辺のあり方に関する調査検討○浦安市 PFI導入指針改定検討○新産業振興
ビジョン策定事業○転入高齢者の社会参加の実態調査○子ども・子育て支援
総合計画に関する基礎調査○こどもプロジェクト事業効果測定研究調査○浦
安小学校屋内水泳プールの有効活用に向けた需要調査○平成 30 年度浦安市
小・中学生生活実態調査

山武市 ○まちづくりアンケート○山武市子ども・子育てに関するニーズ調査

東京都

千代田区
○千代田区次世代育成支援計画策定のためのニーズ調査○千代田区在宅療養
実態調査○千代田区認知症サービス推進調査○人口推計及び区の施策に関す
るアンケート調査のデータ分析○区政モニター○第 45 回千代田区民世論調
査

港区政策創造
研究所

○港区におけるクリエイティブ産業実態調査報告書○港区人口推計(平成 31
年3月)の作成

新宿区 ○区政情報の発信に係る検証○新宿区区民意識調査○新宿区区政モニターア
ンケート○新宿区次世代育成支援に関する調査○学校保健調査研究

新宿自治創造
研究所

○ 2015 年国勢調査に基づく新宿区地域別将来人口推計・世帯推計○公民連
携(PPP)の研究○若年層の区政参加・地域活動への参加

江東区
○長期計画区民アンケート調査○「江東区ブランディング戦略」に関するア
ンケート調査○江東区こども・子育て支援事業計画策定に係る調査○江東区
緑視率等調査○江東区緑の基本計画改定に係る区民アンケート調査

目黒区 ○目黒区人権に関する意識調査○男女平等・共同参画に関する区民意識調査
○区民による身近な生物調査○環境に関するアンケート調査

せたがや自治
政策研究所

○(自治体経営のあり方研究)住民自治と区民参加○(自治体経営のあり方研
究)世田谷区における協働政策の展開○(都市空間の社会的特性)市街地再開
発事業における周辺住民への対応○(都市空間の社会的特性)世田谷の地域特
性の析出 11 データで見る世田谷―「働き手」と「働く場」―

中野区
○ 2018 中野区区民意識・実態調査○平成 30 年度(2018 年度)健康福祉に関す
る意識調査○新公共交通サービス検討業務○中野区内の木造住宅密集地域に
おける防災まちづくり調査検討○中野区ごみ組成分析調査

杉並区
○第 50 回杉並区区民意向調査○街の「にぎわい」に関する実態調査○杉並区
空き家実態調査○健康長寿モニター事業○杉並区「特定の課題に対する調査、
意識・実態調査」

豊島区

○(仮称)豊島区子ども・若者総合計画策定のためのアンケート調査○豊島区
商工政策審議会○池袋駅周辺地域におけるアート・カルチャー・ハブとスポッ
トのコンセプトと空間イメージ○平成 30 年度来街者及び在住・在勤者動向
に関するアクセスポイント接続データ等の分析業務委託○豊島区教職員勤務
実態調査

北区

○政策課題研究会ロゼ(平成 30 年度)○北区民意識・意向調査(平成 30 年8
月)○都市イメージ調査○北区スポーツ推進計画に関するアンケート調査○
北区緑の実態調査(平成 30 年度)○北区住宅マスタープラン改定に伴う基礎
調査○北区コミュニティバス展開方針策定調査○「北区教育ビジョン 2020」
策定に係る保護者アンケート○北区子ども・子育て支援に関するニーズ調査

(公財)荒川区
自治総合研究
所

○荒川区民総幸福度(グロス・アラカワ・ハッピネス：GAH)に関する研究○
児童相談所の開設を契機とした研究

板橋区 ○地域デザインフォーラム「多文化共生について」

葛飾区

○葛飾区後期実施計画策定に係る転入者アンケート調査及び転出者アンケー
ト調査○政策・施策マーケティング調査○政策方針決定への女性の参画状況
調査○葛飾区 生きることを支えるための調査
～自殺対策に関する意識調査～○精神科入院患者に関する調査○葛飾区公共
交通網構築に関する調査検討○学校教育アンケート

八王子市 ○市政モニター○市政世論調査○在宅介護実態調査

武蔵野市

○地域生活環境指標○武蔵野市の将来人口推計○武蔵野市子ども生活実態調
査○武蔵野市ひとり親家庭アンケート調査○平成 30 年度市政アンケート調
査○平成 30 年度市民意識調査○武蔵野市青少年に関するアンケート調査○
武蔵野市学童クラブアンケート調査○生涯学習に関する調査○無電柱化につ
いてのアンケート調査

三鷹市 ○三鷹まちづくり総合研究所「市政に関する将来課題の調査研究分科会」
府中市 ○市民意識調査○市政世論調査○府中市男女共同参画に関する意識調査
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埼玉県

彩の国さいた
ま人づくり広
域連合

○埼玉型の公共空間利活用プロジェクト～地域活性化のための官民連携によ
る社会実験～○埼玉の地域資源の再発見・利活用による愛県心醸成プロジェ
クト～埼玉版ツーリズムの構築～

熊谷市
○埼玉県熊谷市内における熱中症救急搬送の実態把握及び気象要素との関連
○自治会実態調査○熊谷市地域福祉計画・熊谷市地域福祉活動計画アンケー
ト調査

飯能市 ○地域包括ケアシステムの構築のための社会資本の活用に関する研究
加須市 ○ごみ処理等の意識調査○第2期加須市子ども・子育て支援計画
東松山市 ○市民意識調査
かすかべ未来
研究所

○春日部市の教育に関する調査研究～地域ではぐくむ、子どもたちの「確か
な学力」～

鴻巣市 ○鴻巣市中央公民館エリア再編研究○シティプロモーション活動に関する調
査研究

草加市 ○平成 30 年度 草加市民アンケート○草加市市民健康意識調査○都市農業
振興計画策定に係る市民・商工業者・農業者意向調査

越谷市 ○市政世論調査
埼玉県東南部
都市連絡調整
会議

○まんまるよやくシステムの運用状況調査と情報セキュリティ向上施策検討

戸田市政策研
究所

○住民主体のまちづくりに関する調査研究○戸田市におけるスポーツ・レク
リエーションを軸とした〈交流型まちづくり〉に関する応用研究○シビック
プライドの効果及び向上手段に関する基礎研究○データ分析に基づく戸田市
の現状と課題

朝霞市
○第二期朝霞市子ども・子育て支援事業計画策定のための子ども・子育てに
関する調査、子どもの生活に関する調査【子育て支援に関する調査】教育・
保育及び子育て施策全般に関する課題やニーズ等の調査○高齢者実態把握調
査

新座市
○新座市シティプロモーション方針策定に係る調査研究○ロケーションサー
ビスの受入体制の構築に向けた調査研究○第 14 回 新座市民意識調査○新
座市子育て支援に関するアンケート調査

富士見市 ○第 15 回 富士見市民意識調査○富士見市子育て支援に関するアンケ―ト調
査

吉川市 ○市民意識調査

千葉県

館山市 ○館山市第2期子ども・子育て支援事業計画策定のためのニーズ調査○館山
市地域公共交通網形成計画策定に係る調査

松戸市
○人権に関する市民意識調査○地域福祉サロン ～困ったときはお互いさま
～○介護予防把握事業実施のための市民アンケート調査○都市型介護予防モ
デル

松戸市

「松戸プロジェクト」(アンケート名：健康とくらしの調査)○松戸市ゆめい
ろバス(中和倉コース)利用者アンケート調査○松戸市ゆめいろバス(中和倉
コース)沿線住民アンケート調査○松戸市子育て世帯親元近居・同居住宅取
得補助金に関するアンケート調査○松戸市分譲マンション実態調査○民法改
正後の松戸市成人式について

松戸市政策推
進課市政総合
研究室

○転居に関する意向についてのアンケート調査

野田市
○自治会アンケート調査○野田市人権に関する市民意識調査○野田市水道事
業長期計画策定のためのアンケート調査○野田市子ども・子育て支援事業計
画を包含した次期エンゼルプラン策定のための意向調査○ひとり親家庭等の
支援に関する意識調査

茂原市 ○親子歯科指導における意識調査と定期歯科検診結果の分析

成田市
○市民満足度調査○医療産業集積調査○成田市子ども・子育て支援事業計画
策定のためのニーズ調査○住宅・住環境に関するアンケート調査○成田市地
域公共交通網形成計画基礎調査

佐倉市
○平成 30 年度市民意識調査○第5次総合計画策定支援業務委託○環境基本
計画策定支援業務○佐倉市循環バスアンケート調査○デマンド交通終了に伴
うアンケート調査○公共交通に関するアンケート調査○佐倉市学校プール・
市民プール再編に向けた調査○教育に関する意識調査

習志野市

○習志野市市民意識調査・大学生意識調査○習志野市社会指標分析○人口推
計○ホール及び類似施設調査○平成 30 年度習志野市こども発達支援に関す
るモニタリング調査○学力向上推進委員会○男女共同参画に関する市民意識
調査○男女共同参画に関する事業所調査○ワーク・ライフ・バランス推進に
関する事業所調査

柏市 ○平成 30 年度柏市まちづくり推進のための調査
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東京都

(公財)東京市
町村自治調査
会

○基礎自治体における AI・RPA活用に関する調査研究○結婚支援を糸口と
した少子化対策及び地域活性化に関する調査研究○東京島しょ地域における
インバウンド拡大策に関する調査研究○多摩・島しょ地域の自治体における
内部統制の整備・運用に関する調査研究～信頼される自治体を目指して～○
基礎自治体における多文化共生施策に関する調査研究○かゆいところに手が
届く！多摩・島しょ自治体お役立ち情報○その他の毎年度調査(多摩地域ご
み実態調査・多摩地域データブック・市町村税制参考資料・市町村財政力分
析指標)

昭島市 ○市民意識調査

町田市

○町田市市民意識調査○「広報活動」に関する意識調査○町田市職員意識調
査○町田市スポーツに関する市民意識調査アンケート○ 2018 年度町田駅ペ
デストリアンデッキ上通行量調査○ 2018 年度町田市観光客数等実態調査○
2018 年度環境に関する市民アンケート調査○家庭系ごみに関する市民アン
ケート調査○市街化調整区域地区計画の運用指針案の作成及び大規模土地利
用転換における土地利用制度のあり方の検討業務委託

町田市未来づ
くり研究所

○主催講演会(ひとがまちだ。わたしがまちだ。あなたがまちだ。)○主催講
演会(地域づくりの新たな進め方)○主催講演会(公共空間活用事例等)○
GREEN× PLAZA研究○原町田中央通りにおける GREEN× PLAZA研
究

小平市 ○小平市長期総合計画策定のための市民アンケート調査○窓口サービスアン
ケート

東村山市
○平成 30 年度東村山市市民意識調査○将来のまちづくりに係るアンケート
○東村山市第5次総合計画基礎調査○第2期東村山市子ども・子育て支援事
業計画調査

福生市 ○市政世論調査○子ども・子育て支援に関するアンケート調査○社会教育委
員から見たコミュニティ・スクールの現況と今後○福生市文化財総合調査

武蔵村山市 ○住民等の意識・希望調査

西東京市 ○西東京市子育て支援ニーズ調査○コミュニティバス新規路線導入結果検証
等調査

神奈川県

川崎市
○都市政策研究事業○政策課題研究事業○川崎市の財政に関する研究○都市
計画道路網のあり方検討調査○公共施設跡地等有効活用調査○木材利用促進
方策検討調査○川崎港における産業活動および貨物流動に関する経済波及効
果等調査

横須賀市政策
推進部都市政
策研究所

○産業連関表を用いた経済波及効果分析ツールの全庁的かつ継続的活用の推
進○アンケート調査支援

さがみはら都
市みらい研究
所

○一人暮らし高齢者の生活と意識に関する調査研究

鎌倉市
○鎌倉市文化施設連絡会議(鎌文ネット)○鎌倉市 ICT活用支援業務○業務
量等調査業務○本庁舎執務環境等整備支援業務○鎌倉市訪日外国人観光客実
態調査

鎌倉市政策創
造課

○ RPA実証実験○第3次鎌倉市総合計画第4期基本計画策定に係る市民対
話

藤沢市 ○藤沢市の津波対策について～津波漂流物の衝突による津波避難施設への影
響に関する調査研究

三浦市 ○人口減少に伴う課題抽出と市が行うべき施策及び事業の検討
みうら政策研
究所

○人口減少に伴う課題抽出と市が行うべき施策及び事業の検討

厚木市 ○厚木市民満足度調査○想定される地震についての被害想定調査○子ども・
子育て支援事業ニーズ調査

大和市
○介護予防・日常生活支援総合事業における対象者等の把握調査分析○ここ
ろの健康に関するアンケート調査○平成 30 年度大和市工業実態調査○商業
実態調査

新潟県

新潟市 ○子ども施設の質の向上○施設における利用者起点の政策改革○公民連携の
推進

長岡市 ○長岡市に暮らす若者の意識調査○個別施設計画(公共建築物長寿命化計画
及び公共建築物適正化計画)策定のための基礎調査○長岡市景況調査

柏崎市 ○松雲山荘紅葉ライトアップ調査○市内公共交通利用状況調査
新発田市 ○市民意識アンケート
十日町市 ○インバウンド共同研究事業

燕市 ○燕・弥彦地域公共交通網形成計画策定に関する調査○燕市まちづくり市民
アンケート

糸魚川市 ○第2次総合計画に関する市民アンケート
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新潟県

上越市

○子どもの生活実態に関するアンケート調査○保育園の再配置等に係る計画
(第3期)策定及びその基礎資料となるアンケート調査○公共施設における省
エネルギー化調査○家庭教育に関するアンケート○路線バス乗降調査○路線
バスの利用にかかる高校生アンケート○公共交通に関する聞き取り調査○北
陸新幹線利用状況調査(市内企業に対するアンケート調査)
○津波浸水想定分析業務委託○消防団適正配置を検討するための調査

上越市創造行
政研究所

○政策形成に資するデータベースの構築○地域づくりプラットフォームを支
える地域学の研究体制確立に向けた調査研究

魚沼市 ○子ども・子育て支援ニーズ調査

富山県

富山市

○富山市のまちづくりに関する研究○富山市型包括的施策展開の効果分析及
び可視化業務○平成 30 年度 多様な働き方推進事業○富山市民意識調査○地
域資金循環型官民連携 PREファンドに係る情報整理調査○まちなか地区モ
デル調査～要介護認定率と地域・健康活動等の関連調査～○富山市子ども・
子育て支

富山市

援事業計画に関するニーズ調査○運動・スポーツの実施状況等に関する調査
○スポーツ施設・設備の長寿命化計画策定(改修計画)に係る市有拠点スポー
ツ施設老朽化基礎調査○第2期富山市工業振興ビジョン○高齢社会における
交通と健康モニタリング調査○下水処理場における官民連携手法導入可能性
調査○「集患策」明確化に向けた連携先ニーズ分析

高岡市 ○県西部6市一般廃棄物処理の広域化に係る基礎調査○平成 30 年度新幹線
ニーズ調査○北陸新幹線新高岡駅利用実態調査

氷見市 ○地域の現状把握に関するアンケート調査○広報広聴に関するアンケート調
査○氷見市子ども・子育て支援に関するアンケート調査○市民アンケート

射水市 ○射水市の公共交通に関する市民アンケート及び利用者アンケート調査○射
水市企業状況調査○第2次射水市中小企業振興計画策定業務

石川県 加賀市 ○都市計画マスタープラン策定に伴うアンケート調査
野々市市 ○野々市市統計解析ツールを用いた社会動態の特徴分析業務

福井県 小浜市 ○新幹線を活かした新まちづくり構想(素案)策定支援調査

山梨県 甲斐市政策研
究所

○人口減少対策

長野県

長野市
○長野市耕作放棄地等のソルガム活用調査研究事業○飯綱高原実験林の自然
林復元調査○大谷地湿原ヨシ管理実験○中央通り歩行者優先道路化検討業務
委託

松本市
○松本市子ども・子育て支援事業計画策定に係るニーズ調査○松本市子ども
の権利に関するアンケート調査○学校外のスポーツ・文化活動についてのア
ンケート調査○家庭系・事業系一般廃棄物組成・食品ロス調査○松本市地域
公共交通評価検証

上田市 ○第2次上田市子ども・子育て支援事業計画策定のためのニーズ調査
諏訪市 ○3市合同行政評価研究会
小諸市 ○こもろまちづくり市民意識調査

伊那市
○まちづくりに係るアンケート○伊那市男女共同参画に関するアンケート調
査○都市計画基礎調査○第2期子ども・子育て支援事業計画策定に係るアン
ケート調査○企業訪問アンケート○外来植物ブットレアの生態解明と試験的
駆除

中野市政策研
究所

○地域コミュニティの現状と課題○若者の Uターン促進に関する研究～ゆ
とり世代のゆとりある暮らし～○中野市の子育て環境に関する調査研究～
もっと子育てしやすいまちへ～

大町市 ○大町市街地における空き不動産活用モデル調査研究
茅野市 ○市民満足度調査
塩尻市 ○平成 30 年度市民意識調査

安曇野市
○子育て支援に関するアンケート調査○入浴料金割引券交付事業についての
アンケート調査○拠点地域等住宅購入費補助事業に関するアンケート調査○
放課後児童クラブの利用に関するアンケート調査○穂高プール利用者アン
ケート調査

岐阜県

岐阜市

○平成 30 年度市民意識調査○公共交通自動運転技術活用調査○岐阜市観光
ビジョン策定(～2019 年度)○岐阜市地域福祉計画策定基礎調査○外国人市
民の意識調査○第8回「人権に関する市民意識調査」○子ども・子育て支援
に関するニーズ調査○平成 30 年度岐阜市ひとり親家庭等生活実態調査○歩
行者・自転車通行量調査

(一財)飛騨高
山大学連携セ
ンター

○下町エリア全体のまちづくりに関する調査研究○日本遺産等の歴史的資源
を活用した地域活性化に向けた調査○高地における健康づくりに関する調査
○誰にもやさしいまちづくりの見直しに関する調査○子育て環境に関する現
状と課題調査

多治見市 ○第7次多治見市総合計画見直しに伴う将来人口推計
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東京都

(公財)東京市
町村自治調査
会

○基礎自治体における AI・RPA活用に関する調査研究○結婚支援を糸口と
した少子化対策及び地域活性化に関する調査研究○東京島しょ地域における
インバウンド拡大策に関する調査研究○多摩・島しょ地域の自治体における
内部統制の整備・運用に関する調査研究～信頼される自治体を目指して～○
基礎自治体における多文化共生施策に関する調査研究○かゆいところに手が
届く！多摩・島しょ自治体お役立ち情報○その他の毎年度調査(多摩地域ご
み実態調査・多摩地域データブック・市町村税制参考資料・市町村財政力分
析指標)

昭島市 ○市民意識調査

町田市

○町田市市民意識調査○「広報活動」に関する意識調査○町田市職員意識調
査○町田市スポーツに関する市民意識調査アンケート○ 2018 年度町田駅ペ
デストリアンデッキ上通行量調査○ 2018 年度町田市観光客数等実態調査○
2018 年度環境に関する市民アンケート調査○家庭系ごみに関する市民アン
ケート調査○市街化調整区域地区計画の運用指針案の作成及び大規模土地利
用転換における土地利用制度のあり方の検討業務委託

町田市未来づ
くり研究所

○主催講演会(ひとがまちだ。わたしがまちだ。あなたがまちだ。)○主催講
演会(地域づくりの新たな進め方)○主催講演会(公共空間活用事例等)○
GREEN× PLAZA研究○原町田中央通りにおける GREEN× PLAZA研
究

小平市 ○小平市長期総合計画策定のための市民アンケート調査○窓口サービスアン
ケート

東村山市
○平成 30 年度東村山市市民意識調査○将来のまちづくりに係るアンケート
○東村山市第5次総合計画基礎調査○第2期東村山市子ども・子育て支援事
業計画調査

福生市 ○市政世論調査○子ども・子育て支援に関するアンケート調査○社会教育委
員から見たコミュニティ・スクールの現況と今後○福生市文化財総合調査

武蔵村山市 ○住民等の意識・希望調査

西東京市 ○西東京市子育て支援ニーズ調査○コミュニティバス新規路線導入結果検証
等調査

神奈川県

川崎市
○都市政策研究事業○政策課題研究事業○川崎市の財政に関する研究○都市
計画道路網のあり方検討調査○公共施設跡地等有効活用調査○木材利用促進
方策検討調査○川崎港における産業活動および貨物流動に関する経済波及効
果等調査

横須賀市政策
推進部都市政
策研究所

○産業連関表を用いた経済波及効果分析ツールの全庁的かつ継続的活用の推
進○アンケート調査支援

さがみはら都
市みらい研究
所

○一人暮らし高齢者の生活と意識に関する調査研究

鎌倉市
○鎌倉市文化施設連絡会議(鎌文ネット)○鎌倉市 ICT活用支援業務○業務
量等調査業務○本庁舎執務環境等整備支援業務○鎌倉市訪日外国人観光客実
態調査

鎌倉市政策創
造課

○ RPA実証実験○第3次鎌倉市総合計画第4期基本計画策定に係る市民対
話

藤沢市 ○藤沢市の津波対策について～津波漂流物の衝突による津波避難施設への影
響に関する調査研究

三浦市 ○人口減少に伴う課題抽出と市が行うべき施策及び事業の検討
みうら政策研
究所

○人口減少に伴う課題抽出と市が行うべき施策及び事業の検討

厚木市 ○厚木市民満足度調査○想定される地震についての被害想定調査○子ども・
子育て支援事業ニーズ調査

大和市
○介護予防・日常生活支援総合事業における対象者等の把握調査分析○ここ
ろの健康に関するアンケート調査○平成 30 年度大和市工業実態調査○商業
実態調査

新潟県

新潟市 ○子ども施設の質の向上○施設における利用者起点の政策改革○公民連携の
推進

長岡市 ○長岡市に暮らす若者の意識調査○個別施設計画(公共建築物長寿命化計画
及び公共建築物適正化計画)策定のための基礎調査○長岡市景況調査

柏崎市 ○松雲山荘紅葉ライトアップ調査○市内公共交通利用状況調査
新発田市 ○市民意識アンケート
十日町市 ○インバウンド共同研究事業

燕市 ○燕・弥彦地域公共交通網形成計画策定に関する調査○燕市まちづくり市民
アンケート

糸魚川市 ○第2次総合計画に関する市民アンケート
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岐阜県

羽島市
○羽島市第六次総合計画後期実施計画策定に向けた基礎調査○男女共同参画
に関する市民意識調査○地域福祉推進のための市民アンケート調査○羽島市
LED照明灯導入調査○子育て支援に関するアンケート調査

恵那市 ○市民意識調査
土岐市 ○市民意識調査
本巣市 ○人権についての市民意識調査○船来山3号墳詳細測量調査
郡上市 ○郡上市のまちづくりに関する市民アンケート調査

静岡県

浜松市

○広聴モニターアンケート調査○市民アンケート調査○妊娠糖尿病(GDM)
対策について○両親学級事業が母親の出産後の育児に及ぼす影響について○
5歳児のう蝕有病者率に影響を与える因子の検討○浜松市地域福祉計画アン
ケート調査○人権に関する意識調査○浜松市風力発電等に係るゾーニング導
入可能性調査○浜松市天竜区における木質バイオマス資源の持続的活用によ
る再生可能エネルギー導入計画策定業務○分散型エネルギーインフラプロ
ジェクトマスタープラン策定事業

沼津市 ○市民意識調査○沼津市のまちづくり指標○第5次沼津市総合計画策定基礎
調査

三島市
○スマートウエルネスみしま関連事業調査○三島市自然環境基礎調査○子ど
もの生活実態調査○三島市観光動態等調査○三島市地域福祉計画中間評価業
務

焼津市 ○総合計画に関する市民意識調査
藤枝市 ○若い女性が輝けるまちづくりに向けた調査、研究
袋井市 ○市民意識調査
牧之原市 ○牧之原市市民意識調査

愛知県

名古屋市

○名古屋市次期総合計画成果指標に関するアンケート調査○名古屋市総合計
画 2018 成果指標に関するアンケート調査○若い世代の転入理由アンケート
調査○情報化に関するアンケート○性的少数者(セクシュアル・マイノリ
ティ)など性別にかかわる市民意識調査○平成 30 年度 人権についての市民
意識調査○本社機能に関する調査研究○中小企業支援事業検証等調査○客引
き行為等にかかる市民・事業者アンケート調査○有松地区の伝統的建造物の
特別公開及び活用検討調査業務委託○環境対策に関する市民アンケート○湧
水を活用したヒートアイランド現象緩和の実証実験○燃料電池車の普及に向
けた調査○温室効果ガス排出量把握調査等○ため池の水質浄化方策の検討に
関する研究○市内希少種の保全とこれに関わる外来種の影響についての研究
○ PM2.5 の二次生成と光化学オキシダントに関する研究○ PM2.5 中の炭
素成分の発生源に関する研究○新幹線鉄道騒音振動対策及び騒音変動要因の
把握に関する研究○都市計画に伴う市内河川の水質変化に関する研究○有害
化学物質のノンターゲットモニタリング手法の開発○浄化微生物による
VOC汚染除去に関する研究○生物応答を用いた排水試験法(WET)による名
古屋市内事業所排水の評価に関する研究○電子顕微鏡を用いた緊急時におけ
る原因追究に関する研究○市内河川からの悪臭物質の包括的分析法に関する
調査研究○都市型 PM2.5 の高濃度化現象の原因解明と常時監視データ補正
法○多種・新規化学物質の網羅的モニタリングと地域ネットワークを活用し
た統合的評価・管理手法の開発○市内湧水の水質・水量に関する研究○地下
水汚染と自然由来土壌汚染との関連解明に関する調査研究○将来的な資源・
ごみの排出にかかる課題調査○栄養・食生活アンケート○敬老パス制度に関
する市民アンケート○平成 30 年度都市計画マスタープラン検討調査業務委
託○名古屋市公共交通のあり方詳細検討業務委託○特定通路調査業務委託○
久屋大通(南エリア)の整備の前提条件に関する検討○名古屋南部東海道周辺
の山車行事調査事業○上下水道事業の技術的課題に関する調査研究○自殺対
策および自死遺族支援に関する研究○野菜を食べない人の背景に関する研究

(公財)名古屋
まちづくり公
社名古屋都市
センター

○自動運転がまちづくりに及ぼす影響に関する研究○中川運河地区における
産業空間の価値向上に関する研究○名古屋都心における路地的空間の形成可
能性の基礎研究○官民連携によるまちづくりについて～名古屋市における活
用可能性～○道路の整備におけるストック効果について○災害に関する情報
の「伝え方」～ハザードマップから見る情報について～

豊橋市

○大規模地震災害時における住民間共助を考慮した要配慮者支援策に関する
研究○人間欲求の変化を組み込んだ避難所運営モデルの開発と事前復興計画
○避難所におけるピクトグラムの活用○東三河地域における防災拠点のリア
ルタイム耐震診断技術に関する研究○ AI技術活用調査研究○まちづくりに
関するアンケート○豊橋市での移動販売を用いた地域課題解決策の研究○平
成 30 年度豊橋市市民意識調査○平成 30 年度豊橋市外国人市民意識調査○
GISを用いた豊橋市の産業立地の調査研究○患者満足度調査○太陽光発電
所に関する情報を収集・分析、日射量及び気温の発電量への影響調査○太陽
光パネル診断システム開発業務委託

豊橋市役所企
画部未来創生
戦略室

○キャッシュレス○ ICT○シェアリングエコノミー○農福連携調査○住民
基本台帳に基づく人口動態等の状況やアンケート調査に基づく転入・転出の
要因分析
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愛知県

岡崎市 ○地域電力小売事業に係る実行可能性調査
半田市 ○まちづくりの指標についての市民アンケート
春日井市 ○シティプロモーション

津島市 ○第5次津島市総合計画策定に関する市民意識調査○津島市行政改革推進事
業○津島市歴史的風致維持向上計画策定協議会

碧南市 ○第6次碧南市総合計画策定に係る市民アンケート

刈谷市
○市民意識調査○行政評価(外部評価、事務事業評価)○刈谷市総合計画基礎
調査○刈谷市子ども・子育てに関するアンケート調査○刈谷駅前観光案内所
基本構想策定業務

豊田市 ○遊休資源を生かした多世代共生の仕組みづくりに向けた調査
江南市 ○こうなん農福

稲沢市
○都市と緑のマスタープラン策定業務○稲沢市都市計画道路見直し○平成
30 年度国府宮駅周辺再整備検討調査○第 24 回市政世論調査○福田川雨水整
備計画策定業務

東海市
○第6次東海市総合計画に関するアンケート調査○男女共同参画基本計画現
状値調査○子ども・子育て支援事業計画策定利用希望把握調査○小中学生読
書状況アンケート○利用者アンケート○食品ロス実態調査

知多市 ○第6次知多市総合計画基礎調査、アンケート調査
知立市 ○知立市の総合計画のための市民アンケート調査

尾張旭市 ○尾張旭市転入出者向けWebアンケート調査○まちづくりアンケート○尾
張旭市 男女共同参画に関する市民意識調査○尾張旭市都市構造分析業務

アシタのたか
はま研究所

○オープンデータの活用方法について

日進市
○平成 30 年度日進市市民意識調査○暫定用途地域調査検討業務○日進市都
市計画マスタープラン及び緑の基本計画策定調査検討業務○企業立地に係る
アンケート調査

田原市 ○福江市街地アンケート調査分析○平成 30 年度学校教育施設、社会教育施
設の躯体老朽化等の調査業務

清須市 ○市民満足度調査
北名古屋市 ○第2次北名古屋市都市計画マスタープラン

三重県

津市 ○投票区の設置基準等に関する調べ

桑名市
○平成 30 年度桑名市民満足度調査○桑名市健康と福祉に関する市民アン
ケート
○人権問題に関する意識調査（平成 30 年度）

鈴鹿市 ○男女共同参画に関するアンケート調査○鈴鹿市コミュニティバス乗降者調
査

名張市 ○市民意識調査
鳥羽市 ○鳥羽市景観計画策定○鳥羽市空き家実態調査○市民意識調査

伊賀市 ○伊賀市まちづくりアンケート○伊賀市文化振興ビジョン策定に係るアン
ケート調査○伊賀市体育施設に関するアンケート

滋賀県

長浜市 ○平成 30 年度長浜市市民満足度調査の結果について

近江八幡市
○「沖島・びわこ」教育旅行観光プログラム作成事業○平成 30 年度近江八幡
市安寧のまちづくり推進事業(近江八幡市安寧のまちづくり「まちなかの古
民家で暮らす」アンケート調査)

草津市
○平成 30 年度草津市のまちづくりについての市民意識調査○平成 30 年度
「人権・同和問題」に関する市民意識調査○地域活動の活性化に向けた人的資
源に関する調査研究○草津市の高齢人口に関する調査研究

草津未来研究
所

○地域活動の活性化に向けた人的資源に関する調査研究○草津市の高齢人口
に関する調査研究

守山市 ○社会指標調査

京都府 京都市

○平成 30 年度販売期限の延長等による食品ロス削減効果に関する調査・社
会実験○平成 30 年度第1回市政総合アンケート「持続可能な都市の構築に
ついて」○平成 30 年度第2回市政総合アンケート「災害に備えた家庭での備
蓄について」○次期京都市基本計画策定のためのアンケート調査○京都市市
民生活実感調査○人権に関する市民意識調査○史跡二条城歴史調査○京都観
光総合調査○京都市中小企業経営動向実態調査○子育て支援に関する市民
ニーズ調査○家族と家庭生活のあり方に関する意識調査○ひとり親家庭に関
する実態調査○母子保健に関する意識調査○青少年・若者に関する意識行動
と思春期保健に関する調査○京都市青少年活動センター利用者アンケート○
子ども・若者のひきこもり支援等に係る関係団体調査○ひきこもりに関する
実態把握○放課後の過ごし方に関する実態調査(小学校)○障害のある児童に
係る実態把握調査○建築基準法適用除外のための包括同意基準の拡充に向け
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岐阜県

羽島市
○羽島市第六次総合計画後期実施計画策定に向けた基礎調査○男女共同参画
に関する市民意識調査○地域福祉推進のための市民アンケート調査○羽島市
LED照明灯導入調査○子育て支援に関するアンケート調査

恵那市 ○市民意識調査
土岐市 ○市民意識調査
本巣市 ○人権についての市民意識調査○船来山3号墳詳細測量調査
郡上市 ○郡上市のまちづくりに関する市民アンケート調査

静岡県

浜松市

○広聴モニターアンケート調査○市民アンケート調査○妊娠糖尿病(GDM)
対策について○両親学級事業が母親の出産後の育児に及ぼす影響について○
5歳児のう蝕有病者率に影響を与える因子の検討○浜松市地域福祉計画アン
ケート調査○人権に関する意識調査○浜松市風力発電等に係るゾーニング導
入可能性調査○浜松市天竜区における木質バイオマス資源の持続的活用によ
る再生可能エネルギー導入計画策定業務○分散型エネルギーインフラプロ
ジェクトマスタープラン策定事業

沼津市 ○市民意識調査○沼津市のまちづくり指標○第5次沼津市総合計画策定基礎
調査

三島市
○スマートウエルネスみしま関連事業調査○三島市自然環境基礎調査○子ど
もの生活実態調査○三島市観光動態等調査○三島市地域福祉計画中間評価業
務

焼津市 ○総合計画に関する市民意識調査
藤枝市 ○若い女性が輝けるまちづくりに向けた調査、研究
袋井市 ○市民意識調査
牧之原市 ○牧之原市市民意識調査

愛知県

名古屋市

○名古屋市次期総合計画成果指標に関するアンケート調査○名古屋市総合計
画 2018 成果指標に関するアンケート調査○若い世代の転入理由アンケート
調査○情報化に関するアンケート○性的少数者(セクシュアル・マイノリ
ティ)など性別にかかわる市民意識調査○平成 30 年度 人権についての市民
意識調査○本社機能に関する調査研究○中小企業支援事業検証等調査○客引
き行為等にかかる市民・事業者アンケート調査○有松地区の伝統的建造物の
特別公開及び活用検討調査業務委託○環境対策に関する市民アンケート○湧
水を活用したヒートアイランド現象緩和の実証実験○燃料電池車の普及に向
けた調査○温室効果ガス排出量把握調査等○ため池の水質浄化方策の検討に
関する研究○市内希少種の保全とこれに関わる外来種の影響についての研究
○ PM2.5 の二次生成と光化学オキシダントに関する研究○ PM2.5 中の炭
素成分の発生源に関する研究○新幹線鉄道騒音振動対策及び騒音変動要因の
把握に関する研究○都市計画に伴う市内河川の水質変化に関する研究○有害
化学物質のノンターゲットモニタリング手法の開発○浄化微生物による
VOC汚染除去に関する研究○生物応答を用いた排水試験法(WET)による名
古屋市内事業所排水の評価に関する研究○電子顕微鏡を用いた緊急時におけ
る原因追究に関する研究○市内河川からの悪臭物質の包括的分析法に関する
調査研究○都市型 PM2.5 の高濃度化現象の原因解明と常時監視データ補正
法○多種・新規化学物質の網羅的モニタリングと地域ネットワークを活用し
た統合的評価・管理手法の開発○市内湧水の水質・水量に関する研究○地下
水汚染と自然由来土壌汚染との関連解明に関する調査研究○将来的な資源・
ごみの排出にかかる課題調査○栄養・食生活アンケート○敬老パス制度に関
する市民アンケート○平成 30 年度都市計画マスタープラン検討調査業務委
託○名古屋市公共交通のあり方詳細検討業務委託○特定通路調査業務委託○
久屋大通(南エリア)の整備の前提条件に関する検討○名古屋南部東海道周辺
の山車行事調査事業○上下水道事業の技術的課題に関する調査研究○自殺対
策および自死遺族支援に関する研究○野菜を食べない人の背景に関する研究

(公財)名古屋
まちづくり公
社名古屋都市
センター

○自動運転がまちづくりに及ぼす影響に関する研究○中川運河地区における
産業空間の価値向上に関する研究○名古屋都心における路地的空間の形成可
能性の基礎研究○官民連携によるまちづくりについて～名古屋市における活
用可能性～○道路の整備におけるストック効果について○災害に関する情報
の「伝え方」～ハザードマップから見る情報について～

豊橋市

○大規模地震災害時における住民間共助を考慮した要配慮者支援策に関する
研究○人間欲求の変化を組み込んだ避難所運営モデルの開発と事前復興計画
○避難所におけるピクトグラムの活用○東三河地域における防災拠点のリア
ルタイム耐震診断技術に関する研究○ AI技術活用調査研究○まちづくりに
関するアンケート○豊橋市での移動販売を用いた地域課題解決策の研究○平
成 30 年度豊橋市市民意識調査○平成 30 年度豊橋市外国人市民意識調査○
GISを用いた豊橋市の産業立地の調査研究○患者満足度調査○太陽光発電
所に関する情報を収集・分析、日射量及び気温の発電量への影響調査○太陽
光パネル診断システム開発業務委託

豊橋市役所企
画部未来創生
戦略室

○キャッシュレス○ ICT○シェアリングエコノミー○農福連携調査○住民
基本台帳に基づく人口動態等の状況やアンケート調査に基づく転入・転出の
要因分析
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京都府

た検討業務○魅力あるまちづくりを目指した持続可能な都市の構築の検討○
ビッグデータ等を活用した交通流動実態調査

綾部市 ○「綾部市人権教育・啓発推進計画」に関する市民調査○こころの健康に関
する市民意識調査

八幡市 ○都市計画マスタープラン○観光基本計画策定

京田辺市

○総合計画策定のための市民・中学生アンケート○京田辺市交通量調査○新
田辺駅東地区まちづくり事業○市内バス交通利用実態等把握調査○平成 29
年度 京田辺市立地適正化計画策定支援業務委託○空家等所有者を対象とし
たアンケート調査○京都府農総研跡地における公園整備にかかる費用対効果
算定業務委託

大阪府

おおさか市町
村職員研修研
究センター
(マッセ
OSAKA)

○地域通貨を導入した地方創生研究会○働き方改革を踏まえた組織マネジメ
ント研究会

堺市
○将来人口フレーム検討及び社会潮流・現状分析○堺市ビジター実態調査○
第4次堺市地域福祉計画策定に向けた調査○教員養成期における効果的な研
修について○社会教育調査研究活動

(公財)堺都市
政策研究所

○「歴史街道を基軸とした都市魅力の向上と発信に関する調査研究Ⅱ」○地
域経済分析システム(RESAS)を活用した泉州地域の産業活性化方策に関す
る調査研究○広域連携による地域の活性化に関する調査研究○市民研究員に
よる調査研究○堺市民経済計算(平成 28 年度)○泉州地域市町民経済計算(平
成 28 年度)○平成 23 年泉州地域産業連関表○堺市におけるクルーズ客船誘
致に関する調査(仮称)○「堺市文化芸術創造都市プロジェクト」による経済
波及効果○「中心市街地活性化関連事業」による経済波及効果の継続調査○
「KIX泉州ツーリズムビューローの事業実施による各市町(泉州地域9市4
町)への経済波及効果」の推計○阪神高速大和川線のストック効果の検証業
務○堺市における「阪堺線」への支援等による経済波及効果の調査

岸和田市 ○市民意識調査○地域自治の促進に向けた参加のあり方○事業所における男
女共同参画に関する意識調査

岸和田市総合
政策部企画課
政策担当

○地域自治の促進に向けた参加のあり方 ―計画づくりと民主性・開放性―
○市民意識調査

豊中市
○豊中市協働の取組状況調査○豊中市子育ち・子育て支援に関するニーズ等
調査○子どもの居場所づくりに関する地域資源調査・研究○豊中市受動喫煙
に関するアンケート調査○「とよなかの環境・中間報告～2017 年度速報版～」
に対するご意見○豊中市産業状況調査

とよなか都市
創造研究所

○豊中市の単身世帯の生活に関する調査研究Ⅰ○豊中市の地域自治組織に関
する調査研究○とよなか都市創造研究所の活動検証と自治体シンクタンクの
あり方に関する調査研究

吹田市
○平成 30 年度(2018 年度)吹田市市民意識調査○吹田市の環境に関するアン
ケート調査○吹田市立男女共同参画センター調査研究「若年層を取り巻く性
暴力の現状とは～被害予防のために必要なこと～」○南千里公共広場におけ
るオープニングウィーク○効果的な禁煙支援活動に関する研究

高槻市
○まちづくりに関するアンケート調査○高槻市市民意識調査○高槻市と関西
大学による市民意識調査○高槻市都市計画マスタープラン改定に向けた市民
意識調査等○自転車利用実態調査○史跡阿武山古墳に関する調査研究

守口市 ○守口市の「幼児教育・保育の無償化」政策に関するアンケート調査

枚方市
○第6回枚方市自然環境調査(枚方ふるさといきもの調査)○子ども・子育て
支援に関するアンケート調査○ RPAの活用○タブレットを使った通訳サー
ビスの導入

八尾市

○未来の八尾1万人意識調査○平成 30 年度 八尾市民意識調査○八尾市こ
どもいきいき未来計画策定に係るニーズ調査○八尾市校区まちづくり協議会
あり方検討について○地域別健康課題に関する調査研究○要介護認定区分の
全国比較と動向分析○特定健診受診率、特定保健指導利用率・実施率等デー
タ分析○景気動向調査○ごみ組成分析調査

寝屋川市
○大都市圏均衡住宅都市における人口減少時代の魅力発信の在り方に関する
調査研究○寝屋川市が実施する介護予防・日常生活支援総合事業を通じた予
防理学療法の活用がその後の虚弱高齢者の身体機能向上、社会参加そして介
護サービス未利用状態の維持に与える効果の評価

河内長野市 ○第 45 回 河内長野市民意識調査 ＜子育てしやすいまちづくり＞につ
いて○「丘の生活拠点」(南花台)自立化推進モデル事業総合研究

箕面市 ○高齢者基本健康調査○成人祭に関するアンケート○箕面市地域公共交通網
形成計画作成業務

門真市 ○平成 30 年度「市民ご意見番」アンケート調査○門真市市民意識調査 平成
30 年度調査○門真市市民幸福実感に関する意識調査 平成 30 年度調査○門
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大阪府

真市外在住者に対するアンケート調査○子育て中の職員のモチベーション
アップを図る○緑の基本計画改定に伴う市民アンケート等の調査○門真市
2025 年問題対策検討委員会

高石市 ○高石市自殺対策計画策定実施調査○高石市子ども・子育て支援に関する
ニーズ等調査

四條畷市
○商店街活性化調査研究事業○公共施設等劣化診断調査○四條畷市立四條畷
南中学校敷地内活断層調査○全国標準学力検査(NRT)および学級集団状況
調査(hyper-QU)【図書文化社】○四條畷市人権に関する市民意識調査○四
條畷市子ども・子育て支援事業計画(第2期計画)策定に係るニーズ等調査

大阪狭山市

○第五次大阪狭山市総合計画策定における団体アンケート調査○第五次大阪
狭山市総合計画策定における小学生アンケート調査○第4次大阪狭山市地域
福祉計画・大阪狭山市地域福祉活動計画策定に向けたアンケート調査○「健
康大阪さやま 21(第2次計画)」及び「大阪狭山市食育推進計画」の評価のた
めの健康意識調査○建物等利用実態に関するアンケート調査○大阪狭山市男
女共同参画に関する市民意識調査○大阪狭山市歴史文化基本構想の策定

兵庫県

姫路市 ○姫路市新総合計画策定に係る基礎調査○播磨圏域の将来の労働力需給に関
する調査○姫路市観光動向調査○救急体制のあり方検討会

尼崎市 ○市民意識調査○WEBアンケート調査○人口分析業務

(公財)尼崎地
域産業活性化
機構

○事業所景況調査○労働環境実態調査○尼崎市中小企業の生産性向上に関す
る実態調査○尼崎市における創業に関する実態調査○人口分析業務○製造業
実態調査○商業実態調査○台風 21 号による市内事業所への影響調査○場づ
くり実践者に関する実態調査

明石市 ○「明石市ユニバーサルデザインのまちづくり実行計画(仮称)」策定に向け
たアンケート・ヒアリング調査

西宮市
○西宮市まちづくり評価アンケート○西宮市民意識調査○西宮市市政モニ
ター制度○データ利活用の推進に関する調査研究○西宮市農業振興計画基礎
資料作成○埋蔵文化財発掘調査○無形文化財緊急調査○市指定文化財「如意
庵(寺)過去帳」及び如意寺所蔵文書の調査○西宮の漁労用具調査

芦屋市 ○市民参画協働推進に関する市民意識調査○平成 30 年度子育て支援に関す
るアンケート調査

豊岡市 ○地方自治体政策検証(豊岡市におけるジェンダー課題)
加古川市 ○平成 30 年度 市民意識調査
西脇市 ○総合計画策定に係る基礎調査

宝塚市
○市民アンケート調査○第6次総合計画策定に向けた基礎調査○チームたか
らづか○健康たからづか 21(第2次後期計画)アンケート調査・計画策定○緑
の基本計画改定に係る市民アンケート調査外業務委託○宝塚市詐欺電話撃退
機器貸与事業

三田市 ○三田市市民意識調査
養父市 ○食生活アンケート○養父市の水と水道
宍粟市 ○第2次総合計画・総合戦略策定に向けた市民アンケート調査

加東市 ○平成 30 年度加東市内高速バス停留所利用者ヒアリング調査○子育て世帯
の経済状況と生活実態調査○平成 30 年度職員満足度調査アンケート

奈良県 大和高田市 ○大和高田市次期総合計画策定基礎調査○行政評価(事務事業評価)
天理市 ○市政アンケート○天理市地域公共交通網形成計画策定支援業務

和歌山県

和歌山市
○和歌山市地域公共交通網形成計画策定支援業務○地域活性化策検討プロ
ジェクトチーム○和歌山城天守閣整備検討プロジェクトチーム○景況動向調
査○和歌山市観光客実態調査

有田市 ○有田市の公共交通に関するアンケート調査

田辺市 ○一般廃棄物処理基本計画○田辺市都市計画マスタープランの改定○第二期
田辺市子ども･子育て支援事業計画ニーズ調査

紀の川市 ○市民意識調査(長期総合計画進捗管理)

鳥取県 米子市 ○米子市生活排水プロジェクト庁内検討委員会の開催(計 13 回)○米子市生
活排水処理に関する市民意識調査の実施

島根県

松江市

○史跡及び名勝菅田庵追加指定予定地調査○外国人観光客モニター事業○
サービス付き高齢者向け住宅に関する実態調査○平成 30 年度 松江市ひと
り親家庭の支援に関するアンケート調査○松江市市民活動センター利用者ア
ンケート○マーケティング手法を活用したシティプロモーションに関する調
査研究○美保関町の住みやすさ調査

出雲市 ○若手職員政策研究

益田市
○第2期益田市子ども・子育て支援事業計画策定に係るニーズ調査○地域経
済循環分析を用いた益田市における地産地消の実態調査○益田市自死対策総
合計画策定
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京都府

た検討業務○魅力あるまちづくりを目指した持続可能な都市の構築の検討○
ビッグデータ等を活用した交通流動実態調査

綾部市 ○「綾部市人権教育・啓発推進計画」に関する市民調査○こころの健康に関
する市民意識調査

八幡市 ○都市計画マスタープラン○観光基本計画策定

京田辺市

○総合計画策定のための市民・中学生アンケート○京田辺市交通量調査○新
田辺駅東地区まちづくり事業○市内バス交通利用実態等把握調査○平成 29
年度 京田辺市立地適正化計画策定支援業務委託○空家等所有者を対象とし
たアンケート調査○京都府農総研跡地における公園整備にかかる費用対効果
算定業務委託

大阪府

おおさか市町
村職員研修研
究センター
(マッセ
OSAKA)

○地域通貨を導入した地方創生研究会○働き方改革を踏まえた組織マネジメ
ント研究会

堺市
○将来人口フレーム検討及び社会潮流・現状分析○堺市ビジター実態調査○
第4次堺市地域福祉計画策定に向けた調査○教員養成期における効果的な研
修について○社会教育調査研究活動

(公財)堺都市
政策研究所

○「歴史街道を基軸とした都市魅力の向上と発信に関する調査研究Ⅱ」○地
域経済分析システム(RESAS)を活用した泉州地域の産業活性化方策に関す
る調査研究○広域連携による地域の活性化に関する調査研究○市民研究員に
よる調査研究○堺市民経済計算(平成 28 年度)○泉州地域市町民経済計算(平
成 28 年度)○平成 23 年泉州地域産業連関表○堺市におけるクルーズ客船誘
致に関する調査(仮称)○「堺市文化芸術創造都市プロジェクト」による経済
波及効果○「中心市街地活性化関連事業」による経済波及効果の継続調査○
「KIX泉州ツーリズムビューローの事業実施による各市町(泉州地域9市4
町)への経済波及効果」の推計○阪神高速大和川線のストック効果の検証業
務○堺市における「阪堺線」への支援等による経済波及効果の調査

岸和田市 ○市民意識調査○地域自治の促進に向けた参加のあり方○事業所における男
女共同参画に関する意識調査

岸和田市総合
政策部企画課
政策担当

○地域自治の促進に向けた参加のあり方 ―計画づくりと民主性・開放性―
○市民意識調査

豊中市
○豊中市協働の取組状況調査○豊中市子育ち・子育て支援に関するニーズ等
調査○子どもの居場所づくりに関する地域資源調査・研究○豊中市受動喫煙
に関するアンケート調査○「とよなかの環境・中間報告～2017 年度速報版～」
に対するご意見○豊中市産業状況調査

とよなか都市
創造研究所

○豊中市の単身世帯の生活に関する調査研究Ⅰ○豊中市の地域自治組織に関
する調査研究○とよなか都市創造研究所の活動検証と自治体シンクタンクの
あり方に関する調査研究

吹田市
○平成 30 年度(2018 年度)吹田市市民意識調査○吹田市の環境に関するアン
ケート調査○吹田市立男女共同参画センター調査研究「若年層を取り巻く性
暴力の現状とは～被害予防のために必要なこと～」○南千里公共広場におけ
るオープニングウィーク○効果的な禁煙支援活動に関する研究

高槻市
○まちづくりに関するアンケート調査○高槻市市民意識調査○高槻市と関西
大学による市民意識調査○高槻市都市計画マスタープラン改定に向けた市民
意識調査等○自転車利用実態調査○史跡阿武山古墳に関する調査研究

守口市 ○守口市の「幼児教育・保育の無償化」政策に関するアンケート調査

枚方市
○第6回枚方市自然環境調査(枚方ふるさといきもの調査)○子ども・子育て
支援に関するアンケート調査○ RPAの活用○タブレットを使った通訳サー
ビスの導入

八尾市

○未来の八尾1万人意識調査○平成 30 年度 八尾市民意識調査○八尾市こ
どもいきいき未来計画策定に係るニーズ調査○八尾市校区まちづくり協議会
あり方検討について○地域別健康課題に関する調査研究○要介護認定区分の
全国比較と動向分析○特定健診受診率、特定保健指導利用率・実施率等デー
タ分析○景気動向調査○ごみ組成分析調査

寝屋川市
○大都市圏均衡住宅都市における人口減少時代の魅力発信の在り方に関する
調査研究○寝屋川市が実施する介護予防・日常生活支援総合事業を通じた予
防理学療法の活用がその後の虚弱高齢者の身体機能向上、社会参加そして介
護サービス未利用状態の維持に与える効果の評価

河内長野市 ○第 45 回 河内長野市民意識調査 ＜子育てしやすいまちづくり＞につ
いて○「丘の生活拠点」(南花台)自立化推進モデル事業総合研究

箕面市 ○高齢者基本健康調査○成人祭に関するアンケート○箕面市地域公共交通網
形成計画作成業務

門真市 ○平成 30 年度「市民ご意見番」アンケート調査○門真市市民意識調査 平成
30 年度調査○門真市市民幸福実感に関する意識調査 平成 30 年度調査○門
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島根県 大田市 ○平成 30 年度大田市空家等実態再調査
雲南市 ○市民生活の現状に関するアンケート調査

岡山県

岡山市 ○岡山市子ども・子育て支援に関するアンケート調査

津山市
○平成 30 年度市民満足度アンケート○津山市 共創・協働のまちづくりア
ンケート○津山市地域福祉計画策定のためのアンケート調査○津山地域農業
ビジネスモデル構築調査検討

玉野市 ○市民意識調査

井原市 ○情報化に関するアンケート調査○井原市子ども・子育て支援ニーズ調査(就
学前児童)、井原市子育て支援に関するアンケート調査(小学生児童)

備前市 ○若手の人材育成
瀬戸内市 ○瀬戸内市市民まちづくり意識調査
浅口市 ○浅口市の次代を担う若者の意識調査

広島県
福山市 ○女性の就労についての調査○女性活躍推進調査○人権尊重のまちづくりに

関する市民意識調査

大竹市 ○大竹市地域福祉計画策定のためのアンケート○大竹市民の幸せ感に関する
アンケート

山口県

下関市 ○第2次下関市地球温暖化対策実行計画(区域施策編)策定に係る調査○「ふ
くふく健康 21(第二次)」中間評価のための生活習慣アンケート調査

防府市

○防府市の水道・下水道に関するお客様アンケート○まちづくりに関するア
ンケート○防府市には古代から中世にかけて周防国府が存在し、その遺構に
関して考古学の分野における発掘調査が進められてきた。調査結果を基に、
周防国府について歴史的な見地から分析を行い、防府市を形づくる核となっ
た周防国府を、より具体的に提示するための基礎資料とする。閲覧可能場
所：防府市立防府図書館○防府地域の伝統工芸者調査と共創の可能性を探る
実践的研究

下松市 ○下松市子どもの食育に関するアンケート

光市 ○平成 30 年度光市まちづくり市民アンケート○子ども・子育て支援に関す
る市民アンケート調査

柳井市
○阿月地区夢プラン策定に係るアンケート調査○柳井市子ども・子育て支援
に関するニーズ調査○柳井市農業振興地域整備計画見直しにかかるアンケー
ト調査

美祢市
○美祢にいってみ台湾
～美祢市における台湾人観光客誘致のための企画提案～○美祢市麦川地区坑
内水臭気対策に関する研究○国指定史跡長登銅山跡発掘調査○秋芳洞照明植
生対策調査○美祢市化石採集場化石調査

山陽小野田市 ○山陽小野田市観光プロモーション調査事業

徳島県

徳島市
○平成 30 年度徳島市カーボン・マネジメント強化事業○今後の広報事業の
あり方○平成 30 年度窓口ワーキンググループ○こころの健康に関するアン
ケート調査

阿南市
○阿南市在宅医療・介護連携推進事業に係るアンケート調査(介護支援専門
員対象)○阿南市在宅医療・介護連携推進事業に係るアンケート調査(訪問看
護事業所対象)○阿南市在宅医療・介護連携推進事業に係るアンケート調査
(医療機関対象)○透析患者の実態調査

美馬市 ○美馬市次期総合計画策定に係る住民意識調査○産業振興ビジョンの策定○
子ども・子育て支援ニーズ調査

香川県

高松市 ○中小企業者・小規模事業者の事業継承に関するアンケート○食品ロスに関
するアンケート

丸亀市 ○第2期丸亀市こども未来計画策定に係るアンケート調査

観音寺市
○都市計画マスタープラン及び立地適正化計画策定のための市民アンケート
調査○自殺対策計画策定のための市民アンケート調査○子ども・子育て支援
事業計画策定のための市民アンケート調査○環境基本計画策定のための市民
アンケート調査

愛媛県

宇和島市 ○復旧・復興に関する市民アンケート調査

西条市自治政
策研究所

○「健幸都市西条」実現への挑戦～健康寿命を延ばす3つの戦略～○人口減
少対策に関する研究～西条市が目指す人口の展望と施策の方向性～○高校生
と共同研究を継続的に実現する改善策の考案～ローカルファンド共同研究を
通して～○ 2040 年西条市の未来予想と施策の方向性について

伊予市 ○伊予市市民満足度調査

四国中央市 ○四国中央市自殺対策計画策定のための市民アンケート○債権管理適正化に
向けた調査・研究

高知県 四万十市 ○四万十市・高知大学連携事業
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福岡県

北九州市立大
学地域戦略研
究所

○ 2018 シーズン・Jリーグスタジアム調査業務○プノンペン都の産業人材
育成体制の構築(パートナー型)○北九州市の人口動態に関する調査研究業務
○「北九州ポップカルチャーフェスティバル 2018」における経済波及効果分
析○拠点をつなぐ公共交通の計画とその将来像○北九州市内における SDGs

の認知度に関する調査○北九州市の文化コンテンツとしての漫画に対する提
言―韓国釜山広域市の Global Webtoon Centerを事例として－○「北九州に
おける集客イベントの効果と展望(5)～国際スポーツ大会誘致や、各種ス
ポーツのリーグ戦開催等に対する市民意識～」○高齢労働者による地域支援
活動への意識に関する研究－山口県の事例をもとに－○日本遺産「関門“ノ
スタルジック”海峡」認定後2年間の現状分析

(公財)福岡ア
ジア都市研究
所

○ Society 5.0:福岡市における「人」が中心の未来社会○防災と地域スポー
ツコミュニティ○「ゲーム都市・福岡市」の進化を促す“eスポーツ”による
地域振興の可能性に関する研究

大牟田市
○まちづくり市民アンケート○大牟田市市民意識調査○大牟田市社会教育・
生涯学習基礎調査研究○第二期大牟田市子ども・子育て支援事業計画に係る
市民アンケート調査

久留米市

○第 42 回(平成 30 年度)久留米市民意識調査○平成 30 年度市政アンケート
モニター「くるモニ」○第7回市職員の男女平等に関する意識調査○第6回
久留米市補助金交付団体の男女共同参画状況調査○市政アンケートモニター
くるモニ 「生物多様性の保全」○久留米市子ども・子育て支援事業計画に係
るニーズ調査

飯塚市 ○マイナンバーカードの利活用について○地理情報システムについて

八女市 ○あなたの声でまちづくり～八女市の行政サービスに対する市民アンケート
～

筑紫野市 ○第六次総合計画策定に係る基礎調査
宮若市 ○新国富指標市民アンケート
朝倉市 ○第2次朝倉市総合計画策定に係る市民意識調査
糸島市 ○第2期糸島市地域福祉計画○糸島市市民満足度調査

佐賀県 鳥栖市
○鳥栖市転入者アンケート○鳥栖市の公共交通に関するアンケート○第2期
鳥栖市子ども・子育て支援事業計画策定のためのニーズ調査○鳥栖市都市計
画マスタープラン策定における地区別ワークショップの実施

長崎県

長崎市

○市民意識調査○市政に関する意識調査○長崎市第5次総合計画に係る基本
指標推計及び分析業務○長崎のまちづくりに大学生の意見を活かすための調
査研究○「転出者」及び「結婚・妊娠・出産・子育て」に関する意識調査○
男女共同参画に関する市民意識調査○ながさきの「食」市民意識調査○なが
さきの「食」に関するアンケート調査○し尿等下水道投入実験○廃棄物適正
処理調査業務

佐世保市政策
推進センター

○デジタル社会における行政サービスのあり方～AI・IoT導入による行政
サービスの変革とその導入可能性～○外国人観光客 750 万人の国際観光都市
佐世保構想○佐世保市政策推進センター白書○公共施設等における
PPP/PFIの推進○本市の人口減少の実態について

島原市 ○島原市市勢振興計画の策定に向けた市民アンケート調査○こころの健康に
関する意識調査

大村市
○新大村駅(仮称)周辺地区に係る公有地活用に向けたサウンディング型市場
調査○平成 30 年度大村市のまちづくりに関する市民満足度調査○小学校給
食における米飯給食回数等のアンケート調査○中学校給食アンケート調査○
第2期おおむら子ども子育て支援プランに係るアンケート調査

壱岐市 ○総合計画策定に伴う基礎調査
五島市 ○異動人口調査

熊本県

熊本市

○熊本市の下水道事業の歴史的考察○平成 28 年熊本地震における民生委
員・児童委員の要配慮者支援(2)～熊本市内の主任児童委員の災害対応・支
援の実態～○義援金募集の実施に係る被害規模と報道の影響○旧熊本市庁舎
の移転・建設の経緯と都市への影響－その時代別特徴を見る－○公民連携
(PPP)事業に関する調査研究○熊本市の初期救急医療体制の構築経過とこ
れからの課題○熊本地震(2016)に係る熊本市役所産業保健活動の実態と課題
○『特別史跡熊本城跡総括報告書 歴史資料編』の刊行○年報の刊行○『復
興 熊本城』の刊行○熊本城パンフレット「復興へ向けて」の刊行

熊本市都市政
策研究所

○熊本市の下水道事業の歴史的考察○平成 28 年熊本地震における民生委
員・児童委員の要配慮者支援(2)～熊本市内の主任児童委員の災害対応・支
援の実態～○義援金募集の実施に係る被害規模と報道の影響○旧熊本市庁舎
の移転・建設の経緯と都市への影響－その時代別特徴を見る－○公民連携
(PPP)事業に関する調査研究○熊本市の初期救急医療体制の構築経過とこ
れからの課題○熊本地震(2016)に係る熊本市役所産業保健活動の実態と課題

八代市 ○やつしろ学生ラボ○生姜の茎葉の有効活用に関する研究○地域資源を活用
した海外販路開拓
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島根県 大田市 ○平成 30 年度大田市空家等実態再調査
雲南市 ○市民生活の現状に関するアンケート調査

岡山県

岡山市 ○岡山市子ども・子育て支援に関するアンケート調査

津山市
○平成 30 年度市民満足度アンケート○津山市 共創・協働のまちづくりア
ンケート○津山市地域福祉計画策定のためのアンケート調査○津山地域農業
ビジネスモデル構築調査検討

玉野市 ○市民意識調査

井原市 ○情報化に関するアンケート調査○井原市子ども・子育て支援ニーズ調査(就
学前児童)、井原市子育て支援に関するアンケート調査(小学生児童)

備前市 ○若手の人材育成
瀬戸内市 ○瀬戸内市市民まちづくり意識調査
浅口市 ○浅口市の次代を担う若者の意識調査

広島県
福山市 ○女性の就労についての調査○女性活躍推進調査○人権尊重のまちづくりに

関する市民意識調査

大竹市 ○大竹市地域福祉計画策定のためのアンケート○大竹市民の幸せ感に関する
アンケート

山口県

下関市 ○第2次下関市地球温暖化対策実行計画(区域施策編)策定に係る調査○「ふ
くふく健康 21(第二次)」中間評価のための生活習慣アンケート調査

防府市

○防府市の水道・下水道に関するお客様アンケート○まちづくりに関するア
ンケート○防府市には古代から中世にかけて周防国府が存在し、その遺構に
関して考古学の分野における発掘調査が進められてきた。調査結果を基に、
周防国府について歴史的な見地から分析を行い、防府市を形づくる核となっ
た周防国府を、より具体的に提示するための基礎資料とする。閲覧可能場
所：防府市立防府図書館○防府地域の伝統工芸者調査と共創の可能性を探る
実践的研究

下松市 ○下松市子どもの食育に関するアンケート

光市 ○平成 30 年度光市まちづくり市民アンケート○子ども・子育て支援に関す
る市民アンケート調査

柳井市
○阿月地区夢プラン策定に係るアンケート調査○柳井市子ども・子育て支援
に関するニーズ調査○柳井市農業振興地域整備計画見直しにかかるアンケー
ト調査

美祢市
○美祢にいってみ台湾
～美祢市における台湾人観光客誘致のための企画提案～○美祢市麦川地区坑
内水臭気対策に関する研究○国指定史跡長登銅山跡発掘調査○秋芳洞照明植
生対策調査○美祢市化石採集場化石調査

山陽小野田市 ○山陽小野田市観光プロモーション調査事業

徳島県

徳島市
○平成 30 年度徳島市カーボン・マネジメント強化事業○今後の広報事業の
あり方○平成 30 年度窓口ワーキンググループ○こころの健康に関するアン
ケート調査

阿南市
○阿南市在宅医療・介護連携推進事業に係るアンケート調査(介護支援専門
員対象)○阿南市在宅医療・介護連携推進事業に係るアンケート調査(訪問看
護事業所対象)○阿南市在宅医療・介護連携推進事業に係るアンケート調査
(医療機関対象)○透析患者の実態調査

美馬市 ○美馬市次期総合計画策定に係る住民意識調査○産業振興ビジョンの策定○
子ども・子育て支援ニーズ調査

香川県

高松市 ○中小企業者・小規模事業者の事業継承に関するアンケート○食品ロスに関
するアンケート

丸亀市 ○第2期丸亀市こども未来計画策定に係るアンケート調査

観音寺市
○都市計画マスタープラン及び立地適正化計画策定のための市民アンケート
調査○自殺対策計画策定のための市民アンケート調査○子ども・子育て支援
事業計画策定のための市民アンケート調査○環境基本計画策定のための市民
アンケート調査

愛媛県

宇和島市 ○復旧・復興に関する市民アンケート調査

西条市自治政
策研究所

○「健幸都市西条」実現への挑戦～健康寿命を延ばす3つの戦略～○人口減
少対策に関する研究～西条市が目指す人口の展望と施策の方向性～○高校生
と共同研究を継続的に実現する改善策の考案～ローカルファンド共同研究を
通して～○ 2040 年西条市の未来予想と施策の方向性について

伊予市 ○伊予市市民満足度調査

四国中央市 ○四国中央市自殺対策計画策定のための市民アンケート○債権管理適正化に
向けた調査・研究

高知県 四万十市 ○四万十市・高知大学連携事業

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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熊本県
荒尾市

○世界遺産まちづくり人材育成事業概要○総合計画成果検証のためのアン
ケート調査○荒尾市子どもの生活に関する実態調査○荒尾市子ども・子育て
支援事業計画策定のためのアンケート調査○ごみの再組成分析検査○公民館
活動状況調査○市内従業員数調査○企業動向調査○平成 30 年熊本県観光統
計調査

宇土市
○第6次宇土市総合計画策定のための高校生アンケート調査○第3次宇土市
環境基本計画○第2期宇土市子ども・子育て支援事業計画作成のためのニー
ズ調査

大分県 日田市
○日田市市民意識調査○こころの健康についてのアンケート○日田市子ど
も・子育て支援事業計画のための実態調査(就学前児童用)○日田市子ども・
子育て支援事業計画のための実態調査(就学児童用)

津久見市 ○イルカ繁殖研究

宮崎県

宮崎市 ○市民意識調査
延岡市 ○地域の移動手段確保調査事業○延岡城跡石垣調査
日向市 ○総合体育館整備に向けた調査研究
えびの市 ○市民意識調査○地域の買い物環境に関する調査

鹿児島県
鹿児島市

○新島利活用可能性調査業務委託○定置捕集装置による大気汚染観測及び調
査研究○地下水共同調査○第二期子ども・子育て支援事業計画策定に向けた
利用ニーズ把握のための調査報告書○鹿児島市中心市街地来街者回遊性・満
足度調査

垂水市 ○たるみず元気プロジェクト 健康チェック
奄美市 ○奄美市幸福度調査アンケート

沖縄県

那覇市 ○那覇市民意識調査
宜野湾市 ○宜野湾市行財政改革調査・検証
糸満市 ○再生水利用可能性検討調査等業務

沖縄市

○総合計画等のための基礎調査(市民意識調査、人口推計、財政推計など)○
食育推進計画策定のための基礎調査(事業実施状況、関連統計など)○沖縄市
農産業活性化計画○沖縄市企業誘致基礎調査○沖縄市都市計画マスタープラ
ン改定業務委託○健康増進計画策定のための基礎調査(事業実施状況、関連
統計など)

宮古島市 ○平成 30 年度地下水保全調査業務

都市シンクタンク等名 設置形態 設置団体名
青森公立大学地域連携センター 大学の附置機関 青森公立大学
盛岡市まちづくり研究所 大学の附置機関 盛岡市・岩手県立大学
鹿角市政策研究所 自治体の内部組織 鹿角市
最上地域政策研究所 常設の任意団体 新庄市・金山町・最上町・舟

形町・真室川町・大蔵村・鮭
川村・戸沢村・最上広域市町
村圏事務組合・山形県

うつのみや市政研究センター 自治体の内部組織 宇都宮市
矢板市政策研究会議 自治体の内部組織 矢板市
高崎経済大学地域科学研究所 大学の附置機関 高崎市
彩の国さいたま人づくり広域連合 広域連合 埼玉県及び埼玉県の全市町村

(63 市町村)
かすかべ未来研究所 自治体の内部組織 春日部市
埼玉県東南部都市連絡調整会議 常設の任意団体 草加市・越谷市・八潮市・三

郷市・吉川市・松伏町
戸田市政策研究所 自治体の内部組織 戸田市
松戸市政策推進課市政総合研究室 自治体の内部組織 松戸市
港区政策創造研究所 自治体の内部組織 港区
新宿自治創造研究所 自治体の内部組織 新宿区
せたがや自治政策研究所 自治体の内部組織 世田谷区
(公財)荒川区自治総合研究所 公益財団法人 荒川区
三鷹ネットワーク大学推進機構 NPO法人 三鷹市
(公財)東京市町村自治調査会 公益財団法人 東京都多摩・島しょ地域 26

市5町8村

表3 都市シンクタンク等一覧

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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町田市未来づくり研究所 自治体の内部組織 町田市
日野市企画経営課地域戦略担当 自治体の内部組織 日野市
さがみはら都市みらい研究所 自治体の内部組織 相模原市
横須賀市政策推進部都市政策研究所 自治体の内部組織 横須賀市
鎌倉市政策創造課 自治体の内部組織 鎌倉市
みうら政策研究所 市内部の常設型の提言機構 三浦市
伊勢原市政策研究所 自治体の内部組織 伊勢原市
上越市創造行政研究所 自治体の内部組織 上越市
甲斐市政策研究所 自治体の内部組織 甲斐市
上田市政策研究センター 自治体の内部組織 上田市
駒ヶ根市政策研究所 常設の任意団体 駒ヶ根市
中野市政策研究所 自治体の内部組織 中野市
(一財)飛騨高山大学連携センター 一般財団法人 高山市
(公財)名古屋まちづくり公社名古屋都市セン
ター

公益財団法人 名古屋市

豊橋市企画部未来創生戦略室 自治体の内部組織 豊橋市
アシタのたかはま研究所 自治体の内部組織 高浜市
鈴鹿市政策経営部総合政策課政策創造グルー
プ

自治体の内部組織 鈴鹿市

草津未来研究所 自治体の内部組織 草津市
(公財)京都市景観・まちづくりセンター 公益財団法人 京都市
おおさか市町村職員研修研究センター
(マッセ OSAKA)

公益財団法人 (公財)大阪府市町村振興協会
(大阪府内の政令指定都市を
除く 31 市9町1村)

(公財)堺都市政策研究所 公益財団法人 堺市
岸和田市総合政策部企画課政策担当 自治体の内部組織 岸和田市
とよなか都市創造研究所 自治体の内部組織 豊中市
(公財)尼崎地域産業活性化機構 公益財団法人 尼崎市
(一財)下関 21 世紀協会 一般財団法人 下関市
西条市自治政策研究所 自治体の内部組織 西条市
北九州市立大学地域戦略研究所 大学の附置機関 北九州市立大学
(公財)福岡アジア都市研究所 公益財団法人 福岡市
佐世保市政策推進センター 自治体の内部組織 佐世保市
熊本市都市政策研究所 自治体の内部組織 熊本市
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熊本県
荒尾市

○世界遺産まちづくり人材育成事業概要○総合計画成果検証のためのアン
ケート調査○荒尾市子どもの生活に関する実態調査○荒尾市子ども・子育て
支援事業計画策定のためのアンケート調査○ごみの再組成分析検査○公民館
活動状況調査○市内従業員数調査○企業動向調査○平成 30 年熊本県観光統
計調査

宇土市
○第6次宇土市総合計画策定のための高校生アンケート調査○第3次宇土市
環境基本計画○第2期宇土市子ども・子育て支援事業計画作成のためのニー
ズ調査

大分県 日田市
○日田市市民意識調査○こころの健康についてのアンケート○日田市子ど
も・子育て支援事業計画のための実態調査(就学前児童用)○日田市子ども・
子育て支援事業計画のための実態調査(就学児童用)

津久見市 ○イルカ繁殖研究

宮崎県

宮崎市 ○市民意識調査
延岡市 ○地域の移動手段確保調査事業○延岡城跡石垣調査
日向市 ○総合体育館整備に向けた調査研究
えびの市 ○市民意識調査○地域の買い物環境に関する調査

鹿児島県
鹿児島市

○新島利活用可能性調査業務委託○定置捕集装置による大気汚染観測及び調
査研究○地下水共同調査○第二期子ども・子育て支援事業計画策定に向けた
利用ニーズ把握のための調査報告書○鹿児島市中心市街地来街者回遊性・満
足度調査

垂水市 ○たるみず元気プロジェクト 健康チェック
奄美市 ○奄美市幸福度調査アンケート

沖縄県

那覇市 ○那覇市民意識調査
宜野湾市 ○宜野湾市行財政改革調査・検証
糸満市 ○再生水利用可能性検討調査等業務

沖縄市

○総合計画等のための基礎調査(市民意識調査、人口推計、財政推計など)○
食育推進計画策定のための基礎調査(事業実施状況、関連統計など)○沖縄市
農産業活性化計画○沖縄市企業誘致基礎調査○沖縄市都市計画マスタープラ
ン改定業務委託○健康増進計画策定のための基礎調査(事業実施状況、関連
統計など)

宮古島市 ○平成 30 年度地下水保全調査業務

都市シンクタンク等名 設置形態 設置団体名
青森公立大学地域連携センター 大学の附置機関 青森公立大学
盛岡市まちづくり研究所 大学の附置機関 盛岡市・岩手県立大学
鹿角市政策研究所 自治体の内部組織 鹿角市
最上地域政策研究所 常設の任意団体 新庄市・金山町・最上町・舟

形町・真室川町・大蔵村・鮭
川村・戸沢村・最上広域市町
村圏事務組合・山形県

うつのみや市政研究センター 自治体の内部組織 宇都宮市
矢板市政策研究会議 自治体の内部組織 矢板市
高崎経済大学地域科学研究所 大学の附置機関 高崎市
彩の国さいたま人づくり広域連合 広域連合 埼玉県及び埼玉県の全市町村

(63 市町村)
かすかべ未来研究所 自治体の内部組織 春日部市
埼玉県東南部都市連絡調整会議 常設の任意団体 草加市・越谷市・八潮市・三

郷市・吉川市・松伏町
戸田市政策研究所 自治体の内部組織 戸田市
松戸市政策推進課市政総合研究室 自治体の内部組織 松戸市
港区政策創造研究所 自治体の内部組織 港区
新宿自治創造研究所 自治体の内部組織 新宿区
せたがや自治政策研究所 自治体の内部組織 世田谷区
(公財)荒川区自治総合研究所 公益財団法人 荒川区
三鷹ネットワーク大学推進機構 NPO法人 三鷹市
(公財)東京市町村自治調査会 公益財団法人 東京都多摩・島しょ地域 26

市5町8村

表3 都市シンクタンク等一覧
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｢働き方改革を踏まえた組織マネジメント研究会」
～マッセOSAKA～

公益財団法人大阪府市町村振興協会 研修研究部（マッセOSAKA）

中堂 庄太（泉南市から派遣）

※執筆者プロフィール
平成 26 年4月
入庁 大阪府泉南市役所 生活福祉課

平成 29 年4月
大阪府市町村振興協会 派遣

1．マッセOSAKAの紹介

マッセ OSAKA（おおさか市町村職員研修

研究センターの愛称）は、1995 年に大阪府内

市町村職員を対象とした広域的な研修研究機

関として設立された。「マッセ」はmake up

sensibility（感性を育てる）の頭文字からとっ

た造語であり、「頑張りまっせ！」などの大阪

弁でもある。研究事業は、市町村独自の政策

形成の向上を図るため、広域的かつ将来的な

課題や政策について提言等を行うことを目的

としている。本稿で紹介する「研究会」は研

究事業のひとつで、学識経験者の助言・指導

を求めながら、市町村職員や関係者と共同し

て調査・研究を行っている。

なお、研究会の詳細や、報告書などの成果

物は、マッセ OSAKAのホームページから随

時情報発信している。（http://www.masse.

or.jp/）

2．「働き方改革を踏まえた組織マネジメン

ト研究会」について

マッセ OSAKAでは、2017 年度に「自治体

職員の働き方改革研究会」を実施し、自治体

職員の働き方の現状と課題をさまざまな面か

ら調査・分析し、今後どのような働き方を実

現すべきか、具体的に提言した。

本研究会は、2018 年5月、財務省財務総合

政策研究所研修部長兼人事院公務員研修所教

授の高嶋直人氏の指導のもと、研究活動をス

タートした。個人の働き方改革に着目した昨

年度の研究会とは対照的に、組織マネジメン

トに着目した。「業務に対するモチベーショ

ン調査」（詳細は後述）により明らかになった

課題を中心に議論を重ね、本年2月に成果報

告会を開催した。なお、研究成果や提言、各

地での視察報告等をまとめた報告書について

は本年3月に発行された。次章でその一部を
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図1 研究成果報告会の様子
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紹介する。

3．モチベーションマネジメントのすすめ

先述の通り、地方自治体職員の働き方に関

する実態を把握するためにアンケートを実施

し、分析を試みた結果、管理職と非管理職と

で働き方に対する考え方や感じ方、意識や価

値観、モチベーションに差異が見られた。こ

れは我々にとって大きな発見であり、こうし

た差異を埋めること、そもそも差異があるこ

とを意識することによって、一人一人が働き

方改革を自分事として捉え、より良い職場環

境を醸成できるのではないかと考えた。そこ

で、アンケート結果から明らかとなった課題

について、下記の提言を行いたい。

(1）仕事量

仕事量については、困難度の高い業務が多

いと思っている職員が多いことと、年齢に

よって業務量に差があることが明らかとなっ

た。困難度の高い業務を円滑に進めるために

は、その業務内容に特化した研修を積極的に

導入することが有効的である。また、年齢に

よる業務量の差を埋めるためには、適切な人

員配置とともに業務内容を精査する機会を設

けることも有効的である。組織全体で業務改

善に取り組むことによって、各部署の安定的

な業務遂行に繋がると考えられる。

(2）人材マネジメント

管理職は非管理職に対して指示待ちの者が

多いと感じており、非管理職は管理職に対し

て強いリーダーシップを求めていることが明

らかとなった。管理職と非管理職が両輪と

なって業務を遂行するためには、管理職のマ

ネジメント力の充実と、非管理職の組織に対

する貢献力の充実の双方が重要である。管理

職にはマネジメント研修、非管理職にはフォ

ロワーシップ研修を実施することにより、上

からの動き、下からの動きによる相乗効果が

生まれ、仕事の効率アップに繋がると考え

る。

(3）組織マネジメント

組織マネジメントについては、職員の適性

に応じた人事配置、業務量に応じた職員の配

置が最も求められていることが分かった。現

行の人事評価制度や庁内 FA制度を活用し、

職員の適性や業務遂行能力を把握し、検証・

評価することにより、適切な人事配置が可能

になる。また、組織としてこうした人事運用

を行っていくためには、人事に関する専門知

識の習得は不可欠である。人事について学ぶ

ことができる研修等の機会があることで、人

事の専門性が担保される。これによって円滑

な組織マネジメントが可能となる。

(4）モチベーション

モチベーションが上がる要因として、管理

職は仕事へのやりがいや社会貢献、非管理職

は自身の成長や職責、ワーク・ライフ・バラ

ンスとなっており、働くことそのものの価値

観が異なっていることが分かった。そのた

め、キャリア研修を行って組織での活躍を後

押しすることにより、若手職員が将来の見通

しを持てるようになると考えられる。また、

若手職員に積極的に業務を回すことが可能に

なると、先ほどあった仕事の適切な分担にも
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入庁 大阪府泉南市役所 生活福祉課

平成 29 年4月
大阪府市町村振興協会 派遣

1．マッセOSAKAの紹介

マッセ OSAKA（おおさか市町村職員研修

研究センターの愛称）は、1995 年に大阪府内

市町村職員を対象とした広域的な研修研究機

関として設立された。「マッセ」はmake up

sensibility（感性を育てる）の頭文字からとっ

た造語であり、「頑張りまっせ！」などの大阪

弁でもある。研究事業は、市町村独自の政策

形成の向上を図るため、広域的かつ将来的な

課題や政策について提言等を行うことを目的

としている。本稿で紹介する「研究会」は研

究事業のひとつで、学識経験者の助言・指導

を求めながら、市町村職員や関係者と共同し

て調査・研究を行っている。

なお、研究会の詳細や、報告書などの成果

物は、マッセ OSAKAのホームページから随

時情報発信している。（http://www.masse.

or.jp/）

2．「働き方改革を踏まえた組織マネジメン

ト研究会」について

マッセ OSAKAでは、2017 年度に「自治体

職員の働き方改革研究会」を実施し、自治体

職員の働き方の現状と課題をさまざまな面か

ら調査・分析し、今後どのような働き方を実

現すべきか、具体的に提言した。

本研究会は、2018 年5月、財務省財務総合

政策研究所研修部長兼人事院公務員研修所教

授の高嶋直人氏の指導のもと、研究活動をス

タートした。個人の働き方改革に着目した昨

年度の研究会とは対照的に、組織マネジメン

トに着目した。「業務に対するモチベーショ

ン調査」（詳細は後述）により明らかになった

課題を中心に議論を重ね、本年2月に成果報

告会を開催した。なお、研究成果や提言、各

地での視察報告等をまとめた報告書について

は本年3月に発行された。次章でその一部を
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図1 研究成果報告会の様子
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繋がる。また、時間や場所に縛られない勤務

体制や休暇の取得促進によって、働き方その

ものの質を高めることに繋がっている事例も

あるため、そうした制度を取り入れることも

有効的であると考えられる。

(5）コミュニケーション

業務内のコミュニケーションにおける管理

職と非管理職の感じ方は同じであったが、業

務外の感じ方にはギャップがあった。これ

は、時代背景や価値観の違いによる影響も大

きいと考えられるため、むしろ業務内でのコ

ミュニケーションの質を高めることが重要で

あり、ギャップがあるからこそ、丁寧に説明

することや、相手の立場を理解しようとする

姿勢が大切になってくるのだと再認識させら

れた。

図2 研究会が注目した部分

4．研究会を振り返って思うこと

ふと、『働き方改革はいったい誰のための

ものであろうか。』と考えることがある。国

際的に見て、日本には他国と遜色ない制度が

あるが、利用が進んでいない。確かに、働き

方改革として「働きやすさ」を実現するため

に、制度の充実が進んできたが、まだ真の働

き方改革ではない。「働きがい」の視点がな

いのだ。「働きがい」を実現するためには、マ

ネジメント改革が求められる。マネジメント

を改革するには、関わる全ての人（相手、上

司、部下、その家族）のことを考える必要が

ある。これによって、副次的に働き方改革が

目指す多様性（ダイバーシティ）を包含する

こともできる。つまり、働き方改革の実態は

働きがいに着目したマネジメント改革なの

だ。

研究活動を始めて間もない6月の大阪北部

地震、9月の台風 21 号により、大阪では甚大

な被害が発生し、研究活動の存続が危ぶまれ

た時期もあった。避難所開設や災害対応業務

に追われながらも研究活動に多くの時間を割

き、報告をまとめていただいた研究員の皆さ

ん、そして、2年間にわたり研究会の指導助

言を務めていただき多くの知見を与えてくだ

さった高嶋直人氏（現人事院公務員研修所客

員教授）にはこの場をお借りして感謝を述べ

たい。本研究会の成果が、全国の自治体で活

用されることを願っている。
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コミュニテイの迷い道～現在！過去×未来？ 舞台は地域共同社会の裁きの場でもあり知

恵が求められた

ギリシャ悲劇は、古代のディオニュソスの祭りに起源を持つという。そして、音楽や舞

台芸術は、社会参加の一形態であった。古代ギリシャの場合、都市国家アテネでは、民主

政の仕組みがあり、国事は市民たちが参加する民会で決定された。民会を主導する評議員

は毎年、抽選で選ばれ、すべての市民たちが平等に国政に参画した。ギリシャ悲劇におけ

るコロスの存在はそのような等質的な社会を表したものと語られる。

一方、日本においても古代社会において、地域社会と祭りと音楽、舞踊が密接な関係に

あったことが明らかになってきた。縄文時代、環状集落では、中心部に地域共同体の祭祀

の場があったとされる。縄文式の土器や土偶を供えて祭りが繰り広げられたのだろうか。

中世には、念仏踊りから始まって、庶民文化も発展していった。能・狂言のように武士社

会で育まれた舞台芸術もあるが、江戸時代には、活き活きとした町人社会が生まれ、歌舞

伎をはじめとする芝居は様々な変遷を経ながらも繁栄していった。

そうした舞台芸術はそれぞれの時代の社会の様相を色濃く反映しているが、共通して見

られるのが、裁きの場面である。

ギリシャ悲劇の裁きの場面では、裁判長は女神アテネ。アイスキュロス作『オレステイ

ア』では、オレステスの母殺しの罪を問う裁判で、裁判官の評決は有罪・無罪の同数に割

れてしまい、最後に、女神アテネは、無罪の判断を下した。オレステスは、父を殺害した

母を、それがゆえに殺害するのであり、現代の法規範のもとでは有罪となろう。しかし、

この裁判は、現代社会の刑事裁判ではない。地域共同体における裁きなのである。

日本の伝統芸能の場合は、お白洲が裁きの場として重要な場面となる。歌舞伎はもとよ

り、講談や落語では、裁判長は、大概は（時代の現実を超えて）奉行の大岡越前守だ。難

しい判断を迫られ、かくして奉行の知恵の見せどころとなる。人情もあるが、けっしてそ

れだけではない。

裁きの場は、争いの連鎖を避ける意味がある。ギリシャ悲劇の場合は、復讐の連鎖、そ

れを断ち切るためには、女神アテネの英断を必要とした。講談や落語の場合は、それと分

かっても踏み切れない当事者の決断を促すための知恵を奉行が差し出した。涙と笑いの演

劇や伝統芸能、そこには、地域共同社会の英知が込められている。

（古典芸能愛好家）
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繋がる。また、時間や場所に縛られない勤務

体制や休暇の取得促進によって、働き方その

ものの質を高めることに繋がっている事例も

あるため、そうした制度を取り入れることも

有効的であると考えられる。

(5）コミュニケーション

業務内のコミュニケーションにおける管理

職と非管理職の感じ方は同じであったが、業

務外の感じ方にはギャップがあった。これ

は、時代背景や価値観の違いによる影響も大

きいと考えられるため、むしろ業務内でのコ

ミュニケーションの質を高めることが重要で

あり、ギャップがあるからこそ、丁寧に説明

することや、相手の立場を理解しようとする

姿勢が大切になってくるのだと再認識させら

れた。

図2 研究会が注目した部分

4．研究会を振り返って思うこと

ふと、『働き方改革はいったい誰のための

ものであろうか。』と考えることがある。国

際的に見て、日本には他国と遜色ない制度が

あるが、利用が進んでいない。確かに、働き

方改革として「働きやすさ」を実現するため

に、制度の充実が進んできたが、まだ真の働

き方改革ではない。「働きがい」の視点がな

いのだ。「働きがい」を実現するためには、マ

ネジメント改革が求められる。マネジメント

を改革するには、関わる全ての人（相手、上

司、部下、その家族）のことを考える必要が

ある。これによって、副次的に働き方改革が

目指す多様性（ダイバーシティ）を包含する

こともできる。つまり、働き方改革の実態は

働きがいに着目したマネジメント改革なの

だ。

研究活動を始めて間もない6月の大阪北部

地震、9月の台風 21 号により、大阪では甚大

な被害が発生し、研究活動の存続が危ぶまれ

た時期もあった。避難所開設や災害対応業務

に追われながらも研究活動に多くの時間を割

き、報告をまとめていただいた研究員の皆さ

ん、そして、2年間にわたり研究会の指導助

言を務めていただき多くの知見を与えてくだ

さった高嶋直人氏（現人事院公務員研修所客

員教授）にはこの場をお借りして感謝を述べ

たい。本研究会の成果が、全国の自治体で活

用されることを願っている。
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都市政策法務コーナー

地域課題の解決や政策の推進を図るために、法令を地域適合的に解釈運用する、又は地域特

性に応じた独自の条例を創るという意味で、「政策法務」はあらゆる分野の調査研究に共通して

存在する視点である。そこで、「都市政策法務コーナー」では、都市自治体における政策法務の

取組みを取り上げ、都市自治体の首長及び職員への情報提供を図っていく。

6回目となる本号では、今年度より当センターが実施している「分権社会の都市自治体条例

に関する調査研究」に関連して、屋内禁煙等を義務付ける改正健康増進法につき、条例による

上乗せ・横出し規制を紹介するとともに、条例による総合的な受動喫煙対策の可能性を検討す

る。
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受動喫煙対策をめぐる
改正健康増進法の上乗せ・横出し条例

日本都市センター研究員 釼持 麻衣

2020 年東京オリンピックの開催決定を契機として、健康増進法が改正され、受動喫煙対策が大幅に強

化された。神奈川県などでは先行して、屋内禁煙を義務付ける条例が制定されていたほか、改正健康増

進法に前後して、東京都なども同法の上乗せ・横出し規制を盛り込んだ条例を制定している。

本稿では、26 の受動喫煙防止条例による、改正健康増進法の上乗せ・横出し規制などを紹介する。そ

して、条例論の観点から、条例制定権の可能性、および、都道府県条例と市町村条例との関係を論じる

とともに、今後の総合的な受動喫煙対策に向けた受動喫煙防止条例を展望する。

1 加速する受動喫煙対策

昨今、喫煙可能なスペースは大幅に減少し

ており、愛煙家にとって肩身が狭い時代にな

りつつある。2002 年に千代田区が、「安全で

快適な千代田区の生活環境の整備に関する条

例」を制定し、罰則付きで路上喫煙を禁止す

るとともに、実際に厳格な執行を行ったこと

は注目を集め、他の自治体でも同様の条例制

定が相次いだ。こうした路上喫煙規制は、主

に吸い殻のポイ捨てや歩きたばこの接触事故

の防止という観点から推し進められてきた。

他方、屋内における喫煙については、たば

この臭いに対する苦情や受動喫煙による健康

リスクへの懸念を背景に、分煙あるいは禁煙

を導入する施設・店舗を目にする機会が増え

た。ただし、長らくこの動きは、法的規制に

よるものではなく、あくまでも事業者による

自主的な取組みによるものであった。

しかし、2020 年東京オリンピック・パラリ

ンピック競技大会（以下、「2020 年東京オリ

ンピック」という。）の開催決定を一つの大き

な契機として、受動喫煙対策は重要な政策課

題となっている。2018 年には健康増進法が

改正され、学校、病院、行政機関の庁舎等に

おける敷地内禁煙など、受動喫煙を防止する

ための措置が盛り込まれた。すでにその一部

はこの7月1日より施行されており、来年4

月1日の全面施行に向けて、各施設等の管理

権原者など関係者は対応に追われている。

国レベルの動きと前後する形で、2020 年東

京オリンピックの開催地である東京都をはじ

めとするいくつかの自治体でも、受動喫煙防

止条例を制定する動きがみられる。その内容

は多岐にわたるが、なかには改正健康増進法
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（以下、「改正法」という。）よりも厳しい上乗

せ規制、あるいは同法が規定していない事項

についての横出し規制を盛り込むものもある。

本稿では、改正法を概観したうえで、筆者

が 2019 年8月までに収集しえた 26 の受動喫

煙防止条例について、同法の上乗せ・横出し

をしている部分を中心に紹介する。受動喫煙

防止条例の分析を踏まえて、最後に、改正法

との関係での条例制定権の可能性や都道府県

条例と市町村条例の調整、条例による総合的

な受動喫煙対策の可能性について若干の検討

を行いたい。

2 健康増進法と 2018 年改正

（1）受動喫煙をめぐる従来の法規制1

受動喫煙の防止について、2002 年に制定さ

れた健康増進法は、「学校、体育館、病院、劇

場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務

所、官公庁施設、飲食店その他の多数の者が

利用する施設を管理する者は、これらを利用

する者について、受動喫煙･･･を防止するた

めに必要な措置を講ずるように努めなければ

ならない。」（旧 25 条）と定めるのみであった。

すなわち、「多数の者が利用する施設」におけ

る受動喫煙対策は、各施設管理者の努力義務

に委ねられていた。同法の施行に合わせて発

出された厚生労働省健康局長通知2も、施設

内の全面禁煙が受動喫煙防止対策として「極

めて有効である」としながら、「施設の規模・

構造、利用状況等は、各施設により様々であ

るため、施設の態様や利用者のニーズに応じ

た適切な受動喫煙防止対策を進める必要があ

る。」と述べるにとどまる。

しかしその後、2010 年に改めて厚生労働省

健康局長通知3が発出され、「多数の者が利用

する公共的な空間については、原則として全

面禁煙であるべきである。」と記された。健

康増進法旧 25 条の文言は変わらないものの、

受動喫煙対策の基本的な方向性が大幅に見直

されたことを示す。この見直しの背景には、

2005 年に発効した「たばこの規制に関する世

界保健機関枠組み条約（FCTC）」がある（日

本は 2004 年に批准）。同条約は、締約国に対

して、「屋内の職場、公共の輸送機関、屋内の

公共の場所･･･におけるたばこの煙にさらさ

れることからの保護を定める効果的な立法

上、執行上、行政上又は他の措置」を求める

（8条2項）。さらに同条に関して、2007 年開

催の第2回締約国会合（COP2）で採択され

たガイドラインは、「屋内の職場および屋内

の公共の場はすべて禁煙とすべきである。」

との原則を打ち出している。

このように、我が国における受動喫煙対策

は、施設管理者に対して努力義務を課すこと

を通じて長らく進められてきた。他の利用者

の喫煙により、衣服や毛髪にたばこの臭いが

つくことへの利用者からの苦情、あるいは副

流煙による健康リスクが科学的に明らかに
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1 本稿は、一般住民・施設利用者の受動喫煙対策に焦点を当てるものであり、労働安全衛生法による労働者の受動喫煙対
策は、必要に応じて言及するにとどめる。職場における受動喫煙対策については、梅澤康二「職場での受動喫煙と企業責
任」労務事情 1370 号（2018 年）46 頁以下、片山律「現在存在する受動喫煙規制（法律、条例）及び厚労省案の検討～受動
喫煙規制関係法令の現在と今後の立法動向～」自由と正義 69 巻1号（2018 年）24 頁以下などを参照。

2 「受動喫煙防止対策について」（平成 15 年4月 30 日健発第 430003 号）。
3 「受動喫煙防止対策について」（平成 22 年2月 25 日健発第 225002 号）。この通知により、前掲註(2)の旧通知は廃止さ
れている。
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受動喫煙対策をめぐる
改正健康増進法の上乗せ・横出し条例

日本都市センター研究員 釼持 麻衣

2020 年東京オリンピックの開催決定を契機として、健康増進法が改正され、受動喫煙対策が大幅に強

化された。神奈川県などでは先行して、屋内禁煙を義務付ける条例が制定されていたほか、改正健康増

進法に前後して、東京都なども同法の上乗せ・横出し規制を盛り込んだ条例を制定している。

本稿では、26 の受動喫煙防止条例による、改正健康増進法の上乗せ・横出し規制などを紹介する。そ

して、条例論の観点から、条例制定権の可能性、および、都道府県条例と市町村条例との関係を論じる

とともに、今後の総合的な受動喫煙対策に向けた受動喫煙防止条例を展望する。

1 加速する受動喫煙対策

昨今、喫煙可能なスペースは大幅に減少し

ており、愛煙家にとって肩身が狭い時代にな

りつつある。2002 年に千代田区が、「安全で

快適な千代田区の生活環境の整備に関する条

例」を制定し、罰則付きで路上喫煙を禁止す

るとともに、実際に厳格な執行を行ったこと

は注目を集め、他の自治体でも同様の条例制

定が相次いだ。こうした路上喫煙規制は、主

に吸い殻のポイ捨てや歩きたばこの接触事故

の防止という観点から推し進められてきた。

他方、屋内における喫煙については、たば

この臭いに対する苦情や受動喫煙による健康

リスクへの懸念を背景に、分煙あるいは禁煙

を導入する施設・店舗を目にする機会が増え

た。ただし、長らくこの動きは、法的規制に

よるものではなく、あくまでも事業者による

自主的な取組みによるものであった。

しかし、2020 年東京オリンピック・パラリ

ンピック競技大会（以下、「2020 年東京オリ

ンピック」という。）の開催決定を一つの大き

な契機として、受動喫煙対策は重要な政策課

題となっている。2018 年には健康増進法が

改正され、学校、病院、行政機関の庁舎等に

おける敷地内禁煙など、受動喫煙を防止する

ための措置が盛り込まれた。すでにその一部

はこの7月1日より施行されており、来年4

月1日の全面施行に向けて、各施設等の管理

権原者など関係者は対応に追われている。

国レベルの動きと前後する形で、2020 年東

京オリンピックの開催地である東京都をはじ

めとするいくつかの自治体でも、受動喫煙防

止条例を制定する動きがみられる。その内容

は多岐にわたるが、なかには改正健康増進法
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なってきたことから、分煙化・禁煙化の動き

は着実に広がりつつあったが、必ずしも十分

なものとはいえなかった。

（2）2020 年東京オリンピックに向けて

受動喫煙対策が一層の注目を集める大きな

契機となったのが、2020 年東京オリンピック

の開催決定である。国際オリンピック委員会

（IOC）は、1988 年カルガリー大会より、会場

内外の禁煙化およびたばこ産業のスポンサー

シップの拒否に取り組み、2010 年には世界保

健機関（WHO）と、たばこのないオリンピッ

クの実現に向けた合意に達している。IOC

の禁煙方針を受けて、2004 年アテネ大会以降

のオリンピック開催都市では、屋内全面禁煙

を罰則付きで義務付ける法律・条例の制定が

国際慣行となっていた。

2013 年9月に、2020 年東京オリンピック

の開催が決定されると、従来の努力義務より

も実効性の高い受動喫煙対策の導入に向けた

検討が本格化した。健康増進法の具体的な改

正内容をめぐっては、厚生労働省案の公表と

それに対する自民党たばこ議連等の反対など

紆余曲折があったものの、2018 年3月に第

196 回国会へと改正法案が提出され、同年7

月 18 日に成立した。

（3）改正法の概要4

改正法は、望まない受動喫煙の防止を図る

ため、国・地方公共団体の責務等を明らかに

するほか、多数の者が利用する施設等の区分

に応じて、喫煙の禁止および当該施設等の管

理権原者等が講ずべき措置などを定めてい

る。以下では、多数の者が利用する施設等に

関わる規制を中心に概観する。

①特定施設等における喫煙の禁止等

改正法は、多数の者が利用する施設を「特

定施設」と定義し、バスやタクシー、鉄道な

どの旅客運送事業自動車等と併せて、「特定

施設等」と総称する（27 条1項、28 条4号5）。

「多数の者が利用する施設」は、2人以上の者

が同時に、または、入れ替わり利用する施設

を指し6、「施設」には敷地も含まれる（26 条

を参照）。

特定施設のうち、「第1種施設」、すなわち

学校、病院、児童福祉施設その他の受動喫

煙7により健康を損なうおそれが高い者が主

として利用する施設として政令で定めるも

の、および、国・地方公共団体の行政機関の

庁舎は、敷地内禁煙とされた（29 条1項1

号）。ただし、受動喫煙を防止するために必

要な措置がとられた屋外の場所（「特定屋外

喫煙場所」）では、例外的に喫煙が許容される

（28 条 13 号、29 条1項1号イ）。

第1種施設および「喫煙目的施設」8を除く
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4 改正に至るまでの経緯や改正法の概要については、厚生労働省健康局健康課「健康増進法の一部を改正する法律につい
て」法律のひろば 72 巻2号（2019 年）4頁以下、上田倫徳「受動喫煙防止対策の推進と課題－健康増進法の一部を改正す
る法律－」立法と調査 400 号（2018 年）16 頁以下を参照。

5 改正法の全面施行は 2020 年4月1日であるが、本稿で引用する条文および条・項の番号は全面施行後のものを用いる。
6 「改正健康増進法の施行に関する Q&A」（平成 31 年4月 26 日公表、令和元年6月 28 日最終改正）1頁。
7 なお、従前の「受動喫煙」の定義は、「室内又はこれに準ずる環境において、他人のたばこの煙を吸わされること」（旧 25
条）であったが、改正法では、「人が他人の喫煙によりたばこから発生した煙にさらされること」（28 条3号）へと変更さ
れた。
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特定施設である「第2種施設」は、原則とし

て、専ら喫煙が可能な場所である「喫煙専用

室」を除き、屋内禁煙とされた（29 条1項2

号）。なお、既存の飲食店のうち、経営規模が

小さい事業者が運営するもの9（「既存特定飲

食提供施設」）については、屋内禁煙または喫

煙専用室の設置の義務化が事業継続に影響を

与えることから、店舗の全部または一部を

「喫煙可能室」10として定めうるとの経過措置

が講じられている（附則2条1項）。

特定施設等の管理権原者等は、当該施設等

の喫煙禁止場所に専ら喫煙の用に供させるた

めの器具・設備（灰皿やスモークテーブル等）

を設置してはならない（30 条1項）。都道府

県知事、保健所設置市長、または特別区長（以

下、総称して「都道府県知事等」という。）は、

この禁止規定に違反している管理権原者等に

対して、勧告および命令をなしうる（32 条1

項、3項）11。命令に違反した者は、50 万円

以下の過料に処される（76 条1号）。

②喫煙禁止場所での喫煙者に対する措置

特定施設等の喫煙禁止場所において喫煙す

る者に対し、都道府県知事等は、喫煙の中止

等を命ずることができ、命令に違反した者は

30 万円以下の過料に処される（29 条2項、77

条1号）。なお、特定施設等の管理権原者等

は、喫煙禁止場所において喫煙をしている者

あるいは喫煙をしようとしている者に対し、

喫煙の中止等を求めるよう努めるものと定め

られている（30 条2項、3項）。

③喫煙専用室・喫煙可能室設置時の標識

第2種施設に喫煙専用室を設置した場合、

当該施設の管理権原者等は、当該施設の主た

る出入口の見やすい箇所に、「喫煙専用室設

置施設等標識」を掲示しなければならない（33

条3項）。既存特定飲食提供施設において、

喫煙可能室を設置した場合も同様である。

④未成年者への配慮

喫煙専用室または喫煙可能室を設置してい

る場合、当該施設の管理権原者等は、20 歳未

満の者を当該喫煙専用室または喫煙可能室に

立ち入らせてはならない（33 条5項）。この

規定は、未成年の従業員についても適用され

るため、店内レイアウトや勤務シフト、業務

内容などの工夫が不可欠となる12。

⑤適用除外となる場所

人の居住の用に供する場所や旅館・ホテル

の客室等については、特定施設等における喫

煙の禁止等をはじめとする改正法の規定の多

くが適用されないものとされた（40 条1項）。

これらの空間はプライベートなものであるこ

とから、法的な規制が馴染まないと考えられ

たようである13。

⑥加熱式たばこの取扱い
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8 施設利用者に対し、喫煙をする場所の提供を主たる目的とする施設であり（28 条7号）、公衆喫煙所や喫煙を主目的とす
るバー・スナック等、店内で喫煙可能なたばこ販売店などが想定されている。

9 具体的には、個人または中小企業（資本金の額または出資の総額が 5,000 万円以下）が運営し、かつ、客席面積が 100㎡
以下の店舗を指す（附則2条2項）。

10 喫煙専用室はあくまでも喫煙をするためのスペースであり、利用者は同室内において飲食等ができないのに対し、喫煙
可能室では飲食等をしながら喫煙できるという違いがある。

11 特定施設等の管理権原者等が勧告に従わなかったときは、都道府県知事等は、その旨を公表することもできる（32 条2
項）。

12 前掲註(6)資料 10 頁。
13 厚生労働省健康局健康課・前掲註(4)解説7頁。
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なってきたことから、分煙化・禁煙化の動き

は着実に広がりつつあったが、必ずしも十分

なものとはいえなかった。

（2）2020 年東京オリンピックに向けて

受動喫煙対策が一層の注目を集める大きな

契機となったのが、2020 年東京オリンピック

の開催決定である。国際オリンピック委員会

（IOC）は、1988 年カルガリー大会より、会場

内外の禁煙化およびたばこ産業のスポンサー

シップの拒否に取り組み、2010 年には世界保

健機関（WHO）と、たばこのないオリンピッ

クの実現に向けた合意に達している。IOC

の禁煙方針を受けて、2004 年アテネ大会以降

のオリンピック開催都市では、屋内全面禁煙

を罰則付きで義務付ける法律・条例の制定が

国際慣行となっていた。

2013 年9月に、2020 年東京オリンピック

の開催が決定されると、従来の努力義務より

も実効性の高い受動喫煙対策の導入に向けた

検討が本格化した。健康増進法の具体的な改

正内容をめぐっては、厚生労働省案の公表と

それに対する自民党たばこ議連等の反対など

紆余曲折があったものの、2018 年3月に第

196 回国会へと改正法案が提出され、同年7

月 18 日に成立した。

（3）改正法の概要4

改正法は、望まない受動喫煙の防止を図る

ため、国・地方公共団体の責務等を明らかに

するほか、多数の者が利用する施設等の区分

に応じて、喫煙の禁止および当該施設等の管

理権原者等が講ずべき措置などを定めてい

る。以下では、多数の者が利用する施設等に

関わる規制を中心に概観する。

①特定施設等における喫煙の禁止等

改正法は、多数の者が利用する施設を「特

定施設」と定義し、バスやタクシー、鉄道な

どの旅客運送事業自動車等と併せて、「特定

施設等」と総称する（27 条1項、28 条4号5）。

「多数の者が利用する施設」は、2人以上の者

が同時に、または、入れ替わり利用する施設

を指し6、「施設」には敷地も含まれる（26 条

を参照）。

特定施設のうち、「第1種施設」、すなわち

学校、病院、児童福祉施設その他の受動喫

煙7により健康を損なうおそれが高い者が主

として利用する施設として政令で定めるも

の、および、国・地方公共団体の行政機関の

庁舎は、敷地内禁煙とされた（29 条1項1

号）。ただし、受動喫煙を防止するために必

要な措置がとられた屋外の場所（「特定屋外

喫煙場所」）では、例外的に喫煙が許容される

（28 条 13 号、29 条1項1号イ）。

第1種施設および「喫煙目的施設」8を除く
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4 改正に至るまでの経緯や改正法の概要については、厚生労働省健康局健康課「健康増進法の一部を改正する法律につい
て」法律のひろば 72 巻2号（2019 年）4頁以下、上田倫徳「受動喫煙防止対策の推進と課題－健康増進法の一部を改正す
る法律－」立法と調査 400 号（2018 年）16 頁以下を参照。

5 改正法の全面施行は 2020 年4月1日であるが、本稿で引用する条文および条・項の番号は全面施行後のものを用いる。
6 「改正健康増進法の施行に関する Q&A」（平成 31 年4月 26 日公表、令和元年6月 28 日最終改正）1頁。
7 なお、従前の「受動喫煙」の定義は、「室内又はこれに準ずる環境において、他人のたばこの煙を吸わされること」（旧 25
条）であったが、改正法では、「人が他人の喫煙によりたばこから発生した煙にさらされること」（28 条3号）へと変更さ
れた。

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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近年では、たばこ葉を燃焼させるのではな

く、加熱して使用するたばこ、いわゆる加熱

式たばこが広がりつつあるが、その健康リス

クはいまだ科学的に明らかになっていない。

そのため、改正法は、加熱式たばこに関する

経過措置を設け、第2種施設について、加熱

式たばこのみの喫煙を可能とする「指定たば

こ専用喫煙室」を設置できるものとした（附

則3条）。

以上のように、改正法は、多数の者が利用

する施設について、罰則付きで敷地内禁煙あ

るいは原則屋内禁煙を義務付けている。さら

に、施設内に喫煙可能なスペースが設けられ

た場合の標識の掲示は、利用する施設の判断

材料を提供するという点で、喫煙者・非喫煙

者の双方に資するものといえよう。

第1種施設に関する規定は、受動喫煙によ

る健康リスクが特に高い者が同施設を利用す

る点に鑑み、この7月1日より施行されてい

る。第2種施設に関する規定を含む全面施行

は、2020 年東京オリンピックが 2020 年7月

に開催されることを踏まえ、同年4月1日と

された。他方、既存特定飲食提供施設および

加熱式たばこについては、一定の経過措置が

設けられている。

3 上乗せ・横出し条例による対策強化

（1）自治体による独自条例の制定

我が国における屋内禁煙の義務化は、改正

法によってはじめて導入されたものではな

い。神奈川県は 2009 年3月に、「神奈川県公

共的施設における受動喫煙防止条例」を制定

し、いち早く「公共的施設」での喫煙を規制

した14。その後、栃木県芳賀町や兵庫県など

でも、受動喫煙を防止するための条例が制定

されている。特に神奈川県条例および兵庫県

条例は、改正法の検討に際しても参照され

た。

健康増進法の改正をめぐっては、2017 年1

月に厚生労働省が素案を公表したが、与野党

などからの反対により、第 193 回国会への改

正法案の提出が見送られた。健康増進法の改

正の見通しが立たないなか、2020 年東京オリ

ンピックの開催都市である東京都は、罰則付

きの受動喫煙防止条例の制定に向けて独自に

動き出し、改正法成立の2週間前である7月

4日に、東京都受動喫煙防止条例を制定して

いる15。東京都と同様にいくつかの自治体で

も、改正法に前後して、受動喫煙対策のため

の独自条例を制定する動きがみられたほか、

すでに受動喫煙防止条例を制定していた神奈

川県などでは改正が行われた。筆者が 2019

年8月までに収集しえた 26 条例16,17（表1を
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14 同条例の制定に至るまでの経緯や概要については、松沢成文『受動喫煙防止条例：日本初、神奈川県発の挑戦』（東信堂、
2009 年）、礒崎初仁『知事と権力』（東信堂、2017 年）237 頁以下、井出康夫「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止
条例」自治体法務研究 18 号（2009 年）48 頁以下、加藤康介「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例の背景と概
要」ジュリスト 1386 号（2009 年）2頁以下、同「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例の概要とスモークフリー
の取組み」月刊自治フォーラム 609 号（2010 年）24 頁以下、加藤康介＋井出康夫「神奈川県公共的施設における受動喫煙
防止条例について」循環器専門医 19 巻2号（2011 年）341 頁以下、関口正俊＋原田久「受動喫煙防止条例の効果とその成
立過程」公衆衛生 79 巻 10 号（2015 年）681 頁以下を参照。

15 同条例の制定に至るまでの経緯や概要、改正法との比較については、川合敏樹「健康増進法改正と東京都条例－受動喫
煙防止をめぐって」法学教室 463 号（2019 年）58 頁以下、岡本光樹「東京都受動喫煙防止条例と健康増進法改正の成立」
日本禁煙学会雑誌 13 巻4号（2018 年）49 頁以下を参照。

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-07-428　172_5-1_釼持麻衣.mcd  Page 7 19/10/16 14:56  v5.51

参照）のなかには、改正法の規制をさらに上

乗せ・横出ししているものもある。以下で

は、特にこれらの部分を中心に紹介していく

が、現時点では未施行の規定も含まれている

点にご留意いただきたい。

（2）特定施設等に関する規制強化

①第1種施設に関する規制強化

改正法は、敷地内禁煙である第1種施設に

つき、特定屋外喫煙場所の設置を容認する。

しかし、兵庫県条例は、幼稚園・保育所や小・

中・高校等、病院・診療所等、児童福祉施設

等について、特定屋外喫煙場所の設置を禁止
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16 なお、前述の千代田区条例に代表される路上喫煙規制条例、および、受動喫煙対策に関する各主体の責務規定等を定め
るにとどまる、がん対策推進条例や健康づくり推進条例は、本稿における検討の対象から除外した。

17 このほか、愛知県蒲郡市および岐阜県多治見市が、2019 年9月議会に条例案を上程しているほか、北海道および北海道
苫小牧市においても条例制定が検討されているようである。

表1 受動喫煙防止条例の制定状況

香芝市受動喫煙防止条例

神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例神奈川県

奈良県香芝市
2017 年 10 月 13 日東京都子どもを受動喫煙から守る条例東京都

2009 年 3 月 31 日
（最終改正 2019 年3月 22 日）

公布年月日

福岡県志免町

2012 年 3 月 21 日
（最終改正 2019 年3月 19 日）受動喫煙の防止等に関する条例兵庫県

2010 年 9 月 6 日芳賀町公共施設における受動喫煙防止条例栃木県芳賀町

2018 年 3 月 6 日

美唄市受動喫煙防止条例北海道美唄市

広島県福山市

条例名自治体名

2018 年 3 月 22 日

2015 年 3 月 16 日
（最終改正 2019 年7月8日）広島県がん対策推進条例広島県

志免町受動喫煙防止条例
2018 年 3 月 27 日福山市子ども及び妊婦を受動喫煙から守る条例

2015 年 12 月 11 日

2018 年 10 月 4 日習志野市受動喫煙の防止に関する条例千葉県習志野市
2018 年 10 月 1 日廿日市市公共施設における禁煙等推進条例広島県廿日市市
2018 年 9 月 21 日千葉市受動喫煙の防止に関する条例千葉県千葉市
2018 年 7 月 4 日東京都受動喫煙防止条例東京都

2018 年 12 月 13 日四條畷市受動喫煙の防止に関する条例大阪府四條畷市
2018 年 12 月 13 日大阪府子どもの受動喫煙防止条例大阪府
2018 年 10 月 23 日静岡県受動喫煙防止条例静岡県
2018 年 10 月 16 日受動喫煙防止の取組の推進に関する条例山口県

2019 年 7 月 2 日秋田県受動喫煙防止条例秋田県
2019 年 6 月 21 日田村市受動喫煙の防止に関する条例福島県田村市

2018 年 12 月 25 日山形県受動喫煙防止条例山形県

2019 年 3 月 26 日調布市受動喫煙防止条例東京都調布市
2019 年 3 月 20 日大阪府受動喫煙防止条例大阪府
2019 年 3 月 18 日松本市受動喫煙防止に関する条例長野県松本市
2019 年 2 月 20 日士別市受動喫煙防止条例北海道士別市

2019 年 3 月 29 日多摩市受動喫煙防止条例東京都多摩市
2019 年 3 月 27 日豊橋市受動喫煙防止条例愛知県豊橋市
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近年では、たばこ葉を燃焼させるのではな

く、加熱して使用するたばこ、いわゆる加熱

式たばこが広がりつつあるが、その健康リス

クはいまだ科学的に明らかになっていない。

そのため、改正法は、加熱式たばこに関する

経過措置を設け、第2種施設について、加熱

式たばこのみの喫煙を可能とする「指定たば

こ専用喫煙室」を設置できるものとした（附

則3条）。

以上のように、改正法は、多数の者が利用

する施設について、罰則付きで敷地内禁煙あ

るいは原則屋内禁煙を義務付けている。さら

に、施設内に喫煙可能なスペースが設けられ

た場合の標識の掲示は、利用する施設の判断

材料を提供するという点で、喫煙者・非喫煙

者の双方に資するものといえよう。

第1種施設に関する規定は、受動喫煙によ

る健康リスクが特に高い者が同施設を利用す

る点に鑑み、この7月1日より施行されてい

る。第2種施設に関する規定を含む全面施行

は、2020 年東京オリンピックが 2020 年7月

に開催されることを踏まえ、同年4月1日と

された。他方、既存特定飲食提供施設および

加熱式たばこについては、一定の経過措置が

設けられている。

3 上乗せ・横出し条例による対策強化

（1）自治体による独自条例の制定

我が国における屋内禁煙の義務化は、改正

法によってはじめて導入されたものではな

い。神奈川県は 2009 年3月に、「神奈川県公

共的施設における受動喫煙防止条例」を制定

し、いち早く「公共的施設」での喫煙を規制

した14。その後、栃木県芳賀町や兵庫県など

でも、受動喫煙を防止するための条例が制定

されている。特に神奈川県条例および兵庫県

条例は、改正法の検討に際しても参照され

た。

健康増進法の改正をめぐっては、2017 年1

月に厚生労働省が素案を公表したが、与野党

などからの反対により、第 193 回国会への改

正法案の提出が見送られた。健康増進法の改

正の見通しが立たないなか、2020 年東京オリ

ンピックの開催都市である東京都は、罰則付

きの受動喫煙防止条例の制定に向けて独自に

動き出し、改正法成立の2週間前である7月

4日に、東京都受動喫煙防止条例を制定して

いる15。東京都と同様にいくつかの自治体で

も、改正法に前後して、受動喫煙対策のため

の独自条例を制定する動きがみられたほか、

すでに受動喫煙防止条例を制定していた神奈

川県などでは改正が行われた。筆者が 2019

年8月までに収集しえた 26 条例16,17（表1を
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14 同条例の制定に至るまでの経緯や概要については、松沢成文『受動喫煙防止条例：日本初、神奈川県発の挑戦』（東信堂、
2009 年）、礒崎初仁『知事と権力』（東信堂、2017 年）237 頁以下、井出康夫「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止
条例」自治体法務研究 18 号（2009 年）48 頁以下、加藤康介「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例の背景と概
要」ジュリスト 1386 号（2009 年）2頁以下、同「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例の概要とスモークフリー
の取組み」月刊自治フォーラム 609 号（2010 年）24 頁以下、加藤康介＋井出康夫「神奈川県公共的施設における受動喫煙
防止条例について」循環器専門医 19 巻2号（2011 年）341 頁以下、関口正俊＋原田久「受動喫煙防止条例の効果とその成
立過程」公衆衛生 79 巻 10 号（2015 年）681 頁以下を参照。

15 同条例の制定に至るまでの経緯や概要、改正法との比較については、川合敏樹「健康増進法改正と東京都条例－受動喫
煙防止をめぐって」法学教室 463 号（2019 年）58 頁以下、岡本光樹「東京都受動喫煙防止条例と健康増進法改正の成立」
日本禁煙学会雑誌 13 巻4号（2018 年）49 頁以下を参照。
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する上乗せ規制を行っている。

②第2種施設に関する規制強化

第2種施設について、改正法は、屋内の一

部の場所に喫煙専用室を設置可能とするとと

もに、屋外の敷地での喫煙は禁止していな

い。これに対し、四條畷市条例は、規則で定

める国・地方公共団体の施設につき、特定屋

外喫煙場所以外での喫煙を禁じている。すな

わち、行政機関の庁舎に当たらない国・地方

公共団体の施設に関して、喫煙専用室の設置

を禁止するという点で上乗せ規制を、特定屋

外喫煙場所を除く屋外の敷地での喫煙を禁止

するという点で横出し規制を、同条例が定め

ているといえよう。

③全面禁煙時の標識掲示

改正法は、喫煙専用室を設置する第2種施

設、および喫煙可能室を設置する特定飲食提

供施設の管理権原者等にのみ、当該施設の出

入口への標識の掲示を義務付ける。一方、神

奈川県条例は、すべての「公共的空間」（「不

特定又は多数の者が出入りすることができる

室内又はこれに準ずる環境」）で喫煙を禁止

した場合にも、当該施設の入口にその旨を表

示することを、施設管理者に対して横出し的

に義務付けている。

④既存特定飲食提供施設に関する規制強化

経営規模の小さい既存の飲食店である既存

特定飲食提供施設では、利用者が飲食等をし

ながら喫煙することができる喫煙可能室の設

置を許容する経過措置が講じられている。東

京都条例も同様に、飲食店等に関する経過措

置を規定するが、当該飲食店等で業務に従事

する従業員18がいる場合は、経過措置の対象

から除外されている。既存特定飲食提供施設

に該当しても、従業員がいるならば、飲食等

ができない喫煙専用室のみが設置可能という

点で、上乗せ規制19と考えられる。

また、改正法の経過措置期間は、「別に法律

で定める日まで」となっており、現時点では

未確定である。大阪府条例は、2025 年4月1

日以降、既存特定飲食提供施設のうち、客席

部分の床面積が 30㎡を超えるものについて

も、喫煙専用室以外での喫煙を禁止する。こ

れは、2025 年の大阪・関西万博の開催に合わ

せて、受動喫煙対策をより強化するためであ

る。

（3）喫煙者に対する措置の強化

①喫煙者に対する直罰制

特定施設等における喫煙の禁止措置は、喫

煙禁止場所での喫煙者に対する都道府県知事

等の命令、およびその命令に違反した者への

30 万円以下の過料の賦課によって担保され

る。いわゆる命令前置制を採用する改正法に

対し、神奈川県条例は「喫煙禁止区域におい

て喫煙をした者は、2万円以下の過料に処す

る。」との規定を置き、直罰制を導入してい

る。

②施設管理者による指導の義務化

改正法は、喫煙禁止場所での喫煙者に対

し、特定施設の管理権原者等は、喫煙の中止

等を「求めるよう努めなければならない」と
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18 ここでいう「従業員」には、同居親族や家事使用人は含まれない。労働基準法や労働安全衛生法と平仄を合わせたため
である（岡本・前掲註(15)論文 52 頁）。

19 岡本・前掲註(15)論文 52 頁は「横出し規制」と整理している。
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規定するにとどまる。しかし、兵庫県条例

は、「求めなければならない」と定め、施設管

理者による喫煙者への指導を義務化してい

る。知事は、施設管理者が喫煙者への指導を

行っていないと認めるとき、当該施設管理者

に対する勧告、および勧告に従わなかった旨

の公表をすることができる。

（4）未成年者・妊婦に対する配慮義務

未成年者に受動喫煙をさせないため、改正

法は、特定施設等の管理権原者等に対し、喫

煙専用室および喫煙可能室に未成年者を立ち

入らせることを禁じている。神奈川県条例

は、喫煙可能なスペースへの未成年者の立入

制限を、保護者の義務としても定めている。

また、兵庫県条例は、未成年者に加えて妊婦

についても、施設管理者は、喫煙可能なス

ペースへの立入りを制限しなければならない

とする20。

（5）「特定施設等」以外の場所の横出し規制

①路上等での喫煙規制

特定施設の敷地を除く屋外空間における喫

煙を改正法は規制していない一方、千代田区

をはじめとする 243 自治体21で路上喫煙を規

制する条例が制定されている。ただし、これ

らの多くは環境美化の観点から導入されたも

のである。結果的に受動喫煙対策に資するも

のもあるが、灰皿の設置場所あるいは携帯灰

皿の所有時の喫煙を可能とする条例もなかに

は含まれる。

しかし近年では、受動喫煙対策の一環とし

て、路上喫煙を規制する動きがみられる22。

習志野市条例は、「重点的に受動喫煙を防止

するため喫煙を禁止する区域」として、市内

の駅周辺の路上等や保育所・幼稚園、小・中・

高校等の周辺の路上等を「重点区域」に指定

できるとし、当該区域での喫煙を禁止する。

従来の環境美化に主眼を置いた路上喫煙規制

が、駅周辺や繁華街などの通行人が多いエリ

アを対象とするのに対し、受動喫煙防止に主

眼を置いた規制は、未成年者などの受動喫煙

による健康リスクが特に高い者が利用する施

設周辺にも対象を広げているという特徴があ

る。

②居室や自動車内での喫煙規制

改正法は、居室や旅客運送事業の用に供し

ない自動車内はプライベートな空間であると

して、喫煙を制限していない23。しかし、兵

庫県条例は、未成年者および妊婦と同室する

住宅の居室内および同乗する自動車内での喫

煙を禁止している。

③客室での喫煙規制

居室等と同様に、改正法は、旅館・ホテル

の客室等についても、特定施設等に関する規

制を適用しないものとする。この点につき、

兵庫県条例は、「利用者の状況その他の状況」

を考慮し、一部の客室を喫煙禁止とすること
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20 胎児の保護という観点から、兵庫県条例は、妊婦の喫煙も禁止している。ただし、罰則等は設けられていない。
21 厚生労働省「受動喫煙防止対策強化の必要性他」（https://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-10904750-
Kenkoukyoku-Gantaisakukenkouzoushinka/0000172629.pdf）（最終閲覧：2019 年8月 23 日）を参照。
22 路上喫煙やたばこのポイ捨てを禁ずる条例が、環境美化に加えて、受動喫煙にさらされる住民の健康対策という側面も
有するものへと変化しつつあると指摘される（村中洋介「受動喫煙防止条例と喫煙権（喫煙の自由）、嫌煙権－兵庫県受動
喫煙防止条例を事例として－」法政論叢 50 巻1号（2013 年）1頁以下・17 頁）。

23 ただし、喫煙者には 27 条による配慮義務は生じる。
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する上乗せ規制を行っている。

②第2種施設に関する規制強化

第2種施設について、改正法は、屋内の一

部の場所に喫煙専用室を設置可能とするとと

もに、屋外の敷地での喫煙は禁止していな

い。これに対し、四條畷市条例は、規則で定

める国・地方公共団体の施設につき、特定屋

外喫煙場所以外での喫煙を禁じている。すな

わち、行政機関の庁舎に当たらない国・地方

公共団体の施設に関して、喫煙専用室の設置

を禁止するという点で上乗せ規制を、特定屋

外喫煙場所を除く屋外の敷地での喫煙を禁止

するという点で横出し規制を、同条例が定め

ているといえよう。

③全面禁煙時の標識掲示

改正法は、喫煙専用室を設置する第2種施

設、および喫煙可能室を設置する特定飲食提

供施設の管理権原者等にのみ、当該施設の出

入口への標識の掲示を義務付ける。一方、神

奈川県条例は、すべての「公共的空間」（「不

特定又は多数の者が出入りすることができる

室内又はこれに準ずる環境」）で喫煙を禁止

した場合にも、当該施設の入口にその旨を表

示することを、施設管理者に対して横出し的

に義務付けている。

④既存特定飲食提供施設に関する規制強化

経営規模の小さい既存の飲食店である既存

特定飲食提供施設では、利用者が飲食等をし

ながら喫煙することができる喫煙可能室の設

置を許容する経過措置が講じられている。東

京都条例も同様に、飲食店等に関する経過措

置を規定するが、当該飲食店等で業務に従事

する従業員18がいる場合は、経過措置の対象

から除外されている。既存特定飲食提供施設

に該当しても、従業員がいるならば、飲食等

ができない喫煙専用室のみが設置可能という

点で、上乗せ規制19と考えられる。

また、改正法の経過措置期間は、「別に法律

で定める日まで」となっており、現時点では

未確定である。大阪府条例は、2025 年4月1

日以降、既存特定飲食提供施設のうち、客席

部分の床面積が 30㎡を超えるものについて

も、喫煙専用室以外での喫煙を禁止する。こ

れは、2025 年の大阪・関西万博の開催に合わ

せて、受動喫煙対策をより強化するためであ

る。

（3）喫煙者に対する措置の強化

①喫煙者に対する直罰制

特定施設等における喫煙の禁止措置は、喫

煙禁止場所での喫煙者に対する都道府県知事

等の命令、およびその命令に違反した者への

30 万円以下の過料の賦課によって担保され

る。いわゆる命令前置制を採用する改正法に

対し、神奈川県条例は「喫煙禁止区域におい

て喫煙をした者は、2万円以下の過料に処す

る。」との規定を置き、直罰制を導入してい

る。

②施設管理者による指導の義務化

改正法は、喫煙禁止場所での喫煙者に対

し、特定施設の管理権原者等は、喫煙の中止

等を「求めるよう努めなければならない」と

都市とガバナンス Vol.32

都市政策法務コーナー

178

18 ここでいう「従業員」には、同居親族や家事使用人は含まれない。労働基準法や労働安全衛生法と平仄を合わせたため
である（岡本・前掲註(15)論文 52 頁）。

19 岡本・前掲註(15)論文 52 頁は「横出し規制」と整理している。
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を施設管理者の努力義務として定めている。

（6）加熱式たばこの規制強化

改正法は加熱式たばこに関する経過措置を

設けており、第2種施設に設置された指定た

ばこ専用喫煙室では、加熱式たばこを喫煙し

ながら飲食等をすることが可能である。いく

つかの条例は、加熱式たばこに関する経過措

置を設けず、一般的な紙巻きたばこと同様

に、加熱式たばこの喫煙を条例により規制し

ている24。また、豊橋市条例は、「主として 20

歳未満の者の利用に係る学習の支援を行う施

設」等につき、指定たばこ専用喫煙室を設置

しないよう努力義務を課している。

（7）その他の条例

①理念条例

改正法が成立する前に制定された香芝市条

例や福山市条例は、各主体の責務規定および

受動喫煙対策の推進について定める理念条例

であり、同法の規制を強化するような実体的

規定は置かれていない。

②「受動喫煙」の拡大

改正法にいう「受動喫煙」は、たばこから

発生した副流煙にさらされること、すなわち

二次喫煙を想定している。東京都子ども条例

および福山市条例では、条例上の「受動喫煙」

の定義に、「たばこを吸っている他人の呼気

に含まれる煙（肉眼で見える煙に限らず、残

留するたばこの臭気その他の排出物／残留物

を含む。）にさらされること」（下線筆者）を

含めている。いわゆる三次喫煙（残留受動喫

煙）を加えた概念であり、受動喫煙対策の範

囲を拡大させる効果があると考えられる。

4 条例論の観点からの検討課題

以上のとおり、受動喫煙防止条例に規定さ

れている内容は多岐にわたるが、改正法の上

乗せ・横出し規制を行うものが散見されると

ともに、都道府県条例と市町村条例の併存も

生じており、条例論の観点からも、興味深い

検討課題を提示しているように思われる。

（1）条例制定権の可能性

路上喫煙規制条例のように、法律の未規制

領域を規制する条例については、法律との抵

触性が問題になりにくい。しかしながら、特

定施設等や加熱式たばこに関する規制を強化

する受動喫煙防止条例は、改正法と規制目的

や対象を同じくするため、条例による上乗

せ・横出し規制が許容されるかが問題となり

うる。

改正法の審議過程でも、同時期に東京都条

例が都議会で審議されていたことから、条例

による上乗せ規制の可能性が問われ、以下の

とおり答弁がなされている。

「今回の法案は、全国統一的な最低限の規制を
設定するものであることから、条例において法
律よりも緩い規制を設けることは、健康増進法
の目的や効果を阻害することになり認められま
せんが、条例において、法律に上乗せの規制を
課すことはあり得るものと考えております。」
（下線筆者）
［出典］第 196 回国会衆議院会議録 35 号（2018 年6月
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24 加熱式たばこによる健康リスクがないとは断言できないとして、規制を強化していることから、人の健康や環境に重大
かつ不可逆的な影響を及ぼすおそれがある場合に、科学的知見が十分にない段階でも、規制措置を導入するという“予防
原則（予防的アプローチ）”が採用されていると評価できる。

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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8日）9頁［加藤勝信・厚生労働大臣答弁］

改正法の規制は、あくまでもナショナル・

ミニマムであり、条例による上乗せ規制を否

定するものではないと明言されている。した

がって、受動喫煙防止条例による上乗せ・横

出し規制は、原則として、改正法に抵触しな

いといえよう。

ただし、居室や自動車内を対象とする横出

し規制については、改正法との抵触性が問題

となるおそれがある。改正法は、これらの空

間を意識的に同法の適用対象から除外してい

る25。居室や自動車内での喫煙を積極的に容

認する趣旨であると、この適用除外規定を解

するならば、条例による横出し規制は法律に

抵触すると評価されうるかもしれない。しか

しながら、改正法は最低限の規制を定めるも

のであって、居室や自動車内での喫煙規制を

全国一律に排除しているとはいえないだろ

う。さらに、こうした私的空間内において

も、未成年者および妊婦を受動喫煙から守る

必要性が認められる以上、条例による横出し

規制は許容されると考えられる26。

（2）都道府県条例と市町村条例の調整

神奈川県や兵庫県など都道府県レベルで受

動喫煙防止条例の制定が先行した背景には、

がん対策の一環として、受動喫煙対策が進め

られ、こうした保健・医療あるいは健康増進

施策は都道府県および保健所設置市区が担っ

てきたためと考えられる27。しかし、本稿で

検討対象とした 26 条例のうち半数以上は、

市町村が制定したものであり、保健所設置市

区以外によるものが 12 ある（表2を参照）。

受動喫煙防止条例の制定主体が多様化した

結果、都道府県条例と市町村条例が併存する

可能性が生じている。その場合には、改正

法、都道府県条例、および市町村条例の3重

の規制が、同一の施設管理権原者等あるいは

喫煙者などに及ぶおそれがある。

実際に、東京都条例と調布市条例・多摩市

条例、広島県条例と福山市条例・廿日市市条

例、大阪府条例と四條畷市条例、がそれぞれ

併存している現状がある28。例えば、第1種

施設での特定屋外喫煙場所の設置について、

大阪府条例は不設置の努力義務を上乗せし、

四條畷市条例は幼稚園・保育所や小・中・高
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25 厚生労働省健康局健康課・前掲註(4)解説7頁は、「プライベートな居住場所については、法が強制力を持って立ち入る
ことが馴染まない」として、改正法に適用除外規定が置かれたと説明する。この指摘は、私的空間での喫煙に公法的介入
ができるかという、法律との関係からみた条例制定権の限界とは次元を異にする論点を提示する。居室や自動車内での喫
煙の可否は、私的自治に委ねられるべき事項と捉えるならば、条例による法的規制も当然に許容されない。しかし、喫煙
者と非喫煙者とが共有する生活空間における喫煙の規制を、「喫煙の自由」の内在的制約、すなわち、他者の生命や健康を
害しない範囲で「喫煙の自由」が認められること、の顕在化と整理すれば、条例による横出し規制は可能と考えられる（田
中謙「タバコ問題に関する法的論点」自由と正義 69 巻1号（2018 年）18 頁以下・21 頁。村中・前掲註(22)論文 18 頁も参
照。）。「喫煙の自由」については、田中謙『タバコ規制をめぐる法と政策』（日本評論社、2014 年）33 頁以下を参照。

26 本稿で紹介した兵庫県条例は、同室する未成年者および妊婦の保護を目的に、室内での喫煙を規制するが、近年、ベラン
ダや室内換気扇下での喫煙が近隣問題に発展するケースもある。カリフォルニア州サンラフェル市では、近隣住民の受動
喫煙を防止するため、マンションやアパートにおける喫煙禁止条例が施行されているという。岡本光樹「職場スモハラ訴
訟・近隣住宅ベランダ喫煙訴訟・屋外灰皿撤去訴訟の到達点と今後」自由と正義 69 巻1号（2018 年）32 頁以下・35-37 頁
を参照。

27 神奈川県条例に次いで制定された芳賀町条例は、町有施設のみを対象としているため、公物管理条例としての側面が強
いように思われる。

28 都道府県の受動喫煙防止条例が、路上等での喫煙禁止を盛り込んでいる場合には、市町村の路上喫煙規制条例との併存
も生じうる。
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を施設管理者の努力義務として定めている。

（6）加熱式たばこの規制強化

改正法は加熱式たばこに関する経過措置を

設けており、第2種施設に設置された指定た

ばこ専用喫煙室では、加熱式たばこを喫煙し

ながら飲食等をすることが可能である。いく

つかの条例は、加熱式たばこに関する経過措

置を設けず、一般的な紙巻きたばこと同様

に、加熱式たばこの喫煙を条例により規制し

ている24。また、豊橋市条例は、「主として 20

歳未満の者の利用に係る学習の支援を行う施

設」等につき、指定たばこ専用喫煙室を設置

しないよう努力義務を課している。

（7）その他の条例

①理念条例

改正法が成立する前に制定された香芝市条

例や福山市条例は、各主体の責務規定および

受動喫煙対策の推進について定める理念条例

であり、同法の規制を強化するような実体的

規定は置かれていない。

②「受動喫煙」の拡大

改正法にいう「受動喫煙」は、たばこから

発生した副流煙にさらされること、すなわち

二次喫煙を想定している。東京都子ども条例

および福山市条例では、条例上の「受動喫煙」

の定義に、「たばこを吸っている他人の呼気

に含まれる煙（肉眼で見える煙に限らず、残

留するたばこの臭気その他の排出物／残留物

を含む。）にさらされること」（下線筆者）を

含めている。いわゆる三次喫煙（残留受動喫

煙）を加えた概念であり、受動喫煙対策の範

囲を拡大させる効果があると考えられる。

4 条例論の観点からの検討課題

以上のとおり、受動喫煙防止条例に規定さ

れている内容は多岐にわたるが、改正法の上

乗せ・横出し規制を行うものが散見されると

ともに、都道府県条例と市町村条例の併存も

生じており、条例論の観点からも、興味深い

検討課題を提示しているように思われる。

（1）条例制定権の可能性

路上喫煙規制条例のように、法律の未規制

領域を規制する条例については、法律との抵

触性が問題になりにくい。しかしながら、特

定施設等や加熱式たばこに関する規制を強化

する受動喫煙防止条例は、改正法と規制目的

や対象を同じくするため、条例による上乗

せ・横出し規制が許容されるかが問題となり

うる。

改正法の審議過程でも、同時期に東京都条

例が都議会で審議されていたことから、条例

による上乗せ規制の可能性が問われ、以下の

とおり答弁がなされている。

「今回の法案は、全国統一的な最低限の規制を
設定するものであることから、条例において法
律よりも緩い規制を設けることは、健康増進法
の目的や効果を阻害することになり認められま
せんが、条例において、法律に上乗せの規制を
課すことはあり得るものと考えております。」
（下線筆者）
［出典］第 196 回国会衆議院会議録 35 号（2018 年6月
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24 加熱式たばこによる健康リスクがないとは断言できないとして、規制を強化していることから、人の健康や環境に重大
かつ不可逆的な影響を及ぼすおそれがある場合に、科学的知見が十分にない段階でも、規制措置を導入するという“予防
原則（予防的アプローチ）”が採用されていると評価できる。

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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校等での設置禁止をさらに上乗せしている。

なお、秋田県条例は、市町村条例により、

県条例で求められる措置と同等以上の措置が

講じられると知事が認めるときは、当該市町

村の区域について、県条例を適用しないとの

調整規定を設けている。多摩市条例にも、他

の法令等との調整規定が置かれていることか

ら、改正法および東京都条例との3重規制は

回避されている29。

改正法に加えて、都道府県条例および市町

村条例も併存している場合、施設管理権原者

等や喫煙者などをいたずらに混乱させるとと

もに、過度な負担を強いるおそれがある。し

たがって、条例（場合によって健康増進法）

に、他の法令等との調整規定を置くのが望ま

しいだろう。

5 総合的な受動喫煙対策に向けて

前述のように、改正法は、全国画一的に導

入されるべき受動喫煙対策の水準を設定して

いる。今後は、同法の運用のみならず、自治

体ごとの上乗せ・横出し規制を通じて、我が

国における受動喫煙対策をより一層発展させ

ていくことが期待される。その意味では、引

き続き、受動喫煙防止条例の存在意義が認め

られる。

とりわけ路上等での喫煙規制は、環境美化

の観点から進められてきたとはいえ、市町村

が先導してきた部分である。改正法の上乗

せ・横出し規制の検討と併せて、路上喫煙規

制条例を受動喫煙対策の観点から見直すこと

が望ましい30。これにより、対象空間という

観点において、包括的な受動喫煙防止条例の

策定につながると考えられる。

さらに、法律レベルでは、一般住民・利用

者の受動喫煙対策は健康増進法のもとで、労

働者の受動喫煙対策は労働安全衛生法のもと

で31、それぞれ進められてきた。この点、従

業員がいる既存特定飲食提供施設について横

出し規制を行う東京都条例などは、複数の法

律を横断するという意味で、総合的な受動喫

煙防止条例と評価できよう。
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29 習志野市条例、士別市条例も同様に、他法令等との調整規定を有する。神奈川県条例、兵庫県条例は、法律との調整規定
のみを置いている。

30 例えば、多摩市は 2012 年に多摩市まちの環境美化条例を制定し、「まち美化重点区域」における路上喫煙を罰則付きで
禁止していた。しかし、受動喫煙防止条例の制定に合わせて、環境美化条例を改正し、公園も含めた屋外空間の喫煙規制
を受動喫煙防止条例に一元化している。

31 労働安全衛生法 68 条の2は、事業者に対して、労働者の屋内での受動喫煙を防止するための措置を講ずる努力義務を課
すにとどまる。なお、改正法の成立・公布を受けて、厚生労働省労働基準局は、「職場における受動喫煙防止のためのガイ
ドライン」を策定した。

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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表
2
受
動
喫
煙
防
止
条
例
に
よ
る
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乗
せ
・
横
出
し
規
制

多
摩
市
条
例

○
○

○
○

×
田
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市
条
例

理
念
条
例

△
理
念
条
例

△○○○

第
1
種
施
設

に
関
す
る

規
制
強
化

△
△

○
豊
橋
市
条
例

○
×

△△○○

第
2
種
施
設

に
関
す
る

規
制
強
化

○
○

×
調
布
市
条
例

○

保
健
所
設
置

○
○
※
1

○

全
面
禁
煙
時

の
標
識
掲
示

○
△

△
○

大
阪
府
条
例

○

既
存
特
定
飲

食
提
供
施
設

に
関
す
る

規
制
強
化

○
○

○
×

松
本
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条
例

×
芳
賀
町
条
例

○
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川
県
条
例
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○

山
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条
例

○
△
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○

×
士
別
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条
例
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東
京
都
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条
例

○

×
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唄
市
条
例

○
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島
県
条
例
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者
に
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る
直
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制

○
兵
庫
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条
例

○
○

○
×
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條
畷
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条
例
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△

△

×
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条
例
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○
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○
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2
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※
1
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設
管
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者
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よ
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導

の
義
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化

○
△

○
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条
例

○
福
山
市
条
例

×
志
免
町
条
例

×
習
志
野
市
条
例

理
念
条
例

○
山
口
県
条
例

○○

未
成
年
者
・

妊
婦
に
対
す

る
配
慮
義
務

の
強
化

○
○

×
廿
日
市
市
条
例

○○
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上
等
で
の

喫
煙
規
制

△
※
2

△

○
△

○
千
葉
市
条
例

○

居
室
・
自
動

車
内
で
の

喫
煙
規
制

△
※
2

△△

○
○

△
○

東
京
都
条
例

△
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室
で
の

喫
煙
規
制

△
※
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△
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△
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○
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県
条
例

凡
例
）
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：
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、
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該
上
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せ
・
横
出
し
規
制
あ
り
。
△
：
努
力
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務
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て
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せ
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し
規
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あ
り
。
×
：
保
健
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い
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い
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※
1
芳
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町
条
例
は
、
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有
施
設
を
対
象
と
し
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い
る
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め
、
町
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が
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設
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理
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り
う
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※
2
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満
の
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つ
い
て
規
定
し
て
い
る
。
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校等での設置禁止をさらに上乗せしている。

なお、秋田県条例は、市町村条例により、

県条例で求められる措置と同等以上の措置が

講じられると知事が認めるときは、当該市町

村の区域について、県条例を適用しないとの

調整規定を設けている。多摩市条例にも、他

の法令等との調整規定が置かれていることか

ら、改正法および東京都条例との3重規制は

回避されている29。

改正法に加えて、都道府県条例および市町

村条例も併存している場合、施設管理権原者

等や喫煙者などをいたずらに混乱させるとと

もに、過度な負担を強いるおそれがある。し

たがって、条例（場合によって健康増進法）

に、他の法令等との調整規定を置くのが望ま

しいだろう。

5 総合的な受動喫煙対策に向けて

前述のように、改正法は、全国画一的に導

入されるべき受動喫煙対策の水準を設定して

いる。今後は、同法の運用のみならず、自治

体ごとの上乗せ・横出し規制を通じて、我が

国における受動喫煙対策をより一層発展させ

ていくことが期待される。その意味では、引

き続き、受動喫煙防止条例の存在意義が認め

られる。

とりわけ路上等での喫煙規制は、環境美化

の観点から進められてきたとはいえ、市町村

が先導してきた部分である。改正法の上乗

せ・横出し規制の検討と併せて、路上喫煙規

制条例を受動喫煙対策の観点から見直すこと

が望ましい30。これにより、対象空間という

観点において、包括的な受動喫煙防止条例の

策定につながると考えられる。

さらに、法律レベルでは、一般住民・利用

者の受動喫煙対策は健康増進法のもとで、労

働者の受動喫煙対策は労働安全衛生法のもと

で31、それぞれ進められてきた。この点、従

業員がいる既存特定飲食提供施設について横

出し規制を行う東京都条例などは、複数の法

律を横断するという意味で、総合的な受動喫

煙防止条例と評価できよう。
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29 習志野市条例、士別市条例も同様に、他法令等との調整規定を有する。神奈川県条例、兵庫県条例は、法律との調整規定
のみを置いている。

30 例えば、多摩市は 2012 年に多摩市まちの環境美化条例を制定し、「まち美化重点区域」における路上喫煙を罰則付きで
禁止していた。しかし、受動喫煙防止条例の制定に合わせて、環境美化条例を改正し、公園も含めた屋外空間の喫煙規制
を受動喫煙防止条例に一元化している。

31 労働安全衛生法 68 条の2は、事業者に対して、労働者の屋内での受動喫煙を防止するための措置を講ずる努力義務を課
すにとどまる。なお、改正法の成立・公布を受けて、厚生労働省労働基準局は、「職場における受動喫煙防止のためのガイ
ドライン」を策定した。
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調査研究紹介

○第 27 回都市分権政策センター

○地域社会を運営するための人材確保と人づくりのあり方に関する研究会

○都市自治体におけるガバナンスの調査研究（市役所事務機構）

○都市自治体におけるガバナンスの調査研究（人材確保と連携）

○情報領域に係る人材の確保と連携に関するワーキンググループ

○分権社会の都市自治体条例に関する調査研究

○ネクストステージの総合計画に関する調査研究

○グローバル化を見据えた都市自治体の主要政策課題とその対応の内外比較研究

○総合的な都市経営（エネルギー・交通・インフラ、市民自治体等の分野）に関する内外比較

研究

○都市自治体におけるツーリズム行政に関する調査研究

○都市の未来を語る市長の会（2019 年度前期）

日本都市センターでは、過去に「調査研究報告」において紹介した調査研究のほか、全国市

長会と共同で設置している「都市分権政策センター」をはじめとして、都市自治体が直面する

政策課題についてそれぞれ研究会を設置し、調査研究を進めている。

以下では、これら各調査研究の趣旨や研究方法、研究会における議論の概要等を紹介する。

なお、当センターのホームページ（http://www.toshi.or.jp/）では、各研究会の議事概要及

び資料を公開しており、メールマガジンでも当該情報を配信している。
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第 27 回都市分権政策センター
日本都市センター研究室副室長 臼田 公子

日本都市センターと全国市長会が共同設置する「都市分権政策センター」では、2018 年度から第6期

として、これまでの分権改革を踏まえ、実際の都市政策、都市経営により重点をおいた調査研究等を実

施することとしている。

2019 年7月には、第 27 回会議を開催し、明治大学法学部教授の大津浩氏による講演の後、市長及び

学識者の間で活発な議論を展開した。

1 都市分権政策センターについて
日本都市センター及び全国市長会は、市長及

び学識者で構成する「都市分権政策センター」
を共同設置しており、2007 年1月の設置以来、
5期にわたり調査研究・情報提供等を実施して
いる。2018 年度から第6期の「都市分権政策セ
ンター」を設置し、これまでの地方分権について
は住民自治・住民生活の観点からの取組みの弱
さが指摘されていることから、こうした観点も踏
まえつつ、調査研究を行うこととしている。

2 2019 年度事業について
市区長と有識者の参画のもとで、特定ない

し任意テーマに関する調査研究を行う。特定
テーマの「地域社会を運営するための人材確
保と人づくりのあり方に関する研究」を引き
続き行い、2019 年度末に報告書をとりまとめ
る。また、市区長有志が任意のテーマを設定
し、有識者の参画のもとで意見交換を行う「都
市の未来を語る市長の会」は、引き続き、年2
回、開催する。「都市自治体におけるガバナン
スに関する調査研究」については、「市役所事
務機構」及び「人材確保と連携」についての調
査研究を引き続き行い、それぞれ 2019 年度末

に報告書をとりまとめる。また、新たに「分権
社会の都市自治体条例に関する調査研究」を
行うこととし、一連の分権改革によって拡大
した権限及び裁量を地域の特性やニーズを踏
まえながら、各都市自治体がどのように活用
してきたかを検証し、その現状と課題を明ら
かにするとともに、具体的な政策課題を取り
上げつつ、今後の分権改革の方向性及び都市
自治体条例の可能性を考察する。そのほか、
当該政策課題について先進諸国の法体系を必
要に応じて比較参照する。最後に、「各国の地
方自治制度、都市税財政、各種都市施策につ
いての調査研究」では、これまでの研究成果
を踏まえつつ、2019 年度は特に地域公共交通
施策について、内外との比較調査研究を行う。

3 第 27 回都市分権政策センター会議
2019 年7月9日の第 27 回会議では、「憲法
の地方自治規定と都市自治体」と題して、大
津浩氏（明治大学法学部教授）による講演の
後、各委員間で活発な意見交換が行われた。
なお、同会議には 13 名の委員（市長6名並び
に学識者7名）が出席した。（大津浩氏の講
演概要及び意見交換は、5頁に掲載）
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地域社会を運営するための人材確保と
人づくりのあり方に関する研究会

日本都市センター研究員 原 宏樹

超高齢・人口減少社会を迎える中で、地域社会において地域コミュニティが果たす役割は大きくなっ

ている。一方で、地域で見守り支え合う仕組みづくりや社会的ネットワークの再構築が緊急な課題と

なっている。全国市長会と日本都市センターが共同で運営する都市分権政策センターは、2018-19 年度

の2年間“地域社会を運営するための人材確保と人づくりのあり方に関する研究会”を設置し、市区長

と有識者の参画のもとで、今年度は6月に研究会を開催し地域福祉を中心に意見交換を行っている。

1 調査研究の趣旨
超高齢・人口減少社会を迎える中で、人々
の生活や交流のあり方が急激に変わりつつあ
り、地域の福祉や安心安全のために、地域社
会において地域コミュニティが果たす役割は
大きくなっている。一方で地域コミュニティ
はその機能低下も指摘されており、地域で見
守り支え合う仕組みづくりや社会的ネット
ワークの再構築が緊急な課題となっている。
このような状況に鑑み、地域包括ケア（医
療・福祉など）や地域の見守り（高齢者やこ
ども）、生活基盤サービス（物資の供給や交通
弱者対策）の提供などのための地域コミュニ
ティにおける専門的人材等の確保と人づくり
のあり方について、外部人材の活用や地域コ
ミュニティのための財源確保策も念頭に置い
て調査研究を行い、都市分権政策センターの
報告としてとりまとめる。

2 調査研究の現況
2018 年度から2か年に渡り、市区長 20 名、

有識者4名からなる「地域社会を運営するた
めの人材確保と人づくりのあり方に関する研
究会」（座長：小林眞 八戸市長、座長代理：
神谷学 安城市長、名和田是彦 法政大学法
学部教授）を設置し、調査研究を行っている。
2019 年度は、第3回の研究会を6月に開催
し、ルーテル学院大学市川教授、西田委員よ
り地域福祉について、講演をいただき、各委
員との意見交換を行った。また、全 815 市区
を対象に行ったアンケート調査（3月）の結
果概要を報告した。さらに、人材育成の取組
み状況や課題等についての現地調査を行っ
た。

3 今後の活動予定
2019 年度には、9月下旬及び 11 月下旬に
研究会の開催を予定している。さらに、2020
年1月に都市分権政策センターにて概略報告
を行うとともに3月末には、本研究会の調査
研究の成果を報告書に取りまとめて刊行する
予定である。
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第 27 回都市分権政策センター
日本都市センター研究室副室長 臼田 公子

日本都市センターと全国市長会が共同設置する「都市分権政策センター」では、2018 年度から第6期

として、これまでの分権改革を踏まえ、実際の都市政策、都市経営により重点をおいた調査研究等を実

施することとしている。

2019 年7月には、第 27 回会議を開催し、明治大学法学部教授の大津浩氏による講演の後、市長及び

学識者の間で活発な議論を展開した。

1 都市分権政策センターについて
日本都市センター及び全国市長会は、市長及

び学識者で構成する「都市分権政策センター」
を共同設置しており、2007 年1月の設置以来、
5期にわたり調査研究・情報提供等を実施して
いる。2018 年度から第6期の「都市分権政策セ
ンター」を設置し、これまでの地方分権について
は住民自治・住民生活の観点からの取組みの弱
さが指摘されていることから、こうした観点も踏
まえつつ、調査研究を行うこととしている。

2 2019 年度事業について
市区長と有識者の参画のもとで、特定ない

し任意テーマに関する調査研究を行う。特定
テーマの「地域社会を運営するための人材確
保と人づくりのあり方に関する研究」を引き
続き行い、2019 年度末に報告書をとりまとめ
る。また、市区長有志が任意のテーマを設定
し、有識者の参画のもとで意見交換を行う「都
市の未来を語る市長の会」は、引き続き、年2
回、開催する。「都市自治体におけるガバナン
スに関する調査研究」については、「市役所事
務機構」及び「人材確保と連携」についての調
査研究を引き続き行い、それぞれ 2019 年度末

に報告書をとりまとめる。また、新たに「分権
社会の都市自治体条例に関する調査研究」を
行うこととし、一連の分権改革によって拡大
した権限及び裁量を地域の特性やニーズを踏
まえながら、各都市自治体がどのように活用
してきたかを検証し、その現状と課題を明ら
かにするとともに、具体的な政策課題を取り
上げつつ、今後の分権改革の方向性及び都市
自治体条例の可能性を考察する。そのほか、
当該政策課題について先進諸国の法体系を必
要に応じて比較参照する。最後に、「各国の地
方自治制度、都市税財政、各種都市施策につ
いての調査研究」では、これまでの研究成果
を踏まえつつ、2019 年度は特に地域公共交通
施策について、内外との比較調査研究を行う。

3 第 27 回都市分権政策センター会議
2019 年7月9日の第 27 回会議では、「憲法
の地方自治規定と都市自治体」と題して、大
津浩氏（明治大学法学部教授）による講演の
後、各委員間で活発な意見交換が行われた。
なお、同会議には 13 名の委員（市長6名並び
に学識者7名）が出席した。（大津浩氏の講
演概要及び意見交換は、5頁に掲載）
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都市自治体におけるガバナンスの調査研究
（市役所事務機構）

日本都市センター研究員 黒石 啓太

近年、市役所事務機構のあり方をめぐって、自治体における政策形成と合意形成のあり方、超高齢・

人口減少社会に対応した総合的な政策展開、行政サービスの質の維持・向上のための事務機構や人事管

理の体制整備といった重要な論点が現出している。本研究では、市役所事務機構に関する総合的な調査

を行い、この 10 年間における変化を分析するとともに、今後 10 年間を見据えた行政改革の方向性を展

望する。

1 調査研究の趣旨
当センターでは、1964 年以来、概ね 10 年
おきに市役所事務機構に関する大規模な調査
を実施してきた。本研究は、前回調査から 10
年を経過したことを受け、この間の市役所事
務機構の変化を分析することを目的としてい
る。
近年、市役所事務機構のあり方をめぐっ
て、いくつかの重要な論点が現出している。
地方分権改革が進展し、地域の自己決定が重
要となるなかで、行政内部の意思決定過程の
みならず、議会の役割や住民参加も含め、自
治体における政策形成と合意形成のあり方が
課題となっている。また、人口減少・超高齢
社会の到来に伴い、分野横断的な政策の展開
がますます重要となっている。
AIや RPAといった新しい技術の登場にく

わえ、公共部門と民間部門とを問わずに求め
られる「働き方改革」の推進、地域における
外国人の増加等も、都市自治体を取り巻く社
会環境の変化であるといえよう。
そこで、本研究では、市役所事務機構に関す

る総合的な調査を行い、この 10 年間における

変化を分析するとともに、これからの 10 年間
を見据えた行政改革の方向性を展望する。

2 調査研究の現況
10 名の学識者及び都市自治体職員からな
る「第6次市役所事務機構研究会」（座長 横
道清孝 政策研究大学院大学理事・副学長）
を設置し、調査研究を進めている。研究会で
は、①自治体の政策形成過程の変化、②総合
的・計画的な行政の実現、③自治体行政組織・
職員のあり方、④公共サービス提供主体の多
様化、⑤技術革新への対応といった点につい
て調査を進めている。
2018 年度にはアンケート調査（首長向け、
一般向け）を行い、その結果は、2018 年度末
にとりまとめ、中間報告書として公表した。

3 今後の活動予定
調査研究の最終年度である今年度は、アン
ケート調査の分析結果および都市自治体等へ
のヒアリング調査結果を踏まえて、研究会と
しての最終報告書を取りまとめる予定であ
る。
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都市自治体におけるガバナンスの調査研究
（人材確保と連携）

日本都市センター主任研究員 峰岸 貴子

全国の都市自治体では、それぞれガバナンスにおいて課題を抱えながら行政運営に取組んでいる。超

高齢、人口減少社会を迎えるにあたり、行政の仕事を担う専門人材の不足が問題視されつつある。土木・

建築系技術系専門職が担当するファシリティマネジメント(公共施設の維持管理を含む)やまちづくり、

情報領域に焦点を当て、人材の確保、育成、定着、連携について調査研究を行う。

1 調査研究の趣旨
都市自治体のガバナンスにおいて、重要な
課題の一つが専門人材の確保である。
超高齢・人口減少社会を迎えるにあたり、
土木・建築の技術系専門職が担当する公共施
設の維持管理やまちづくり分野に焦点を当
て、人材の確保（リクルート）、育成（リカレ
ント）、及び人材の定着（リテンション）、業
務の担い方としての連携について調査研究を
行う。また、分野横断的に見た場合、情報領
域の人材育成の方法も土木・建築の技術職に
応用できる可能性もあり、時代とともに変化
する都市自治体のガバナンスを展望する。

2 調査研究の現況
8名の学識者等からなる「都市自治体にお
けるガバナンスに関する研究会（人材確保と
連携）」（座長：工藤裕子 中央大学法学部教
授）を設置し、議論を行っている。
第4回研究会（2019 年3月 28 日開催）及

び第5回研究会（2019 年5月 13 日開催）で
は、技術系公務員の人材確保に関する送り出
し側の問題意識や、建築・都市環境系学部の
学生の就職状況や大学と自治体などの連携等
について意見交換を行った。また、情報領域
を議論するためのワーキングループの設置に
ついて、関連する報告を行った。
さらに、2019 年8月2日に第6回目研究会
を開催し、技術系の公務員制度等について議
論や、報告書作成に向けて検討を行った。ま
た、アンケート調査（2019 年2月から3月に
かけて全国の都市自治体の人事部局及び技術
担当部局あて実施）結果について報告を行っ
た。

3 今後の活動予定
今後は、先進地事例について情報収集を進
めるともに、現地調査を行い、2019 年度末に
報告書をとりまとめる予定である。
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都市自治体におけるガバナンスの調査研究
（市役所事務機構）

日本都市センター研究員 黒石 啓太

近年、市役所事務機構のあり方をめぐって、自治体における政策形成と合意形成のあり方、超高齢・

人口減少社会に対応した総合的な政策展開、行政サービスの質の維持・向上のための事務機構や人事管

理の体制整備といった重要な論点が現出している。本研究では、市役所事務機構に関する総合的な調査

を行い、この 10 年間における変化を分析するとともに、今後 10 年間を見据えた行政改革の方向性を展

望する。

1 調査研究の趣旨
当センターでは、1964 年以来、概ね 10 年
おきに市役所事務機構に関する大規模な調査
を実施してきた。本研究は、前回調査から 10
年を経過したことを受け、この間の市役所事
務機構の変化を分析することを目的としてい
る。
近年、市役所事務機構のあり方をめぐっ
て、いくつかの重要な論点が現出している。
地方分権改革が進展し、地域の自己決定が重
要となるなかで、行政内部の意思決定過程の
みならず、議会の役割や住民参加も含め、自
治体における政策形成と合意形成のあり方が
課題となっている。また、人口減少・超高齢
社会の到来に伴い、分野横断的な政策の展開
がますます重要となっている。
AIや RPAといった新しい技術の登場にく

わえ、公共部門と民間部門とを問わずに求め
られる「働き方改革」の推進、地域における
外国人の増加等も、都市自治体を取り巻く社
会環境の変化であるといえよう。
そこで、本研究では、市役所事務機構に関す

る総合的な調査を行い、この 10 年間における

変化を分析するとともに、これからの 10 年間
を見据えた行政改革の方向性を展望する。

2 調査研究の現況
10 名の学識者及び都市自治体職員からな
る「第6次市役所事務機構研究会」（座長 横
道清孝 政策研究大学院大学理事・副学長）
を設置し、調査研究を進めている。研究会で
は、①自治体の政策形成過程の変化、②総合
的・計画的な行政の実現、③自治体行政組織・
職員のあり方、④公共サービス提供主体の多
様化、⑤技術革新への対応といった点につい
て調査を進めている。
2018 年度にはアンケート調査（首長向け、
一般向け）を行い、その結果は、2018 年度末
にとりまとめ、中間報告書として公表した。

3 今後の活動予定
調査研究の最終年度である今年度は、アン
ケート調査の分析結果および都市自治体等へ
のヒアリング調査結果を踏まえて、研究会と
しての最終報告書を取りまとめる予定であ
る。
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情報領域に係る人材の確保と連携
に関するワーキンググループ

日本都市センター研究員 安齋 顕考

情報技術発展の加速と厳しい行財政経営を迫られる都市自治体において、複雑かつ多様な住民ニーズ

に対応しつつ、行政サービスの持続可能な形での提供とさらなる質の向上のために、AI や RPAの導入、

オープンデータ化の推進、ビッグデータの利活用等が求められている。本ワーキンググループは、これ

らの取組みの担い手である情報領域に係る人材の確保と連携に関して、議論と意見交換を行う場であ

る。

1 調査研究の趣旨
当センターには「市役所事務機構研究会」

（2017-19 年度）及び「人材確保と連携研究会」
（2018-19 年度）が設置されているが、この2
つの研究会の共通課題である情報領域に係る
人材確保と連携の方向を探るため、最新の議
論とより深い知見が必要となる。
「市役所事務機構研究会」では、都市自治体
アンケート調査（2018 年度実施）をもとに
2019 年度は考察を行ってきたが、その中で
“技術革新がもたらす都市自治体行政の変
化”として、AIをはじめとする情報通信技術
の進展に伴う行政のあり方についてもテーマ
として検討を進めている。
また、「人材確保と連携研究会」では、超高
齢・人口減少時代において自治体行政に大き
なインパクトがある土木、都市計画、情報領
域を対象としていたが、情報領域について
2018 年度に行った議論をさらに深化させる
必要があった。
本ワーキンググループは、上記2つの研究
会の議論のうち、情報領域に係る人材の最新

かつ専門的な知見を集約し、2つの研究会の
調査研究に寄与することを目的としている。

2 調査研究の現況
6名の学識者、専門家及び都市自治体職員
からなる「情報領域に係る人材の確保と連携
に関するワーキンググループ」（座長 大杉
覚 首都大学東京法学部教授）を設置し、こ
れまで6月6日及び8月1日と2回の会議を
開催し、議論を重ねてきた。具体的な検討項
目は、①情報領域における業務の展望、②都
市自治体職員の情報領域に係る人材に求めら
れるスキル、③情報領域における人材確保・
育成の方法である。また必要に応じて、都市
自治体へのアンケート調査や現地調査を行う
予定である。

3 今後の活動予定
情報領域に係る人材についての多岐に渡る
議論とヒアリング結果を集約し、2つの研究
会における報告書のさらなる充実に資するも
のとする。
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分権社会の都市自治体条例に関する
調査研究

日本都市センター研究員 釼持 麻衣

条例による法律の具体化・上書き等の可能性と限界、および法律と条例の関係についての将来的な提

言に向けた検討を行うことを目的として、今年度より、「分権社会の都市自治体条例に関する研究会」を

設置した。

2019 年度前期は、3回の研究会を開催し、本研究会の全体方針や検討対象などについて意見交換を

行った。

1 調査研究の趣旨
約 20 年間にわたって進められてきた地方
分権改革では、権限移譲や義務付け・枠付け
の緩和などが行われ、自治体の事務権限およ
びその実施に係る裁量が拡大しつつある。自
治体は、地域の特性やニーズを踏まえなが
ら、法令を地域適合的に解釈、あるいは条例
制定を通じて新たな法規範を創造していくこ
とが期待される。
そこで、自治立法権・法令解釈権のより積
極的な活用を後押しするため、さまざまな政
策分野における先進的な自治体条例を踏まえ
ながら、条例による法律の具体化・上乗せ・
横出し・上書きの可能性を検討する。さら
に、人口減少時代における行政体制のあり方
や分権改革の今後の進展を視野に入れて、法
律の規律密度や事務分担の見直しも含めた、
法律と条例の関係についての将来的な提言を
行う。

2 調査研究の現況
5名の学識者および都市自治体職員からな

る「分権社会の都市自治体条例に関する研究
会」（座長：北村喜宣 上智大学法学部教授）
を設置し、①現行法のもとでの自治立法権・
法令解釈権、②法律と条例の関係についての
将来的提言を中心に議論を行っている。
第1回研究会（6月 17 日開催）および第2
回研究会（7月 18 日開催）では、本研究会の
全体方針や進め方、検討対象とする条例の種
類・政策分野等を議論した。第3回研究会
（8月9日開催）では、南川諦弘氏（大阪学院
大学名誉教授・弁護士）をゲストスピーカー
として迎え、法律との関係における条例制定
権の限界などについてご講演いただいたの
ち、意見交換を行った。

3 今後の活動予定
2019 年度後期は、2回ないし3回の研究会
の開催を予定している。2021 年3月には、本
調査研究の成果を取りまとめた報告書の刊行
を予定していることから、有識者へのヒアリ
ングや先進的な自治体条例などを踏まえなが
ら、各論点に関する議論を深めていく。
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情報領域に係る人材の確保と連携
に関するワーキンググループ

日本都市センター研究員 安齋 顕考

情報技術発展の加速と厳しい行財政経営を迫られる都市自治体において、複雑かつ多様な住民ニーズ

に対応しつつ、行政サービスの持続可能な形での提供とさらなる質の向上のために、AI や RPAの導入、

オープンデータ化の推進、ビッグデータの利活用等が求められている。本ワーキンググループは、これ

らの取組みの担い手である情報領域に係る人材の確保と連携に関して、議論と意見交換を行う場であ

る。

1 調査研究の趣旨
当センターには「市役所事務機構研究会」

（2017-19 年度）及び「人材確保と連携研究会」
（2018-19 年度）が設置されているが、この2
つの研究会の共通課題である情報領域に係る
人材確保と連携の方向を探るため、最新の議
論とより深い知見が必要となる。
「市役所事務機構研究会」では、都市自治体
アンケート調査（2018 年度実施）をもとに
2019 年度は考察を行ってきたが、その中で
“技術革新がもたらす都市自治体行政の変
化”として、AIをはじめとする情報通信技術
の進展に伴う行政のあり方についてもテーマ
として検討を進めている。
また、「人材確保と連携研究会」では、超高
齢・人口減少時代において自治体行政に大き
なインパクトがある土木、都市計画、情報領
域を対象としていたが、情報領域について
2018 年度に行った議論をさらに深化させる
必要があった。
本ワーキンググループは、上記2つの研究
会の議論のうち、情報領域に係る人材の最新

かつ専門的な知見を集約し、2つの研究会の
調査研究に寄与することを目的としている。

2 調査研究の現況
6名の学識者、専門家及び都市自治体職員
からなる「情報領域に係る人材の確保と連携
に関するワーキンググループ」（座長 大杉
覚 首都大学東京法学部教授）を設置し、こ
れまで6月6日及び8月1日と2回の会議を
開催し、議論を重ねてきた。具体的な検討項
目は、①情報領域における業務の展望、②都
市自治体職員の情報領域に係る人材に求めら
れるスキル、③情報領域における人材確保・
育成の方法である。また必要に応じて、都市
自治体へのアンケート調査や現地調査を行う
予定である。

3 今後の活動予定
情報領域に係る人材についての多岐に渡る
議論とヒアリング結果を集約し、2つの研究
会における報告書のさらなる充実に資するも
のとする。
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ネクストステージの総合計画に関する
調査研究

日本都市センター研究員 髙野 裕作

超高齢・人口減少社会を迎えるなか、各自治体ではハード・ソフト各種分野の政策を連携し、計画的

に施策を実行していく総合的な計画行政が求められている。本調査研究では従来の総合計画を踏襲す

るのではない、新たな計画のあり方を検討している。

1．「ネクストステージの総合計画」
超高齢・人口減少時代を迎え、各自治体で
は持続可能な都市経営が求められる中、ハー
ド・ソフトそれぞれの政策を連携し、統合的
に推進していくことがますます重要となる。
そのためのツールとして多くの自治体では
「総合計画」が策定されているが、本調査研
究では従来のスタイルの総合計画を踏襲する
のではなく、明確な政策コンセプトと空間計
画を持つものとして位置づける。
まず、空間計画に関しては、都市の現在そ
して未来の状況を見据えながら、多様な主体
の都市空間に対する要求を踏まえ、都市空間
形成の目標・方針・施策を統括的に定める取
り組みとして捉える。
政策コンセプトの一例として「健康まちづ
くり」と「コンパクトシティ」の二つの戦略
を軸として位置付け、それらを推進するため
の具体的な計画・施策の事例や、各施策の連
携・マネジメント、および政策立案のあり方
についてそれぞれ検討する。

2．調査研究の実施状況
現地ヒアリング調査として、2019 年4月
11 日に福岡県飯塚市、5月 31 日に大阪府高
石市を訪問し、それぞれスマートウエルネス
シティ政策への取組み、立地適正化計画を始
めとした土地利用計画、広域的な立地適正化
の方針などについて調査した。
第4回研究会(2019 年5月 17 日)では、田
代委員(宇都宮市)よりうつのみや市政研究セ
ンターにおける政策調査・研究活動につい
て、また宇都宮市都市計画課の片庭哲也氏よ
り宇都宮市の立地適正化計画を中心としたコ
ンパクトシティ政策について話題提供をいた
だき、議論を行った。第5回研究会(2019 年
7月4日)では、高石市のヒアリング調査結
果について報告するとともに、報告書の構成
案について議論を行った。第6回研究会
(2019 年8月2日)では、村山委員より総合的
な計画システムについて、国内外の事例をも
とに話題提供をいただき、議論を行った。
今後も研究会での議論を重ねるとともに、
現地ヒアリング調査を実施し、2020 年3月に
報告書を取りまとめ、刊行する予定である。
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グローバル化を見据えた都市自治体の
主要政策課題とその対応の内外比較研究

日本都市センター主任研究員 加藤 祐介

いち早く移民を受け入れ、都市が教育や福祉、都市・住宅政策等、広範な取組みを進めてきた欧州諸

国の先進事例や動向を踏まえつつ、新たな外国人材受入れに向けた在留資格の創設等、外国人の受入れ

が進む中で、我が国の都市自治体がこれらの政策を担う意義を改めて明らかにし、今後の政策対応のあ

り方を検討するため、中長期的な視点から調査研究を行う。

1 調査研究の趣旨
人口構造の変化や、外国人観光客や外国人
就業者の増加等によって、我が国の地域社
会・地域経済は大きく変貌しつつある。とり
わけ、新たな外国人材受入れに向けた在留資
格の創設等を踏まえると、今後もその傾向は
継続するものと考えられる。
他方、いち早く高齢社会に突入し、労働力
不足への対応等として移民を受け入れてきた
欧州諸国においては、移民の社会統合・社会
包摂をも念頭に、国はもちろんのこと、都市
が教育や福祉、都市・住宅政策も含めた広範
な取組みを進めてきている。
そこで、中長期的な視点から、こうした欧
州諸都市の先進事例や動向を把握することを
通じて、外国人の受入れが進む中で、都市自
治体がこれらの政策を担う意義を改めて明ら
かにするとともに、今後の対応のあり方を探
るべく、調査研究を実施する。

2 主な検討項目
研究に当たっては、主に以下の4点に着目
して検討を進める予定である。
①欧州における移民政策の基本的視点：社会

統合・社会包摂、インターカルチャー政策等
②欧州諸都市の実践からみる都市自治体が外
国人・社会包摂施策を担う意義：都市による
分野横断的な政策展開等
③欧州諸都市の実践からみる都市自治体によ
る外国人・社会包摂施策の視点：インターカ
ルチュラルな視点からの自治体の機能・業務
のあり方の見直し等
④今後の我が国都市自治体による外国人・社
会包摂施策への視座
なお、今後の外国人受入れに伴って都市自
治体に求められる政策は様々な分野にわたる
と考えられることから、例えば、言語教育等
の教育分野や住宅・都市開発にかかる分野と
いった、個別の政策分野にも重点を置きつ
つ、検討を進める予定である。

3 今後の予定
今年度 11 月頃をめどに、学識者からなる
研究会を設置し、そこでの議論を通じて調査
研究を実施する。2021 年度末には研究会の
成果を報告書に取りまとめ刊行する予定であ
る。
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ネクストステージの総合計画に関する
調査研究

日本都市センター研究員 髙野 裕作

超高齢・人口減少社会を迎えるなか、各自治体ではハード・ソフト各種分野の政策を連携し、計画的

に施策を実行していく総合的な計画行政が求められている。本調査研究では従来の総合計画を踏襲す

るのではない、新たな計画のあり方を検討している。

1．「ネクストステージの総合計画」
超高齢・人口減少時代を迎え、各自治体で
は持続可能な都市経営が求められる中、ハー
ド・ソフトそれぞれの政策を連携し、統合的
に推進していくことがますます重要となる。
そのためのツールとして多くの自治体では
「総合計画」が策定されているが、本調査研
究では従来のスタイルの総合計画を踏襲する
のではなく、明確な政策コンセプトと空間計
画を持つものとして位置づける。
まず、空間計画に関しては、都市の現在そ
して未来の状況を見据えながら、多様な主体
の都市空間に対する要求を踏まえ、都市空間
形成の目標・方針・施策を統括的に定める取
り組みとして捉える。
政策コンセプトの一例として「健康まちづ
くり」と「コンパクトシティ」の二つの戦略
を軸として位置付け、それらを推進するため
の具体的な計画・施策の事例や、各施策の連
携・マネジメント、および政策立案のあり方
についてそれぞれ検討する。

2．調査研究の実施状況
現地ヒアリング調査として、2019 年4月
11 日に福岡県飯塚市、5月 31 日に大阪府高
石市を訪問し、それぞれスマートウエルネス
シティ政策への取組み、立地適正化計画を始
めとした土地利用計画、広域的な立地適正化
の方針などについて調査した。
第4回研究会(2019 年5月 17 日)では、田
代委員(宇都宮市)よりうつのみや市政研究セ
ンターにおける政策調査・研究活動につい
て、また宇都宮市都市計画課の片庭哲也氏よ
り宇都宮市の立地適正化計画を中心としたコ
ンパクトシティ政策について話題提供をいた
だき、議論を行った。第5回研究会(2019 年
7月4日)では、高石市のヒアリング調査結
果について報告するとともに、報告書の構成
案について議論を行った。第6回研究会
(2019 年8月2日)では、村山委員より総合的
な計画システムについて、国内外の事例をも
とに話題提供をいただき、議論を行った。
今後も研究会での議論を重ねるとともに、
現地ヒアリング調査を実施し、2020 年3月に
報告書を取りまとめ、刊行する予定である。
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総合的な都市経営（エネルギー・交通・イン
フラ、市民自治体等の分野）に関する

内外比較研究
日本都市センター主任研究員 清水 浩和

人口減少・少子高齢化社会を迎え、都市自治体が様々な課題に対応しながら、地域の実情に沿った行

政サービスを持続的に提供していくためには、現在の課題を検証しつつ、それぞれの都市自治体が自立

し、自由度の高い行財政運営が可能となる都市経営のあり方を明らかにすることが重要である。そこ

で、こうした点を検討すべく調査研究を行っている。

1 設置経緯及び趣旨・目的
欧州の諸都市においては、エネルギー、交
通、インフラ、地域再生などの分野において、
出資団体や都市圏などとの連携を通じて、地
域経済振興も念頭に入れた形で都市経営に取
り組んでいる。同時に、市民自治体といった
理念を掲げて、市民との協働、市民参加を行
いながら地域の合意形成を図っており、こう
した取組みが地域課題の解決により大きな役
割を果たすようになっている。我が国でも、
こうした取組みを参考にする都市もでてきて
いることから、総合的な都市経営のあり方に
ついて、研究会を設置し国内外の比較研究を
行うこととした。
ついては、都市自治体が今後担うべき総合
的な都市経営（エネルギー・交通・インフラ、
市民自治体等の分野）のあり方について調査
研究を行うため、本年8月 22 日に学識者で
構成される「総合的な都市経営（エネルギー・
交通等）のあり方研究会」（座長：諸富徹・京
都大学大学院経済学研究科・経済学部教授）
を設置し、調査研究を進めている。

2 研究会の検討項目
主な検討事項としては、新たな都市経営の
理念や仕組みの検討（例：公営企業・都市公
社等外郭団体と連携した都市経営のコンセプ
ト（理念・理論）の検討（出資、連結決算、
一般会計繰入、人材派遣の考え方、経営
チェック）、そうした都市経営への住民参加
のあり方の検討（＝市民自治体）、都市自治体
のインフラ政策（エネルギー政策、交通弱者
対策としての交通政策等）のあり方の検討な
どがある。
第1回研究会（8月 22 日開催）では、上記
の論点の検討、現地調査先やアンケート調査
案について意見交換を行った。

3 今後の研究予定
第2回研究会（10 月 22 日）以降では、学識
者等による報告の後、意見交換を行い、上記
の論点を深め、現地調査先等を更に具体化し
ていく予定である。なお、当該報告書につい
ては、2021 年3月を目途に刊行する予定であ
る。
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ColumnColumn

都市自治体におけるツーリズム行政に
関する調査研究

日本都市センター研究員 安齋 顕考

近年の我が国の観光市場は、国内宿泊旅行の拡大や訪日外客数の増加が顕著であり、団体旅行から個
人旅行への変化といった流れの中で、都市自治体も、旅行を「観光」にとどまらない「ツーリズム」と
いう広範な視点で捉えて取組みを進めるべき時代を迎えている。このため、都市自治体におけるツーリ
ズム推進体制の確立、ツーリズム推進財源確保の方策のほか諸課題について調査研究を行う。

1 調査研究の趣旨
近年の我が国の観光市場は、国内宿泊旅行
の拡大や訪日外客数（インバウンド）の増加
が顕著であることに加え、旅行者の趣向も団
体旅行から個人旅行へ移り変わってきている
こともあり、大きな変化の只中にある。
交流人口増大による直接の経済的利益や潜
在的な地域資源を顕在化させることによる住
民、旅行者、相互にとっての価値の創出等を
図りながら、マイナス面を回避しつつ、地域
特性に応じた取組みをいかに自治体がマネジ
メントしていくかが問われている。
そこで、旅行を「観光」にとどまらない

「ツーリズム」という広範な視点から捉え、
都市自治体におけるツーリズム推進体制の確
立、ツーリズム推進財源確保の方策のほか諸

課題について、今後の対応のあり方を探るべ
く、調査研究を実施する。

2 主な検討項目
研究に当たっては、主に次の4点に着目し
て検討する予定である。①都市自治体をめぐ
るツーリズムの現状と展開、②地域資源利用
と保護のバランスやシェアリングエコノミー
への対応、③ DMO、公民連携、広域連携のあ
り方、④ツーリズム推進財源のあり方

3 今後の予定
今年度内には、研究会を設置し、そこでの
議論を通じて調査研究を実施する。2020 年
度末には研究会の成果を報告書に取りまとめ
刊行する予定である。
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コミュニテイの迷い道～現在！過去×未来？ ツーリズムは癒しの源
古代社会でも、中世でも、近世社会でも、人びとは旅をした。街道には宿場町が栄えた。
昔は、宗教的な迫害があった時代もあるが、移り住んできた人びとが地域共同社会に新た
な文化をもたらした。
（城門の前にある）泉に添いて茂る菩提樹は、昔、岩塩鉱山で栄えた町に今も残る。親方
修行で地方遍歴をしている若者が疲れ果てて寝入り、そこで恋人との甘い夢を見る話であ
る。近くには、霧が出やすい里山があり、当時は旅人が道に迷った場所なのだろう、“こぶ
とり爺さん”ならぬ“ホレおばさん”の池がある。400 年前の戦乱でわずか三軒の家屋しか
残らなかった町、冷戦時代には国境の町となったが、今は保養地として多くの人が訪れる。
（参考文献 グリム童話(KHM24)） （ツーリズム愛好家）
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総合的な都市経営（エネルギー・交通・イン
フラ、市民自治体等の分野）に関する

内外比較研究
日本都市センター主任研究員 清水 浩和

人口減少・少子高齢化社会を迎え、都市自治体が様々な課題に対応しながら、地域の実情に沿った行

政サービスを持続的に提供していくためには、現在の課題を検証しつつ、それぞれの都市自治体が自立

し、自由度の高い行財政運営が可能となる都市経営のあり方を明らかにすることが重要である。そこ

で、こうした点を検討すべく調査研究を行っている。

1 設置経緯及び趣旨・目的
欧州の諸都市においては、エネルギー、交
通、インフラ、地域再生などの分野において、
出資団体や都市圏などとの連携を通じて、地
域経済振興も念頭に入れた形で都市経営に取
り組んでいる。同時に、市民自治体といった
理念を掲げて、市民との協働、市民参加を行
いながら地域の合意形成を図っており、こう
した取組みが地域課題の解決により大きな役
割を果たすようになっている。我が国でも、
こうした取組みを参考にする都市もでてきて
いることから、総合的な都市経営のあり方に
ついて、研究会を設置し国内外の比較研究を
行うこととした。
ついては、都市自治体が今後担うべき総合
的な都市経営（エネルギー・交通・インフラ、
市民自治体等の分野）のあり方について調査
研究を行うため、本年8月 22 日に学識者で
構成される「総合的な都市経営（エネルギー・
交通等）のあり方研究会」（座長：諸富徹・京
都大学大学院経済学研究科・経済学部教授）
を設置し、調査研究を進めている。

2 研究会の検討項目
主な検討事項としては、新たな都市経営の
理念や仕組みの検討（例：公営企業・都市公
社等外郭団体と連携した都市経営のコンセプ
ト（理念・理論）の検討（出資、連結決算、
一般会計繰入、人材派遣の考え方、経営
チェック）、そうした都市経営への住民参加
のあり方の検討（＝市民自治体）、都市自治体
のインフラ政策（エネルギー政策、交通弱者
対策としての交通政策等）のあり方の検討な
どがある。
第1回研究会（8月 22 日開催）では、上記
の論点の検討、現地調査先やアンケート調査
案について意見交換を行った。

3 今後の研究予定
第2回研究会（10 月 22 日）以降では、学識
者等による報告の後、意見交換を行い、上記
の論点を深め、現地調査先等を更に具体化し
ていく予定である。なお、当該報告書につい
ては、2021 年3月を目途に刊行する予定であ
る。
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都市の未来を語る市長の会
（2019 年度前期）

日本都市センター研究員 安齋 顕考

都市自治体が直面する政策課題について、市区長間で自由な議論、問題意識の共有及び情報交流を図

ることを目的に、市区長有志から構成される呼びかけ人による「都市の未来を考える市長の会」を開催

している。2019 年度前期は、「交通弱者対策（住民の移動手段の確保）」を議題として、学識者による基

調講演と事前アンケートを踏まえた参加市長間の意見交換を行った。

はじめに
通算 27 回目となる「都市の未来を語る市
長の会（2019 年度後期）」は、2019 年7月1
日（月）に開催し、市長 28 名の参加を得た。
中野正康一宮市長の進行のもと、各市長間で
活発な意見交換が行われた。

プログラム

中野 正康一宮市長進行役

基調講演 福島大学経済経営学類
准教授 吉田 樹

綾 宏坂出市長趣旨説明

1 趣旨説明
今回の議題である「交通弱者対策（住民の
移動手段の確保）」について、綾宏坂出市長に
よる趣旨説明が行われた。
綾市長からは、近年、地方圏に限らず大都
市圏でも路線バス撤退などで不便な地域が多
く発生し、住民の移動手段確保が重要な課題
となっており、参加市長や吉田准教授と議論
を深めたいとの発言があった。

2 基調講演
「地域公共交通の計画手法－地域公共交通

網の形成から地域創生へ－」と題して、吉田
樹福島大学経済経営学類准教授による基調講
演が行われた。
吉田准教授からは、地域の生活と交流を支
える道具である公共交通について、ネット
ワークとして見詰め直し、移動手段確保に加
えて、地方創生を念頭に取り組むべきとの提
案をいただいた。

3 意見交換
基調講演及び参加市への事前アンケートを
踏まえた参加市長、吉田准教授による意見交
換では、地域公共交通サービスについて、多
様な担い手を確保する方法、持続可能性確保
のための財源、交通網の面的な再構築、運行
間隔や路線の総合調整、自動運転技術や情報
技術を活用した新しいモビリティサービスへ
の期待と課題等について、自由で活発な意見
交換が交わされた。

おわりに
本会の詳細については、2020 年3月にブッ
クレットとして刊行する予定である。
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政策交流イベント

○第 81 回全国都市問題会議（予告）

○第 21 回都市経営セミナー

○第 22 回都市政策研究交流会

日本都市センターでは、都市自治体が直面する政策課題に対する問題意識を共有するととも

に、解決のための諸方策を議論するため、全国の市区長、職員等の都市自治体関係者を対象と

して、「全国都市問題会議」（全国市長会、（公財）後藤・安田記念東京都市研究所、開催都市と

の共催）、「都市経営セミナー」、「都市政策研究交流会」を開催している。

以下では、8月5日に開催した「第 21 回都市経営セミナー」、9月5日に開催した「第 22 回

都市政策研究交流会」、11 月7日、8日に開催予定の「第 81 回全国都市問題会議」の概要をそ

れぞれ報告する。
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都市の未来を語る市長の会
（2019 年度前期）

日本都市センター研究員 安齋 顕考

都市自治体が直面する政策課題について、市区長間で自由な議論、問題意識の共有及び情報交流を図

ることを目的に、市区長有志から構成される呼びかけ人による「都市の未来を考える市長の会」を開催

している。2019 年度前期は、「交通弱者対策（住民の移動手段の確保）」を議題として、学識者による基

調講演と事前アンケートを踏まえた参加市長間の意見交換を行った。

はじめに
通算 27 回目となる「都市の未来を語る市
長の会（2019 年度後期）」は、2019 年7月1
日（月）に開催し、市長 28 名の参加を得た。
中野正康一宮市長の進行のもと、各市長間で
活発な意見交換が行われた。

プログラム

中野 正康一宮市長進行役

基調講演 福島大学経済経営学類
准教授 吉田 樹

綾 宏坂出市長趣旨説明

1 趣旨説明
今回の議題である「交通弱者対策（住民の
移動手段の確保）」について、綾宏坂出市長に
よる趣旨説明が行われた。
綾市長からは、近年、地方圏に限らず大都
市圏でも路線バス撤退などで不便な地域が多
く発生し、住民の移動手段確保が重要な課題
となっており、参加市長や吉田准教授と議論
を深めたいとの発言があった。

2 基調講演
「地域公共交通の計画手法－地域公共交通

網の形成から地域創生へ－」と題して、吉田
樹福島大学経済経営学類准教授による基調講
演が行われた。
吉田准教授からは、地域の生活と交流を支
える道具である公共交通について、ネット
ワークとして見詰め直し、移動手段確保に加
えて、地方創生を念頭に取り組むべきとの提
案をいただいた。

3 意見交換
基調講演及び参加市への事前アンケートを
踏まえた参加市長、吉田准教授による意見交
換では、地域公共交通サービスについて、多
様な担い手を確保する方法、持続可能性確保
のための財源、交通網の面的な再構築、運行
間隔や路線の総合調整、自動運転技術や情報
技術を活用した新しいモビリティサービスへ
の期待と課題等について、自由で活発な意見
交換が交わされた。

おわりに
本会の詳細については、2020 年3月にブッ
クレットとして刊行する予定である。
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第 81 回全国都市問題会議（予告）

日本都市センター主任研究員 加藤 祐介

2019 年 11 月7日（木）、8日（金）の両日、第 81 回全国都市問題会議を、霧島市において開催する。

今回は「防災とコミュニティ」をテーマに、全国の都市自治体における多様な取組みを交えて議論を深

める予定である。

1 第 81 回会議の趣旨

全国都市問題会議は、全国の都市関係者が

一堂に会し、当面する課題やその対応策につ

いて討議するとともに、情報交換を図ること

を目的として、1927 年から開催している会議

である。第 81 回会議は、当センター、全国市

長会、後藤・安田記念東京都市研究所と開催

市である霧島市の共催により、11 月7日

（木）、8日（金）の2日間にわたって開催す

る。

近年、大規模な地震・津波災害や頻発する

気象災害を経験する中で、行政による災害対

応、すなわち「公助」の限界が認識されるよ

うになってきた。その一方で、住民一人ひと

りによる「自助」とともに、地域コミュニティ

による「共助」が再評価されるようになって

いる。自助、共助、公助をいかに組み合わせ

ていくかが、災害に対する地域の「レジリエ

ンス」、つまり、災害を事前に予防し、しなや

かに乗り越える力を高める上での重要なカギ

となる。

そこで、今回のテーマ「防災とコミュニ

ティ」について、全国の都市自治体で行われ

ている様々な取組みを踏まえつつ、議論を深

める予定である。

2 会議プログラム

今回の会議プログラム及び講演者等は下表

のとおりである。

都市とガバナンス Vol.32

政策交流イベント

198

パネルディスカッション
＜コーディネーター＞

追手門学院大学地域創造学部地域創造学科長・教授
田中 正人氏

＜パネリスト＞
専修大学人間科学部教授 大矢根 淳氏

香川大学地域強靭化研究センター特命准教授 磯打千雅子氏
霧島市国分野口地区自治公民館長 持留 憲治氏

静岡県三島市長 豊岡 武士氏
和歌山県海南市長 神出 正巳氏

基調講演
第1日：11 月7日（木）

主報告
鹿児島県霧島市長 中重 真一氏

一般報告
尚絅学院大学人文社会学群長 田中 重好氏

広島県広島市長 松井 一實氏
防災科学技術研究所火山研究推進センター長 中田 節也氏

第2日：11 月8日（金）

志學館大学人間関係学部教授 原口 泉氏
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第 21 回都市経営セミナー

日本都市センター研究員 釼持 麻衣

当センターでは、広く自治体関係者を対象に、都市が直面する課題等について、その参考となる報告

や討議を行い、今後の対応の一助としていただくことを目的に都市経営セミナーを開催している。今年

度は「文化芸術ガバナンスと公民連携」と題し、第 21 回目のセミナーを開催し、約 100 名の参加を得

た。

1 趣旨

文化・芸術振興は本来的に行政と外部（民

間・地域・住民）との連携が不可欠な政策分

野であるため、文化施設の管理運営のみなら

ず、文化・芸術振興事業の推進といった場面

でも、民間事業者や NPO、地域コミュニティ

などとの連携がより図られるようになってい

る。文化・芸術振興分野における多様な公民

連携の広がりは、住民ニーズの的確な把握と

協働、行政による適切なガバナンス、公正性・

透明性の確保等のあり方などの課題を顕在化

させるとともに、公共サービスの提供におい

て都市自治体が担うべき役割を改めて問いか

ける。

そこで、本セミナーでは、文化・芸術分野

における公民連携に焦点を当て、学識経験

者・実務者による講演およびパネルディス

カッションを通じて、これからの文化・芸術

振興および公民連携のあり方についての議論

を深めることとした。

2 セミナーの概要

セミナーの前半では、衛紀生可児市文化創

造センター館長より、文化・芸術振興の意義

やアーラを核とする社会包摂の取組みについ

て、金井利之東京大学大学院法学政治学研究

科教授より、公民連携における役割分担のあ

り方や公民連携を進める際に検討すべき論点

について、高野之夫豊島区長より、「豊島区国

際アート・カルチャー構想」や芸術文化劇場

等の整備などの豊島区における取組みについ

て、それぞれご講演いただいた。後半のパネ

ルディスカッションでは、公民連携を進める

にあたっての課題と解決のための工夫、まち

づくりの一環としての公民連携のあり方など

について、意見交換が行われた。

なお、本セミナーの概要は、当センター

ホームページに掲載されているほか、2020 年

3月に、講演およびパネルディスカッション

の詳細をまとめた、ブックレットを刊行する

予定である。ブックレットの内容も当セン

ターホームページに掲載するので、是非ご覧

いただきたい。

都市とガバナンス Vol.32

第 21 回都市経営セミナー

199

19-07-428　198_8-1_第81回全国都市問題会議（加藤）.mcd  Page 2 19/10/16 15:57  v5.51

第 81 回全国都市問題会議（予告）

日本都市センター主任研究員 加藤 祐介

2019 年 11 月7日（木）、8日（金）の両日、第 81 回全国都市問題会議を、霧島市において開催する。

今回は「防災とコミュニティ」をテーマに、全国の都市自治体における多様な取組みを交えて議論を深

める予定である。

1 第 81 回会議の趣旨

全国都市問題会議は、全国の都市関係者が

一堂に会し、当面する課題やその対応策につ

いて討議するとともに、情報交換を図ること

を目的として、1927 年から開催している会議

である。第 81 回会議は、当センター、全国市

長会、後藤・安田記念東京都市研究所と開催

市である霧島市の共催により、11 月7日

（木）、8日（金）の2日間にわたって開催す

る。

近年、大規模な地震・津波災害や頻発する

気象災害を経験する中で、行政による災害対

応、すなわち「公助」の限界が認識されるよ

うになってきた。その一方で、住民一人ひと

りによる「自助」とともに、地域コミュニティ

による「共助」が再評価されるようになって

いる。自助、共助、公助をいかに組み合わせ

ていくかが、災害に対する地域の「レジリエ

ンス」、つまり、災害を事前に予防し、しなや

かに乗り越える力を高める上での重要なカギ

となる。

そこで、今回のテーマ「防災とコミュニ

ティ」について、全国の都市自治体で行われ

ている様々な取組みを踏まえつつ、議論を深

める予定である。

2 会議プログラム

今回の会議プログラム及び講演者等は下表

のとおりである。
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政策交流イベント

198

パネルディスカッション
＜コーディネーター＞

追手門学院大学地域創造学部地域創造学科長・教授
田中 正人氏

＜パネリスト＞
専修大学人間科学部教授 大矢根 淳氏

香川大学地域強靭化研究センター特命准教授 磯打千雅子氏
霧島市国分野口地区自治公民館長 持留 憲治氏

静岡県三島市長 豊岡 武士氏
和歌山県海南市長 神出 正巳氏

基調講演
第1日：11 月7日（木）

主報告
鹿児島県霧島市長 中重 真一氏

一般報告
尚絅学院大学人文社会学群長 田中 重好氏

広島県広島市長 松井 一實氏
防災科学技術研究所火山研究推進センター長 中田 節也氏

第2日：11 月8日（金）

志學館大学人間関係学部教授 原口 泉氏
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第 22 回都市政策研究交流会

日本都市センター研究員 釼持 麻衣

当センターでは、都市自治体の企画課および各分野の担当課職員等を対象に、都市自治体が直面する

課題や注目されている政策について、学識者や実務者による報告、質疑応答および意見交換を行い、課

題解決の諸方策を議論する「都市政策研究交流会」を開催している。今年度は「福祉と環境のベストミッ

クスを目指す『ごみ屋敷』対策」と題し、第 22 回目の交流会を開催し、約 60 名の参加を得た。

1 趣旨

いわゆる「ごみ屋敷」や樹木の繁茂、多頭

飼育・給餌といった「住居荒廃」は、環境衛

生、防災、防犯および景観上の支障などを生

じさせ、地域の困りごととして、周辺住民や

家族から行政に相談あるいは苦情が寄せられ

ることも少なくない。近年では、都市自治体

が「ごみ屋敷条例」を制定し、法的規制によ

る解決を図る動きが見受けられる。他方で、

原因者が抱える生活上の課題を解決するため

の支援も不可欠である。このように、「ごみ

屋敷」問題に取り組むにあたっては、本人の

福祉と周辺住民の生活環境のバランスをとる

ことが重要と考えられる。

そこで、第 22 回都市政策研究交流会では、

2017 年度から 2018 年度にかけて設置された

「住居の荒廃をめぐる法務と福祉からの対応

策に関する研究会」の研究成果に基づき、都

市自治体による「ごみ屋敷」対策の具体的な

方策と実践に焦点を当て、学識者による講演

および実務担当者による事例報告に加えて、

参加者との質疑応答・意見交換を行った。

2 交流会の概要

当日は、下のプログラムのとおり、講演等

が行われた。なお、本交流会の概要は、当セ

ンターホームページに掲載するので、是非ご

覧いただきたい。

都市とガバナンス Vol.32

政策交流イベント

200

学識者講演①
「セルフ・ネグレクトへの介入・支援
～自治体のごみ屋敷対策を考える～」

東邦大学大学院看護学研究科教授 岸 恵美子氏
学識者講演②
「条例によるごみ屋敷対策の現在」

上智大学法学部教授 北村 喜宣氏
事例報告①
「横浜市のごみ屋敷対策について
～支援に重点を置いた取組～」

横浜市健康福祉局地域福祉保健部
福祉保健課担当係長 佐々木 祐子氏

事例報告②
「ごみ屋敷対策の取組
～条例制定までの経緯と支援の推進体制～」

豊田市環境部環境保全課主査 山内 英裕氏
質疑応答・意見交換

プログラム
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第 22 回都市政策研究交流会

日本都市センター研究員 釼持 麻衣

当センターでは、都市自治体の企画課および各分野の担当課職員等を対象に、都市自治体が直面する

課題や注目されている政策について、学識者や実務者による報告、質疑応答および意見交換を行い、課

題解決の諸方策を議論する「都市政策研究交流会」を開催している。今年度は「福祉と環境のベストミッ

クスを目指す『ごみ屋敷』対策」と題し、第 22 回目の交流会を開催し、約 60 名の参加を得た。

1 趣旨

いわゆる「ごみ屋敷」や樹木の繁茂、多頭

飼育・給餌といった「住居荒廃」は、環境衛

生、防災、防犯および景観上の支障などを生

じさせ、地域の困りごととして、周辺住民や

家族から行政に相談あるいは苦情が寄せられ

ることも少なくない。近年では、都市自治体

が「ごみ屋敷条例」を制定し、法的規制によ

る解決を図る動きが見受けられる。他方で、

原因者が抱える生活上の課題を解決するため

の支援も不可欠である。このように、「ごみ

屋敷」問題に取り組むにあたっては、本人の

福祉と周辺住民の生活環境のバランスをとる

ことが重要と考えられる。

そこで、第 22 回都市政策研究交流会では、

2017 年度から 2018 年度にかけて設置された

「住居の荒廃をめぐる法務と福祉からの対応

策に関する研究会」の研究成果に基づき、都

市自治体による「ごみ屋敷」対策の具体的な

方策と実践に焦点を当て、学識者による講演

および実務担当者による事例報告に加えて、

参加者との質疑応答・意見交換を行った。

2 交流会の概要

当日は、下のプログラムのとおり、講演等

が行われた。なお、本交流会の概要は、当セ

ンターホームページに掲載するので、是非ご

覧いただきたい。

都市とガバナンス Vol.32

政策交流イベント

200

学識者講演①
「セルフ・ネグレクトへの介入・支援
～自治体のごみ屋敷対策を考える～」

東邦大学大学院看護学研究科教授 岸 恵美子氏
学識者講演②
「条例によるごみ屋敷対策の現在」

上智大学法学部教授 北村 喜宣氏
事例報告①
「横浜市のごみ屋敷対策について
～支援に重点を置いた取組～」

横浜市健康福祉局地域福祉保健部
福祉保健課担当係長 佐々木 祐子氏

事例報告②
「ごみ屋敷対策の取組
～条例制定までの経緯と支援の推進体制～」

豊田市環境部環境保全課主査 山内 英裕氏
質疑応答・意見交換

プログラム
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■機関誌「都市とガバナンス」（A4版 本体価格 1,000 円＋税）

図 書 名 発行

都市とガバナンス 第 31 号 2019 年3月

都市とガバナンス 第 30 号 2018 年9月

■報告書

図 書 名 発行 サイズ 価格（税別）

次世代モビリティ社会を見据えた都市・交通政策
－欧州の統合的公共交通システムと都市デザイン－ 2019 年 A5 1,000 円

ネクストステージの都市税財政に向けて
～超高齢・人口減少時代の地域社会を担う都市自治体
の提言と国際的視点～

2019 年 A4 1,500 円

AIが変える都市自治体の未来
－ AI-Readyな都市の実現に向けて－ 2019 年 A5 1,000 円

自治体による「ごみ屋敷」対策
－福祉と法務からのアプローチ－ 2019 年 A5 1,000 円

住民がつくる「おしゃれなまち」
－近郊都市におけるシビックプライドの醸成－ 2019 年 A5 1,000 円

都市自治体の文化芸術ガバナンスと公民連携 2018 年 A5 1,000 円

ドイツの空き家問題と都市・住宅政策 2018 年 A5 1,000 円

都市自治体による持続可能なモビリティ政策
－地域公共交通・まちづくり・ICT－ 2018 年 A5 1,000 円

超高齢・人口減少時代の地域を担う自治体の土地利用
行政のあり方 2017 年 A4 1,500 円

都市自治体における市民参加と合意形成
－道路交通・まちづくり・コミュニティー 2017 年 A5 1,000 円

都市自治体の子ども・子育て政策 2017 年 A5 1,000 円

自治体の遠隔型連携の課題と展望
－新たな広域連携の可能性－ 2017 年 A5 1,000 円

超高齢・人口減少社会に立ち向かう
－新たな公共私の連携と原動力としての自治体－ 2017 年 A5 1,000 円

都市とガバナンス Vol.32202
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■都市の未来を語る市長の会（A5版 本体価格 500 円＋税）

図 書 名 発行
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都市の未来を語る市長の会（2016 年度後期）
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■日本都市センターブックレット（A5版 本体価格 500 円＋税）

図 書 名 発行

No.40 モビリティ政策による持続可能なまちづくり
－第 20 回都市経営セミナー－ 2019 年3月

No.39 都市自治体の子ども・子育て政策
－第 19 回都市経営セミナー－ 2018 年3月

No.38 都市の産業振興と人材育成
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■比較地方自治ブックレット（A5版 本体価格 500 円＋税）

図 書 名 発行

ドイツにおける都市経営の実践
－市民活動・都市内分権・都市圏経営の諸相－ 2015 年3月

欧米諸国にみる大都市制度 2013 年3月
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■機関誌「都市とガバナンス」（A4版 本体価格 1,000 円＋税）

図 書 名 発行

都市とガバナンス 第 31 号 2019 年3月

都市とガバナンス 第 30 号 2018 年9月

■報告書

図 書 名 発行 サイズ 価格（税別）
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都市自治体の文化芸術ガバナンスと公民連携 2018 年 A5 1,000 円
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行政のあり方 2017 年 A4 1,500 円

都市自治体における市民参加と合意形成
－道路交通・まちづくり・コミュニティー 2017 年 A5 1,000 円

都市自治体の子ども・子育て政策 2017 年 A5 1,000 円

自治体の遠隔型連携の課題と展望
－新たな広域連携の可能性－ 2017 年 A5 1,000 円

超高齢・人口減少社会に立ち向かう
－新たな公共私の連携と原動力としての自治体－ 2017 年 A5 1,000 円
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　（公財）日本都市センターは、2012 年 4 月
より、都市政策、行政経営及び地方自治制度等
の都市に関する調査研究活動を行うとともに、
情報の提供及び研修事業等を行うことに特化し
た公益財団法人へ移行いたしました。
　今後も都市自治体をはじめ研究者の方々に
様々なメディアを通じ適切かつ迅速な情報提供
に努め、都市の発展に貢献してまいります。
　詳しくは、当センターホームページ
（http://www.toshi.or.jp）をご覧ください。

研究室スタッフ紹介
■理事・研究室長
　石川　義憲
■副室長
　臼田　公子
■研究員
　清水　浩和　　加藤　祐介　　峰岸　貴子
　髙野　裕作　　釼持　麻衣　　黒石　啓太
　原　　宏樹　　安齋　顕考

編 集 後 記

　皆様のお手元に、『都市とガバナン
ス』第32号をお届けします。
　本誌は、地方自治をめぐる諸状況や
全国の都市自治体のニーズを踏まえ、
地方自治制度、都市政策、行政経営
等都市の政策に役立つ情報を提供す
るため、（公財）日本都市センターが年
２回発刊している機関誌です。

　本号では、テーマとして「地方分権
の理念とこれから」を、シリーズとして
「まちづくりの新展開－マンションと地
域のまちづくり－」を取り上げました。
いずれも今後の超高齢・人口減少時
代の都市自治体行政において、重要な
論点であろうと思われます。本号が都
市自治体関係者の皆様のお役に立て
ば幸いです。

　末筆となりますが、ご多忙にもかか
わらず、ご寄稿いただいた執筆者の皆
様には改めて感謝申し上げます。

（研究員　黒石　啓太）

〔お断り〕本誌の論文等のうち、意見にわたる部分は筆者の個人的見解です。

都市とガバナンス 第 32 号（年 2回発行）

発　行　日　　2019年９月15日
定　　　価　　本体価格1,000円＋税
編集・発行　　（公財）日本都市センター
　　　　　　　〒102－0093　東京都千代田区平河町2‒4‒1
　　　　　　　　　　　　　日本都市センター会館８階
　　　　　　　ＴＥＬ　03-5216-8771
　　　　　　　ＦＡＸ　03-3263-4059
　　　　　　　E-mail　 labo@toshi.or.jp
　　　　　　　ＵＲＬ　http://www.toshi.or.jp
印　　　刷　　株式会社　丸井工文社
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シリーズ まちづくりの新展開
      －マンションと地域のまちづくり－

講演録 「憲法の地方自治規定と都市自治体」
 　　　明治大学法学部教授　大津　　浩

テーマ 地方分権の理念とこれから

巻頭論文 「公共的な物」の劣化に
 　　　　どう対応するか？
 　　　　早稲田大学政治経済学術院教授　齋藤　純一
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